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１ 研究背景と目的 
第三次産業、いわゆるサービス産業の発達は現代経済の顕著な特徴であり、21世紀はサ
ービスの時代と言われている。人はあらゆる面において心のこもった暖かい対応を求め、
産業も物の時代からサービスの時代へと移行してきた。社会・経済の「サービス化」が急
速に進展しつつある現在では、サービスの質の安定化を図り、サービスの質的向上や効率
化・生産性向上などへの取り組みにあたって参考になりうる一般性のあるサービス理論が、
社会からの現実的な要請である。それに応えるサービスに関する研究への取り組みは、欧
米では 1980年代、日本と中国は 1990年代から顕著になり始めた。これまでのサービスへ
の研究は、サービス・マネジメント、マーケティングの特異性、サービスの品質管理、個
別サービス業研究など経営学と経済学の視点から分析し議論するものが圧倒的に多い。そ
こにはサービスに対する人々の認識やサービスに関する文化的側面からの考察が極めて少
ない。また、サービスにかかわる研究が多岐にわたり行われているが、依然として一般性
のある統合的なサービス理論が達成されていない。そのため、継続的な研究の重要性は言
うまでもなく、サービスに対する研究の開拓と深化も求められている。 
そもそも「サービス」という言葉は現実的にも学問的にも多義的に使われており、その
意味内容が多様かつ曖昧である。しかし、人々はあらゆる面において高い質のサービスを
求め、そのためサービスの質の優劣は企業の死活に関わる問題のみならず、健全な社会作
りや精神的かつ心理的に豊かな人間作りにもかかわっている。これが、サービスの品質の
維持と向上が常に追求される所以である。ところで、一般に日中を往来する中国人のほと
んどが日本のサービスの質を高く評価しているのに対し、日本人は中国のサービスが悪い
と評価するのが大半であると指摘されている。また、近年中国では国内観光が盛んになり
つつあるが、そこでもサービスの悪さが多く指摘されている。つまり「最高のサービスを
有する」といわれる日本のサービスに対して、中国における全体的なサービスの水準は、
高くなりつつあるにも関わらず、国内外から依然として非難されていることは周知の通り
である。なぜ中国のサービスの質は低いのか。その点に関しては、「サービス」への自覚と
教育が不充分であること、「サービス」に対する偏見と差別が存在することなど、特に中国
人一般もしくはサービス提供者のサービス意識の欠如が大きな要因としてしばしば提起さ
れている。 
サービス意識とは、すなわちサービスに関する考え方や態度・観念と思われる。現実の
中で「サービス意識を強化せよ」というスローガンは、中国でのさまざまな業界における
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多数の企業によって掲げられている。サービス意識に関する研究は主に行政サービス・医
療サービス・教育サービスと図書館サービスにおいて論じられ、サービス意識を高める必
要性と具体的な方法論が提示されている。しかし、そこには観光分野におけるサービス意
識の議論は少ない。またサービス意識に関する統一した有力な定義がなく、「サービス」と
同様な不明瞭性が見られる。それに、サービス意識に対する人々の認識とサービス意識の
実態を探る先行研究が見当たらない。では、中国人はどんなサービス意識を持ち、サービ
スとサービス意識についてどのように理解しているのか。そのサービス意識の形成には、
何がどのような影響を与えてきたのか。そして日本と中国の間にサービスの品質のズレは
なぜ生じているのか。中国においてサービスの質を高めるには何が必要であろうか。これ
らの問題意識を持ちつつ、本研究は物的サービスと人的サービスの両方を含むホテル業の
サービスをとりあげ、考察を行う。なお、比較する土台を統一するため、本研究ではサー
ビス水準の高いと思われている 5 つ星（都市）ホテルに焦点を当てる。 
グローバル化の進行に伴い、サービスのテクニックは訓練によって格差が縮小され、サ
ービスのマニュアルも類似的になり、その形式が平準化しつつある。しかし、サービスに
はテクニックより心が求められると言われている。サービスの提供者や利用者の内面にお
けるサービスへの考え方や意識がまさに心にあたるものであり、接客に臨む姿勢や行動・
サービスの受け入れ方・満足度に大いに影響を与えていると考えられる。言い換えれば、
サービス水準の向上とその格差の形成においては、文化的差異によって生じる人々のサー
ビス意識の差異がキーポイントとなる。ゆえに、中国のサービスの質を高めるにはまず中
国人のサービス意識の実態を把握することが前提となる。 
一方、日本ではサービス業界にかかわる実務者や学者の多くは、サービスの質と高水準
を維持するキーポイントはホスピタリティであると考えている。先行研究においてはサー
ビスとホスピタリティがしばしば対照され、ホスピタリティはサービスより更に進化した
形態として捉えられる傾向が強い。しかし、中国ではホスピタリティに関する専門的な研
究がまだ行われていない。中国のサービスの現状を改善し、中国人のサービス意識を把握
するには、「ホスピタリティ」との関連性および中国にとってのホスピタリティとその応用
可能性を議論することが不可欠である。  
もちろん、人々のサービス意識は一夜にしてできるものではなく、形成してから変わら
ないまま維持し続けるものでもない。サービス意識の形成には社会環境や時代背景・教育・
文化などさまざまな側面からの影響があると考えられる。この点に関しては、宿泊産業の
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歴史的変遷が一大要素としてまず考えられる。日中の宿泊産業は、長い歴史の中でそれぞ
れの道を歩んできており、その蓄積が現在のサービスのあり方に影響している。中国の場
合では、「文化大革命」の時期に「為人民服務」（人民のために奉仕する）というスローガ
ンの下で「サービス」という言葉は一夜にして全国的に浸透した。当時の「サービス」は
イコール無欲無私の「奉仕」であった。1978 年に「改革開放」という国策の実施により、
ホテル産業はほかの産業より一早く整備された。サービスのノウハウが外国から輸入され
ると共に、サービスに関する意識変化がもたらされた。このような近現代の歴史的出来事
も、政治的な背景として人々のサービス意識の転換に大きな影響を与えたと考えられる。 
また中国では少数である外資系ホテル 1が、多数を占める国有ホテル 2より競争優位に立
っている。その要因には外資系ホテルの知名度の高さや上質な客層の確保、広い情報ネッ
トワークなどが考えられるが、サービス水準の高さも大きく影響していると考えられる。
日系企業が海外へのホテル投資あるいはホテル運営を行う際には、水準の高いサービスの
提供と維持が大きな魅力と考え重視する。その結果、日系ホテルのサービス面に対する評
価は高いと言われている。そこでは上述のように、接客にあたるサービスの提供者、つま
り従業員のサービス意識がサービスの水準を左右する要因である。サービス提供者のサー
ビス意識の形成にはそれぞれのホテルの企業文化 3が影響を与えていると考えられる。そ
のため、本研究は日系ホテル・日中合弁ホテル・中国国有ホテル・欧米系ホテルの 4 つの
視点からそれぞれの企業文化の特徴を考察し、サービスのあり方への影響を明らかにした
い 4
さらに、改革開放後の中国ではホテル業をはじめとする観光産業に関わる人材を育成す
る専門学校や大学が、雨後のたけのこのように次々と開設されている。サービス提供者、
つまりサービス人材の育成の段階からサービス意識の養成が行われ、サービスへの考え方
と姿勢にも影響を与えることは容易に推測される。サービスに関わる職業教育は学校制度
。 
                                                   
1外国資本の参加、あるいは外国ホテルチェーングループによる運営管理の参加のあるホテルを一般的に
外資系ホテルと呼ぶ。ちなみに外資系企業を中国では一般的に「三資企業」あるいは「外商投資企業」と
呼び、中外合資経営企業（合弁企業）、中外合作経営企業（合作企業）、100％外資企業（独資企業）に分
けるが、外商投資株式有限会社も含まれている（日本貿易振興会 1999：167）（日中経済協会 2003：59）。 
2 本研究では国有ホテルを外資系ホテルに対する対照的な概念として取り上げ、中国政府から指導や投
資・経営など何らかの形でかかわりのあるホテルを指し、具体的には付録資料 16 で示す国有企業のこと
である。 
3企業文化は経営文化、組織文化、組織風土、部門文化などのサブ文化に区分して論じられることも少な
くないが、それらの境界線が曖昧であるため、本研究では一括して企業文化として論じることにする。 
4 本研究ではサービスとサービス意識を中心とするため、投資元あるいはホテルのオーナーに関係なく、
日本のホテルチェーングループによる運営参加のホテルを日系ホテルとする。同様に、欧米のホテル・マ
ネジメント・グループによる運営参加のホテルは欧米系ホテルとする。 
 5 
と社会制度において行われる。学校制度の方は学校という組織的教育機構を通した論理
的・模擬的・概論的な職業への準備教育であるのに対して、社会制度の方は産業社会の中
で自然発生的に存在し、そこには実践的・経験的・部分的もしくは在職的教育という特性
がある。この在職的教育つまり社員教育については上記の企業文化の分析において考察す
ることができるだろう。他方、サービス意識の養成に携わる学校の職業教育を考察するた
めには、日中の代表的な学校を取り上げ、ホテル科のカリキュラムの構成や教師と学生の
サービス意識、職業教育の実態などを考察する必要がある。 
本論文ではホテル業のサービスを取り上げ、日本を参照しながら中国人のサービス意識
を研究対象とし、そのサービス意識の実態を把握した上でサービス意識の形成に与える影
響を、内在要因としてのホテル企業文化、外在要因としての職業教育、そして産業史と政
治背景の 3 点から明らかにすることを目的とする。また中国にとってのホスピタリティの
意義を探り、日中のギャップを究明しながら中国のサービス現状の改善に向けて提案する。 
 
２ 研究対象と方法 
本研究ではホテル業のサービスを取り上げ、日本を先進事例として意識しつつ中国と比
較しながら、中国人のサービス意識を研究対象とする。「意識」に関する研究は従来哲学・
心理学・医学などの分野で多く論じられている。文化論における「意識」はいわば「態度・
観念・考え方」などに言い換えられる抽象的な概念である。本研究はこの抽象的な概念で
ある「意識」を、観光にかかわるサービスあるいは観光におけるサービスを軸に、歴史学
にかかわるホテル産業史、経営学におけるホテルの企業文化、教育学における職業教育を
中心として多領域に渡って論じるものになる。そもそも観光研究には、学際的な研究とし
てさまざまな学問の多様な技法とアプローチが適用されている。本研究も依拠できる統合
的な明確した理論体系が存在せず、学際的な研究として独自の展開を試みるものとなる。
それに関連して比較研究や事例研究、フィールドワークなど多様な研究方法を用いる。な
お、本研究は中国のサービスの質をより一層向上もしくは改善するための参考となる理論
と実証の融合した研究を目指し、各部分で取り上げる調査事例に関してはそれぞれの領域
において代表的なもの、あるいは普段高く評価されているものを選定し、取り上げた。 
研究調査では、文献調査と文化人類学のフィールドワークの研究方法および社会学にお
 6 
けるインタビューとアンケートといった方法を採用した 5
フィールドワークについては現場での参与観察とインタビューの方法を用い、ホテル調
査と学校調査を実施した。ホテルでのフィールドワークでは、従業員の本音を聞きだすた
め、調査対象となるそれぞれのホテルで約一ヶ月ずつ従業員と共に働きながら、考察と聞
き取り調査を行った
。文献調査についてはサービ
ス・サービス意識・ホスピタリティ・サービス産業・ホテル業・企業文化・職業教育・改
革開放・ホテル産業史などのキーワードをめぐって、単行本から各種論文・専門誌・報告
書および新聞記事などに渡って中国と日本の文献や先行研究を中心に調べた。 
6。さらにホテル側が実施したアンケートと苦情データを資料として
参考にした。なお、教育調査とする学校においてもそれぞれ約一ヶ月ずつ滞在し、学生と
教師への聞き取り調査と授業参観を行った 7
なお、アンケートは中国人の「サービスとホテルのサービスに対する認識」
。また調査期間中に対象者にかかわる各種資
料を参考のために請求した。 
8を把握する
目的で、2007 年 7 月 15 日から 8 月 30 日までの約 1 ヶ月半の間に、上海の 5 つ星ホテル
や高級レストランの付近および空港などで中国人一般を対象に実施した。なお、アンケー
トの設問は 16 問で 10 名の調査員に 530 部のアンケート用紙を委託し、各調査員が直接ア
ンケートを実施する方式を採用した 9
フィールドワークの調査対象としては、ホテル 4 軒とホテル関係の専門学校 2 校をとり
あげた。4 軒のホテルは中国における日系ホテルである上海花園飯店（Garden Hotel 
Shanghai、以下GHSとする）、日中合弁ホテルである北京長富宮飯店（Chang Fu Gong 
Hotel、以下CFGとする）、中国国有ホテルである上海錦江飯店（Jin Jiang Hotel、以下JJH
とする）、そして欧米系ホテルである上海波特曼丽嘉酒店
。調査員から 520 部の有効回答を回収できた。 
10
                                                   
5 本論文で示すインタビューとアンケートの詳細内容において、回答例に人数をあげていないものは 1 人
のみの答えとなる。 
（The Portman Ritz Carlton 
Shanghai、以下PRHとする）の 4 つである。このうちJJHの開業年数が最も長いが、CFG
とGHS、PRHも 10 年以上の歴史があり、4 社とも 5 つ星ホテルで知名度の高い代表的な
都市ホテルである。ホテルに対する事例研究は企業文化による表層文化・中間層文化・核
心層文化の 3 側面から考察を行う。また、ホテル関係の 2 つの専門学校は日本の大阪にあ
6 各ホテルでのインタビューの質問事項は付録資料 2・3・4・5 を参照されたい。 
7 各学校における教師と学生に対するインタビューの質問事項は付録資料 6・7・8・9 を参照されたい。 
8 アンケートの設問の詳細は付録資料 10 を参照されたい。 
9 調査員が直接アンケートを実施する方法とは、アンケートの質問に沿って被調査者に対して問いかけ、
その回答を調査員が記入することである。 
10上海波特曼丽嘉酒店の中国名には、上海波特曼丽思卡尔顿酒店と上海波特曼丽思酒店の呼び方もあり、
いずれも同じホテルである。 
 7 
るホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪（以下HTOとする）と中国上海にある上海旅
遊高等専科学校（以下STSとする）である。両校の修学年数は異なるが、共に高校卒業者
を入学資格とし短期高等教育機関に所属する。それに両校ともホテル学科が設けられ、観
光職業教育において代表的な存在である。このため、職業教育の考察においてSTSとHTO
を取り上げることが適切だと考えた。両校に対する事例考察はカリキュラムの設置と教
師・学生へのインタビューを中心に行う。なお、フィールドワークを実施した基本データ
を表序－1 によって示す 11
表序－１ フィールドワークの調査データ 
。 
調査機関名 調査期間 被調査者 所要時間 
ホ
テ
ル 
CFG 2004 年 3 月 8 日―3 月 31 日 16 名（3 名） 約 2 時間 
GHS 2004 年 4 月 10 日―5 月 9 日 13 名（2 名） 約 1 時間半 
JJH 2004 年 5 月 20 日―6 月 10
日 
7 名 約 1 時間 
PRH 2007 年 7 月 30 日―8 月 25
日 
17 名 約 1 時間 
学
校 
STS 
2007 年 9 月 7 日―9 月 21 日 教師：12 名 約 40 分 
学生：40 名 約 20 分 
HTO 
2007 年 6 月 5 日―6 月 29 日 教師：11 名 約 40 分 
学生：34 名 約 20 分 
注：被調査者はインタビューを受けた人を指す。括弧の中は日本人従業員の人数である。所要時間は一人
当たりのインタビューを受けた時間である。 
 
３ 本論文の構成 
本論文はすでに発表してきた以下の諸論稿をまとめつつ加除修正を行い、新たに書き下
したものを加えて学位請求論文として再構成したものである。 
○2004 年度「企業文化から見るホテルのサービス文化に関する比較研究―中国における日
系ホテルと国有ホテルを事例として」大阪市立大学修士学位論文 
○2009 年「中国人の「服務」への認識に関する考察」、『ＨＯＳＰＩＴＡＬＩＴＹ』、
日本ホスピタリティ・マネジメント学会誌、第 16 号、pp.103－109 
○2008 年「企業文化によるサービスへの影響に関する比較研究―中国における日系ホ
テルと国有ホテルを事例として」、『東北亜観光研究』、東北亜観光学会、Vol.４No.
２、pp.41―61  
○2008 年「ホスピタリティとサービスへの認識と教育に関する調査報告―ホスピタリ
ティ ツーリズム専門学校において」、『ホスピタリティ ツーリズム研究論集 2 号』、
                                                   
11 各調査対象の概要を本文において示す。 
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ホスピタリティ ツーリズム専門学校 pp.14－22 
○2007 年「中国の高等職業教育におけるサービス意識の養成に関する考察―上海旅游
高等専科学校の事例を通して」、『日本観光研究学会第 22 回全国大会学術論文集』、
日本観光研究学会、pp.169－172  
○2007 年「上海波特曼丽嘉酒店的学习有感（ザ・ポートマン・リッツ・カールトン上海
におけるフィールドワークについて）」、『饭店世界』NO.６、上海社会科学院旅游研
究中心 pp.45―46 
○2007 年「日中宿泊産業の歴史的変遷および比較」、『東北亜観光研究』、東北亜観光
学会、Vol.３No.１、pp.105－122  
○2006 年「第 2 部ブランド化としての歴史的まちなみー集客力のある自治体をめざし
て 第 6 章来訪者に対するもてなし」、『集客都市と自治体ブランド戦略（平成 17
年度共同研究報告書）』、財団法人大阪府市町村振興協会・おおさか市町村職員研修
研究センター・共同研究「集客都市と自治体ブランド戦略」研究会、pp.81－88  
○2005 年「中国における企業文化によるサービスへの影響―国営ホテルを事例として
ー」、『日本観光研究学会第 20 回全国大会学術論文集』、日本観光研究学会、pp.205
―208  
○2004 年、「ホテル業におけるサービスとホスピタリティに関する認識と理解―中国に
おける日系ホテルの事例を通して」、『第 10 回観光に関する学術研究論文入選論文
集』、アジア太平洋観光交流センター、pp.1－17  
本論文は上記した論稿を基礎として加筆修正し再構成を行い、序章と終章を含め全 7 章
から構成される。序章では本論文の研究背景を述べた上で研究目的を明示する。また研究
方法と本論文の構成を説明し、既存研究における本研究の位置づけと意義を述べる。 
第一章では、中国におけるサービス産業の全体から観光産業、ホテル産業という順番で
対象を絞りながら、その概況を統計データと先行研究を通して把握する。そうした背景を
踏まえた上でサービスに関する先行研究を整理し、日本と中国におけるサービスの概念・
特質・分類などの基本事項をとりあげ、先行研究によるサービスに対する日中の理解を比
較する。 
第二章では、サービス意識に関する先行研究を概観した上、先行研究とインタビュー・
アンケートのデータを通して、中国人一般およびホテル業界関係者のサービスとサービス
意識・ホスピタリティへの理解を把握する。その上でサービスとサービス意識、サービス
 9 
とホスピタリティ、サービス意識とホスピタリティの関係を整理し、適切で専門的なホス
ピタリティの中国語訳について検討する。 
第三章では、日中における宿泊産業の歴史的変遷を宿泊施設の形態から概観し、そこに
ある異同を比較し、産業の発展史からサービスのあり方に対する影響を探る。また近現代
の中国社会に多大な変動を引き起こした政治的な歴史的出来事、とりわけ文化大革命と改
革開放の国策を軸として、中国人のサービス意識の変化を究明する。 
第四章は企業文化の視点からサービス意識への影響を探るものである。そこではまず先
行研究にみられる企業文化の定義・内容・類型などを整理した上で本研究における企業文
化の概念を提示し、事例の考察において依拠する分類を明確にする。また日本・中国・ア
メリカの企業文化の特徴および文化的背景を明らかにし、比較によって再検討する。さら
に「ホテル文化」と呼ばれるホテル企業の企業文化とサービス文化について理解し、事例
研究によって企業文化がサービスに与える影響を分析し、実証する。最後に事例研究を企
業文化の理論整理に照らし、日系企業と欧米系企業の実態から中国国有企業にとって参考
になりうる点をまとめてみる。 
第五章では、観光にかかわる職業教育の視点から日中における職業教育の教育体系内部
での位置づけと役割・現状を概観した上で、具体的な事例調査を通して教師と学生の認識
を把握する。また事例の比較研究によって職業教育の実態と問題点を明らかにしながら、
サービス意識の養成への影響を考察する。 
終章すなわち結論では、本文の内容をまとめると共に中国人のサービスとサービス意識
への理解を明らかにし、歴史的要因と企業文化・職業教育の視点からサービス意識への影
響を明確にする。また中国のサービス品質の向上に向けて提案を行い、今後の研究課題を
提示する。 
以上のように、第一章と第二章はサービスおよびサービス意識、ホスピタリティの三者
について全体的に論述するものである。第三章と四章・五章はサービス意識の形成に与え
る影響を内在要因の企業文化と外在要因の職業教育・歴史と政治の社会的背景から考察す
るものとなる。その構成図を図序－1 によって示す。 
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図序－１ 本論文の構成図 
 
４ 本研究の意義 
既存研究における本研究の位置づけあるいは意義として、以下の 4 点をあげることがで
きる。 
第一に、中国人のサービスとサービス意識への認識の実態を把握することである。サー
ビスに関する既存研究ではサービスの定義や特質、サービスの質に対する評価、顧客満足
のメカニズム、サービスの品質管理、サービス・マネジメント、マーケティング手法など
経営学・経済学の視点を中心に社会学や心理学などの方法を用いて理論的実証的な研究が
行われてきた。そこでは研究者によってさまざまなサービスの概念が提示されているもの
の、いまだに統一した見解がない。さらに言えば、先行研究では研究者のサービスへの理
解こそ示されているが、一般人つまりサービス利用者のサービスへの認識が論じられてい
ない。また、ホテル業のサービスに関する先行研究では、マネジメントの視点から内的な
顧客と見なされる従業員の満足を重視する方法論などが大いに論じられている。そこでは、
従業員は企業のサービス理念に従い行動すべきと唱える一方、従業員がサービスそのもの
に対して抱いている理解についての記述がない。 
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なお、サービス意識に関する先行研究ではサービス意識が欠如する要因、サービスの品
質を高めるためのサービス意識の重要性、サービス意識を向上させる対策などについて論
じるものが圧倒的に多い。そこでは人々がサービス意識についてどのように考え、どんな
サービス意識を持っているのかについて論じられていない。 
そこで本研究は先行研究の空白を埋め、文献調査とアンケート、インタビューを通して、
研究者・中国人一般・ホテル業界関係者の 3 つの視点から中国人のサービスとサービス意
識に対する理解を把握し、その実態を明らかにせんとする。それに関連して、日本と中国
のサービスの特徴に対する人々の認識を考察し、ホテル業のサービスおよびサービス意識
に対して再定義を行う。 
第二に、サービスとホスピタリティの概念を再考し、サービス意識との 3 者の関係を考
察し、ホスピタリティの中国語訳について検討することである。「ホスピタリティ産業」は
80 年代にアメリカで呼称され始め、日本においては 90 年代以降にホスピタリティへの注
目と取り組みが顕著になってきた 12
第三に、中国人のサービス意識の形成に具体的に何がどのような影響を与えているのか
を究明することである。観光およびホテル業にかかわるサービス意識に関する先行研究は、
行政サービス・医療サービス・教育サービスなどにおける先行研究に比べて少ない。そこ
では上述したようにサービス意識の重要性と必要性、欠如する要因、養成法などについて
は論じられているが、サービス意識の形成に与えてきた影響に関する議論がない。その空
白を埋めるために、本研究はホテル産業史・近現代の歴史的出来事・企業文化・職業教育
といった異なる側面から日中比較を通してそれぞれの影響を具体的に考察し、独自の方法
論を模索しながら学際的な研究を試みる。具体的にみると、日本と中国における宿泊産業
。そこではサービスとホスピタリティの概念を検討し、
両者を異なる次元の概念として理解し、ホスピタリティをサービスの更なる進化した形態
として捉え、ホスピタリティはサービスより上位に位置すると総体的に説明されている。
しかし、そこではサービス産業とホスピタリティ産業の両方において重要な地位にあるホ
テル業という視点から、両者の関係が明確に述べられていない。そこで、本研究はサービ
スとホスピタリティの概念・内容・分類などを再検討し、両者についてのホテル業界関係
者の理解に対する考察を加えて、ホテル業における両者の関係を明らかにする。そのうえ、
サービス意識との関係も論じ、ホスピタリティの中国語訳について検討する。 
                                                   
12 ホスピタリティに関する主なる先行研究には名東・山田・横沢（1994）、ホスピタリティ・ビジネス研
究会（1997）、平野（1999）、山上（1999）、山上・堀野（2001）、太田（2001）、古閑（2003）、服部（2004）
などがあげられる。 
 12 
史を比較する研究はまだ行われていないのが現状である。本論文は先行研究におけるそう
した不足を補うこととなる。また、マネジメントにおける有効的な経営資源として捉える
傾向のある企業文化論では、文化的視点から企業文化がサービスのあり方に与える影響に
関する詳細な論述が見られない。本論文は日本・中国・アメリカの企業文化の差異を再考
し、事例を通してその影響を考察する。さらに、観光にかかわる短期高等職業教育段階に
おける先行研究が多く行われているが、日中比較研究が管見の限りまだ見当たらない 13
第四に、以上の作業を踏まえ、日本という先進事例を参照し、サービスにかかわる日中
で生じているギャップの原因を突き止め、中国のサービスの現状に対してサービス水準の
維持と向上にかかわる提案を行うことである。サービスに関する研究では、サービスの品
質を向上させる方法をミクロ的な視点つまり具体的なサービス技能やマネジメント手法か
ら論じされることが多い。本研究は多領域を渡る調査を通して、マクロ的な視点から中国
のサービスの質の向上に寄与することを希望する。それと共に、比較研究と実証研究によ
って中国の状況を日本に紹介し、観光サービスおよび異文化交流において中国人の対応の
理解に資するものとなろう。              
。
そこで本研究は日本と中国における職業教育の事例研究によって、学校の職業教育がサー
ビス意識の養成に対して持つ影響を究明すると共に、職業教育の実態を探る。  
                                                   
13 観光にかかわる高等職業教育つまり正規大学レベルでの研究（実証研究）が多く、そこでの日中比較研
究は管見の限り、李悦錚（2008）のみである。 
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第一章 サービスに関する基礎理論 
 
 
 
 
 
本章では、まず中国におけるサービス産業の全体を概観した上で、著しい発展を遂げて
いる観光産業、および観光産業の中心産業であるホテル業の概況を、統計データを通して
把握することを目的とする。第二節ではサービスに関わる先行研究を整理し、日本と中国
におけるサービスの概念・特質・分類などの基本事項をとりあげ、サービスに対する日中
の理解を比較する。 
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１－１ 中国のサービス産業とホテル業 
１－１－１ サービス産業に関する概説 
20 世紀 60 年代の初頭から、主な世界先進国の経済発展の重心はサービス産業に移り、
産業構造は「工業型経済」から「サービス型経済」、いわば経済のサービス化へと転換して
きた（何徳旭 2007：3）。サービス産業が国内総生産（以下は GDPと略す）に占める割合は
1つの国が先進国といえるか否かを判断する指標とみなされつつある。 
ところで、「サービス産業」という呼称は実際には広範囲にわたって「第三次産業」と混
用されている。第三次産業という概念は経済学における概念であり、一般的に第一次産業
の農業と第二次産業の工業に対比しての区分である 1。「第三次産業」の内容はすべてサー
ビスにかかわる業界であり、実物的な物質を生産し提供することが少ないと思われている。
したがって、本論文でも「第三次産業」と「サービス産業」を同義的に扱うことにする 2
中国では、サービス産業に対する研究は統計学と経済学の視点からなされるのが大半で
ある。統計学からの研究にはサービス産業の概念・区分範囲・役割をはじめ、その発展と
現状、そこに潜んでいる問題点、原因および対策、改善方法の探求といった内容が含まれ
ている
。 
3。一方、経済学的視点からの研究にはサービス型経済の構造、変遷などに関する
理論研究、またはサービス型経済に転換する可能性と方法論、サービス産業と経済発展の
関係、サービスの生産率と応用的な研究などが含まれる 4
中国では国レベルでの産業分類が 1984年から実施されたが、その後 2回にわたり修正さ
。 
                                                        
1 1935 年、イギリスの経済学家 Fisher が『安全と進歩の衝突』という本の中で初めて「第三次産業」とい
う概念を提起した。それ以降第三次産業は世界広範囲に経済産業の区分において用いられるようになった。
また、「サービス産業」という概念は 1957年アメリカ新古典派経済学の父といわれる Clarkが提唱し、「第
三次産業」という概念を代替すると主張した。李朝鮮著『理論と量化：現代サービス産業発展研究』中国
経済出版社、2006年、ｐ.6 
2 中国では「現代サービス産業」という呼称もあるが、それは主に伝統的なサービス産業、とりわけ貿易、
金融、運輸、飲食、宿泊業などに対して、新興のサービス産業いわば体力を提供するのではなく、知識に
基づいたサービス産業のことを指す場合が多い。例えば市場調査と研究、ＩＴ、仲介、保険、広告などの
業界を指す。中国では「サービス産業」と「現代サービス産業」の概念や区分などについて学者の間で議
論されているが、現時点において定説はない。 
3 代表的なのは：欧新黔主編『中国服務業発展報告』中国経済出版社、2004 年。中华人民共和国商务部主
编『中国服务贸易发展报告 2007』中国商务出版社,2007 年。江小涓·裴长洪『中国服务业发展报告 No.3:“十
一五’’时期中国服务业发展的思路,目标与体制政策保障』社会科学文献出版社，2004 年。何德旭主编『中国
服务业发展报告 No.5 中国服务业体制改革与创新』社会科学文献出版社，2007 年。李江帆主编『中国第三
産業发展研究』人民出版社、2005年、などである。 
4 経済学視点でのサービス産業への研究は経済のサービス化を中心に行われてきた。代表的なのは：李江
帆『第三産業経済学』広東人民出版社、1990 年。李朝鮮著『理論と量化：現在服務産業発展研究』中国
経済出版社、2006年。黄少軍『服務業与経済増長』経済科学出版社、2000 年。鄭昌吉『我国産業結構的
調整与服務業的発展』現代管理科学、2004 年。黄維兵『現代服務経済理論与中国服務業発展』西南財経
大学出版社、2003 年。高涤陈·白景明『服务经济学』东方出版社,1991 年。裴长洪·彭磊『中国服务业与服
务贸易』社会科学文献出版社,2008 年などである。 
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れた。現在実施されているのは 2002年の修訂版、とりわけ『国民経済行業分類とコード』
（以下『産業分類』と略す）（GB/T4754－2002）である 5。中国国家統計局による産業区分
は次のようになる 6
1978 年の改革開放以来、中国のサービス産業は著しい成長を見せている。資料 12 から
分かるように、サービス産業の増加価値は 1978年の 872.5億元から 2002年の 49898.5億
元に増え、1978年に比べ約 57倍も増加し、さらに 2008年には 120486.6 億元にまでのぼっ
た。そのうち、宿泊と飲食業の増加価値も確実に伸び続けている。また一人当たりのサー
ビス業の生産価値は 1978年の 89.4元から 2002年の 2688.4元までに増加し、約 30倍に増
えた（欧新黔 2004：13）。サービス産業の従業者人数は 1978年の 4890万人から 2002年に
は 21090万人に、2008年には 25717万人に増えた。それに対応して、1992年 6月中国政府
は第三次産業の発展を加速する決定をして以来、1995 年に開かれた中国共産党第 14 回中
央委員会第 5 次全体会議、2002 年の中国共産党第 16 回全国代表大会などにおいてサービ
ス産業の発展と成長の重要性を論じ、全面的に重視し始めた。 
。すなわち第一次産業は農、林、牧畜、漁業であり、第二次産業は鉱、
製造、電力、ガス、水道、建築業である。第三次産業は第一次と第二次以外の産業を指す。
とりわけ交通運輸、郵便、宿泊、飲食、不動産、賃貸、環境、衛生、教育、観光、文化事
業、娯楽などの産業である。ちなみに現在使われている『産業分類』によると、ホテルや
旅館などの宿泊業は宿泊と飲食業に属し、観光やコンベンション・展示などは賃貸と商務
サービス業に属している。 
サービス産業はこのような政治と経済の状況を背景に、経済成長率を向上させるきわめ
て重要なファクターとみなされ、中国の経済成長に対する役割を日々強化しつつある。先
行研究によればサービス産業の増加価値はGDPの三分の一を占め、その発展ぶりは直接中国
のGDPの成長率に影響を与え、「工業型経済」から「経済のサービス化」への転換に大いに
影響を及ぼす。現時点において、サービス産業が直接中国社会に貢献しているのは就業機
会の創出と増加であると指摘されている 7
ところが、先進国ではサービス産業の増加価値はGDPの 70％以上を占め、その就業人口
は総就業人口の中で 70％以上を占めている
。 
8
                                                        
5 『国民経済行業分類とコード』の基本構造は付録資料 11 を参照されたい。 
。一方、中国のサービス産業は 1978 年以来、
平均成長率 10％を超えているが、GDPにおける比率は付録資料 12 のように 2008 年でわず
6 中国国家統計局ホームページ http://www.stats.gov.cn/tjbz/t20030528_402369827.htm「三次産業分割規定」 
7 欧（2004）、何（2007）、裴（2004・2010）による。 
8 欧（2004）、何（2007）、李（2006）による。 
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か 40.1％、就業人口の比重は 33.2％であり、1990年から 2008年までの 18年間、増えた
り減ったりと不安定な傾向を見せている 9。全体的に見ると先進国に比べ、そのギャップ
が明らかである。先行研究にも指摘されているように、中国のサービス産業の発展は予想
より、あるいは中国経済の実質的な需要と成長率に比べて遅れている。また、中国の第三
次産業に関わる統計 10
 それらの問題点が生じる原因として、先行研究ではいくつかの要因があげられている。
具体的にはサービス消費供給の不足、サービス消費意識の薄さ、消費能力の低下、物質生
産への重視とサービス消費への軽視という固定化された思考、調整政策の欠如などである。
中でも李勇堅（2005）は理論と実証の両方から分析を行い、説得力のある観点を提出した。
それは収入分配の格差がサービス産業への需要を不足させ、産業内部構造の不合理性を生
じさせたという点である。つまり中国の現在の経済状況において、収入分配の格差がきわ
めて顕著であるため、基本的な生活の需要をかろうじて満たしているラインにいる人が少
なくなく、彼らはサービスを享受する経済的な能力を持っていない。その一方で富裕階級
にある人口も少なくないため、この富裕階級層がサービス産業の発展を支えている。中国
では中低収入の階層に対応する基本的な需要を満たすサービス産業が十分に発展していな
い。ゆえに、サービス産業の有効な供給が不足し、内部構造の不合理性を生じていると指
摘されている。 
が示しているように、サービス産業での就業人口の伸びは続いてい
るものの、2002 年以降サービス産業の増加価値のGDPにおける比率を見ると、サービス産
業の成長はほぼ止まっている状態にあることがわかる。そこには多くの問題点があること
が先行研究に指摘されている。とりわけ、サービス産業への制約と統制が多く開放度が低
いこと、産業内部構造が合理的ではないこと、政府に有効で総合的な政策がないこと、サ
ービス産業の人材育成制度における不十分かつ不合理な要因から生じたサービスの品質と
競争力の低下、地域によるサービス産業の発展のアンバランスなどである。 
 
１－１－２ 観光業の概況 
中国のサービス産業においては、観光・飲食・娯楽・金融保険・不動産といった産業の
成長が比較的に速く、著しい優勢を見せている。中でも観光産業の経済への影響力係数が
                                                        
9 1952 年のサービス産業のＧＤＰにおける比重は 29.8％であり、1978 年は 23.9％までに下がった。その
主因は改革開放前、政府がサービス産業の発展を重視していなかったことにあると指摘されている。（何
德旭 2008：6） 
10 付録資料 12 を参照されたい。 
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高いことが先行研究に指摘されている 11
何建民（2010：45）は、世界観光機構（UNWTO）の観光統計基準を参照し、観光客が観光
需要という観点から、観光需要に大いに影響を受ける業界のことを観光業であると定義し
ている。さらに観光業は観光活動に影響を与える程度の大小により、広義と狭義の 2種類
に分けられる
。観光業はかつて公害のない産業と呼ばれ、20世
紀の半ばから、観光は発展途上国にとって経済上の万能薬であるとみなされてきた。添付
資料 13 の年度別の中国における観光収入の統計から見ても、2003 年SARSの影響で少々減
少した以外は年々増加する傾向にある。中でも国内観光の成長が 2005年より顕著になって
きた。2006 年から 2007 年の観光産業にかかわる世界ランキングでは、観光客者数では中
国が第 4位、観光収入では中国が第 5位、中国人の国際観光消費能力が第 5位とそれぞれ
上位を占めている（上海市经济和信息化委员会,上海科学技术情报研究所 2009：321-323）。
中国では、観光業がサービス産業の基幹産業とみなされている。中央から地方に至るまで、
これまで前例がないほど観光業が注目を浴び、大きな力を注入されている。 
12
中国観光業の発足はホテルの建設に始まる。現在までの歩みは以下のように整理でき
る
。いずれにおいても、宿泊業や旅行会社・観光スポットが基本的な観光産
業として含まれている。 
13。まず 1949年以前、中華民国の時代には北京では長安春飯店、東方飯店、中央飯店、
天津では国民飯店、上海では中央飯店、大中華飯店、揚子飯店、国際飯店などが開業し、
観光業の開放の先駆とされている。それらのホテルへの資本投入は中国民族資本による投
資がほとんどであり、旧来のホテルに比べ、ヨーロッパ風のスタイルを取り入れたいわゆ
る新式ホテルといわれている。そして 1923年上海商業銀行が旅行部を設立し、のちに中国
初の旅行会社である中国旅行会社となった 14
1949 年～1978 年。1949 年は中華人民共和国が成立した年で、同年海外の華僑を接待す
るために厦門華僑服務社が設立された。その後、周恩来総理の指示により全国の主要都市
で相次ぎ中国国際旅行会社が設立された。さらに、1964年に中国旅行遊覧事業管理局、の
。これは中国の観光業にとってきわめて大き
な出発点とみなされている。 
                                                        
11 欧新黔（2004：20－21）によると、観光産業の経済への影響力係数は 1.22 であり、中国の第一、二、
三次産業の影響力係数より高いということである。 
12 広義の観光業は、観光客が出発地から目的地までのすべての観光にかかわる活動および情報・交通・遊
び・娯楽・ショッピング・飲食・宿泊といった産業を指す。狭義の観光業は観光客に提供する最低限必要
な観光サービスを行う業界を指す。（何建民 2010：45） 
13 中国観光業の歩みは主に裴长洪（2005：257-286），江小涓・裴长洪（2004：133-155），何徳旭（2008：
131-154）を参照し整理した。 
14 中国の三大旅行会社は中国国際旅行社（国旅）、中国旅行社（中旅）、中国青年旅行社（青旅）である。 
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ちの国家観光局が成立し、観光業を管理し統括する政府部署として現代観光業の歴史にお
ける里程標となった。1949 年から 1966 年までの間、観光事業の業務は主に華僑と社会主
義圏の諸国に来訪する外国友人を接待することであり、産業としての機能を持っていなか
った。そこには「世界に対する中国の政治的な影響を拡大する」という趣旨が背後に潜ん
でいた。結果的にその時期の観光業は確かに中国の業績を対外的に宣伝し、国際間の友好
的な交流を強化する点において役立ったと評価されている。1966 年から 1977 年までは、
文化大革命という社会状況が不安定な時期に当たり、観光業の活動はほぼ停止状態にあっ
た。 
1978 年～1984 年。1978 年は改革開放という政策が打ち出された年であり、新中国 15が
発展に向かい始めた元年とも言われている。1978年から、鄧小平副主席は数回にわたり「観
光産業を発展せよ、ホテルを建設せよ」と発言した。ホテル業をはじめ、観光業の発展は
ほかの業界より一足早く出発した。その転換点となったのは、1979年に香港半島管理集団
（ザ・ペニシュラホテルズ）のマネジメント・ノウハウが導入され共同管理が行われた北
京建国飯店の建設である 16
1985年～2000年。1985年国務院は観光管理体制に対して、「政府と企業の分離、政府主
導、グレードごとの管理、経営権の分散、対外への一致性」を原則とし、『旅行社管理暫定
条例』を制定した。これは観光業が政府主導型から正式に経営型の産業へ変化する転換点
となった。この時期において、観光産業にかかわる多くの条例や法律が制定され
。1984年はシェラトン・ホテル・マネジメント・カンパニーと
の合弁ホテルである北京シェラトン長城ホテルが開業し、北京での初めての 5つ星ホテル
となった。この時期における観光業は政府がリードし管理を行い、外貨収入を増加する手
段として大きな役割を果たした。 
17
2001年以後、政府は法的な整備をさらに健全化させ、インバウンドを強化するとともに
黄金週（ゴールデンウィーク）という休暇制度の実施を通して、国内観光を大いに勧める
ようになった。その結果 2001年以来、付録資料 13が示しているように、インバウンド、
、中国
人のアウトバウンドも 1997年に正式的に認められるようになった。政府の支持と法的整備
の下で、この時期の観光業は安定した成長振りをみせている。 
                                                        
15 中国では「中華人民共和国」としての 1949 年の建国を契機に、1949 年以降の中国を新中国と呼称する。 
16 1979 年、北京などの 4 都市で華僑資本と外資を導入し、6 軒のホテルが建てられた。建国飯店は中国国
際旅行社北京支店と香港中美旅館発展有限会社との合弁で建てられたホテルであり、マネジメントはザ・
ペニシュラホテルズによって行われた。建国飯店は 1979 年に建設が着手され、1982 年に正式に営業が始
まった。なお当時、中国国際旅行社は企業ではなく、行政機能を果たす一種の国家機関であった。 
17 詳細は添付資料 14 を参照されたい。 
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アウトバウンドそして国内観光という三大市場の成長がともに著しくなってきた。また
2001 年世界貿易機構（WTO）に加入することによって、観光業の全面的な開放が進められ
ている。 
観光業の実務的な発展と同時に、観光に関する学問的な研究も 1990年代から顕著になり、
研究の成果が多数出版されている。これまでの研究は経済学と経営学の視点を中心とし、
政策論・文化論・産業論そしてサービス学と多岐に及んでいる。経済学的な視点では観光
産業がサービス産業と全体の経済に及ぼす影響、経済発展における役割、観光経済の理論
と実践などが論じられている 18。経営学の視点では観光のマーケティング、マネジメント
の手法、観光企業の経営、観光地あるいは観光資源の開発と管理などが論じられている 19。
産業論には観光産業に属する各業界の詳細やそれぞれの発展・特徴・問題点・改善方法・
展望などの内容が含まれ、中でも各業界の実務的な経営手法やケーススターディが多い 20。
また、文化論からは観光産業の歴史的な変遷、観光に関する概論、お茶や建築・庭園・芸
術・世界遺産などといった文化的な観光資源をメインとした観光文化、そして地域あるい
は少数民族にみられる観光がもたらした変化という観光人類学的な研究、観光を媒介とす
る遺産保存と活用、観光による都市開発論、観光形態に関する研究などがみられる 21
                                                        
18 郝索『旅游经济学』西北大学出版社 1999。张辉・厉新建编著『旅游经济学原理』旅游教育出版社 2004。
袁绍荣『中国旅游经济地理』华南理工大学出版社 1995。罗明义『现代旅游经济学』云南大学出版社 2001
など。 
。観
光に関する文化論的な研究では「観光文化学」というタイトルを用いることが多い。その
内容から見れば、「観光文化」と「文化観光」あるいは「文化的観光資源」が交じり合って、
同列に論じられている。言い換えれば、観光産業における文化的な観光資源の開発と概説
を論じるもの、社会事象としての観光を文化的視点（とりわけ文化人類学的視点が多い）
から論じるものが交錯しており、適当な観光に関する文化論はまだ成立していないといえ
19
 李天元编著『旅游市场营销纲要』中国旅游出版社 2009。国家旅游局人教司编『旅游规划原理』旅游教
育出版社 1999。李昕编著『旅游管理学』中国旅游出版社 2006。杨振之『旅游资源开发与规划』四川大学
出版社 2002。熊元斌『旅游营销策划理论与实务』武汉大学出版社 2005。杨友庭『现代旅游管理』厦门大
学出版社 1994。李柏槐『旅游市场学』四川大学出版社 2001。钟志平『旅游购物理论与开发实务』中国市
场出版社 2005。魏卫・袁继荣编著『旅游人力资源开发与管理』高等教育出版社 2004 など。 
20
 张建萍『生态旅游理论与实践』中国旅游出版社 2001。王保伦主编『会展旅游』中国商务出版社 2004。
董智勇主编『中国森林旅游学』石油工业出版社 2002。楼嘉军『娱乐旅游概论』福建人民出版社 2000. 董
玉明主编『海洋旅游』青岛海洋大学出版社 2002。国家旅游局规划发展与财务司主编『中国旅游景区发展
报告 2005』中国旅游出版社 2005。李宝明『旅游企业管理』经济科学出版社 2004。向三久主编『旅游法规
概论』高等教育出版社 2001 など。 
21
 宋采义『中国旅游文化』河南大学出版社 1999。邵骥顺【中国旅游历史文化概论】上海三联书店 1998。
章尚正『中国旅游文学』福建人民出版社 2002。喻学才『旅游资源』中国林业出版社 2002。冉隆德, 王利
平主编『旅游与文化』中国海关出版社 2004。刘纯主编『导游与旅游必读』上海科学技术出版社 1992。王
玉成主编『旅游文化概论』中国旅游出版社 2005。曹詩図『旅遊哲学引論』南開大学出版社、2008 など。 
 20 
よう。なお、サービス学では観光サービスの特性や重要性、サービスによっていかに客を
獲得できるかという方法論などの内容が多い。これに関しては第二節において論じること
にする。また観光教育に関する概論的な書物も多数出版されている 22
上述のように、観光産業は確実に全面的に前進する様子をみせている。しかし、世界の
観光目的地のランキングでは中国は第 4位を占めているが、世界経済フォーラム（ＷＥＦ）
による 2008年の観光業競争力のランキングでは 130国の中、中国は第 62位にすぎない（上
海市经济和信息化委员会,上海科学技术情报研究所 2009：330-332）。そこにはやはり観光産
業にかかわるさまざまな問題点が存在している。その根本的な問題点として、筆者は王誠
慶・戴学鋒・金準の指摘に同意する
。ほかには観光資源
論や観光地理、観光心理学、観光社会学などに関する研究も少なくない。 
23
 
。とりわけ、まず観光にかかわる国家主導の地域協
調と連動が難しいことである。それは国家観光局と各地方観光局との関係に由来する。国
家観光局は中央政府の直轄部署であり、全国の観光産業を統括する。一方、地方観光局は
それぞれの地方政府に所属し、観光に関する政策の制定に関しては地方の利益を優先的に
考慮しがちである。また、他の地域との連携は自発的かつ自主的に行うため、国家レベル
での実質的な支援と調整がもらえない。観光に関する集権と分権の間に矛盾を生じやすい。
2 つ目の問題点は観光資源がそれぞれに所属する管理部署の違いである。例えば国家森林
公園は林業部の管轄であり、自然保護区は環境保護部署の管轄であり、風景名勝区は建設
部の管轄である。これらの分轄はそれぞれにマネジメントの専門化を保障するが、そこに
潜在する権力の分布と争いが観光全体の発展の足を引っ張ることになる。3 つ目の問題点
は観光企業のグループ化もしくはチェーン化に存在する問題である。とりわけ中国の観光
企業のグループ化は市場志向型ではなく、大半は政府主導型である。グループ内における
多くの企業には国営体制の欠点が残存し、内部の連携と情報の共有が不完全である。近年、
観光企業グループの数と規模が拡大しているが、ブランド力・ネットワークと人材資源に
おいては劣っていると先行研究に指摘されている。 
１－１－３ ホテル業の概況  
                                                        
22 例えば：魏向东『旅游概论』中国林业出版社，2000。杨时进・江新懋『旅游概论』中国旅游出版社，1986。
王琦主编『新编旅游概论』清华大学出版社，2009。王宁・刘丹萍・马凌等编著『旅游社会学』南开大学出
版社 2008，范能船・朱海森主编『城市旅游学』百家出版社 2002などである。 
23 何徳旭 2007：159-164を参照。またほかにある主要な問題点は観光産業内部での産業構造の不合理、ア
ウトバウンドと国内観光とのアンバランス、急速に発展するアウトバウンドによる資金の流出、観光サー
ビスに対する苦情などがあげられている。 
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上述のように、中国の観光産業の発足はホテルの建設と開業から始まる。ホテルの語源
はラテン語からきているが、英語ではホスピタリティから派生したものである（末武
1986：63）。ホテルとは「旅行者のために宿泊サービスを有料で提供する施設で、一般に洋
式の構造および設備をもつ高級な宿泊施設をいう」のである（山上・堀野編著 2001：179）。
よって、ホテルにとって宿泊施設の提供は最も基本かつ必須の機能である。ホテル発展の
歴史を見ると、粗末で小規模の「イン」や「タバーン」から 24、豪華で大規模な「グラン
ドホテル」25、そして大衆向けの「コマーシャルホテル」26
ホテルという名称は中国語では通常「飯店」と訳す
へと移り変わってきた（飯嶋
2001）。今日あるホテルのほとんどはコマーシャルホテルである。 
27。宿泊施設に関わる中国語の名称
には「飯店、酒店、賓館、旅館、旅店、大厦、度假村、旅社、客舎、招待所、会館、中心･･･」
とさまざまなものがある。現時点において、まだ統一されていないのが実情である 28
                                                        
24 これらの宿泊施設は簡便で粗末な宿屋で、家族経営の小規模なものである（飯嶋 2001：35）。 
。「飯
店、酒店、賓館」という名称が付けられた宿泊施設は比較的に高級である。一方、「旅館、
旅店、旅社、招待所」という名称の宿泊施設は比較的に低級であると思われている（孟・
陳・謝 2009：2）。1980年代から中国を訪れる観光客が急速に増加し、外国人（香港、台湾、
マカオを含む）や華僑を受け入れる宿泊施設として、国家観光局の許可を得たものが「旅
游渉外飯店」と通称されていた。いわゆる国際観光ホテルのことである。ところが 1988
年ホテルを評価するミシュラン制度が実施されるようになった。そして 1990年代に入り、
国際観光ホテルであろうが、一般的なホテルであろうが、観光客は気にせず宿泊施設を選
ぶようになった。よって 1995年「旅游渉外飯店」という名称は「旅游飯店」（観光ホテル）
に取って代わられた。厳密にはホテルと観光ホテルの区別はなく、一義的に用いられるこ
25 この種のホテルは 18世紀末から 19世紀初頭にかけて、ヨーロッパで誕生した。当時の特徴は貴族や富
豪といった上流社会の客をターゲットにし、大規模・豪華・行き届いた高品質なサービスの提供である。
そのような豪華なホテルは、通常「グランドホテル」と呼ばれ、その代表はセザール・リッツが創業した
「ホテル・リッツ」であった（飯島 2001：33～35）。 
26 「グランドホテル」に対して、20世紀初頭から、一般大衆向けのホテルが登場した。それらのホテル
は、通常「コマーシャル・ホテル」と呼ばれ、スタットラー（E・M・Statler）によって確立された（山
上・堀野編著 2001：179～180）。その特徴は快適さ・便利さ・清潔さを提供し、一般大衆でも負担可能な
低料金を維持することであり、その代表は「スタットラー・ホテル」である（飯嶋 2001：39）。 
27中国国家観光局により制定された『旅游飯店星級的划分与评定』（星による観光ホテルへの分類と評価） 
では、「飯店」という呼称を用いて、宿泊施設を指している。そのため、本論文では記述の便利上、企業
名などの固有名詞以外にホテルを中国語で表記する場合では「飯店」という名称を用いる。またホテル業
は「飯店業」と表記する。 
28 中国ではホテルに対する呼称が地域によって好みが異なる。絶対とはいえないが、一般的では北京を中
心とする北の地域では「飯店」と呼称することが多い。一方、上海や広州を中心とする南の地域では「酒
店」という名前がつくホテルが多い。 
 22 
とが多い。さらに 2001年以降、正式な統計上では「星級飯店」29
表１－１ ホテルの分類 
という名称を用いるよう
になった。なお「ホテル」と一言にいってもその種類は表 1－1で示しているように、さま
ざまな分類方法によって実に多彩である。その中では宿泊客を対象とした分類が最も基本
的なやり方として一般的に用いられている。 
分類の依拠 具体的な種類 
宿泊客の類型 ビジネスホテル、長期滞在型ホテル、コンベンション・ホテル、リゾ
ートホテル、モーテル 
ホテルの規模 超大型ホテル（客室数 1000以上）、大型ホテル（客室数 600以上）、
中型ホテル（客室数 300－600）、小型ホテル（客室数 300以下） 
ホテルの建築・設備
などへの投資費用 
低料金ホテル、エコノミーホテル、ミドルホテル、ハイエンドホテル、
ラグジュアリーホテル 
サービスの機能 総合型ホテル、機能限定型ホテル 
立地 シティホテル、地方ホテル、観光地ホテル、モーテル、エアポートホ
テル、アーバンホテル 
経営方式 直営式、リース式、運営委託式、フランチャイズ式、リファーラル式 
宿泊料の計算方式 ヨーロピアン・プラン、アメリカン・プラン、コンチネンタル・プラ
ン、フル・ペンション・プラン、ハーフ・ペンション・プラン… 
その他 カルチャーホテル、エコロジーホテル、セルフサービス式ホテル、ク
ラシックホテル、カプセルホテル、テーマパーク型ホテル、氷ホテル、
小説ホテル、監獄ホテル、ブティックホテル… 
出所：孟・陳・謝（2009：54－88）、香川（2007：195－205）により参照、作成 
数も形態も厖大なホテル企業を仕分け、評価することは容易ではない。国際的にはホテ
ルの格や等級のランク付けに星や王冠の数で示す手法がある。日本では明確な格付けが行
われていないが、中国ではホテルとサービスへのマネジメントに関わる国際慣例を参照し、
星による格付けを行っている。その始まりは 1988年国家観光局による『中華人民共和国旅
遊渉外飯店星級標準』（中華人民共和国国際観光ホテルへの星による評価制度、以下「評価
基準」30
                                                        
29 「星級飯店」はいわば星がついたホテルのことである。 
と略す）の制定からである。この「評価基準」の制定と公布はホテルのミシュラ
30 「評価基準」にかかわる修訂は 3 回にわたり、行った。その中身はホテルに対するミシュラン制度とし
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ン制度として、中国のホテル業にとって画期的な進歩といわれ、最もホテル業に影響を及
ぼしている国家の規定である。1993 年国家技術監督局の審査と修訂を経て、「評価基準」
はホテル業での初の国家基準になり、『中華人民共和国旅遊渉外飯店星級划分与评定』（中
華人民共和国星による国際観光ホテルへの仕分けと評価）となった。国家コードは
GB/T14308-1993 であった 31。今日に実施されているのは、2003 年に行われた三回目の修
訂版である『旅游飯店星級的划分与评定』（星による観光ホテルへの仕分けと評価）
（GB/T14308-2003）である 32
 前節で記述したように、サービス産業の中心産業の１つは観光産業であるが、観光産業
の中心産業にはホテル業の存在がきわめて大きいと一般的に認識されている
。周知の通り、中国のホテルのランクは 1 つ星、2 つ星、3
つ星、4つ星、5つ星に分けられている。さらに、2003年に公布された現行の「評価基準」
では最高級ランク「白金 5 つ星」を設けた。現時点において、白金 5 つ星ホテルは 2007
年に選出された 3軒のみである。北京中国大飯店（チャイナ・ワールド・ホテル）、上海波
特曼丽嘉酒店（ザ・ポートマンリッツカールトン・ホテル上海）および広州花園酒店（ザ
ガーデン・ホテル広州）である。「白金 5 つ星」のホテルの数は少なく、観光局による統計
では一般の 5 つ星ホテルとして集計されている。それに、ホテルのロビーに付けてあるラ
ンクに相応する星の数は 5 つ星ホテルと同様で、ただ色が金色ではなく白金色であるだけ
なので、宿泊客には気づきにくい。したがってこのランクの存在はそれほど知られていな
い。また「評価基準」では、観光ホテルの定義を「一泊を時間的な単位として観光客にふ
さわしい飲食とサービスを提供できる宿泊施設」と定めている。 
33。現代中国
に最も影響を与えた「改革開放」という政策の展開も 1979年の北京建国飯店の建設から始
まった。中国の観光産業の世界における位置づけの向上は、観光者数と観光収入が世界ラ
ンキングで上位を占めていることに関係するのみならず、中国のホテル業の世界ランキン
グ内での引き上げからも影響される。中でも最も代表的な存在は上海の錦江グループであ
り 34
                                                                                                                                                                  
ては変わりがないため、本論文では一律して「評価基準」という略語を用いて、表記する。 
、中国本土のホテル・マネジメント・グループの手本とされている。1988年にアメリ
カの『ホテル』という雑誌が作る世界ホテルトップ 200のランキングでは錦江グループは
31 1997 年、国家技術監督局による再修訂が行われ、名称変更せずに国家コードが GB/T14308-1997 となっ
た。 
32 具体的な内容は以下のホームページを参照されたい。
http://www3.tjcu.edu.cn/wangshangketang/lyxgl/yuedu/30.doc「旅游飯店星級的划分与评定」 
33 観光産業における三大支柱産業は、旅行会社、ホテルと観光交通とされている。 
34 錦江グループのほかに、北京の凯莱国際ホテル・マネジメント・グループ、広州の東方賓館と中国大飯
店の世界における知名度も高い。 
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153位に入り、現在は 70位前後に上がっている（裴长洪 2005：273）。 
 ホテル業は海外に対して最も早く開放された産業としても知られている 35。外国資本と
マネジメント・ノウハウの取り入れ、国際基準との統合化においても、ホテル業がほかの
産業をリードしている。1978年の時点では外国人を接待できるホテルはわずか 140軒のみ
であったが、2008年には 14099軒までに増え、100倍に増加した。また付録資料 15の「年
度別格付けホテルに関する統計」からみれば、それぞれのランクにおけるホテルの数も確
実に伸びている。これは観光三大市場といわれるインバウンド、アウトバウンド、国内観
光の伸び率と互いに相関していることは言うまでもない。なお、ザ・ペニシュラホテルズ
が 1982 年に開業した北京建国飯店への管理に携わって以来、1980 年代から国際的に知名
度の高いホテル・マネジメント・グループ 36
 ホテル業に関する文献ではホテル業の概論
が相次いで中国本土に進出し、ホテルを投資・
管理するようになった。資料 17で示しているように、長期にわたり少数を占める外資企業
の営業収入が多数である国有企業の営業収入の 3分の一から半分以上に相当する。ホテル
業の競争では外資系ホテルが明らかに優勢である。 
37、ホテル企業のマネジメント 38、企業文化
そしてホテル内各部署の実務やケーススタディ 39といった研究がある。そこではホテル業
のマーケティング手法 40、企業文化の内容と創造 41、人材資源の開発とマネジメント、ホ
テルサービスの特徴と心理学 42、宿泊客を獲得する実践とネットワークの管理、ホテルサ
ービスへの評価、国有ホテル企業の変革 43、グリーン・ホテルやテーマパーク・ホテルと
いった新形態のホテルなどが研究されている。文化的視点では主にホテル業の歴史的変遷
に関する文献である 44
 先行研究ではホテル業の業界としての特徴が以下のようにあげられている
。 
45
                                                        
35ホテル業の開放は主に外国資本とマネジメント・ノウハウの取り入れ、外国人従業員の受け入れにあら
われている。 
。まずホテ
36 2007 年まで、合計 41 個の国際ホテル・マネジメント・グループが中国に進出し、516 軒のホテルの管
理あるいは共同管理を行っている。中国本土にある海外のホテルブランドは 67 に達している。（孟・陳・
謝 2009：34） 
37孟・陳・謝 2009、張润钢 2004、中国旅遊飯店業協会 2004、王大悟 2002、王・劉 2002など。 
38斉 1999、牛・卢 1994、袁 2002、楊 2004、郭 2007など。 
39魏 2007、谷 2008、何 2005など。 
40 赵西萍『饭店营销管理』云南大学出版社 1999。袁国宏『现代饭店可持续发展的战略与对策』广东旅游
出版社 2000。饶勇编著『现代饭店营销创新 500例』广东旅游出版社 2002 など。 
41譚 2001、張德 2003、林・郭 2007など。 
42王 2003、張 1999など。 
43陳 2002、戴 2003、中国旅遊飯店業協会 2003など。 
44王 1984、鄭 2000、王福鑫 2007など。 
45孟・陳・謝 2009：3－9、山上・堀野編著 2001を参考した。 
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ルは典型的な労働集約型業界である。人的サービスの提供はホテルの主要な業務である。
ホテルにとって、上質なサービスを提供し維持するには人材の養成と確保が重大な課題で
ある。ホテルで従事する正規従業員と非正規従業員を合わせると客室数を超えることが多
い。高級ホテルであればあるほど従業員の人数が多くなる。2006年末まで、中国全国のホ
テル就業人口は 500万を超えている。またホテルは資本集約型業界としても有名である。
それはホテルを建設する際に建物・設備・施設などへの初期投資がほかの産業より高いこ
とに由来する。国際慣例では一客室当たりの建築費用は15000ドルから30000ドルとなる。
労働力と資本の集約によって、ホテル業に進出することは容易であるが、ホテル業から撤
退することは難しいといわれている。ホテルが提供する商品には形がない、貯蔵と移動が
できない、生産と消費が同時であるという特徴を持っている。それに宿泊へのニーズは同
じ場所、同じ時期に固定しておらず分散的である。そのため単体ホテルの経営コストが高
く、販売のネットワークやチェーン化が求められる。ホテル業の 3つ目の特徴は総合性と
文化性が強いことである。現代ホテルは宿泊と飲食機能以外に会議・展示・ビジネス・休
養・ショッピング・学習・娯楽などさまざまな役割を果たしている。ホテルは小さな社会
ともいわれるほど、いろいろな施設の複合体である。出かける目的が観光やグルメ、ショ
ッピングなど通常なレジャー行動以外に、ホテルを第一目的地とする外出者が多くなって
きた今日では、ホテルは多様化し、「泊まるから集うへ」と複合的なコミュニティー機能が
付加されている。また、それぞれのホテルは独自の建築と内装のスタイルを持っている。
ホテルのロゴからリネン類の色、設備の品質、従業員のユニフォーム、サービスのやり方
などさまざまな要素によってホテルの企業文化を表現し、ホテルのブランドを強調してい
る。こうした点からも、ホテル業は文化性の高い業界であるといえよう。4 つ目の特徴は
ホテル業の脆弱性と敏感性である。ホテル業は政治体制、経済状況、社会事件などあらゆ
る面から影響を受けやすい。2003年のSARSの混乱は最も明白な例である。 
 なお、中国のホテル業界に存在する問題点あるいは課題として、主に 3点があげられる 46
                                                        
46孟・陳・謝 2009、欧新黔 2004、王文君 2002などを参照。   
。
とりわけ、まず競争の激化である。2008年の北京オリンピック、2010年の上海万博の開催
により中国ではホテルの建設ラッシュでホテルの数量、特に高級ホテルの数がかなり増え
た。今後高級ホテル間の競争がますます激しくなることが予想されている。また利益の分
配や地域間での発展、ホテル企業の間のマネジメント・レベルにおけるアンバランスの問
題も顕著である。利益の分配のアンバランスは低ランクのホテルと高ランクのホテルの間
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にあらわれている。資料 16と 17でわかるように、少数派の高級ホテルの営業収入が低級
ホテルに比べ優位に立っている。なおホテルの本土化が求められ、今後の趨勢とも言われ
ている中、外商投資企業が減少する一方、国有企業およびその他の本土企業が増加してい
る傾向にある。また地域の間にはホテルの分布がアンバランスである。北京・上海・広東・
浙江など経済が発達している地域にはホテル全体の数と高級ホテルの数が内陸の地域より
はるかに多い。そして海外ブランドのホテルと中国本土のホテル、高級ホテルと低級ホテ
ル、チェーン化したホテルと単体ホテル、外資ホテルと国内資本ホテルにおけるマネジメ
ントのレベルがアンバランスである。中国のホテル企業のチェーン化あるいはグループ化
への道はまだ遠いといわれている。なお、「評価基準」を受けていないホテル、つまり「星
級飯店」以外のホテルの数が膨大である。それらのホテルは通常「社会飯店」あるいは「一
般飯店」と呼称される。膨大な数を有する社会飯店への管理が欠如しており、国家レベル
の規範もない。社会飯店への有効管理が必要とされている。 
 以上、ホテル業の現状・特徴・問題点、そしてホテル業にかかわる重要事項を先行研究
と統計データを通して概観した。 
 
１－２ サービスとは 
前節では中国のサービス産業、観光産業、ホテル業の順に概説した。そこに共通する相
関点の一つは本論文の主題である「サービス」というキーワードである。サービスに対す
る議論は 20世紀初頭に遡る。それ以来サービスについて経済学と経営学をはじめ、社会学、
観光学、行動学、心理学などさまざまな領域において議論と研究が行われてきた。しかし、
いまだに「サービス」の定義についての統一的な見解に達していないことは事実である。
そのためサービスを理解するにあたり、そして後述するサービスの見本としての日本の事
例を提起するために、日本と中国におけるサービスの概念、特質、分類などの基本事項に
ついての先行研究を概観し整理しておく必要があるだろう。 
現在使われている「サービス」47
                                                        
47 サービスの語源に関する詳細は服部（2004）の 21～23頁を参照されたい。 
という言葉は、アメリカから渡ってきたものである。
その語源は「奴隷・召使・奉公・屈従」などを意味するラテン語に由来しており、「上下関
係・主従関係」という意味を背後に含んでいる（山上 1999：7）。ホテル業においては「お
客様は常に正しい」というように、顧客優先・優位という意味が含まれている（山上 1999：
7～8）。つまりサービスは顧客本位である。 
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１－２－１ 中国におけるサービスの先行研究 
中国ではサービスのことを「服務」という。「服務」という語彙は日本語に由来し、日本
から逆輸入された言葉である 48。中国の一般民衆に普及した契機は 1960年代の毛沢東の文
章『為人民服務』（人民に奉仕する）である。当初それはスローガンとして全国に浸透し、
「服務」＝「奉仕」であった。社会や人への無償貢献という含意が強い語彙であった。そ
れと類似する中国語には「効力・効労・効命・効忠」がある（高蘇 2007：22）。改革開放
になってから、多くの外国観光客が中国を訪れるようになった。1989年国家観光局が公布
した「关于旅游涉外饭店加收服务费的若干规定」（国際観光ホテルにおけるサービス料金の
徴収についての若干の規定）49
1990 年代以降、サービス産業の発展ぶりを追うように、「服務」にかかわる概念や理論
をめぐる学問的な研究が顕著になり、「服務」の関連書籍が多数上梓されている。事例研究
や理論研究など多岐にわたるが、経済学や経営学の視点を中心に、マルクス理論によるサ
ービスの解説と概論（鄭 2007、李 2008、王大悟 2003など）、サービスの経済学（高 1990、
黄 2003、陳 2008など）、サービスの品質管理（金 1989、王麗華 2007、丁 2007、張 2006、
李 2001など）、サービスのマネジメントとマーケティング（何 2005、張文建 2003、張 1999
など）、また 20世紀末からは企業文化としてのサービス文化が研究者の間で大いに研究さ
れ、議論されている（劉・陳 2001、譚 2003、王大悟 2003など）。なお、サービスの品質を
向上させることを目的としたサービスに対する心理学的な研究も見られる（孫 1999、朱
2005 など）。そこでは、観光活動を媒介とするサービスの消費にあたって、心理活動の法
則、サービスに対する期待と現実の差に関する客の心理的変化およびサービス業に従事す
る者のサービス心理などを論じている。またわずかではあるが、サービスと道徳・礼儀・
社会倫理などとの関係に言及した文化的・哲学的な議論も行われている（高蘇 2007、王偉
2003）。さらに国際標準化機構 ISOが 1996年「サービスの基準への呼びかけ」というテー
によって、ホテル業では正式にサービス料を取るようにな
った。これを契機に、「服務」は奉仕ではなく、有料であると考えられるようになった。以
後、人々は経済活動という視点から「サービス」を捉えることが多くなり、よいサービス
には対価としての金銭が必要であるという考え方が一般的に受け入れられるようになって
きた。  
                                                        
48 『新しい中国語・古い中国語』（芝田稔・鳥井克之 1985 光世館 ｐ.236）の中では高名凱・劉正琰著
『現代漢語外来詞研究』（文字改革出版社 1958）の紹介で「服務」が中国語の外来語として書かれてい
る。また、実藤恵秀（『増補 中国人日本留学史』1970 くろしお出版 ｐ.397）では、「服務」は中国人
の認めた日本語由来の中国語として紹介されている。 
49 付録資料 14 の観光に関する法律法規を参照せよ。 
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マを出し、サービス産業にも適用できる 2000年版 ISO9001という基準を公布して以来、サ
ービスの標準化に関する研究も少なくない（柳 2009、瞿 2008 など）。それらの研究は「サ
ービス」の基礎的な理論構築や国民のサービス意識の啓発において極めて有意義である。
そこでは様々な「サービス」の定義が提示されているが、代表的なものとして以下のもの
をあげる。 
まず、主要な辞書の定義として『中国語大辞典』50では「服務」を「奉仕・サービス・
勤務・世話」と説明している 51。また『辞海』52
中国国家標準 GB/T19004·2－1994『質量管理和質量体系要素第 2 部分:服務指南』（品質
管理と品質体系の要素第 2部分：サービスの手引）: 「サービスは顧客の需要を満たすた
め、提供側が顧客と接触する活動および提供側の内部活動により生じた結果である（为满
足顾客的需要、供方与顾客接触的活动和供方内部活动所产生的结果）。」（沈 1998：240） 
では「①集団と他人の（利益の）ために
仕事をする。②政治経済学術用語で、労務ともいい、実物の形ではなく、活動的な労働に
よって他人のためにある特殊的な使用価値を提供する」と解釈している。 
斉善鴻：「サービスは特定の施設と設備を手段あるいは道具とし、個人の行為とその結果
（通常の物的製品の製造、および他人が産品を購買及び消費するために提供する助力）に
より、他人の需要を満足させる活動であるが、その活動はサービス提供者に対して人格的
な代価が生じないことと同時に、その需要を満たす功能（物的な報酬あるいは精神的な報
酬を伴う）を有する（借助特定的设施设备作为手段或工具,以个人的行为和行为的结果(包
括制造常规物质产品和为他人购买与消费产品提供的帮助)来满足他人需要的一种对提供服
务者没有人格代价的、同时具有满足其需要功能(可能是物质报酬性的、也可能是精神报酬性
的)的活动）。」（斉 1999：204） 
劉聚梅・陳歩峰: 「サービスは他人の需要を満足させるために行う特殊な情感的な労働
活動、人と人の間に相互影響・相互作用のある相互的な行為である（服务是一种为满足他
人需求进行的特殊的情感式劳动活动、是一种人与人之间相互影响相互作用的互动行为）。」
（劉・陳 2001：7） 
徐章一(2002): 「サービスの本来の意味は、知識と技術を用い、重大な利益の増加のた
めに提供し、および顧客のための増加価値を創造することである（服务的本义是以知识和
                                                        
50大東文化大学中国語大辞典編纂室編（1994）『中国語大辞典（上）』角川書店 p.959を引用した。 
51 英語から中国語に訳すなら、『現 代英漢詞典』によれば、「Service」には「服務、招待、貢献、兵役、使
用人」という意味がある。 
52辞海编辑委員会編（1979）『辞海（1979年版下）』上海辞書出版社 p.3441を引用、参照。 
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技术为供应链提供重大的增值利益和为顾客创造增值价值）。」（張 2006：32） 
陳祝平ら(2002): 「サービスは取引によって他人の需要を満足させ、それ自身は無形で
あり、所有権の移転が発生しない活動である（服务是指用以交易并满足他人需要、本身无
形和不发生所有权转移的活动）。」（張寧俊 2006：32） 
李菊霞：「伝統的なサービスの概念は、人による労務活動を指し、例えば美容、洗濯、保
母、修理などの無形労務である（传统的服务概念是指人员的劳务活动、如理发、洗衣、保
姆、修理等无形劳务）。」また、サービスには設備施設、実物商品、服務行為からなる総合
体であるという認識が存在すると指摘している。（李 2001：5-6） 
張秋埜：「サービスは他人のためにある事をすると同時に他人にそこから受益させること
である（服务就是为他人做事、并使他人从中受益）。」（張秋埜 2005：51-52） 
張寧俊：「サービスは時間・空間と形式的な効用を提供する一種の経済的活動・過程と表
現である。それは関係者と有形資源の相互作用により発生するが、所有権の移転を生ぜず、
直接ないし間接的に服務の受領者あるいは所持品の形態を変化させる（服务是一种提供时
间、空间和形式效用的经济活动、过程和表现、它发生于与相关人员和有形资源的相互作用
之中、但不产生所有权转移、直接或间接地使服务的接受者或其拥有的物品形态发生变化）。」
（張 2006：35） 
高蘇:「サービスは社会的な効果と利益と使用価値を生む非物質的な産品の生産、および
直接に消費できる物的な産品の生産に従事する代行行為と人に享受を与える社会化した有
償的な労働である。また広義的なサービスは、社会全体の事業または構成員の利益のため
に行う、特定の理想的な目標に沿った、そして特定の原則や規範を遵守した活動の総称で
ある（服务是产生社会效益和使用价值的非物质产品生产以及从事可用于直接消费的物质产
品生产的代劳行为和使人得到享受的社会化有偿劳动。宏观意义的服务是指为社会整体事业
或成员利益所进行的符合特定理想目标、遵循特定原则规范的活动总称）。」（高 2007：61-62） 
上記の諸定義からは、基本的にサービスの主要形態は人による一種の活動的な労働であ
り、報酬を要する経済活動であり、利他的な実践であること、そして顧客の需要と欲求を
満足させる目的と役割を担うこと、という共通理解を確認できる。さらに、サービスの特
徴として無形性や所有権の不移転、人と人・人と物の相互性があげられている。無論、サ
ービスの提供にあたり、提供者の知識や技量、特定の設備と施設という有形資源が前提条
件として必要であることも指摘されている。なおサービスは人の情感を伴い、人格的な代
価を生じないことが主張される点にも、留意したい。それはサービスが一種の人的活動で
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あり、その表現や過程、結果において提供者と利用者の感情的な変化によって、サービス
に対する評価が左右されることを示唆している。また中国では往古よりサービス業が蔑視
され、その従事者の社会的地位は低かったという経緯がある。先行研究によれば、そうし
た傾向は現在でも根強いという。サービス提供者の人格は貨幣価値に換算できるものでは
ないという内容をサービスの定義に記述せざるをえない事態こそ、研究者がこの問題を普
遍的かつ重要な社会現象と認識していることを意味しよう。 
なお、サービスの定義に関連してサービスの具体的な特性についても多くの先行研究に
よって分析されている。例をあげると、李は「無形性、生産と消費の同時性、品質の差異
性、非貯蔵性、商品の総合性、所有権の非転移性、易変性、瞬間性、不可分性など」をあ
げている（李 2001：7）。他方、王は次のようにサービスの十大特質をあげている（王大悟
2003：21～25）。①「服務的対象是‘人’」（サービスの対象は人である）、②「生産与消費
的同時性」（生産と消費の同時性）、③「服务无法事先进行质量检验」（サービスは事前に品
質の検査をすることができない）、④「服务具有不可贮存性」（サービスは貯蔵できない）、
⑤「顾客参与服务过程」（サービスの過程には顧客が参加する）、⑥「服务具有无形性」（サ
ービスは無形である）、⑦「服务的产出难以定量化」（サービスの生産は計量しにくい）、⑧
「服务企业具有劳动密集型的特征」（サービス企業は労働集約型企業である）、⑨「服务容
量的有限性」（サービスの容量には制限がある）、⑩「服务需求的不可预测性」（サービスへ
の需要は予測できない）。また、丁寧は「無形性、異質性、生産・伝達と消費の同時性、一
種の活動あるいは過程、核心的価値は売買のプロセスにおいて実現される、サービス生産
への客の参与、非貯蔵性、所有権の非移転性」を取り上げている（丁寧 2007：27－34）。 
そこからサービスの特質に対する研究者の共通した理解として「無形性、生産と消費の
同時性、サービスの品質の異質性」に絞ることができる。無形性とはいうまでもなく、サ
ービスは形のない商品あるいは製品として理解されるということである。生産と消費の同
時性についてはサービスが生産されると同時に消費されていくことであり、生産がなけれ
ば、消費もありえないということになる。この点からサービスは貯蔵できず、移動もでき
ないという特質が派生する。さらに、そこにはサービスが提供者と利用者との相互作用に
よって生じるものであることも示唆される。なお、サービスの品質の異質性は、サービス
の品質に影響を与える要素が多いことと、サービスへの評価がきわめて難しいことに表わ
れる。サービスの品質に与える影響はさまざまあるが、中でも特に提供者と利用者、いわ
ゆるサービスの当事者の気持ち、サービス手法、学歴、意識などからの影響を受けやすい。
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さらに、このことによってサービスへの事前評価が難しいと論じられている。 
なお、先行研究によく論じられるサービスの類型化には、規範的なサービス（規範化服
務）もしくは標準的なサービス（標準化服務）、個性的なサービス（個性化服務、パーソナ
リティ・サービスともいう）、ヒューマン・サービス（人性化服務）あるいは情感的なサー
ビス（情感化服務）があげられる。「標準的なサービス」とは普遍性や必要性、大量性に対
応するマニュアル的サービスのことであり、サービス行為の基礎となる（王大悟 2003：129）。
これに対して「個性的なサービス」とは顧客の特殊性や個別性、偶然性に対応する必要以
上のサービスであり、非マニュアル的で「標準的なサービス」より更に展開したものであ
る（王大悟 2003：171）。つまり、顧客の多様で個性的な需要に対応するサービスのことで
ある。「情感的なサービス」とは思いやりを持って、顧客を家族や友人として受け入れ、も
てなしの心のこもったサービスを提供することである（王大悟 2003：204～225）。つまり
人間性を具えたサービスだといえよう。なお、「ヒューマン・サービス」とはサービスの現
場で「愛」を持って接客し、仕事に臨むことを指し、客を自分と見なし、客の立場に立っ
て行動することを主張する（付鉄山 2002：102）。「ヒューマン・サービス」はサービス提
供者が接客する際に「愛、感情」を持ってサービスすることを強調するが、一方「情感的
なサービス」は顧客に親切にする心と思いやり・姿勢が主要な要素であることから、両者
は類似し、そしてホスピタリティの概念に近いことがわかる。しかし、先行研究では「ヒ
ューマン・サービス」という用語の使用度が「情感的なサービス」という用語より高い。
それは中国語の表記としてヒューマン・サービスを意味する「人性化服務」が情感的なサ
ービスを意味する「情感化服務」より理解しやすい可能性が考えうる。さらに、先行研究
で最も多く論じられているのは「個性的なサービス」である 53
中国におけるサービスのレベルは観光事業の発展に伴い、1978年以後から飛躍的な発展
を遂げた。改革開放の始めには開国と同時に国賓として入ってきた顧客が多く、サービス
は奉仕精神を意味し、客のことをすべて優先するという特徴があった（金 1989：44）。そ
。そこでは個性的なサービ
スの内容と重要性、具体的な実践法が述べられ、そのスタイルは客の個性と多様性に対応
できるより進歩した形として捉えられ、大いに提唱されている。客の個性と多様性に対応
する点から考えれば、個性的なサービスと情感的なサービス、ヒューマン・サービスの 3
者が類似している。しかし、ヒューマン・サービスと情感的なサービスは客の立場に立っ
て「思いやりと愛」を持って接することを重視する点から、個性的なサービスとは異なる。 
                                                        
53 たとえば：張延 2008、付鋼業 2005、王偉 1993、景曦 2009 など 
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の後、インバウンドの成長と外資系ホテルの導入によって、サービスのマニュアル化と平
準化が進められた。それに伴ない、標準的なサービスが発達し、サービスのレベルも大き
く向上してきたと考えられている（劉明 1995、王大悟 2003）。ところが、国や政府の賓客
と知人に対してはよいサービスを行うが、一般客には平準化されたサービスを提供し、親
切さが感じられず、観光客の不満を引き起こしやすいといったサービスの質に対する国内
客と海外客からの批判が常につきまとうという指摘も少なくない（金 1989、張 2000、王文
亮 2001）。つまり、標準的なサービスは国際レベルに達しつつある一方、ヒューマン・サ
ービスや情感的なサービスは欠けている。 
 
１－２－２ 日本におけるサービスの先行研究 
日本においても、中国と同様にサービスに関して、数多くの研究成果が出版されている。
そこでも多種多様なサービスの定義がみられる。通常、有形物に対して無形のサービスが
あると認識されている。サービスの概念に関する研究ではサービス産業（第三次産業）あ
るいは観光産業におけるサービスの定義を提起するものが多い。例えば羽田（1998）、大橋・
渡辺（2001）、近藤（2000・2003）などがあげられる。また、サービスの経済化が進む中で
サービスをサービス財として論じるものも少なくない（例えば羽田 1998、鄭 2004 等）。こ
れらの研究によって種々のサービスに共通する特質が抽出され、サービスに関する研究分
野の基礎が固められた。 
またホテルのサービスに関するこれまでの研究ではサービスの質に対する評価、顧客満
足のメカニズムなど、マネジメントとマーケティングの視点から論じたものがほとんどで
ある。例えば住木（1999・2000）、近藤（2000）、飯嶋（2001）、大橋・渡辺（2001）、劉（2002a、
b）などがあげられる。これらの研究はサービスと顧客満足との関係を明らかにし、サービ
スの生産に関わるマネジメントとマーケティングの有効性や実施方法を提示している。し
かし、サービス提供者の習慣・価値観・意識、さらにその背景にある社会文化といったサ
ービスの文化的側面についてはそれほど触れられていない。 
なお、従来の企業におけるサービスに関する研究では顧客から見たサービスあるいは企
業内部のサービスへのマネジメントが中心であった。そこではサービス提供の担い手であ
る従業員の重要性について多く論じられている。それらの研究（名東・山田・横沢 1994、
大橋・渡辺 2001、王・劉 2002、王大悟 2002、黄瑋 2002 等）では、サービスの質を維持す
るために内的な顧客となる従業員の満足（ES：Employee Satisfaction）の重要性を示し、
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従業員の満足を目指す企業側の努力、環境づくり、インターナル・マーケティングなどが
論じられている。 
ところで、サービスの意味について『広辞苑』では「①奉仕、②給仕、接待、③商店で
値引きしたり、客の便宜を図ったりすること、④物質的生産過程以外で機能する労働、用
役、用務、⑤（競技用語）サーブ」としている。一般的に「奉仕・公務・貢献・無料・服
務」を意味し、日常では本来の価格を下げる表現としてよく使われている（古閑 2003：170）。
例えばスーパーの「サービスタイム」、「サービス品」などの表示である。 
『観光学辞典』では、「商品としてのサービスは、最広義に解して無形の商品の総称とし
て用いられることもあるが、狭義には人間活動そのものが商品として顧客に提供されるも
のをいう」と説明している。（長谷 1997：186） 
サービスの概念について前田は、まずサービスという言葉の用法に存在型と評価型があ
ることを指摘し、さらに「サービス」とは、良い・悪いという評価を示す言葉と結び付け
て用いられているものと規定した。また評価の観点からサービスは①機能的側面、②情緒
的側面、③は①②の組合せという 3つの便益の供与があると提起した 54
清水はサービスは精神的、態度的、業務的（機能的）、犠牲的の 4つの要素による混合体、
集合体であると指摘し、中でも特に業務的（機能的）サービス自体が 1つの「仕事」とし
て成立し、金をとれるサービスであるとしている(清水 1978)。 
（前田 1982：11～
36）。 
また作古は「サービスとは顧客に物質的・精神的満足感を与える活動によって生ずる便
益の総称であり、サービスの最終特性は顧客満足である」と定義している（作古 1998：207）。 
このように、サービスという言葉は多義的で、観光分野の中だけでも研究者の視点、問
題意識などによって意味内容が変わる。そこで飯嶋は多数の研究者の定義から 55
サービスの特質に関しても様々なものがあげられている。例えば、『観光学辞典』はサー
ビスについて「無形性、人間集約性、生産・消費の不可分性（同時性）に集約され、標準
化困難性、変動性、在庫不可能性、事前評価困難性、生産過程への顧客参加などは、基本
、「サービ
スは活動であり、無形性と顧客と相互作用性という基本的な性質により特徴づけられる」
ことを指摘した（飯嶋 2001：3）。 
                                                        
54 これら 3つの他に、前田はサービスの 4番目のタイプをもあげた。それは「実質的・経済的な利得の供
与」というサービスである。いわゆる商品の値下げなどを意味する。これはやや性格の異なるタイプとし
てあまり触れなかった。（前田 1982、前田・作古 1987） 
55 飯嶋は 1985年から 1998年まで日本におけるサービス研究の論文数をテーマ別で集計し、合計 84本の
論文をあげた（飯嶋 2001：7）。詳細は飯嶋（2001）の著書を参照されたい。 
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特性から派生した特性である」と説明している（長谷編著 1997：186）。また、『ホスピタ
リティ・観光事典』は、「そのサービスの特徴は、①形がなく、不可視的で、見たり触れた
りできない無形性（intangibility）にある（山上・堀野編著 2001：208）。つまり一過性、
瞬間財・即時財（instantaneous goods）である。②貯蔵が不可能（no storable）であり、
属地・属時性がある。生産と消費の同時性がみられる。サービスの生産の場所への顧客の
参加を必要とする。③サービス提供者の人的技能に左右され、品質管理、標準化、画一化
が困難であり、異質性（heterogeneity）をもたざるを得ないという特徴がある」と説明し
ている。そして、山上はサービスの特性を「①無形性・即時性、②非貯蔵性・不可分性、
③異質性、時間配分」と整理している（山上 1999：9～10）。 
 以上のように、サービスの特質に関する理解は様々であるが、中国の先行文献であげら
れている点と同様に、「無形性、生産と消費の同時性、非貯蔵性、顧客との相互作用性、事
前評価困難性」といった共通点を抽出することができる。よってこれらはサービスの基本
的な性質といえよう。そしてこれらの基本的な性質から標準化困難性、時間・場所・容量
の制限性などの特性が派生する。 
 サービスの定義によってその特質に対する理解は異なり、それに関する分類の仕方も
様々である。『ホスピタリティ・観光事典』ではサービスを「精神的サービス」、「態度的サ
ービス」、「犠牲的サービス」、「業務的サービス」と分類している（山上・堀野編著 2001：
208）。作古はサービスをヒューマンウェア（役務サービス）、ソフトウェア（システムサー
ビス）、ハードウェア（物理的機能サービス）に分けている（作古 1998：193）。 
また前述した清水の定義によれば、サービスは精神的、態度的、仕事的（機能的）、犠牲
的に分類できる。そして前田の定義によれば、サービスには基本的に機能的、情緒的、機
能的かつ情緒的といった類型がある。 
 以上を概括すると、サービスの類型は物的、機能的、人的の 3つに集約することができ
る。ホテル業を例とすれば、物的サービスは客室・設備・料理などの目に見える商品であ
る。また、機能的サービスは業務的サービスやシステムサービスのことである。ホテルが
顧客に有形商品と無形サービスを有効に提供するために、ホテルのシステムが管理、連絡、
協調などの機能を果たさざるを得ない。そして、物的と機能的サービス以外の精神的、態
度的、情緒的、個性的などといったサービスの類型は、すべて人的要素に関わるため、ホ
テルの従業員の活動による人的サービスに包括される。 
日本における「サービス」は幅広い概念であり、人々はサービスの利用者であると同時
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にその提供者にもなっている（金 1989：48）。日本ではサービスが組織レベルで行われ、
システム化されているため、受けるサービスに対して、日本人は無意識のうちに厳しく評
価する傾向がある（金 1989：48）。日本におけるサービスに対する研究は様々な視点から
進んでいる。しかし、ホテル業においてはマーケティング・マネジメントの視点からサー
ビスを論じるものが多く、物的サービスより、機能的と人的サービスを意識する傾向が強
い。また、上述のサービスの特質はすべて人という要素に関わるため、機能的サービスよ
り人的サービスをより意識していると考えられる。サービス評価に関する一般理論を提起
した前田は、サービスの問題を論じる場合の最も重要なこととして「サービスにおける人
間的役割の重要性」をあげており、人的サービスの本質は「人間が人間に対してのみなし
うることを自覚した対応」であると述べている（前田 1982）。 
 
１－２－３ 小括  
本節では先行研究によるサービスへの日中の理解を概観してきた。日中両国においては
サービスに対する認識度が高く、それについて幅広く研究されている。そこではサービス
の定義がさまざまであるが、分類や特質などの基本的な概念について近い理解が見られる。
また、サービスの特徴として日中とも人情を重んじ、一対一のサービスが得意であると指
摘されている（王 2003：209～212）。すなわち、日中ともに情緒面を重視しており、物的
サービスより人的サービスがより強く意識されている点も類似している。そして、日中両
国の研究者には、サービスの主要形態は人による一種の活動的な労働であり、報酬を要す
る経済活動であり、顧客の需要と欲求を満足させる目的と役割を担うこと、という共通理
解を確認できる。それに関連してサービスの特質として「無形性・非貯蔵性・サービスの
品質の異質性」という共通要素が抽出できる。 
ところが、日本では機能面と情緒面の総合により、質の高いサービスが提供されている
と評価されている（金 1989：48）。一方、中国のサービスの品質はしばしば非難されてい
る。そこで、日本と中国のサービスに対してホテルで働く日本人従業員と中国人従業員は
どのように考えているのであろうか。一般中国人のサービスへの理解はどうなっているの
か。これらの問題に関しては事例の考察を通して以下の章で詳しく述べることとする。 
なお、上述のように「サービス」という用語は日本ではよく「割引や無料」という意味
合いで用いられている。しかし、中国では一般庶民の生活においての「サービス」にはこ
のような意味合いがない。中国語では「割引」を「優恵、打折」などの用語をもって表現
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する。「無料」であれば、「免費」（費用を免じる）という中国語で明確に表示される。中国
では「服務」という用語は初め「貢献、奉仕」という意味合いで社会全体に浸透していっ
たが、現在では社会状況や経済情勢の変遷によって、産業や企業の場合ではそのような意
味合いがなくなりつつある。その面影がまだ残っているのは「志願者服務」（ボランティア）
という表現くらいであろう。 
ところで、サービスに対する日中の定義づけはサービス産業あるいは観光産業という大
きな枠の中でなされることが多く、ホテル業におけるサービスの概念に関して論じるもの
が少ない。そこで、本研究ではホテル業を事例として取り上げる以上、ホテル業の特質に
従って狭義的な視点からサービスを定義づけたい。すなわちホテルのサービスとは、「限ら
れた時間や空間の中で、限られた対象（ホテルを利用する客）に物質的・精神的満足感を
与える一連の活動によって生ずる有形と無形の便益の総合であり、ホテルにとって主なる
商品である」と定義する。この定義に従って考えると、ホテルのサービスは有形と無形に
分類できる。有形的サービスは物的サービスであり、ハード的なサービスともいえよう。
無形的サービスはシステムと人的サービスを含み、ソフト的なサービスともいえる。その
両方を合わせてサービスの全体が構成されるのである。 
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第二章 サービス意識とは 
 
 
前章では日本と中国のサービスに対する先行研究について概観した。中国ではサービス、
特にサービスの品質を論じる際に、しばしば「服務意識」（サービス意識）という言葉が使
われている。例えば、「加强服务意识」（サービス意識を強化する）、「提高服务意识」（サー
ビス意識を高める）、「服务意识欠缺」（サービス意識の欠如）、「没有服务意识」（サービス
意識がない）などである。これらはサービスへの評価あるいはサービスの品質を高めるの
に有効な手段として用いられ、論じられている。その背後にはホスピタリティに重なる部
分があると考える。 
そこで、本章では先行研究とインタビュー、アンケートのデータを通して、中国人一般
のサービスとサービス意識への理解を把握する。また、サービスとサービス意識、ホスピ
タリティの関係を整理し、適切で専門的なホスピタリティの中国語訳について検討する。 
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２－１ サービス意識に関する先行研究 
 人間の行動あるいは行為は意識によって決定されるといわれている。いわば意識があっ
ての行動である。「意識」という言葉は哲学から心理学、医学、宗教、また日常会話まで広
範囲に用いられ、研究の対象とされてきた。学術的には専門分野に応じて、意識という用
語に対して、それぞれの定義が与えられている。意識という言葉の多義性は、議論や研究
の文脈でしばしば混乱を引き起こしている。日常的にもさまざまな意味で用いられている。
例えば意識改革、意識調査、プロ意識、環境意識、問題意識、顧客意識、意識転換などと
いった表現がある。それらの意識に類似する用語には気付き、態度、観念、考え方、感覚、
感知、自覚などがあげられる。 
サービス意識も上記の意識の中の 1 つとして中国語では「服務意識」といい、いわばサ
ービスに関する考え方や観念を指す。これについては行動学や品質管理およびトラブルの
解決においてサービス提供者の立場から議論され、職業的な色合いが濃厚である。それに
関連して、日本では「サービスに関する意識」あるいは「サービスに対する意識」を議論
する際に、サービス業に従事する者の「プロ意識」あるいは「職業意識」の一種として表
現されることが多い。   
観光にかかわるサービス意識に関する先行研究では、大別して二つの視点から議論が行
われている。すなわち心理学的立場とサービスの品質管理の立場である。心理学的立場で
は特に行動学と消費心理学から論じる研究が多くみられる（沈 1998、前田 1995、魏・魏
2006）。そこでは利用者のサービスへの欲求と期待、心理的な需要、行動の動機と志向性、
サービス提供者の行動心理と心理的な素質が論じられ、顧客満足のメカニズムやサービス
への評価の心理的な要因などが分析されている。一方、サービスの品質管理の立場（张秋
埜 2005、王文君 2002、謝紅勇 2002など）では、サービス意識の強化がサービスの品質を
高めるのに必要かつ有効的な手段として提唱され、その重要性と必要性を主張するととも
に、サービス意識を養成する具体的な方法と要素あるいは注意点を提示している。 
現実の中では、「サービス意識を強化せよ」というスローガンは第三次産業をはじめ、
さまざまな業界あるいは企業で掲げられている。一方、「サービス意識」の意味や内容など
が明確に把握されず、曖昧なまま流用されている。つまり、「サービス意識」という言葉へ
の認知度は高いが、意味や内容が不明瞭なまま様々な場面において用いられている。「サー
ビス意識」は「サービス」と同じように、言葉としては日常語化されているが、対象とな
る事象や使用する用語の明確化を図ることは難しい。そこでよく耳にする言葉は「サービ
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ス意識がない」・「サービス意識が悪い」である。これらの表現はサービスへの評価と同様
に個人差のある情緒的な面によるものである。ここでは「サービス意識」を「サービスの
態度」あるいは「サービスの意欲」と言い換えることができる。意識（Consciousness）
とは概念、思想、感情、願望、意向と記憶の統合体である（陳季平 1996：16）。これに対
して、態度（Attitude）とは人間がある対象についてもっている「心理的な準備状態」を
意味しており、直接に観察できるものではなく、仮定的あるいは潜在的な変数である（前
田 1995：33）。また、態度は好意的―非好意的、積極的―消極的などの感情と方向性とを
もっていると言われている（前田 1995：33）。そして意欲とは人間がある事物に対して抱
く欲望、やる気である。三者は心理的な状態として、直接観察できない点において類似し
ている。 
中国でのサービス意識に関する先行研究では行政サービス、医療サービス、教育サービ
スと図書館サービスにおける議論が大多数を占めている。そこでは質的向上のため、サー
ビス意識を高める必要性と具体的な方法論が大いに論じられている。ところが、サービス
意識の概念については、提起している研究が案外少ない。観光職業教育に関する先行研究
では、サービス意識の定義について主に以下の二つが提示されている。張氏は「サービス
意識とは自発的に、積極的に心から他人と社会のために提供する経済的価値のある労働で
ある」と定義し、サービス意識にはサービスに対する認識と、サービスの規準を制定し、
行動化することの 2つの意味が包含されると説明する（張秋埜 2005：51）。 
そして、謝氏は「狭義のサービス意識とは、サービス業の従業員のサービスに対する理
解、および従業員の内在的素質におけるサービスへの体験と修養、敬業精神や職業道徳、
技能などをも包括する」と説明する。また、｢教育心理学では、サービス意識がサービスへ
の認識とサービスの体験、サービスの行為という 3段階を包括する｣と提示している（謝紅
勇 2002：80）。 
張氏の定義によれば、サービス意識は結局労働である。一方謝氏はサービス提供者の内
在的素質を強調する。両氏ともにサービスの行動化あるいは具現化をサービス意識の 1つ
の内容として捉えている。しかし意識は基本的に人の潜在的な考え方や思想、心理的な状
態などのように目に見えないものである。両氏が提示しているサービスの行動や規準、技
能などはサービス意識の具現化であり、サービス意識自体ではないと考える。本研究では、
サービス意識を、①サービスに対する認識と理解、②自発的（能動的）・積極的に心から人
の便益を図るために思い、行動する態度と自覚である、と定義づける。この定義をインタ
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ビューの分析に用いる。なお、本定義の②の部分は「ホスピタリティあるいはホスピタリ
ティ・マインド」の概念に重なるものと理解する。この点について本章の 4節において議
論する。 
 
２－２ サービスとサービス意識に対する中国人の認識 
２－２－１ アンケートからみる中国人一般の理解 
前章で述べたように「服務」いわゆる「サービス」という用語が中国全土に浸透した契
機は「為人民服務」というスローガンで、当初は「服務」＝「奉仕」であった。その背後
には無償で社会や人への貢献を行うという意識が強かった。西洋のマネジメント・ノウハ
ウとサービス理念が中国に導入されて以来、サービスは次第に金銭を伴う商品と有価労働
の提供と意識されるようになった。  
現実的な社会生活の中では「服務」は広範囲に用いられている。例えば、「青年志願者服
務」（青年のボランティア活動）・「售後服務」（販売後のアフターケアー）・「社区服務」（特
定な住宅地の住民を対象とする行政管理と福祉事業）・「服務行業」（サービス産業）・「導游
服務」（案内サービス）・「送餐服務」（料理の宅配サービス）…（高 2007：57）。そこには
奉仕や貢献的な精神を持つこと、トラブルや問題の解決と援助、経済的価値を伴うことな
ど様々な意味合いが含まれている。その用法から、異なる場合に用いられる「サービス」
の意味合いが異なることがわかる。 
サービスに対する数多くの研究がさまざまな視点から、また理論と実践の両面から「サ
ービス」について論述してきた。ところがその大多数はサービス提供者の立場から顧客満
足を実現するための論理的・実証的な研究である。そこにはサービス利用者の立場から一
般の人々までのサービスに対する理解を提示し分析する研究が、管見の限りにおいてはい
まだ見当たらない。しかし、サービスの質的向上を実現するには人々のサービスへの理解
が重要なポイントの一つと考えられる。周知の通り、サービス内容には大別して物的と人
的の両面があるが、その主要形態は人的活動である。それゆえ、中国人一般のサービスに
対する理解を把握するため、サービスを人的なサービス活動・行為に限定的に解釈した上
でアンケートを実施した 1
 
。その結果の詳細は表 2-1と表 2－2のようにまとめられた。 
 
                                                   
1 アンケートの詳細内容は付録資料 10 を参照されたい。 
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表２－１：アンケートの調査対象者のプロフィール 
項目 性別 年齢 居住地 
詳細 
男 女 18
－
24
歳    
25
－
35
歳 
36
－
45
歳 
46
－
55
歳 
55 歳
以上 
上海 江
蘇 
浙
江 
北
京 
その他 
人数 244 276 109 201 137 54 19 353 29 19 18 86 
合計 520人 520人 505人（無回答 15人） 
表２－２：中国人一般の「服務」に対する理解 
問 4：中国のサービス業のサービスに関する現状を改善する必要がありますか？ 
回答 ① ある （428 人） 
② ない （31 人） 
③ 分からない  （59 人） 
④その他 （2 人：部分的に改善する必要がある） 
問 5：問 4 で①を選択した方にお聞きします、サービスの改善に繋げるには、何が重要で
すか？（複数選択の場合は、重要度の高低順に並べてください） 
回答 ① サービス業従事者の社会地位と給料を高める  （160 人） 
② 従業員のサービス意識を強化する  （256 人） 
③ 従業員に対するサービス知識の教育を強化する （119 人） 
④ 従業員のサービス技能とテクニックを高める  （192 人） 
⑤ 従業員のモラルを向上する  （185 人） 
⑥ 人々のサービスに対する正しい認識作り （207 人）  
⑦ サービスの仕事と提供者を理解し、尊重する  （138 人） 
⑧ 適切な苦情処理システムを確立する  （166 人） 
⑨ その他（3 人：サービスの態度、よい素質、信頼性）（無回答 53 人） 
問 6：「サービス」についてどのように理解していますか？（複数選択可、あるいは自由記
述） 
回答： ① 人の世話をし、面倒をみる仕事  （31 人） 
② 奉仕精神を備えること （206 人） 
③ 他人の享受を満足させるために提供する労働  （176 人） 
④ サービスの提供者と利用者の双方の相互的活動  （221 人） 
⑤ 価値のある商品の一つ  （138 人） 
⑥ 社会的地位の低い仕事  （12 人） 
⑦ 主に礼儀作法において表現される （189 人）  
⑧ 人を助ける行為  （163 人） 
⑨その他（8 人：社会的な分業の一つ（2 人）、自身の価値を体現する一つの方
式（2人）、報酬がよければサービスがいい、客は神様、など） 
問 7：中国的なサービスにはどんな特徴があると思いますか？（複数選択可） 
回答 ① 臨機応変    （68 人） 
② 大雑把   （124 人） 
③ 注意深い、思いやる心   （78 人）  
④ 親切、周到    （129 人） 
⑤ 消極的、無愛想  （103人） 
⑥ マニュアル通りの対応、融通が利かない  （289人） 
⑦その他（31人：分からない（6人）よいサービスと悪いサービスのアンバラン
ス（5 人）、まあまあである（4 人）、概して論じられない（3 人）、教育が欠如、
業界によってサービスの特徴が異なる、地域によってサービスの特徴が異なる、
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怠けている、など）（無回答 1人） 
問 8：サービス業に従事する者にサービス意識があると思いますか？ 
回答 ① ある  （164 人） 
② ない  （162 人） 
③ 分からない  （131 人） 
④その他（63 人：一部の人にはある（53 人）、普通である、金のために仕事をす
るだけ、など） 
問 9：「サービス意識」とは何だと考えていますか？（複数選択可、あるいは自由記述） 
回答 ① サービスの態度と観念  （249 人） 
② 他人の便宜を図る意欲  （176 人） 
③ サービスに対する正しい認識と理解 （193 人） 
④ サービスを自分の責任と義務と見なす  （236 人） 
⑤ 自発的・積極的・心からサービスを提供すること  （274 人） 
⑥ 他人にサービスを行う習慣  （75 人） 
⑦その他（2 人：職業への要求、相互的な活動）（無回答 3 人） 
このように、問 4と問 52
問 6 と問 7 はサービスそのものに対する理解を尋ねる問題である。そこでは「サービス
の提供者と利用者の双方の相互的活動」を選択する人が 221人で最も多く、人の相互作用
によってサービス活動が成り立つことが広く認知されている。これは先行研究に述べられ
ているサービスの特質、つまりサービスはサービスの提供者と利用者の相互作用によって
成り立つという特質につながっている。その背後にはサービスの実践において、提供者と
はサービスの全体に関する問いである。問 4により中国のサー
ビスの現状は改善すべきであると考える人が圧倒的に多いことが分かる。それに関連して、
サービスを改善する具体的な措置として、最も多くあげているのは、「従業員のサービス意
識を強化する」ことであり、先行研究に指摘されている点に一致する。これはまた、サー
ビスに関わる企業をはじめ、教育機関や行政機関などによってあげられている「サービス
意識を強化せよ」というスローガンを常に見かけるという社会環境に影響されている側面
も否定できない。これに次いで「人々のサービスに対する正しい認識作り」という選択肢
が 2 番目となる。人々のサービスへの認識と理解が不十分で、誤りが存在することが示唆
される。サービスの品質を高めるのに人々のサービスへの理解が重要なポイントであると
いう本論の主張に対する一つの根拠となろう。なお、4 番目に多い選択肢は「従業者のサ
ービス技能とテクニックを高める」ことである。この点に関してはすでに多くの先行研究
に言及され、具体的な方法が多数提示されている。3 番目と比べ格差がほとんどない項目
は 5 番目の「従業者のモラルを向上する」ことである。サービス業の従事者の道徳的な側
面あるいはマナーの欠如を示唆している。 
                                                   
2 問 5 では重要度の高低順が選択数の合計の順番と一致しているため、本文では選択数の合計に沿って分
析した。 
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利用者の双方の相互理解と相互依存、相互協力が求められることが示唆されている。これ
に続いて 2番目に多い選択肢は、「奉仕精神を備えること」である。サービス提供者に奉仕
精神を期待していると理解できる。これは前述した「サービス」の社会的応用においても
見られる傾向である。ところが、サービスとは職責と義務を伴う有償の職務であるのだが、
他方で、奉仕とは基本的に無償の社会貢献であり、積極的な自己意識の表現である（高
2007：146）。両者には抜き難い相違が存在する。一般の人のサービス意識には、混乱と誤
解が窺知できるのである。その一因として、「服務」という語彙が民間に浸透した契機であ
る上記の「為人民服務」（人民に奉仕する）の影響が考えられよう。当初「服務」と「奉仕」
は渾然一体で唱道され、現在もその影響が尾を引いているのである。③番と⑦番の選択数
は、ほぼ同数である。サービスは物質的な有形商品というよりも、むしろ無形の人的労働
や行為であることが認知されている。またそれは、専ら享受してもらうためにこそ存在す
る消耗品であり、であるからこそ、提供者の礼儀作法によってある程度サービスの善し悪
しが判断される基準となるのである。 
なお「人を助ける行為」と「価値のある商品の一つ」について、選択した人数には大差
がない。「助ける」という用語は「奉仕」と類似する意味合いを持ち、道徳的な側面の表れ
として義務を伴わない自発的・好意的・無償的な行為である（高 2007：152-155）。しかし、
「有償商品の一つ」という選択肢はサービスが商品として有償であり、他人の需要を満た
す職務・職責であることが明示されている。両者は相反する意味合いを持っている。上述
の「服務」と「奉仕」の事例と酷似するように、サービスの職責に伴う有償性と奉仕を意
味する無償性をめぐる意識上の混乱と矛盾が推察される。 
さらに興味深いことに、「人の世話をし、面倒をみる仕事」3
問 7では「マニュアル通りの対応、融通が利かない」の選択数が圧倒的に多く、半数以
上を占めている。サービスのあり方がルールや規定を中心とするマニュアル的で、心と感
情を伴わないことを示唆する。なお 1位と数が大きく離れている「親切、周到」と「大雑
と「社会的地位の低い仕事」
の選択人数が極端に少数であることが表 2－2から分かる。研究者には、サービスという仕
事やサービス提供者が蔑視の対象であることを一般的な通念として理解する傾向があった。
ところが、アンケート結果からは、サービスは他の仕事と同等以上でも以下でもないとい
う認識が大勢であり、そこではサービス提供者への蔑視は稀薄であるといえよう。 
                                                   
3 「人の世話をするあるいは面倒をみる」という意味の中国語は「伺候」と表記する。この用語の背後に
は上下関係や主従関係という意味合いが強く、軽蔑的な意味合いで用いられることが多い。 
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把」という選択数が 2位と 3位を占めている。「大雑把的」は従来中国人の気質の一つであ
ると言われることが多く、サービスの提供においても表れていると言える。つまり、日本
人のサービスの特徴とされているきめ細かさが足りないということになるが、「周到」のニ
ュアンスとはやや対立的な意味合いを持つ。にも関わらず、選択数としてはほぼ同じであ
る。一般の人にとってのそれぞれの具体的な含意をさらに深く探り出す必要があろう。 
問 8と問 9はサービス意識に関する問いである。まずサービス業に従事する人にサービ
ス意識の有無をたずねたところ、「ある 164」と「ない 162」と答える人数が拮抗し、いず
れも半数を超えていない。そこから意見の対立が見られる。しかし問 5では従業員のサー
ビス意識を強化すべきと指摘され、従業員のサービス意識の欠如が示唆されることになる。
それに関連して問 8での「有無」という回答の両立を考慮すれば、そこにはサービス業の
従事者にサービス意識はある程度あるが、不十分であるという理解もできる。なお、「わか
らない 131」と答えた人数も少なくない。サービス従事者のサービス意識の実態が把握さ
れず、不明瞭であることがわかる。そしてサービス意識の詳細に関する問いでは、「自発的・
積極的・心からサービスを提供すること」が最も多くあげられ、サービスの現場では心の
込めた対応が求められていることが察知できる。また、「サービスの態度と観念」と「サー
ビスを自分の責任と義務とみなす」という選択肢はサービス従事者の職務的な責任いわば
プロ意識を示すものである。この両者を選択した人数はほぼ同数であり、それぞれ半分近
くに達する。よって、プロ意識がサービス意識の類似概念として認識されていることがわ
かる。プロ意識とは、専門職人が持っているプロフェッショナルとしての高い職業意識の
ことである。サービス業に従事する者にとって、サービスのプロフェッショナルとしての
職業意識はまさにサービス意識といえよう。 
 
２－２－２ ホテルのサービスに対する中国人一般の考え 
前述のように、ホテル業にとってサービスは主なる商品であり、その良し悪しが直接利
益に繋がるきわめて重要な存在である。国内外の観光客の観光サービスの品質に対する満
足度のランキングでは、ホテル業が第一位を占めていることが先行研究に記されている（肖
·张·索 2009）。サービスに関わる企業の中では、ホテル業がほかの業界より評価が高いこ
とが明らかである。それは宿泊サービスが他サービスに比べ規範化と制度化が進んでいる
ことを示唆している。質の高いサービスを取り上げ、その問題点や課題を検討することは、
全体のサービスの品質を高めるのに参考価値が高く有効的と考える。これは本論文がホテ
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ルのサービスに注目した理由でもある。 
しかし一方、ホテルのサービスへのクレームが常に国内外から寄せられていることも事
実である。ホテルのサービスへの改善を求め、提案を行う先行研究も多い（王文亮 2001、
王淼 2003、張潤鋼 2004、胡 2008）。また、ホテルのサービスに関するこれまでの先行研
究では、サービスの品質管理という立場から、顧客満足のメカニズムやマネジメントの手
法などについて理論と実証的な研究が行われてきた。そこでは、ある具体的なホテルに対
する顧客の満足度に関する調査が見られるが、一般の中国人全体からホテルのサービスへ
の考えを把握する研究が極めて少ない。そこで、本論文はホテルのサービスを取り上げて
サービス意識について議論するため、ホテルのサービスに対する中国人一般の考えに関し
てアンケートを実施した 4
表２－３：ホテルのサービスについてのアンケートの基本データ 
。その結果は以下のようになった。 
項目 年間ホテルの利用回数 ホテルの利用する理由 
詳細 1 － 5
回 
6－10
回     
10 回
以上 
20 回
以上 
30 回
以上 
そ の
他 
ビ ジ
ネス 
観光 会議 そ の
他 
選択
数 
299 129 45 21 14 11（無
回 答
1） 
137 412 131 29（無
回 答
5） 
表２－４：中国人一般のホテルサービスへの考え方 
問 3：ホテルを選択する時に何を重視しますか？（重視度の高い順に並べて、選んでくだ
さい） 
回答 ① 価格  （268 人） 
② 交通の利便性  （227 人） 
③ サービス  （281 人） 
④ 料理  （109 人） 
⑤ 施設設備   （162 人） 
⑥ 知名度  （65人） 
⑦ 格付け   （102人） 
⑧その他（5 人：総合的に判断、衛生、冷蔵庫など）（無回答 3 人） 
問 4：よいホテルとして何を重視すべきでしょうか？（複数選択のある場合は、重要度の
高低順に並び、選んでください） 
回答 ① 客室の設備   （344 人） 
② 料理飲料  （277 人） 
③ サービスの質   （413 人） 
④ ビジネス用施設と設備  （143 人） 
⑤ レジャー施設   （105 人） 
⑥ 社員教育  （139人） 
⑦ チームワーク  （71人） 
⑧その他（3 人：安全性、一体化管理）（無回答 3 人） 
問 5：サービス面において、ホテルの最も改善すべきところは何だとお考えですか？ 
                                                   
4 アンケートの詳細内容は付録資料 10 を参照されたい。上記した人々のサービスへの認識と理解につい
てのアンケートと同時に実施した。 
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回答 ① 標準的なサービス（規範化・標準化服務）   （143 人） 
② 個性的なサービス（個性化服務）   （119 人） 
③ 情感的なサービス（情感化服務）  （101 人） 
④ ヒューマン・サービス（人性化服務） （151 人）   
⑤その他（4 人：競争的手法、評価法の改善、総合的な改革など）（無回答 2 人） 
問 6：ホテル業のサービス理念としてどれが最も適切だと思いますか？ 
回答 ① 客は神様である  （84） 
② 賓至如帰   （285） 
③ 客は友達   （97） 
④ 全ての客に同じように接する（平等に扱う）  （71） 
⑤ 従業員が第一  （9） 
⑥ 客が第一  （76） 
⑦その他（無回答 5 人） 
問 7：現在、中国におけるホテル業のサービス水準についてどのようにお考えですか？ 
回答 ① 高水準   （12 人） 
② どちらかといえば高い水準   （105 人） 
③ 普通  （334 人） 
④ どちらかといえば低い水準   （32 人） 
⑤ 低水準   （11人） 
⑥ 分からない   （10 人） 
⑦その他（13 人：アンバランス、地方によって異なる、格付相応）（無回答 3 人） 
問 8：ホテル業に従事する者としてどんなサービス意識を持っていると思いますか？（複
数選択可） 
回答 ① 親切、積極性  （187 人） 
② 心を込めて力を尽くす  （180 人） 
③ 報酬によって仕事をする  （99 人） 
④ 顧客至上主義  （143 人） 
⑤ 人によって仕事をする （98 人）  
⑥ 客の立場で考える  （101 人） 
⑦ 消極的、行き届かない  （49 人） 
⑧ 面倒をなるべく避ける  （59 人） 
⑨その他（10 人） 
このように、問 3 と問 4 はホテルの利用者いわば顧客が関心を持っている点についての
問いである。問 3 では「サービス 281、価格 268、交通の便利さ 227」が上位を占めてい
ることから、ホテルを選択する顧客の動機付けが窺える。なお、重視度の高低順位では「価
格 180、サービス 123、交通の利便性 111」という順番になっており、ほかの選択肢をリ
ードしている。「交通の利便性」が、合計選択数と重視度の高低順位では、ともに第 3 位
を占めている。「サービス」と「価格」への選択は合計数と重視度での順番が相反している
が、第 1、2 位を争う要素として、ともに顧客に最重要視されることには変わりがない。
ホテル業にとって、サービスを説く重要性は言うまでもない。また、問 4 では「サービス
の質」の選択数が最も多く、「客室の設備、料理飲料」が次に来ている。重要度の優先順位
でも「サービスの質 209、客室設備 197、料理飲料 65」という順番である。二つの指針で
の順番が同じである。顧客は「サービス」を注視し、ホテルに対し「サービス」に最も力
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を入れてほしいと考えている。ホテル業は人的サービスへの依存度が高い業界であるから、
サービスの重要性は言うまでもない。この点に関しては、ホテルというホスト側および顧
客というゲスト側の両方に共通して認知されている。 
問 5 は問 4 をうけて、サービスを具体化し、その類型から顧客の重視する部分をさらに
探る問いである。第一章の第二節ですでにサービスの類型化について論じた。そこではヒ
ューマン・サービスは情感的なサービスに類似していることがわかった。上記のアンケー
トから「ヒューマン・サービス」（人性化服務）の選択数が最も多いことがわかる。先行研
究の指摘通り、サービスの平準化に伴ない客に対する親切さが感じられなくなることが、
つまりヒューマン・サービスの欠如である。「ヒューマン・サービス」の次に、「標準的な
サービス」が来ている。先行研究では、標準的なサービスを論じる際に 2 つの場合がある。
一つは個性的なサービスに対して、標準的なサービスは早期のサービススタイルとして捉
えられる傾向である。そこにあるのは現時点での中国のサービスレベルは標準化あるいは
規範化に達しており、これからは個性的なサービスに邁進すべきだという論調である。も
う一つは国際標準化機構によるサービスの標準化を論じる場合である（柳成洋 2009、瞿立
新 2008）。この場合ではサービス業に適用される ISO9001 の解釈と説明になることが多
い。ISO9001 の標準的なサービスは専門性が高いため、一般人として選択された被調査対
象は前者の標準的なサービスを意識していると考える。そうであれば、研究者と中国人一
般の間に意識のギャップが存在することが察知できる。すなわち、研究者の間では標準的
なサービスがすでに達成されていると考えられるが、中国人一般いわば顧客側にとっては
標準的なサービスがまだ十分に成立しておらず、改善する必要があると考えられている。 
また、問 6はサービスの理念あるいはサービスに関わるホテルのキャッチフレーズに対
する考えを尋ねる問いである。サービスの理念あるいはキャッチフレーズはその企業に内
在するサービス文化の表れであり、従業員と顧客、社会に発信するメッセージである。さ
まざまなサービス理念の中から一般的に使用する頻度の高いものをアンケートの問 6に絞
って入れた。その結果、「賓至如帰 285」の選択数が最も多く、ほかの選択肢をはるかに超
えている。「賓至如帰」とは家に帰るようなくつろぎを客に感じさせることという意味であ
る 5
                                                   
5 今では「賓至如帰」から「賓至勝帰」へと展開し、説かれている。「賓至勝帰」とは家に帰る以上のく
つろぎを客に感じさせることである。 
。この言葉は西周の国賓館を叙述した本である『秩官』にある「賓至如帰、是故大小
莫不懐愛」（自宅に帰ったような気分で楽しく過ごせるように、店員はどんな仕事にも真心
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を持ってやるべき）に由来する（劉 1995：97）。これはサービスの基準として春秋戦国時
代の鄭伯子産 6
問 7 では、ホテル業のサービス水準について、「普通」と答える人数が圧倒的に多い。
そこからサービスの現状が特によくもなく、悪くもなく、平準化していることがうかがえ
る。それに加え、ホテル業のサービス水準が低いと思っている人数が少ないことから、ホ
テル業のサービスはある程度一定の水準に達しており、基本的な満足がもらえると顧客側
が認めていることがわかる。 
によって大いに提唱された（鄭向敏 2000：151）。問 6の結果から、「賓至如
帰」は伝統的なサービス理念として中国社会に浸透し、人々の意識に根強く存在している
ことがわかる。人々は家のような暖かい対応を求めている。一方、「客が第一」の選択数は
76で、研究者やサービス業の従事者によってよく説かれてきた顧客至上主義が顧客側に共
感を呼んでいないことを示唆する。さらに「従業員が第一」はわずか 9票で、経営学理論
において提唱されているインターナル・ゲスト、すなわち従業員を内部の顧客と見なすこ
とが、顧客の立場から見れば必要とされていないことになり、従業員の位置づけに無関心
な態度を示しているともいえよう。 
 問 8では「親切、積極性 187」と「心を込めて力を尽くす 180」にほぼ均等に票が入った
ことから、顧客側はホテルの従業員が提供するサービスに対して、ほぼ満足している様子
がうかがえる。また「顧客至上」はいわゆるお客様が第一という意味であり、その選択数
は第 3位を占めており、ホテル側の顧客を重視する姿勢が顧客側にある程度伝わっている
ことが推察できる。ただし、問 6の結果によりホテル業の適切なサービス理念として「顧
客至上」が顧客側に認められていないことがわかる。 
 
２－２－３ サービスへのホテル業界関係者の理解 
 ここまで、中国人一般のサービス利用者という立場からサービスへの理解とホテルのサ
ービスへの考えをアンケートによって概観し、分析を行った。それに対して、サービス産
業にとってサービスは日常業務であり、サービス提供者のサービスへの理解の考察を抜き
にすることはできない。そこで、ここではサービス産業の代表的な存在であるホテル業を
取り上げ、ホテル業に携わる関係者とりわけホテルの中国人従業員および観光教育に関わ
                                                   
6 子産（紀元前？－522年）、春秋戦国時代鄭国の政治家・思想家である。
http://zh.wikipedia.org/zh-cn/%E5%AD%90%E7%94%A2（2010 年 10 月 1 日調べ） 
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る高等専門学校におけるホテル学科の教師と学生を対象に、インタビューを行った 7
表２－５：ホテル業の関係者による「サービス」の理解（複数回答） 
。そ
の中から「サービス」に対する考えや理解を抽出し、その結果を表 2－5に集計した。 
分類 回答例 人数 
ホテル業の従業員
 
客の立場で考え、満足させること 18 
サービスのあり方として（人間性溢れる対応、規範的、個々の客に対応
するサービスの提供、笑顔、客や仕事に対する態度、礼儀作法、心を込
めた対応、高水準なサービス） 
13 
 
 
サービスのマニュアル・技能・流れ 7 
客の需要を予見し、客の期待を超えること 6 
賓至如帰（家に帰るようなくつろぎを客に感じさせること） 6 
（無形的な）商品・産品 4 
仕事の一つ 3 
客の問題を解決する、help 3 
意味合いが多く、広い 3 
平等的な、人が人に対するサービス 2 
ホテル学科の教
師
 
客を助け、問題解決 ５ 
他人の需要を満たす ５ 
他人のために利便性を図る ５ 
サービスにおける具体的な技能・テクニック ２ 
具体的な説明がない ４ 
その他：体験、適切な行動で他人のためにある事をする、友好的に接客すること 
ホテル学科の学生
 
客の需要を満たし、満足させること 19 
他人を手助けし、問題を解決する 8 
相手に享受や幸せ、楽しさを感じさせる 7 
仕事や職業の一つ 7 
客を中心とする（お客様が第一） 4 
人と人の触れ合い 3 
商品である 2 
その他：個性的・人間性溢れる対応、社交や言語などの能力の育成 
表 2－5 により、ホテル業の関係者の「サービス」に対する理解では、全体的に顧客を
意識し、職業の性格に即応した理解を示している。そこでは、「他人の需要を満たすことや
利便性を図ること、客の期待を超えること、幸せを感じさせることなど」を包摂する「客
を満足させること」が、サービスの目的として最も強調され、鞏固に支持されていること
が分かる。そして、サービスを提供するにあたり、その形態について「個性的・人間性の
溢れる対応など」多様な見解が提示された。また、「他人を助け、問題を解決する」という
回答も三者で共に挙示されており、その数は少なくない。また、ここには上述した一般人
による「サービス」の理解と同等の誤解も確認できるのである。つまり、再三述べてきた、
                                                   
7 インタビューの詳細は付録資料 2－4・8・9 を参照されたい。ここでいうホテルの中国人従業員は、フ
ィールドワークを実施した 4つのホテルの従業員を指し、計 48名である。また、上海旅遊高等専科学校
のホテル学科の教師 12名と学生 40名である。 
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「サービス」における職責論と、奉仕道徳論が混在している問題である。なお、ホテル業
の従業員とホテル科の学生では、「サービス」を仕事または商品として捉える人が 16人で
あり、サービスは労働対価＝報酬という経済価値と不可分であることがある程度意識され
ている。ところが、ホテル科の教師ではそのような回答がなく、「サービス」は仕事や商品
ではなく、むしろ「利便性の便宜供与や問題解決など」道徳的な側面にたち、個人の資質
を強調する点を、筆者は注目している。 
 
２－２－４ 小括   
「サービス」の目的は「他人を満足させること」で人々の認識が一致している。また、
先行研究に指摘されている「サービス」への認識が不十分かつ誤解が多いという点につい
てアンケートにより確認できた。そして、研究者と中国人一般および業界関係者の間に認
識のギャップが存在することが分かった。つまり、研究者の間では「サービス」が経済価
値の伴う活動として捉えられ、社会がその職業と提供者に偏見と差別感を持っていると認
識されている傾向がある。一方、中国人一般と業界関係者ではそのような偏見と差別に関
する意識は希薄である。また、中国人一般と業界関係者は「サービス」の経済的価値より、
「奉仕精神や助ける行為、モラルの向上など」個人の道徳的な側面を意識する傾向がある。
そこには、「サービス」の職務的責任と義務に対する認識が不十分であることが察知できる。
さらに、その背後には「サービス」に関する教育上の問題が存在することも推察される。 
ところで、サービスへの理解についてホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪におけ
る聞き取り調査では、教師側から「対価的・金銭で換算できるもの（9人）、商品の一つ（2
人）、相手の問題解決と満足と喜びを創造するもの（2人）、主従・上下関係（2人）」とい
う回答を得た。一方学生側は「客に喜んで、満足してもらうこと（7人）、お金をもらって
仕事すること（7人）、ホスピタリティと同じもの（7人）、接客における具体的なやり方（4
人）、客に対する優しさ・親切さ（3人）、マニュアル的なもの（3人）、自ら心を持って何
かをやってあげること（2人）」などをあげた。そこではサービスの対価性や主従関係とい
った性格に触れながら、中国側の調査と同様に、顧客意識が強いことが察知できる。つま
り、職業的に客を意識する傾向である。また「客を満足させる」というサービスの目的で
は一致している。 
またサービス意識についての理解では、サービスの利用者側は「自発的・積極的・心の
こもった」ことを要素と見なし、プロ意識に類似する理解を示した。なお STSでの聞き取
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り調査では、ホテル学科の教師から「自発的・心より他人のために手助けを提供する態度・
精神・観念（7人）、サービスへの総合理解と重視（2人）、サービス提供者の総合的な素質
（3人）」との回答を得た。そこでも「自発的・心のある」という要素を指摘し、サービス
意識は一種の態度や観念と見なされている。中でも「我為人人、人人為我」（我は人のため、
人は我のため）という考えが重要であると唱えられていた。これは日本の「情けは人のた
めならず」ということわざに類似している。つまり、他人に親切をかけることは、結局は
いつか自分によい報いをもたらすとの考え方である。これはまた仏教でいう「善有善報、
悪有悪報」（いいことをすればいいことがかえってくる、悪いことをすれば悪いことがかえ
ってくる）との教えに類似する。これらは一方的に自分を優先する利己的態度よりは優れ
た見解であるが、他人に親切をかける見返りを期待する気持ちも潜在するといえよう。一
方学生側も「積極的に客に利便性を与え客の需要を予知する（17 人）、仕事する態度ある
いは他人を喜ばせる潜在的な気持ち（13 人）、サービス理念（6人）、サービスに対する認
識と考え（5人）」などをあげた。よって、サービス意識の中心要素は「自発的・積極的・
態度・気持ち・認識」とまとめることができよう。   
なお、ホテルのサービスについては「愛・感情」という暖かさを帯びた「ヒューマン・
サービス」を求め、「賓至如帰」というサービス理念を唱えている。アンケートの結果によ
り、サービスの利用者からは標準的なサービスの基礎を踏まえたヒューマン・サービスの
強化と改善という要望が見出される。 
 
２－３ サービスとホスピタリティ 
1990年代に入ってからサービスを論じる際に「ホスピタリティ」という用語がしばしば
使われるようになった。近年、ホスピタリティ・ビジネスという言葉は、観光業界を始め
サービス関連の業界や学会でも一種の流行語となっている（名東 1994：3）。ホスピタリテ
ィ産業は 1980年代にアメリカで呼称され始め、日本においては 1990年代以降にホスピタ
リティへの注目と取り組みが顕著になってきた（古閑 2003：5）。複数の研究者（名東 1994、
山上 1999、平野 1999、服部 2004）によれば、今後はサービスではなくホスピタリティの
社会に変えていく、あるいは変えるべきであると指摘されている。そこでは、ホスピタリ
ティがサービスの更なる進化した形態として捉えられ、上位と下位の関係と考えられてい
る。しかし、サービスとホスピタリティの関係が本当にそうであるかについては疑問があ
る。 
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したがって本節ではサービスとホスピタリティを比較し、日中におけるホスピタリティ
の体現、そしてホスピタリティの中国語訳について検討する。 
 
２－３－１ ホスピタリティについて 
前章ですでに述べたが、サービス（Service）の語源は、「奴隷、召使、奉公、屈従」な
どを意味するラテン語から由来しており、「上下関係、主従関係」という意味合いを背後に
含んでいる（山上 1999：7）。一方、ホスピタリティ（Hospitality）の語源は、「客人の
保護者、主催者、来客、歓待、厚遇」などを意味するラテン語（hospes8）に由来し、対等
的な主客同一 9
山口によると、1980年代のアメリカは当時工業化社会の全盛期にあった日本に比べ、モ
ノやサービスの品質で遅れ劣っていた。自由平等を提唱するアメリカにとって、サービス
の提供は被支配階級が支配階級を満足させるために、または顧客を満足させるために、従
業員が滅私奉公するような上下の関係にあると思われてきた。そのため、サービスを提供
する側の人たちにとって、労働意欲や動機付けが必ずしも積極的でなく、サービス品質の
低下の要因となっていた。そこで、サービスを提供する側と受ける側は対等な立場である
として、「もてなす側」と「もてなされる側」の新たな関係として、「ホスピタリティ」の
コンセプトによって、サービスの意識革命が浸透しだした（山口 2004：7）。 
の語意を含んでいると指摘されている（服 2004：17～18）。それゆえにホテ
ル（hotel）および病院（hospital）と語源的に共通である（山上・堀野 2001：2）。新約
聖書では、一義的に「旅人をもてなす」として用いられている（古閑 2003：13）。 
日本では、1990年代に入ってからホスピタリティが注目されるようになった。ホスピタ
リティの意味について言えば、一般的に「手厚いもてなし、歓待、厚遇、もてなす心」な
どを意味する。それに対応する日本語として、「もてなし」「看護」「慈悲」「待遇」などが
あげられている（古閑 2003：130）が、最も一般的なのは「もてなし」10
                                                   
8 この hospes は、味方としての余所者と同時に敵としての余所者を意味する古ラテン語の hostis と、可能
な・能力のあるを意味するラテン語の potis との合成語であった。（服部 2004（1）：34） 
である。ホスピタ
リティに関する研究では、ホスピタリティそのものから、ホスピタリティ・マインド、ホ
スピタリティ・ビジネス、ホスピタリティ・マネジメントへと展開し、理論的・実証的に
論述されている。そこでは研究者の観点により、様々な定義がなされている。なかでも、
服部はホスピタリティとサービスを根本から調べ、詳細に分析している。そこで服部
9 主客同一は主客が互いに差別なく等しく遇することである。（服部 2004（1）：68） 
10 もてなしとは客を招待し、食事や贈物を供してコミュニケーションを密にすることを意味する（山上 
1999：3）。 
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（1994：81）は、ホスピタリティを「人類が創造的進化を遂げるための、個々の共同体も
しくは国家の枠を超えた広い社会における共生関係を成立させる相互容認、相互理解、相
互確立、相互信頼、相互補助、相互依存、相互創造、相互発展の八つの相互性の原理を基
盤とした基本的社会倫理である」と定義づけた。山上（1999：13）はこの定義を最広義の
定義として提唱している。 
服部の他には古閑（2003：26）が、ホスピタリティを「異種の要素を内包している人間
同士の出会いの中で起こるふれあい行動であり、発展的人間関係を創造する行為である」
と定義している。また、山上（1999：13）は「ホスピタリティとは、良いと思われること
を素直に認め、また相手と一緒になり、心から感動しつつ、受け入れながら、温かい気持
ちで、共有し合える姿勢であり、単にマニュアル化してできるものではなく、自然に心か
ら相手の気持ちを思いやり、柔軟に対処することである」としている。五十嵐は、ホスピ
タリティを「相手を尊重し、受け容れ、気持ちを汲み取り、相手の充足や満足を支援して
相手の気持ちに寄り添い、期待された以上に喜んでもらう姿勢」と定義する（五十嵐 2010：
20）。 
 これらの定義には、「親切な心、温かい気持ち、思いやり、人間のふれあい行動、人間に
おける相互的・共有的関係」などといった共通認識があり、ホスピタリティの基本的な共
通要素は人であることが明らかである。また、ホスピタリティは家族愛・友人愛を提唱し、
心と気持ちを強調し、人間としてのあり方を示している。それゆえ、ホテル業におけるホ
スピタリティは接客にあたる表現、表情、立ち居振る舞いなどの「人的態度」を重視する
（山上 1999：59）。それにしたがえば、ホスピタリティは人の態度であるため、全てのサ
ービス行為に包含されているはずである。よって、ホテルにおけるホスピタリティは王
（2003）が主張する「情感的なサービス」と同じ立場にあると考えられる。  
また、上記の定義によればホスピタリティは相互性、共有性、人間性といった最も基本
的かつ主要な特質を持っていることが分かる。相互性に関しては前述した服部の定義にお
ける八つの相互性の原理が示したように、人と人・団体・国家において共生する上での良
い意味での相互的な作用の存在と行動のことである。ビジネスの場合では、売手が少々犠
牲になって買手優先のサービス提供をするという一方的な考え方より、売手と買手が対等
の立場、相互理解、相互信頼関係にあるということである（山上 1999：10）。すなわち、
売手と買手は、お互い思いやりがあり、相互補完的な関係を重要視することである。そし
てホスピタリティの共有性は、共生とも考えられ、資源、時間、空間、気持ちを共有し、
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協力し合いながら、共存することである。さらに、ホスピタリティは、対象を差別するこ
となく、キリストの「自分を愛するように、あなたの隣人を愛せよ」という根本思想を本
義とし（山上・堀野 2001：2）、人に対する思いやりや心のふれあいを重視する。このため、
ホスピタリティは人間としてのあり方を示し、人間性という特質を持っていることが明ら
かである。    
なお、服部はホスピタリティの構成要素について機能的要素群、物的要素群、人的要素
群、創造的要素群の 4 つを設定した（服部 2004：147－172）。具体的にはそれぞれが包含
する要素があって、さらに各要素の下の構成因子から成り立つ。また五十嵐はサービス品
質の評価尺度であるSERVQUAL11
ホスピタリティという概念が 1980年代以降アメリカにより提唱されて以来、アメリカで
はホスピタリティ・ビジネスが公に認知されるようになった（細沼 2007）。従来使われて
いたサービス産業に代わり、ホスピタリティ産業という言葉が定着しつつある（古閑
2003：177）。ホスピタリティ産業にはホテルや旅館などの宿泊産業をはじめ、外食・旅行・
交通・土産を含む観光産業、リゾートやテーマパークなどの余暇産業、病院やフィットネ
スクラブなどの健康産業、各種教育機関を含む教育産業がある。そしてホスピタリティ産
業は人的対応を不可欠な要素とするサービス業の全体を含み、ひいてはサービス業を含む
第三次産業の総称とすることもできる（山口 2004）。さらに、最広義的なホスピタリティ
産業とは人的対応・取引するすべての産業、そしてホスピタリティを媒介する産業も含む
のである（山上 1999：60－61）。 
を参照し、実践的な視点からホスピタリティの構成要素に
ついての調査を試みた（五十嵐 2010）。その結果、ホスピタリティを感じる要素は「礼儀
正しく、態度がよく、清潔感があり、進んで手助けすると共に、人と人のつながりを大切
にしながら常に一定水準のサービスを提供する」とみなすことができると述べた（五十嵐
2010：29）。これは山上（1999）が強調した「人的態度」にドッキングすることができよう。 
日本における「ホスピタリティ」という言葉の浸透度について、古閑ら（2003：32～38）
は「『ホスピタリティ』に関する認識調査」を 130人に実施した。この調査の分析によれば、
ホスピタリティという言葉を聞いたことがある人は 54％で、そのうち、意味まで知ってい
る人は 43％であった。そして、全体の中で「ホスピタリティ」の意味を把握している人は
23％を占めていた。また、「ホスピタリティが求められる場所」として、宿泊施設が 23％
                                                   
11 SERVQUAL は 1980 年代に顧客の主観的な品質の測定手法として開発されたサービス品質の評価尺度
である。 
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で医療施設、家庭、地域社会、職場の順に続いて 5番目になり、「ホスピタリティを経験し
た場所」として、ホテル・旅館が最も高い頻度であげられた。これらの結果から、ホスピ
タリティという言葉は宿泊業と深いかかわりのある言葉であるといえよう。宿泊業の代表
であるホテル業のホスピタリティに対する認識を理解するため、古閑（1994：65～69）は
東京都内のホテル 30社を無作為に選び、「ホスピタリティ・ビジネス」としてのホテルの
あり方や考え方を問うアンケート調査を実施し、30社の内 4社のみ返信があった。この調
査から、以下のことが結果としてあげられている。すなわち、ホスピタリティ産業として
自覚し機能しているはずの業界の「ホスピタリティ」研究への認識が低い。また、ホスピ
タリティ・ビジネスゆえのデメリットやリスクがあることは否定されていない。そして、
ホテル側は多様なニーズに対応できる人材の確保、社員教育などを課題として意識してい
ることである。以上の 2つの調査結果によって、日本における「ホスピタリティ」の浸透
度はそれほど高くないが、ホスピタリティに対する認識が普及しつつあることが分かった。 
一方、「ホスピタリティ」という言葉の中国における浸透度について上記のアンケート
とインタビューを通じて調査した。まず、4つのホテルの中国人従業員 48名のうち、ホス
ピタリティという言葉を聞いたことのある人は 22 名であり、全体の 46％を占めている。
そのうち、21名がホスピタリティの意味についての理解を示した。具体的な内訳では、「慇
懃、客好き、歓待」という辞書並みの認識が 8人、「ホテル業、サービス産業」と理解する
人が 6人、「親切な気持ちをこめた接客・個性的な対応・マニュアル的ではない・サービス
の暖かさ・サービス全体の経験と感受・賓至如帰」という理解を示したのが 7人であった。
なお、特筆に価することとして、調査対象としたホテルのうち、国有ホテルの JJHでヒヤ
リングをうけた 7名の従業員全員がホスピタリティという言葉を知らなかった。一方、欧
米系ホテル PRHでは 17名の従業員の内 14名がホスピタリティという言葉を知っているこ
とから、普及度が最も高いことがわかった。その原因として、欧米系ホテルでは比較的に
英語を使用する頻度が高いため、もともと英語からきている「ホスピタリティ」という言
葉を知る機会が多いことが考えられる。もちろん、「ホスピタリティ」が客の遇し方として
浸透した可能性も考えられる。だとすれば、国有ホテルにおいて接客上の個性的な対応が
欠如していることの別の側面からの傍証となりうる。 
また学校（上海旅遊高等専科学校）の教師 12 名と学生 40 名、合計 52 名にヒヤリング
を行った結果、ホスピタリティという言葉を聞いたことのある人は 18 名であり、全体の
35％を占めている。ホスピタリティについての具体的な理解では「慇懃、客好き、歓待」
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という辞書並みの認識が 12 人、「ホテル業、接待業、サービス業」と理解していた人は 5
人、ほかに「賓至如帰、サービスにおける一種の態度、家で客を招待するようなこと」と
いう理解も示されている。ホテル業をはじめとする観光産業に関わる教育機関であり、サ
ービスの提供者を養う重要な役割を果たす機関であるにもかかわらず、そこにはより専門
的な見識が存在していないことが興味深い。 
さらに、中国人一般を対象に実施したアンケートでは回収した 520部のうち、ホスピタ
リティという言葉を聞いたことのある人が 184人で、35％を占めている。ホスピタリティ
を知らないと答えた人は 329人で、63％を占めている。なお未回答は 7人である。ホスピ
タリティの意味について「客好き、情熱的、慇懃」という辞書的な理解を示したのは 120
人である。ほかには「親切的、友好的、医療、周到的、思いやり、客を友人と見なす、賓
至如帰、顧客本位など」と説明されている。 
以上のようにフィールドワークからみれば、ホスピタリティに対する認知度が全体的に
低いことがわかる。またホスピタリティの意味については辞書並みの理解が大半を占め、
より深みのある理解が少ない。ホテル業界と教育業界と一般人の中では、ホテル業に従事
する人の間での認知度が比較的に高い。 
 
２－３－２ サービスとホスピタリティの関係 
前述のように、ホスピタリティとサービスに関する研究では、しばしば両者が比較対照
される。先行研究（横沢 1994、山上 1999、平野 1999、古閑 2003、服部 2004）では、ホス
ピタリティとサービスについて語源、意味合い、内容、特質などの基本概念から詳細な比
較が行われている。それらの比較によれば、ホスピタリティとサービスについて主に表 2
－6のような差異を抽出できる。 
表 2－6：サービスとホスピタリティの比較 
サービ
ス 
上下・主従
関係 
奉仕料と
いう対価
価値 
提 供 者
 
受 給 者
（一方的
な行為） 
マ ニ ュ
アル化 
効率を求
める 
システム
化 
ア ト ミ
ズ ム 的
な思想 
実 体 主
義 
ホスピ
タリテ
ィ 
対等・相互
関係 
チップと
いう付加
価値 
提供者 
 
受 給 者
（双方向
的な心理
作用） 
個性化 人間性を
求める 
ネットワ
ーク化 
ホ リ ズ
ム の 概
念 
関 係 主
義 
出所：主に服部 1994、横沢 1994を参考にして、作成した。 
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ホテル業においては、サービスが主人と従者という関係のため、究極的には「お客様は
神様である」という考え方が生じてくる。一方、ホスピタリティは客人と主人という関係
による主客同一のため、対等な相互関係を結ぶことになる。ホスピタリティはサービスよ
り進化した形態であると指摘され、サービス・マネジメントからホスピタリティ・マネジ
メントへ、サービス社会からホスピタリティ社会への移行が複数の研究者（横沢 1994、古
閑 2003、服部 2004 他）によって提唱されている。また、服部（2004：31）は、ホスピタ
リティの概念はより広く、サービスの概念を内包していると主張した。そして、多くの先
行研究によれば、サービスが下位で、ホスピタリティが上位として捉えられている。まさ
しく、ホスピタリティはもてなしを行うためのより適切な概念であり、サービスに代替で
きるというニュアンスを含んでいる。 
しかし、ホスピタリティの基本要素は人間であり、その概念は人の気持ち、もてなす心
を重んじ、家族愛・友人愛・人間愛を提唱し、基本的に人間としてのあり方を示すという
ものである。それにしたがえば、ホテル業におけるホスピタリティは人的サービスという
部分にあたり、特にもてなす行動における気持ち・態度・客を喜ばせる姿勢を表している。
よって、ホスピタリティは上述した人間性溢れる対応を重んじるヒューマン・サービスに
重なる部分がある。また、ホスピタリティは特に態度・情緒に関わる「人的態度」である
という点から考えれば、情感的なサービスの意味に相当し、人的サービスの一部分である
といえよう。さらに、ホスピタリティは接客において個性的な対応、つまりそれぞれの客
のニーズに個別的に対応することを強調することから、上述した個性的なサービスに当た
る。したがって、ホスピタリティとサービスは概念において異なるが、単純に上位と下位
の関係にあるとはいえないと考えられる。 
さらに以下の理由によって、ホスピタリティはサービスと代替できない概念であり、ホ
スピタリティという概念は必ずしもサービスの概念より広いとは限らないと考える。 
まず、チップはホスピタリティの体現する付加価値であると一般的に認識されている。
すなわち、チップは良いもてなしに対する褒美である。日中両国のホテル業では、サービ
ス料、つまり奉仕料を 10％～15％ほど客に請求するのが一般的である。このサービス料は、
価値が不透明かつ高いことでしばしば非難され、廃止の声もあるが、日本と中国は別途サ
ービス料を請求するため、基本的にチップを一切取らない方針である。一方、欧米社会で
は、チップを置くのがすでに習慣化されている。このため、欧米に旅行に出かけるアジア
人はチップの金額で常に悩まされ、楽しい旅の生活に落とされるひとつの影となっている。
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時に、感じの悪いサービスを受けてもテーブルにチップを置いて出なければならないこと
がある。そのチップにはホスピタリティに対する謝礼の意味が本当に含まれているのかは
疑わしい。サービス料のあるホテルにおいて、サービス料以外にチップを渡すのはその親
切なもてなしに対する客の満足と肯定の表れであると考えられやすい。しかし中国ではチ
ップは消費者が富を誇示し、サービス提供者を差別する意味合いを含むことも先行研究に
指摘される（高蘇 2007：242－246）。要するに、チップに対する理解は国や地域の伝統・
習慣・価値観・社会意識などの文化的な差異によって異なり、地域性が見られる。またチ
ップは多くの場合において個人宛に払うが、サービス料は具体的な個人より、システムに
払うものである（清水滋 1978：18－21）。ホテルにおいて客を満足させることは一人でで
きることではなく、全員の力を合わせざるをえない。従業員の力を合わせ、連動させるの
はホテルのシステムである。ゆえに、サービス料とチップにはそれぞれの利点と欠点があ
り、決してサービスとホスピタリティを区別する指標とはいえないのである。  
そしてサービスの背景には上下・主従関係があるのに対して、ホスピタリティの背景に
は対等・相互関係があるといわれる（服部 2004）。ホテル業から考えれば、サービスは「消
費者は王様・神様」と持ちあげ、「お客様は常に正しい」というように顧客優先・優位とす
る（山上 1999：8）。「お客様は常に正しい」12（The guest is always right）という言葉
は「ホテリエの父」と呼ばれるリッツ・セザール 13によって提唱され、現在のホテル･サー
ビスの原型となっている（長谷 1997：39）。リッツが創始したリッツホテルをはじめ、現
在世界各地のリッツ・カールトンホテルは豪華さ、文化的雰囲気、行き届いた親切なサー
ビスによって、上流社会の人々が利用するホテルとして名高く、ホテル業界において常に
最高ランクのホテルとして評価されている。その成功は顧客優位とするサービスのあり方
が人々に認められ、高く評価されている証拠となろう。日本はグランドホテル 14
                                                   
12 「お客様は常に正しい」は英語では「The guest is always right」となるが、「現代ホテル経営の王」
と呼ばれるアメリカ人のスタットラー（Statler・E・M、1863－1928）によって提唱された。この言葉を
最初に言い出したのはリッツであり、その原文は「The guest is never wrong」（お客様には間違いがな
い）となる。一般的には「お客様は常に正しい」がより多く用いられる。スタットラーは商人用に廉価で
便利な、そして清潔で快適なホテルを開発し、ホテルの大衆化に貢献した。 
のスタイ
ルと共に「お客様は常に正しい」という言葉を導入し、ホテル業のサービス宗旨として守
り続けてきた。海外において日本のホテル企業はサービスに関しては高い評価を得ている
13 Ritz・Cesar（1850－1918）、スイス生まれ。15歳でのホテル業界に入り、1898年にはパリに彼の名前
を冠したリッツホテルを創業した（長谷 1997：39）。ホテリエとはホテルマンのことで、ホテルに従事す
る人のことを指す。 
14 「グランドホテル」は豪華なホテルのことであり、日本で西欧型の「グランドホテル」を模倣した典型
的な例は、帝国ホテルである（飯嶋 2001：33－41）。 
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（四宮 2001：14）。つまり、顧客優位とされる「お客様が常に正しい」というサービス宗
旨をもつ日本のホテル業は世界に認められ、良いサービスを提供していると公認されてい
ることになる。また、サービスは提供者からの一方的な理解と信頼が背景にあるが（山上
1999：7）、ホスピタリティは提供者と利用者における対等的、相互関係だといわれている。
しかし、客はホテルの従業員と対等な立場にあると考えているであろうか。接客の上でも
てなす側が頭を下げることはむしろ日本のサービス文化の特徴の 1つといえる。頭を下げ
ることによって、「自分は下位、顧客は上位」であることを示し、顧客を尊重する表現とす
る。日本では、サービスの提供者と利用者は、共にサービスにおける主従関係を無意識に
認めて受け入れており、そして求めている。言い換えれば、もてなす側は自分の役を十分
に理解し、客を満足させるために無意識のうちに下位的な立場をとり、もてなされる側は
自ずから上位にいることを意識している。このようなサービス文化は君主政治、武士道の
伝統文化から由来し、「忠」の表れと考えられる。利益を求める企業において、従業員と客、
従業員と従業員における平等な相互関係が理想であるとされるが、現実には周囲の人に重
要視されたい気持ちを多くの客が持っている。要するに、思いやりや心のある暖かい対応
というホスピタリティは理想的であり、人間のあり方として広義的に捉えられる傾向にあ
る。一方、実際の産業界という狭義的な立場からは、主従関係のある顧客本位のサービス
がより好まれ、求められているのである。 
さらにサービスはマニュアル化であるのに対して、ホスピタリティは個性化、多様化で
あると言われている。しかし、マニュアル的なサービスは普遍的、大量かつ重複する基本
的な需要に対応する。対して、個性的なサービスは特殊で、少量かつ偶然的なニーズに対
応するものである（王 2003）。つまり、マニュアル化とみなされているサービスと個性化・
多様化とみなされているホスピタリティではそれぞれに対応する対象が異なる。また個性
的なサービスを提供するには一定のマニュアルが必要であり、マニュアルはよりよいサー
ビスを提供するための基礎である。例えば、挨拶、笑顔といったサービスの基本はどのホ
テルにおいてもマニュアルに入っている。接客における挨拶などのサービスの基本をマニ
ュアルとして教え、規範化しておかなければ、様々な個性を持つサービスの提供者による
立ち居振る舞いに混乱が生じてくる可能性がある。そのような混乱は利用者に乱雑な感じ
を与え、逆に不信感と不潔感を感じさせてしまう。よってマニュアル的なサービスは顧客
の基本的な需要を満たすことができ、接客の基本となる。個性的なホスピタリティは基本
的な需要を満たした上で、「更に上る一層の楼」という諺の通り、更に高次元の満足を与え
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ることである。ホスピタリティ産業においては心溢れる手厚いもてなしという極めて高品
質なサービスが要求され、厳密な標準化、マニュアル化はそもそも難しいが、基準・規格
を設定した料理・応対サービスを標準化することはある程度必要となる（山上・堀野 2001：
218）。したがって、サービスなくしてホスピタリティは存在し得ないのである（服部 2004：
43）。ホスピタリティはサービスに取って代わるのではなく、互いに欠かせない補完的な関
係を持っているといえる。 
最後に、上述したようにホスピタリティという用語は比較的日本で普及しているが、中
国での認知度はより低いことがフィールドワークによってわかる。またフィールドワーク
ではサービスとホスピタリティの関係についての認識を探るヒアリング調査を行った。そ
の結果は表 2－7にまとめている。なお、ホスピタリティを知らない被調査者に対して、ホ
スピタリティを顧客を愛し、情熱を伴った親切なもてなし、個性的な対応、感情を帯びた
対応と説明した上でサービスとの関係を尋ねた。   
表 2－7：サービスとホスピタリティの関係についての考え（複数回答） 
分類 回答 
ホテ
ル 
日本人従業員
（5名） 
ホスピタリティはより気持ちを重視するが、両方ともサービスで
あり、いかに客の立場に立って考えるかということが重要だ 
中国人従業員
（48名） 
サービスは基礎であり、より広範であり、ホスピタリティの概念
を内包するが、ホスピタリティはサービスの延長線にある（26人） 
ホスピタリティはサービスを包含し、サービスの進化と昇華であ
る（11人） 
ハードに対するソフトのような関係で、連帯的・欠かせない補助
的な関係（3人） 
その他：よくわからない（4 人）、類似している（2 人）、ホスピ
タリティがあってこそよいサービスが成り立つ（1人）、サービス
は大衆客向けで、ホスピタリティは高級客あるいは個人客向けで
ある（1人） 
STS 
教師（12名） ホスピタリティの範囲はサービスより広い（6人） 
サービスの概念がホスピタリティを包括する（4人） 
類似している（3人） 
学生（40名） サービスはホスピタリティより広く、ホスピタリティはよいサー
ビスの基礎と必須条件（31人） 
ホスピタリティは自発的で、サービスの進化した形（5人） 
両者は相互補完的な関係（4人） 
その他：サービスは実技、ホスピタリティは心 
THT 
教師（11名） サービスの進化した上級概念としてホスピタリティがある（6人） 
サービスが実技や具体的なやり方であるのに対してホスピタリ
ティは見えない心と気持ち（2人） 
その他：ホスピタリティが土台になりサービスにつながる、相互
補充の関係、他人への貢献はサービスの目的でありホスピタリテ
ィはその手段 
学生（34名） ホスピタリティが土台にあってサービスがある（11人） 
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両者は同じあるいは類似している（12人） 
ホスピタリティは気持ち、サービスはマニュアル的で最低限しな
ければならないこと（4人） 
わからない（3人） 
対等関係（2人） 
ホスピタリティはより広い範囲である（2人） 
ホスピタリティは無償、サービスは有償（2人） 
以上のように、サービスの現場いわばホテル業界では日本人従業員はサービスとホスピ
タリティの意味をそれぞれ区別し理解しているが、両者の関係について両方ともサービス
であり、顧客の考えを察知することが大切と認識する。一方、中国人従業員の多くは「サ
ービスの品質を向上させるにはホスピタリティをいかに実現できるかにかかっている」と
いう共通認識を持ちながら、「サービスの領域あるいは範囲はホスピタリティより広い、サ
ービスはホスピタリティを内包する」という考えを示した。つまり、中国人従業員はサー
ビスという広い範囲の中でホスピタリティに重点を置きながら、サービスレベルを高める
ということが今後の発展の趨勢であると捉えている。学校教育においては、教師側と学生
側にある認識のズレが日中とも存在することがわかる。中国側ではホスピタリティの概念
はサービスより広範囲であると認識する教師が多いのに対して、学生側はホスピタリティ
はよいサービスの必須条件であり、サービスに包括される概念という理解が圧倒的に多く、
教師側と意見が対立している。一方、日本側では教師の多くがサービスが進化した上級概
念としてホスピタリティがあるとの理解である。それに対して、学生側は両者が同じある
いは類似しているという意見とホスピタリティがサービスの土台であるという意見が多数
を占める。学生側の回答からは、サービスをホスピタリティと混同する傾向が見られる。
また中国側の教師と学生の間に見られる意見の対立が、日本側の教師と学生の間にも見ら
れる。すなわち、日本側の教師にはサービスはホスピタリティの下級概念としてホスピタ
リティの土台であるという捉え方が最も多いが、学生にはホスピタリティがサービスの土
台であるという理解が多く、ホスピタリティの能動性とサービスの受動性を指摘する。 
第一章で論じた研究者の理解を含めて、全体的から考えると、日本ではホスピタリティ
の概念がサービスの概念より広く、サービスが下位で、ホスピタリティが上位となる。こ
のため、サービス産業の発展の趨勢としてホスピタリティが理想とされ、サービスからホ
スピタリティに進化していくという認識が研究者と教育者の間で主流となっている。一方、
ホテル業の実務者あるいは学生にとっては、厳密に区別せず、しばしば混同している様子
が見られる。つまり、理論と実践の間に認識のズレが存在することは明らかである。なお、
中国では全体的にサービスの概念がより広く、ホスピタリティの概念を内包するという理
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解が圧倒的に多い。それに加え、今後の発展の趨勢はホスピタリティに重点をおきながら、
サービスの品質を高めていくことになると認識されている。両者に対する日本、中国の認
識は図 2－1によって示すことができる。 
日
本 
研究者
（教育
者） 
 
      進化 
実務者
（ 学
生） 
サービス  ≒  ホスピタリティ 
（顧客の気持ちを察知することが重要、ホスピタリティがサービスの土台） 
中国 
         連結 
図２－１：サービスとホスピタリティの関係に対する日中の認識 
以上の分析によれば、現実的には上下・主従関係と言われるサービスの方がより好まれ
ており、ホスピタリティはサービスに取って代わるものとは決していえないのである。ま
た、対人サービスを主体とする産業界では、サービスをホスピタリティと称することもあ
るため（前田編著 1998：132）、実際には、サービスとホスピタリティを混用することがあ
る。そして、サービスとホスピタリティは下位と上位という関係より、補完的な関係にあ
るといった方がより適切であると考える。それに加え、北川は日本的ホスピタリティのメ
カニズムを論じる際に、サービスとホスピタリティを「ホスピタリティサービス」という
1 つの単語に集約し、日本的なホスピタリティサービスをアピールする必要性について論
じている 15
 
。よって、理論上ではホスピタリティはサービスより進化した形態であるが、
実務においてはホスピタリティは「人的態度」としてサービスの一分類となり、サービス
に内包されているといえる。ホスピタリティをいかに実現できるのかがサービスの優劣と
評価に関わるきわめて重要なポイントである。 
２－４ サービス意識とホスピタリティ  
                                                   
15 北川能之『日本的ホスピタリティのメカニズムについて』学校法人森谷学園観光総合研究所のホームペ
ージ http://www.tri.gr.jp/works/kitagawa.htm（2003 年 11 月 3 日） 
ホスピタリティ            
サービス 
サービス 
ホスピタリティ 
ホスピタリテ
ィへの重視 
 
サービス品質
の向上 
 
（下位） 
サービス 
 
（上位） 
ホスピタリ
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２－４－１ 日中におけるホスピタリティの実践 
ホスピタリティは心、気持ちといった見えないものだといわれる。しかしそういう無形
なものを形に表さない限り、ホスピタリティを感じ、体験し、記述することもできず、存
在する意義もあやふやとなろう。そこから、ホスピタリティの実践あるいは具現化の重要
性が出てくる。永田はホスピタリティマインドを具体的な行為として表現するために、「挨
拶・態度・表情・言葉・身だしなみ」という 5点からホスピタリティの実践法を提示した
（永田 2006：77－81）。 
ホスピタリティの文化の起源は人類がこの地球上に誕生し、相思相愛を基盤とした夫婦、
夫婦愛・親子愛・兄弟愛を基盤とした家族、血縁関係による親族集団、地縁関係による原
始共同体といったものを形成する過程で、共同体外からの未知の訪問者を歓待し、宿泊・
食事・衣類を無償で提供する「異人歓待」という風習に遡る（服部 2004（a）：31）。つま
り、旅人をもてなすことがホスピタリティの実践として最初に具現化された形である。さ
らに、服部はホスピタリティを具現化する異人歓待の風習は時代・場所・社会体制のいか
んを問わず、ほとんどの社会において広く普及し行われていたと述べている（服部 2004
（a）：31）。 
西洋またはヨーロッパのホスピタリティ文化はキリスト教を中心に形成されてきた（服
部 2004（a・b）、前田 2007、古閑 2003）。キリスト教の経典である『聖書』はキリスト教
徒でない人にとっても教養を学ぶ書物として今でもベストセラーであり、ホスピタリティ
に直接ふれている代表的なものといわれる。『新約聖書』における「ローマ人への手紙」の
中には、「貧しい聖徒を助け、努めて旅人をもてなしなさい」（第 12章 13節）という文言
があり、また「ホスピタリティを与えなさい」と「ホスピタリティを実践しなさい」とい
う文言が記されている（前田 2007：3）。服部によればキリスト教が普及するにつれて、教
会とりわけ博愛の精神の象徴としての司教がホスピタリティを個人的な美徳から教会の一
員としての社会的義務へと発展させた。さらに西洋の道徳・倫理の形成に貢献した騎士道
は、忠誠とキリスト教的な神への奉仕、婦人や弱者への擁護・奉仕を強調し、互恵・相互
応酬の意識を公共的な社会規範として西洋社会に浸透させていった（服部 2004（b）：6－7）。 
「異人歓待」という原点から見る場合、日本におけるホスピタリティの実践は各所を巡
る四国遍路において明確に見て取れる。日本人が行うホスピタリティは英語では「Japanese 
Hospitality」といい、日本式・日本的・日本流ホスピタリティとなる（古閑 2003：119）。
それは『日本書紀』の「共飲共食によって互いの心が等しくなる」という思想が根底に置
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かれる（服部 2004（b）：11）。また日本的ホスピタリティの代表として、茶道が複数の研
究者に取り上げられている（山上 1999、古閑 2003、永田 2006など）。そこでは日本文化の
原点の一つとされる茶道では「一期一会」や「和敬清寂」の精神がホスピタリティと合致
すると論述されている。一期一会とはたとえ毎日会っている仲間であっても、今日の出会
いは昨日とは異なるものであり、当事者同士においては、一生の内で一度限りの出会いと
考えることである（山上 1999：27）。茶道でいう「亭主ぶり」「客ぶり」という言葉に象徴
されるように二度とは来ない一期一会の時を過ごすために、茶事の空間では、亭主も客も
互いに相手のことに配慮し、相手の望みと期待していることを考慮し、それに応えようと
する気遣いが自然に行われている（永田 2006：75－76）。さらに茶室内においては武士・
町人との身分の上下関係がない。それはまさしく主客平等な立場による融和・相互信頼関
係をもつホスピタリティである。また周知の通り、茶道の「四規」とする「和敬清寂」は
千利休の提唱した言葉で、茶道の精神を表現している。山上によれば「和」は茶事におい
て主客相互が和やかに交会することであり、「敬」は他をうやまい、自分を慎むことであり、
「清」は客を迎えるために身をはじめ茶室や道具を清らかに整えることであり、「寂」は単
に賑やかの反対語で、静かなさまを表すことである（山上 1999：26）。和と敬は主客相互
の心得であり、清と寂は茶器・茶室・庭などに関連する心得であることから、山上は和と
敬をホスピタリティの人的・態度的要素とし、清と寂をホスピタリティの物的要素とした
（山上 1999：26）。客へのもてなしは客を「迎える」→「もてなす」→「見送る」流れの
なかで完結する（古閑 2003：154）。 
一方、中国のホスピタリティ文化は中国人の倫理的支柱といわれる儒教の思想や精神を
根底とする（服部 2004（a・b）、石村 1993、劉 1995）。ホスピタリティとの関わりが最も
深い概念として「礼、仁、誠」が挙げられている。「礼」は社会秩序を保つための生活規範
の総称であり、賓客の接待のあり方を儀礼として様式化し、社会秩序や規範のすべてに制
度化されていた（服部 2004（a）：48）。「礼」は『周礼』『礼記』『儀礼』と後世が「三礼」
と呼ぶものからなる 16
                                                   
16 『周礼』は周代の国の制度を述べたもので、行政の組織、国政の諸官とその人事と役割、行礼の法につ
いて、理想的なあり方を述べたものである。『儀礼』は戦国時代の「冠婚葬祭」、諸侯または属国の王など
が参内して皇帝に拝謁する「朝覲」、礼物を携えて訪問する「聘問」などの、儀式・法制などの古礼を集
大成した書物である。『礼記』は政治的な制度や神への儀礼、作法、日常生活の習慣と礼儀作法などを記
したものである。（服部 2004（a）：48－49）（石村 1993：42－43） 
。石村によれば、賓客の接待のあり方について、『周礼』には「賓礼
をもって邦国を親しましむ。饗宴の礼をもって四方の賓客を親しましむ」と書かれている。
交際上の大切な原則として『礼記』では「礼尚往来，往而不来非礼也，来而不往亦非礼也」
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（礼は往来を尊ぶ。往きて来らずば礼にあらず、来たりて往かざるもまた礼にあらず）と
述べている。また『儀礼』には「人と初対面のときの相見礼、外交儀礼である聘礼・觀礼、
村落共同体の酒盛りである郷飲酒礼」などの具体的な作法が書かれている（石村 1993：42
－43）。服部によると、孔子は礼は一つの外的規範であり、内的な実質面である人の自然な
気持ちとしての人情と調和することが重要であると『礼記』坊記篇で述べている。さらに、
孔子が提唱した道徳観念である「仁」は、「仁者愛人」（仁ある人は他人を愛する）のよう
に、礼にもとづく自己抑制と他者への慈しみ、思いやりを意味し、「忠と恕」の両面をもっ
ている（服部 2004（a）：50）。孔子の言動が集められた『論語』には「有朋自遠方来，不
亦楽乎」（朋あり遠方より来たる、亦た楽しからずや）という名句がある。そこでいう「朋」
は知人はもとより、未知なる来訪者をも友と見なし、うれしく暖かくもてなすことを言い、
西洋に由来する「異人歓待」の風習に等しい。これもまた中国人の気質について「熱情・
好客」（親切・客好き）とよく言われる理由の一つでもある。中国におけるホスピタリティ
の実践は、「賓至如帰」をもって代表される。周知の通り、「家」という単位は中国人、中
国文化にとって基本かつ大切な存在である。前節でも述べたように、「賓至如帰」はお客さ
んが自分の家に着いたような気軽な気持ちで、宿で楽しく過ごせることであり、中国古来
のサービス基準である（劉 1995：97）。そこでは、客、すなわちもてなされる側あるいは
ゲストが楽しく過ごすことだけでなく、もてなす側がホスト（主人）として客に家に着い
たように感じさせ、歓待し、手厚く待遇する様子と態度をも示唆する。もてなす側の歓待
なしには、客に自分の家に着いたような気持ちを持たせるわけにはいかないであろう。 
このようにホスピタリティは人類が本来持っている人間性の一つとして、国や民族・宗
教・時代を超えて、さまざまな場面において表現され、存続されている。 
 
２－４－２ ホスピタリティの中国語訳に関する検討  
前述のように、フィールドワークからホスピタリティという用語は中国での普及度が低
いことがわかった。加えて、ホスピタリティの意味について辞書並みの理解、とりわけ英
語からの解釈が圧倒的に多い。これに関しては中国のホテル研究者として名高い上海社会
科学研究院の王大悟教授の話も傍証となろう。彼はホスピタリティについて次のように述
べている 17
                                                   
17 筆者はホスピタリティについて中国語の文献を捜索した際に、上海の図書館など数個所で検索を重ねた
が、中国語の文献は 1つも見当たらなかった。そこで、上海社会科学研究院の王大悟教授に聞き取り調査
。「現在の中国においてはホスピタリティの意味に関して、英漢辞書で調べるの
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みでサービス産業における専門的な概念がまだ提出されていない。アメリカのホスピタリ
ティ産業が主に医療産業、ホテル・レストラン産業、教育産業などであることから考える
と、ホスピタリティは一対一、人対人、心対心における親切な思いやりに重点を置くのが
特徴であろう」。そして、その特徴からホスピタリティを「親情化、人性化」と説明するの
が相応しいであろうとしている。王による「親情化」とは客を親族・家族として扱うよう
に対応することである。一方、「人性化」はいわば人間的であり、前述のように人間として
の気持ち・あり方を強調し、サービスにおいてマニュアル的ではなく、「愛」を持って客に
親身になって個性的に対応することである。まさしく人と接触することを主なる仕事とす
るホテル産業にとっては非常に重要な事柄であるといえる。 
ホスピタリティの文化的な起源はキリスト教の「異人歓待」とされるが、「他者をもてな
す」「他者を歓待する」という人間の行動規範として、時代や国、民族を超えた存在となる。
その中心的な要素は「他者への親切心」だと考えられる。親切な心は誰でも持っている。
だからといって、相手に認められないあるいは受け容れられない片道的な親切、あるいは
一方的な好意は親切とはいえない。また「余計なお世話」や「お節介」と解される親切も
本質的に受けいれてもらえないことに変わりがないため、これも親切とはいえない。ここ
でいう親切心は他人にやさしくし、ささやかな手助けを提供し、できるだけ便宜を与える
心構えである。それを実践し、行動や行為として表すと「親切」になる。実践としての親
切は相互理解と相互容認を条件として成り立つ。もちろん、親切心は人間にのみならず、
動植物にも適用される。さらに、親切は「誠意・好意・善意」から発動する。「誠意」はデ
ジタル大辞泉の用語解説では、私利・私欲を離れて、正直に熱心に事にあたる心としてい
る 18。誠意は真心であり、作られるものではなく、自然で自発的な本心の現れである。ま
た近藤良樹によれば、「好意」は関わる他者に親しみを抱き、この人物を好きだと感じるこ
とである。「善意」は相手を肯定的に良い方に理解し、その人のためになる善いことを行い、
利他的贈与的な気持ちをもつことである 19
ところが一方で、ホスピタリティは「暖かく親切にもてなすこころ、歓待の精神」とい
う心構えや気持ちを意味する規範的価値と、「客や他人に対する歓待、厚遇」として他者に
。「誠意・好意・善意」のどれが欠けても、親切
心とはいえず、親切は成り立たない。 
                                                                                                                                                 
を行った。調査の日付は 2004年 6月 25日である。 
18 http://dic.search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&p=%E8%AA%A0%E6%84%8F&fr=dic（2010年 9月 28日） 
19 近藤良樹『親切（論文集）』
http://ir.lib.hiroshima-u.ac.jp/metadb/up/ZZT00002/shinsetsu_kondo_yoshiki.pdf#search='親切心とは'（2010年 9
月 28日） 
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対する具体的な行為を指しているという指摘がある（前田 2007：2）。ここでいうホスピタ
リティの規範的価値はホスピタリティ・マインドあるいはホスピタリティ精神とも称され、
「親切心」にあたる。そして具体的な行為としてのホスピタリティはホスピタリティの実
践であり、具現化された「親切」である。さらに、上述のサービス意識の定義に照らすと
「親切心、ホスピタリティ・マインド、ホスピタリティ精神」は中国でよく言われる「服
務意識」いわばサービス意識に類似し、特にサービス意識の定義の②の部分と同義的に理
解できる。すなわち自発的・積極的に心から人の便益を図るために配慮し、行動する態度
と自覚である。サービスを提供する上では、サービス意識が必要となる。そのサービス意
識はプロ意識と職業意識にも等しい。親切心やホスピタリティ・マインドといったサービ
ス意識は心構え、態度、自覚であるため、無償である。しかし、サービス意識を具現化し
た行為あるいは行動はサービス企業においてサービス実践として商品という形に表れ、価
値が付くものとなる。なお、サービスの実践には基本的なマニュアルが存在するが、親切
心に基づいたホスピタリティの実践にはマニュアルがない。要するに、態度や心構えを共
通点とした親切心、ホスピタリティ・マインド、ホスピタリティ精神はサービス意識に等
しい。しかし実践的立場からすればサービスはマニュアルに基づいて行われるが、ホスピ
タリティは親切心に基づいて行われる。よって実践的なサービスは金銭的に換算しやすい
が、実践的なホスピタリティは付加価値として個人の判断に委ねられるため金銭的な換算
が困難である。 
1990年代以降ホスピタリティに関する日本の研究では、優れたサービスのあり方はホス
ピタリティをいかに実現できるかにかかっているという認識が主流となっている。一方中
国では、ホスピタリティについての認知度が低く、それに対応するより専門的な訳語がな
い現状にある。ホスピタリティの英語からの中国語訳には「好客・殷勤、招待・款待、適
宜・宜人」がある（石村 1993：40）。「好客・殷勤」は客好き、客を親切にもてなし、親切
で誠実であること、「招待・款待」は客を招待する、懇ろにもてなすことである。また「適
宜・宜人」は適宜であり、人に良い感じを与えることを意味する（石村 1993：40）。  
なおホテル業という狭義的な立場から考えればホスピタリティは非マニュアル的、個性
化、人間性への期待、相互的関係主義といった特徴を持つ。中国の既存研究に論述される
個性的なサービス、情感的なサービスとヒューマン・サービスには、ホスピタリティにそ
れぞれ重なる部分がある。つまり個性的なサービスは個別性や特殊性に対応する非マニュ
アル的なサービススタイルであり、また情感的なサービスとヒューマン・サービスは「思
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いやり・愛・感情」といった人間性を込めたサービスのあり方である。これは上記の王の
論述からもうかがえる。そこではサービスの利用者が家族や親族、友人とみなされる。し
かし、誠意・好意・善意からなる親切心は友人扱いには適用できるが、家族の成員には言
わない。またそこではサービス提供者に対して一方的に要求されており、「相互的関係」と
いうキーワードが見落とされている。 
さらに、フィールドワークからはサービス業の従事者にはサービス意識が欠如している
ことがわかる。サービス従事者に対し、サービス利用者側は心のある暖かい対応、モラル
の向上、サービスへの正しい認識を求めている。また職業教育に関わる教師側もマナーや
道徳的な側面を強調する。そこにはまさに親切心が欠けているといえよう。 
したがって、本研究ではホスピタリティが「人的態度」を重視する点、そして上述の「親
切心」の観点を考慮し、ホテル業をはじめとするサービス産業におけるホスピタリティの
中国語訳として「誠善待客」を提案する。「誠善待客」とは真心と誠実、善意を持って接客
にあたることである。その具体的な実践法は「誠善待客之道」といい、ホスピタリティの
実践にあたる。「誠善待客」はホストの立場から人間としての行動規範、いわゆる真心、誠
実、善意を強調し、見返りを期待せずに客（ゲスト）に臨む態度と姿勢を重視する。真心
と誠実と善意はマニュアルでは表示できない要素であり、その組み合わせによって感動的
な体験が創造でき、それを共有共感することに繋がる。そして、サービスの提供者と利用
者が主従・上下関係といった従来の人間関係から、ホストとゲストのような対等な人間関
係に移行することになる。言い換えれば接待側の親切心がゲストに共感されなければ、そ
の接客はホスピタリティに満ちた接待、すなわち「誠善待客」とはいえないのである。  
また、最広義のホスピタリティは基本的な社会倫理と論じられている（服部 2004（a・b）、
服部 2007）。そこでは共生と相互性が強調される点から、最も広義のホスピタリティの中
国語訳は「共生互助」に集約することができる。人類は相互容認、相互理解、相互確立、
相互依存なしには「共生」関係を成立できない。しかも相互信頼、相互創造、相互発展、
相互補助のためには「互助」が必要となるのである。 
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第三章 歴史からみるサービス意識への影響 
 
 
サービスの理念やあり方、技法、意識などからサービスの文化が形成される。文化の形
成は歴史、社会環境、政治、経済背景などさまざまな要素から影響を受ける。例えば、「賓
至如帰」が中国の伝統的なサービス理念であることは前章において記述した。それは歴史
の流れに沿って 2000年以上にわたって受け継がれ、今でも強く意識され、提唱されている。
サービスに対する人々の考えや意識も一夜にしてできたものではなく、歴史的な変遷の中
で形成されてきた。本論文は中国におけるホテル業に着目している。そのサービスのあり
方や意識が宿泊産業の歴史的な発展において形成され、影響を受けてきたことは言うまで
もない。同様に日本の宿泊産業におけるサービスのあり方も日本の宿泊産業の発展史のな
かで影響を受けてきた。日中の間におけるサービスのギャップを理解し、その背後に潜ん
でいる要因を究明するには、それぞれの宿泊産業の発展史を把握する必要がある。ところ
が、これまで両国における宿泊産業の歴史を比較する研究は管見の限りまだ行われていな
い。本論文はその不足を補うことを試みる。  
さらに、周知の通り中国では、政治的事件が社会に多大な影響を与え続けてきた。前述
のように、サービスが有料の商品だとする考え方も改革開放という国策の実施により浸透
し始めたのである。歴史という角度から考えれば、現代中国のサービス意識には近現代の
歴史的な出来事、とりわけ文化大革命と改革開放の影響がきわめて大きい。 
そこで、本章ではまず日本・中国における宿泊産業の歴史的変遷を宿泊施設の形態から
概観し、そこにある異同を比較し、発展史からサービスのあり方に対する影響を探る。ま
た、近現代の中国社会に多大な変動を引き起こした政治的な歴史的出来事を軸として、中
国人のサービス意識の変化を究明したい。  
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３－１ 日本と中国における宿泊産業の歴史的変遷 
繰り返し記述したように宿泊産業はサービスへの依存度が高い。それは従事者の行為と
いう人的サービス、客室・料理などの物的サービス、企業運営上の制度的サービスの全般
を含んでいる。また宿泊産業をさらに細分化すると、シティ・ホテル、リゾート・ホテル、
旅館などのように、宿泊施設の種別によって、ターゲットも異なる。それに伴って、それ
ぞれの対象客のニーズも異なり、相応するサービスのあり方も併せて変わる。サービスへ
の考え方も宿泊施設の変遷によって影響され、変化しつつある。ゆえに、本節では日中に
おける宿泊産業の発展史を概観し、その比較を通して、サービス意識への影響を探る。 
 
３－１－１ 中国の宿泊産業の歴史的変遷 
３－１－１－１ 古代から第二次世界大戦まで 
宿泊施設の形態には大きく分けると官営と民営があり、古代中国では宿泊施設に対して、
様々な呼び方があった。例えば：舎、次、桟、店、驛 1、逆、館、邸…などである。それ
らの名称は、王朝の交替や時代の流れに従って変化しており、その変遷は、宿泊施設の発
展史を示していると言える。官設の宿泊施設には主に「驛、館、邸」という名称が用いら
れ、その始まりは「驛」という施設である。「驛」は「驛亭」や「伝舎」、「驛館」とも称せ
られ、時代によって呼称は変わるが、統治者が情報伝達や物品運送、使節接待などのため
に道沿いに設けた郵便機能と宿泊機能を兼ねた官営施設である。それに伴って作られた駅
伝 2制度はすでに殷周時代（紀元前 1600－1046年）に確立され、清代（1616－1911年）に
至るまで 3千年ほど維持されていた。「驛」は公用の役人や官僚に、それぞれの身分に合わ
せて定められた飲食と宿泊を無料で提供していた。戦国時代（紀元前 475－221年）から「驛」
は一般民間人も有料で泊めるようになり、歴代の詩人達がその繁栄する様子を詩で表した。
例えば、唐代（618－907年）の詩人である李商隠は『行次西郊作』という詩で、「五里 3
「驛」のほかに、商代（紀元前 1765－1121 年）から各国の使節や外国人客あるいは諸
侯を接待する比較的に高級な官営宿泊施設「館」が設けられた。例えば「諸侯館」や「四
一
換馬，十里一開筵」（五里ごとに乗馬を交換することができ、十里ごとに宴会が開かれる）
と、駅路の繁栄した様子を描いた（尉文樹 1991：60）。 
                                                   
1「驛」という字は現在の日本語の「駅」という字に等しい。 
2「駅伝」というのは、人力と馬で長距離に渡り公文書を届ける方法である（尉文樹編著（1991）『旅館概
論』上海科技教育出版社、ｐ.34） 
3「里」は中国では距離を計る単位であり、１里は 500 メートルである。 
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夷館」などである。「四夷館」とは北魏の首都である洛陽に設置された宿泊施設で、北夷か
らの客を接待する「燕然館」、日本からの使者を接待する「扶桑館」、南朝つまり東南アジ
アからの客を接待する「金陵館」とチベットなど西域地帯からの商人達を接待する「崦嵫
館」の総称である（尉文樹 1991：54）。「館」は時代によって「驛」と同格あるいは同じ役
割を果たすこともある。また戦国時代から海外の客と区別して、国内における地位の高い
地方の使臣や官吏を受け入れる宿泊施設である「邸」という官営施設が存在した。これは
後に地方の官吏が都に保有した私宅の名称に用いられるようになった。 
一方、官設の宿泊施設に対して、民間の宿泊産業の始まりは一般の民家がその役割を果
たし、初めは「舎」と呼ばれていた。営利を目的とする最古の民間旅館は春秋戦国時代に
すでに繁栄していた「逆旅」であり、当時「逆」は「迎える」という意味であった（鄭向
敏 2000：37－40）。民営宿泊施設は長い間国から制限や弾圧をうけていた。このことにつ
いて、西晋（265－317年）の潘岳 4は官営旅館を制限し、民営旅館を保護すべきと主張し、
民営旅館の重要さを訴えた。その後魏晋（220－420年）以来、民営宿泊施設が大量に現れ
始め、特に唐代において最盛期を迎えた。サービスのあり方として、周代の常任官僚制度
を記述した書物『秩官』5の中に、初めて「賓入如帰」という理念が登場した。第二章で述
べたように、「賓入如帰」は後に「賓至如帰」6
                                                   
4 潘岳（247－300年）は中国古代史上で系統的に旅館を論じた最初の学者である。彼が宿泊産業に関す
る論著『上客舎議』の中で主張した観点は古代旅館の発展に重要な影響を与えた（尉文樹 1991：52）。 
と転じ、春秋戦国時代の鄭国の貴族である
子産すなわち鄭伯子産によって提唱された。「賓入如帰」と「賓至如帰」の意味合いは同じ
であり、接客におけるサービスの宗旨として、宿泊施設は客にとって家のような存在であ
5『秩官』は周代の常任官僚制度を記述する本であり、その中に西周の国賓館について言及している記録
がある。その全文は以下の通りである。“周之《秩官》有之曰：‘敌国宾至，关尹以告，行理以节逆之，候
人为导，卿出效劳，门尹除门，宗祝执祀，司里授馆，司徒具徒，司空视涂，司寇诘奸，虞人入材，甸人积
薪，火师监燎，水师监濯，膳宰致飧，廪人献饩，司马陈刍，工人展车，百官各以物至，宾入如归。是故小
大莫不怀爱。其贵国之宾至，则以班加一等，益虔。至于王使，则皆官正莅事，上卿监之。若王巡守，则君
亲监之。’今虽朝也不才，有分族于周，承王命以为过宾于陈，而司事莫至，是蔑先王之官也。”これはたと
え敵である国からの賓客に対しても、各の役目を持つ官や民がそれぞれの仕事に励み、賓客に家に帰った
ようなくつろぎを感じさせ、礼儀を持って接待すべきと述べている一文である。なお、『秩官』は『国語』
中の『周語』に記載されている。『国語』は中国最古の国別に記録された歴史書物であり、春秋時期か先
秦時代に書かれたものと考えられている。なお、著者については春秋時期の左丘明であるか、先秦時代の
歴史家であるかについて学術界で論争をしており、まだ定説に至っていない。『国語』は全 21巻で、『周
語』『魯語』『斉語』『晋語』『鄭語』『楚語』『呉語』『越語』の八つの部分からなる。http://zh.wikipedia.org
と、http://www.hudong.com/wiki/%E5%8D%95%E5%AD%90%E7%9F%A5%E9%99%88%E5%BF%85%E4%BA%A1を参照し
た（2010年 10月 8日調べ）。 
6「賓至如帰」の出典は『春秋左伝』の襄公元年（三十一年）である。鄭伯子産が鄭国の大使として晋国
を訪問したときに、晋国の国賓館について述べた言葉である。その原文は：诸侯宾至，甸设庭燎，仆人巡
宫，车马有所，宾从有代，巾车脂辖，隶人牧圉，各瞻其事，百官之属，各展其物。公不留宾，而亦无废事，
忧乐同之，事则巡之，教其不知，而恤其不足。宾至如归，无宁灾患？不畏寇盗，而亦不患燥湿。
http://www.lpgkjy.com/tushu/d4/t01/1303j.pdf：335ページにより引用（2010年 10月 8日調べ）。 
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るべきであると提唱された。子産によると、そこでは客に家に帰ったようなくつろぎを感
じさせるため、店の主人あるいは番頭がホストの立場から礼儀正しく接し、サービス提供
者は客のニーズに応じてそれぞれの持ち場で力を尽くしている。例えば、迎える人は客を
迎える、馬に餌をやる人は餌をやる、料理人は料理をつくる、客室係は客室を用意するな
ど、それぞれ自分の持ち場を明確にし、仕事をスムーズに行うべきであるとし、また客の
要求に対し、店は即時に対応しなければならない。サービス提供者は客と共に悲しみや楽
しみを分かち合うべきである。そうすれば、客は宿泊施設での宿泊体験があたかも自分の
家にいるようになり、災難もなく、強盗匪賊を恐れず、病気にもかからないであろう 7
また仏教が後漢の時代（25－220 年）に正式に中国に伝わり、参拝者は僧侶の僧房や寺
院内の客室を無料で利用できた。寺院には宿泊客を世話する専属の僧侶が任命され、参拝
者の寄付金や奉納金を得るため、また寺院の名声のために宿泊客に周到なサービスを提供
した。寺院のあり方から考えれば、参拝者に提供した料理は魚肉ぬきの精進料理と思われ
る。その周到なサービスは主に挨拶
。    
8
民営宿泊施設には「舎、桟、店」など様々な名称があり、時に官営施設の名称である「驛、
館、邸」も用いられた。中でも「旅館」という名称は南朝（420－479年）に出現し、唐代
から多く使用され、歴代の詩人が旅館に関する詩をたくさん創作した。例えば、南朝の詩
人である謝霊運（385－433）の「遊南亭」という詩の中には「久痗昏墊苦、旅館眺郊岐」
という句があり、「旅館」という名詞が出現する最古の例だとされている（詹怡娜 2004：5）。
また唐代の詩人である戴叔倫は「除夜宿名頭驛」という詩の中で「旅館誰相問、寒灯独可
親」（旅館に私を訪ねてくる人が誰もおらず、寒い中灯だけが私の仲間だ）という句を残し
ている（鄭向敏 2000：43）。 
や謙虚さで客人を敬う態度、そして客室の丁寧な清
掃によって表現される。なお、史書には裏で賄賂を受ける僧侶や遊女を置く「寺院寮舎」
に関する記録も多く見られる。 
現在「ホテル」と訳される「飯店」という名称は元代（1206－1368年）に現れ、当時そ
れは民営飲食店あるいは寝床のある飲食店のことを指した（尉文樹 1991：86）。外国資本
の宿泊産業への参入は明代にさかのぼる。明代にマカオの商人が「館舎」を建て、宣教師
である利瑪竇 9
                                                   
7 鄭伯子産の言葉。上記注 6 の原文から解釈した。 
（マテオ・リッチ）も明の首都で宿泊施設を建てた（鄭向敏 2000：87）。し
8「挨拶」という言葉は本来仏教からきており、「挨」は自分の心を開く、「拶」は相手の心に迫るという
ように、「挨拶」を手段と方法として、自分から心を開いて相手に歩み寄ることである。（永田 2006：78） 
9マテオ・リッチ（Matteo Ricci 1552－1610）の中国名は利瑪竇であり、イタリア人でカトリック教会
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かし、外国資本の本格的な進出は清代の半ばからであり、当時西洋の経営スタイルが導入
され、外国人向けの宿泊施設として「飯店・酒店」という名称が用いられた。外国資本が
参入するか、あるいは経営に携わった宿泊施設を「西式旅館」（西洋式旅館）と総称した 10
古代の宿泊産業史では、官設の宿泊施設は国営であり、役人が管理と運営に当たり、兵
士が従業員として従事していた。従業員の給料と施設の運営は国の補助金と駅田の収入に
頼っていた。民間では個人出資による宿泊施設が一般的であり、従業員は住み込みで雇用
されていた。サービス面においては、「賓至如帰」という理念に基づき、官営と民営を問わ
ず、宿泊客に対して周到なサービスが提供されていた。例えば、医者を呼んできたり、買
い物を代行したり、商売の仲介人になったりし、さらに長期滞在の客には賃貸住宅の紹介
や妾の紹介さえも行っていたのである（尉文樹 1991、鄭向敏 2000、王仁興 1984）。それら
は基本的なサービス以上に、客の立場に立って客の便益を図り、それぞれのニーズに個別
に親切に対応していたことを意味する。宿泊客が宿泊施設の経営者あるいはサービス提供
（王仁興 1984：99－106）。その特徴としては洋食の提供、西洋的な経営手法と理念、マニ
ュアル的なサービスなどがあげられる。ちなみに、日本資本の参入によるホテルの第一号
は、1907年の南満州鉄道株式会社の「大連ヤマトホテル」であり、第二次世界大戦終戦ま
で、中国で全部で 17軒を数えた（飯嶋好彦 2001：240－250）。西洋式宿泊施設の影響をう
けた民族資本による中洋折衷の宿泊施設は「新式旅館」と総称され、これも次々に現われ
た。なお、洋風を取り入れなかった民族資本、つまり中国人が投資、経営する宿泊施設に
は「旅館」や「旅社・旅店」という名前が多かった（尉文樹 1991：114）。これは「ホテル」
という名称を持つ宿泊施設が、中国語の「旅館」に相当する宿泊施設ではなく、「飯店・酒
店」に当てはめられた一因として考えられる。ホテルは民国時代（1911－1948年）におい
て、外国人のみならず、高級官僚や富豪といった上流階級の宿泊や社交の場となり、高級
宿泊施設の代名詞となった。それに伴って、ホテルではよいもてなしが受けられ、顧客至
上という上下・主従関係が存在すると知られるようになる。一方「旅館・旅店」は一般庶
民の利用する安い宿となりつつあった。そこでは最低限必要とされるサービスを提供して
いた。 
                                                                                                                                                 
の司祭である。宣教師として中国に行き、明代の宮廷において活躍した。中国にヨーロッパの最新技術を
伝えると共に、ヨーロッパに中国文化を紹介し、東西文化の架け橋となった。
http://ja.pandapedia.com/wiki/%E3%83%9E%E3%83%86%E3%82%AA%E3%83%BB%E3%83%AA%E3%83%83%E3%83%81
により参照（2010年 9月 30日調べ） 
10 1901 年から 1939 年までの間、「西式旅館」と称する宿泊施設は、北京の「六国飯店・北京飯店」、上
海の「百楽門飯店・華懋飯店」、広州の「花旗酒店・万国酒店」をはじめ、76 軒あった。（王仁興 1984：
102－105） 
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者 11
 
に一定の報酬を支払ったか否かについて、文献では明確な記述がない。しかし中国古
代の宿泊産業、特に民営施設は完全な市場経済の下で発展したことから、特別なサービス
を行う際に一定の報酬が得られたと思われる。また、『儒林外伝』などの小説における宿泊
の場面に関する記述では、サービス提供者に「賞銭」、つまりチップを与える描写がある。  
３－１－１－２ 第二次世界大戦以後 
1949年、中国では内戦が終わり、共産党による新中国が成立し、全ての産業が新たな出
発を迎えた。それ以後の宿泊産業の発展については学者の観点によって、様々な分け方が
あるが、本論文では各時期の特徴によって大きく 3つの段階に分ける。 
１）改造と混乱の段階 （1949～1978年） 
その第一の段階は 1949年から 78年までで、「改造と混乱の段階」と名付けられる。この
時期は全ての企業が国営となり、共産党の代表、つまり政府の役人が旅館の経営活動に参
加、監督し、指導的地位を占めていたのが特徴である。大半の旅館では粗末なベッドや机
など最低限の必需品はあるが、レストランや浴室、トイレなどの施設は完備されていなか
った。さらに「文化大革命」（1966～76年）の時期には、「紅衛兵」と呼ばれる青年達が全
国規模で移動し、「大串聨」12
２）復興と発展の段階 （1979～2000年） 
活動が盛んであった。それは史上初、最大規模の「団体旅行」
ともいえよう。彼らの宿泊問題を解決するために旅館は「招待所」（宿泊所）と化し、ほぼ
無料で泊まることができた。この時期の旅館は企業としての特徴と役割をほとんど失って
いた。当時の社会は国家の統一計画のもと、質素な風紀が提唱され、サービスが提供され
ることはあまりなく、宿泊客は従業員に対してひたすら感謝する立場にあった。 
1978 年中国共産党第 11 回第 3 次全国代表大会の開催により、「文化大革命」が終焉し、
「改革開放」という政策が打ち出された。これを区切りとして、第二の段階は 1979年から
2000年までの「復興と発展の段階」といえよう。この時期には外国からの観光客が年々増
加し、外国人を受け入れられる宿泊施設の不足問題が深刻であった。外貨の獲得や観光客
の誘致という背景から、鄧小平の直接の指示により、宿泊産業はほかの産業よりいち早く
整備され、本格的な発展を見せ始めた。「北京建国飯店」がその第一号であり、香港の資本
                                                   
11古代の中国では、サービス提供者つまり従業員に対する呼称には「小二 」「伙計」「跑堂」「堂官」など
がある。また、民営宿泊施設の経営者は、「掌柜」「老板」「東家」などと呼ばれていた。 
12中国の文化大革命の時に、紅衛兵の活動の 1つとして、青年たちが全国規模で行き来し、人々と連帯し
た。 
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と共に、経営方式やサービスシステムも導入された。それを皮切りに、各地で都市ホテル
やリゾートホテルが建てられ、旧式な飯店や酒店が改築され、設備と施設が完備され、ホ
テルの建設ブームが到来した。さらに 1988年から「星」によるホテルの格付けという評価
システム、すなわち「評価基準」が実施されるようになった。初期のホテルの利用者は主
に外国人観光客と少数の国内客に限られたが、1990年代から経済の発展、庶民の経済力の
向上、また休日の増加と旅行に対する欲求の高まりにより、ホテルの利用が多くなり普及
に繋がった。また、ホテルの経営形態が国営企業から株式、独立資本などに多様化するに
つれて、直営やフランチャイズなど運営方式も様々になってきた。第一の段階は粗末な旅
館や宿泊所の時代であったが、第二の段階から高級ホテルの時代に移行しつつあった。 
３）拡大と競争の段階 （2001年～ ） 
 2000年以後は第三の段階として「拡大と競争の段階」と名づけられる。この段階ではホ
テル消費が定着し、大手外資系ホテルが次々と中国に進出することで、高級化志向がもた
らされる。また、ホテル業ではチェーン化が目立ち、事業の拡大が推進されつつある。さ
らに、優れた外国の経営とサービスのノウハウがホテルに取り入れられ、より多くの客を
獲得し、他ホテルと差別化するため、いろいろなユニークなサービスが提供されるように
なり、宿泊産業における競争が一層激しくなってきた。それに伴い、サービスは標準化さ
れ、水準も高くなりつつあるが、一方「マニュアル的、不親切、無愛想」など国内外から
の非難も依然として多い。 
第一章で記述したように、現在「ホテル」と訳される宿泊施設には「飯店、酒店、賓館、
大厦」13
                                                   
13 「飯店」という名称は比較的に北方で多く用いられるのに対して、「酒店」は南方でよく見かける。ま
た「賓館」は初め企業や団体、組織に属する施設として多く用いられた名称であり、一般的に対外的には
営業せず、内部の客のみを受け入れる宿泊施設であったが、1980年代の後半から一般客をも受け入れるよ
うになった。また「賓館」と同じ実質を持つ宿泊施設として「招待所」があるが、「賓館」と比べると低
級な施設である。そして「大厦」は前身が高級マンションであるため長期滞在客が利用する施設が多い。 
などの名称があり、外国人を接待する宿泊施設としての起源は春秋戦国時代の「四
夷館」にまでさかのぼる。清代の後半から外国資本の参入により、ホテルは多機能化し、
高級宿泊施設として進化し、宿泊料金が高くなり、サービスの形態も多様になった。一方
清末から民族資本による宿泊施設には「旅館、旅社、旅店」などの名称が多く用いられ、
今日に至るまで使用されているが、その大半が宿泊機能のみで、単一的なサービスで、粗
末な設備と低料金で維持されている。そのため、現在の宿泊産業では高級ホテルと低級旅
館の両極化がもたらされている。また、従業員の雇用について言えば、終身雇用や契約社
員、アルバイト、パートなど雇用形態も多様化している。しかし、旅館は一般的に小規模
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であるため、営業はアルバイトや家族成員が従事することが多い。 
以上、中国の宿泊産業史を概観した。その流れをよりわかりやすく理解できるように、
補足として各時代における宿泊産業の重要事項を表 3－1にまとめた。 
表３－１ 中国における宿泊産業の歴史的発展 
年代 時代 宿泊産業の発展 
紀元前2207 
－1766年 
夏 （不明） 
紀元前1765 
－1122年 
商 ・「館」（候館）という官設施設があり、一定の身分をもつ人や外国使
節などを接待する。 
・駅伝制度がすでに実施され、「駅亭伝舎」という郵便と宿泊の機能
をもつ施設が設けられた。その名称は清代に至るまで何度も変遷し
た。「駅伝・郵伝・館駅・駅舎など」 
紀元前1121 
－771年 
西周 ・「舎」という名称が出現した。「廬舎・伝舎」は使臣や国賓を接待す
る官設施設であるが、「旅舎・客舎」は民間施設として一般商人など
を接待する。 
・「賓入如帰」というサービス理念が提起された（『秩官』）。 
紀元前770 
－221年 
春秋 
（東周） 
戦国 
・「逆旅」は最古の民営宿泊施設と思われるが、その発祥は不明であ
り、この時期では最も繁盛していた。「逆旅」は南北朝の時代まで続
いた。 
・「邸」という名称が現れた。その殆どが官設で、外国商人や身分の
高い官吏を接待する（官邸、府邸、邸舎）。 
・「伝」は宿泊施設の名前として多く用いられる（「伝舎」）。 
・富豪や高級官僚が有能な人を策士として招き、策士の能力に応じて、
宿泊施設「舎」を用意し、ランク付けを行った。（高級は「代舎」、中
級は「幸舎」、低級は「伝舎」） 
紀元前221 
－207年 
秦 ・駅伝制度と宿泊施設が整備されたことに伴い、宿泊施設の内部装飾
や安全配慮、身分確認、サービスの提供などが強化された。 
・「伝舎」は宿泊以外に、通信機能をもつようになる。 
・「商鞅変法」（商鞅という官吏による改革）では「廃逆旅令」（逆旅
を廃止する命令）を提出し、民間宿泊業の発展を制限する狙いがあっ
た。 
紀元前206 
－紀元220年 
漢 ・「伝舎」は殆どが都市や中心部に設置され、飲食と宿泊機能のみに
なる。それに対して、辺縁部では「亭伝」という施設がある。 
・郵便機能の施設は「置伝」「郵亭」となる。 
・仏教の伝来により、寺内における客室や僧房が参拝者の宿所として
無料で提供された。 
220－280年 三国 ・魏国は宿泊産業を管理する専門的な行政部門「客館令」を設置した。 
265－420年 晋、十六
国 
・潘岳（文学者）は「上客舎議」において宿泊業について系統的に論
述し、宿泊業を保護し発展させるべきと訴えた最初の人である。 
・民間宿泊施設が大量に現れ始める。 
420－589年 南北朝 ・「旅館」という名称が出現した。 
・「店」という名称が使われ始めた。「邸店」は南北朝、「客店・旅店」
は唐。 
・チベットや日本などの外国との往来が盛んになり、各国の客を接待
する「四夷館」が設置された。 
581－618年 隋 ・「驛伝」は郵便と宿泊機能以外に軍事的機能をも持つようになる。 
618－907年 唐 ・社会の全体が繁栄する背景の下で、宿泊産業が全面的に大いに繁盛
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し、発達していた。 
・「賓館」は国の迎賓館として機能し、営利目的ではなかった。 
・「館驛」の維持費は驛田から徴収し、百姓を搾取する驛官が多かっ
た。 
・「邸院」は地方官吏の宿泊する施設のみならず、中央と地方との情
報交換の役割を果たし、「雑報」という新聞を発行した。 
907－960年 五代十
国 
・唐代の繁盛が引き続いた。 
960－1127年 北宋、辽 ・郵便機能をもつ「逓舗」と宿泊機能をもつ「館驛」がそれぞれ設け
られた。 
1127－1279年 南宋、金 ・「驛舎逓舗」は軍隊組織に属し、軍事的役割を果たした。 
・遊女をおく宿泊施設が多く、玉石混交な状況が続き、宿泊発展史に
おいて汚点とされる。 
1271－1368年 元 ・「飯店」という名称が現れた。宿泊を兼営する飲食店のことである。 
・特に「驛」の整備に力が入れられ、陸路と水路の両方に設けられた。 
・「驛」のサービスはマニュアル化と標準化される傾向があった。 
1368－1644年 明 ・「驛」の分布がより広くなり、施設と設備がより整備されたが、管
理体制が整えられていなかったため、結局明朝は驛で働く兵士の反乱
によって滅亡した。 
・民間宿泊業が発達し、周到なサービスを提供した。 
1644－1911年 清 ・特に辺境の「驛」が整備され、強化されたが、各種弊害が続出し、
清末に4000年ほど続く駅制が終焉する。 
・西洋の郵政と宿泊体制が中国に伝わり、1896年「大清郵政」が設置
され、正式的に活動し、郵政と宿泊業が分離した。 
1911－1948年 中華民
国 
・清末から外国資本が宿泊産業に参入し、外国企業が進出する。 
・「飯店」は大都市にある大型旅館や外国人経営の宿泊施設となる。 
・旧式の「客桟、旅社」と新式の「飯店、旅館」が並存し、民族資本
と外国資本が競争する。 
1949－ 中華人
民共和
国 
・1980年代まで全ては国営企業となり、宿泊業は停滞していた。 
・「改革開放」政策の実施により、西洋の経営様式とサービス様式が
導入され、宿産業はいち早く整備され、発展した。 
・ホテル建設ラッシュが起き、「星級評定」というランク付け制度が
制定され、高級ホテルと低級旅館の両極化が進む。 
・大手外資系ホテルチェーンの進出で、企業の拡大と競争が激しくな
った。 
 
３－１－２ 日本の宿泊産業の歴史的変遷 
３－１－２－１ 古代から第二次世界大戦まで 
7 世紀頃に日本に律令国家ができ、中央政府の武力や威力を伝えるための道が中央から
地方へ開かれることになった。さらに税の輸送や文書の逓送、官吏の通行などのため、中
国唐代の制度を模倣して中央から地方への道に官用の宿泊施設「駅」14
                                                   
14 「駅」とは長舎（うまや）ことで、街道に荷を運んだり、乗用の馬を準備したところの意味であり、
駅と駅の間隔は三十里（現在では約 2 キロメートル）であった。（『旅風俗三－宿場篇』1959：27） 
を設置し、駅馬・
伝馬の制という交通制度を整備した（『旅風俗三－宿場篇』1959）。「駅」の管理と運営は「駅」
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に所属する駅戸の中から選ばれた有能な者「駅長」が行い、実際の業務は「駅子」と呼ば
れる駅戸の課丁が従事し、その維持費は駅田から収穫される駅稲で賄っていた（児玉幸多
1999：9）。「駅」は初めの内は公用の人のみが利用していたが、のちに余裕のある場合には
有料で一般民間人も泊めるようになった。10世紀以降律令体制の崩壊に伴い、駅制は衰退
したが、平安時代（794-1192年）末期から交通の要所に「宿」という常置宿泊施設が発生
しており、鎌倉時代（1192-1333年）以後、「駅」は「宿」と称し、「宿駅」「宿場」とも称
せられ、旅人の宿泊用の集落に発展した。さらに近世に至って交通環境の改善と旅宿の発
達により、その周りに庶民の宿や大名の宿が時代が下るにつれて数多く設けられるように
なった。 
平安時代の末期まで庶民の旅人は野宿したり、空家や墓穴などに泊まったり、仮小屋を
作ったりして自炊しながら移動していた。奈良時代に僧行基（668－749年）が庶民の旅行
者の宿所として「布施屋」を九つ建てた（宮本常一 1987：39）。「布施屋」は給食宿泊とも
に無料であり、営利事業ではなかったため、一種の慈善施設として機能した。戦国時代
（1477-1573 年）に食料を宿泊者自らが調達し、宿泊料は薪代つまり燃料費という名目で
取る「木賃宿」という宿泊形態が現れた。「木賃宿」は戦後に「簡易宿泊所」に変遷し、今
日に至るまで存続している。近世以降交通量の増大と交通環境の整備に伴い、「旅籠屋」15
という宿泊施設が盛んになった。「旅籠」は元来飼馬入れのことであって、「旅籠屋」は馬
だけに食料を与えたが、人間のほうにも食事を出すようになったのは正徳・享保の頃、す
なわち江戸時代の中ごろだと言われる。近世では旅籠屋の整備、物見遊山の流行により、
庶民にとって旅は苦しいものから楽しいものに一転した（児玉幸多 1999：85－86）。「旅籠
屋」は公用以外の武士や一般旅行者が多く利用し、「木賃宿」と違って宿泊に食事付の旅宿
であり、「飯盛旅籠屋」と「平旅籠屋」16に分かれていた。飯盛女 17
                                                   
15「旅籠」は古来馬糧を入れる竹で編んだ籠のことを指したが、のちに食料や馬糧を入れる旅具を称した。
中世に宿屋が出現すると、馬の飼料を用意し、その馬槽を宿屋の看板としたので、これを馬駄餉（はたご）
と称した。これらの旅籠はやがて旅行用品袋となり、さらに両掛・挟箱に進歩している（児玉幸多 1999：
125）。これは「旅籠」の語源についての一般的な説明であるが、ほかに異論も存在する（丸山雍成 1973：
48－50）。 
を抱える旅籠を「飯盛
旅籠屋」というのに対して、飯盛女のいない旅籠は「平旅籠屋」である。飯盛女は食売女・
飯売女・食炊女とも記され、宿場女郎・飯盛女郎・宿引女・食焼女・足洗女・杓子などと
16 平旅籠屋は飯盛旅籠屋より価格的に安かったが、劣勢に立ち、後に自然に淘汰された。 
17飯盛奉公に出される際に、実質的に人身売買証文に等しい奉公人請状が交される。給金は年代や地域の
差、当人の年齢、美醜などによって異なる。飯盛女のほかに、湯宿には「湯女」、問屋には「蓮葉女」な
どが存在し、名称は異なっても実質は同じである。 
 79 
も呼ばれていた（児玉幸多 1999：128）。飯盛女は初めは宿客に飯盛給仕をしていたが、の
ちに遊女に代わり、客を獲得するために売春し宿場黙認の私娼婦となった。それは宿泊客
獲得競争の手段ではあるが、客を喜ばせるというサービスの原点が含まれているように思
われる。「旅籠屋」に代って明治時代以後正式の名称として「宿屋」という名が用いられる
ようになった。江戸時代に「旅籠屋」のほかに、街道の宿場などにおいて、旅行者に昼食
や茶・菓子・団子などを提供する、宿泊を伴わない「茶屋」と称する休憩所も多く出現し、
旅人や交通業者をはじめ公用武士や大名も多く利用した重要な施設として繁栄していた
（児玉幸多 1999：123）。 
「旅籠屋」や「茶屋」などを含む、主に休泊機能を果たす宿場では人馬・飛脚の継立の
機能をも持つため、常夜灯が設けられ、急ぎの飛脚などはこれを目印に走った。毎日夕方
になると、各旅籠屋から道へ客引が出て客の争奪戦を繰り広げる。ここから、宿泊施設の
間の競争がかなり激しい様子が窺われる。競争優位に立つためには上述した飯盛女の常置
が一つの手段であるが、客をくつろがせるため、親切に対応していたことが推測できる。
旅籠屋のサービスあるいは業務の手順について児玉は以下のように紹介している（児玉幸
多 1999：135）。すなわち、客が旅籠内に入ると水を満たした足洗い桶が出されるので、ま
ずは草鞋を脱いでその日の汚れを落とし、上に上がる。女中は荷物を持って客を部屋に案
内し、茶を出しながら風呂と食事のどちらを先にするかを尋ねるが、宿としては風呂を先
にしてもらう方が手順がよいのでそのように勧める。入浴後の着替えも用意され、それを
届けるついでに宿帳に記入してもらう。そして入浴中に食事と夜具の支度がなされる。朝
の宿場は慌しく、人々が先を争う。中には質の悪い店もあって、朝食にわざと熱い飯を出
し、急ぐ客が食べ切れずに残してゆくこともある。このように、旅籠屋では客の汚れと疲
れを先に取ってもらってからチェックイン手続きを行うことが現代のやり方と異なる。そ
の中には質の悪い店もあったが、全体からみれば、宿泊客に対して周到なサービスを提供
していたことがわかる。 
さらに、旅人は安心して泊まれる旅籠を求め、旅籠は上客を確保するために、今日でい
う協定旅館の組織によく似た旅籠の組合が成立した（児玉幸多 1999：140）。例えば：浪花
講や三都講、東講などがある。これらの旅籠組合は旅籠屋や休憩所の紹介をする「定宿帳」
を出版したり、宿場の風景を紹介したり、観光案内人の斡旋業も兼ねたりした。宿泊客や
旅行者にとって、旅籠組合はかなり大きな便宜をもたらしたと見られる。 
 80 
旅籠屋のほかに特定の相手に提供される庶民の宿として商人宿 18、百姓宿 19
 また、江戸時代には参勤交代
などがあっ
た。日本では鎌倉時代から熊野や高野山への参詣が盛んになり、元禄期には庶民の社寺参
詣が急速に普及した。社寺参詣者のための宿泊施設には寺院の「宿坊」と神社の「御師」、
それに営利目的ではない「善根宿」がある。ほかに、日本では古来湯治の目的で人が集ま
り、「湯屋」という宿泊施設を利用していた。時代の変遷につれて、湯屋はやがて休養や歓
迎の場となって「温泉旅館」に転じるが、戦後は団体慰安旅行が増大する過程で旅籠屋な
どと一緒に「観光旅館」として全国に普及した。 
20のため、特権階級、すなわち宮家や高僧、大名の宿とし
て「本陣」21
なお、日本に来訪した外国使節や賓客を接待するために、古代には京都・太宰府・難波・
博多の地に「鴻臚館」という宿舎が設けられた。近世江戸時代（1603-1868年）に入ると、
西洋からの来訪者が増加し、徳川幕府の指示によって、オランダ人を対象に江戸、大坂、
と「脇本陣」が知られている。「脇本陣」は副本陣とも称し、本陣に対しての
予備的な宿所であり、一般的では大名の家臣が泊まるが、二組の大名が同時に同じ場所に
泊まる場合には本陣と脇本陣に分ける。ゆえに、事前準備や他の大名とスケジュールをず
らすためにも、本陣と脇本陣は予約制度を取っていた。参勤交代の大名一行の人数が多い
とき、本陣と脇本陣のほかに、一般の旅籠屋でも泊めることがあった。本陣の営業は一般
の庶民が休宿する旅籠と違い、格式が高いだけに営業状態は必ずしも良好とはいえず、し
だいに困窮をきわめるようになり、明治三年（1870年）宿駅制度が大きな変化に遭遇した
年に、本陣と脇本陣は廃止された（宇佐美ミサ子 2005：60－62）。児玉によると、本陣・
脇本陣・旅籠屋・茶屋の中では、本陣が最高級なものとされるが、江戸時代前期では、将
軍・大御所などが利用した本陣よりも上級の休泊施設として御殿と御茶屋があった。のち
に将軍の上洛が中断すると、御殿と御茶屋のほとんどが廃絶された（児玉幸多 1999：118）。
明治時代以後、本陣の名目が廃止され、一部の本陣は高級旅館に転じて一般の人々も泊ま
れるようになった。「旅館」すなわち旅の館という呼び名は明治時代の初期に一般的に定着
したと考えられる（原勉・岡本伸之 1976：61）。 
                                                   
18商人宿は 14世紀頃から相次いで現われ、商用旅行者や行商人の宿泊を扱い、「定宿」のような制度が用
いられた（宮本常一 1987：96－101）。鉄道の発達に伴って、商人宿はのちに「駅前旅館」となった。 
19享保の頃に地方から嫁ぎや訴訟のために出て来る百姓が長く泊る宿である（宮本常一 1987：194）。 
20 江戸時代、大名が妻子を人質として江戸に住まわせ、定期的に交代するように幕府へ出仕したことを
参勤交代という。さらに転じて大名が江戸へ出仕している間（在府）を参勤、国元へ帰っている間（在国）
を交代ともいうようになった。（児玉幸多 1999：81） 
21本陣とは、元来は天皇が朝覲行幸する際に、その行列の中心である総大将のいる本営を意味したが、江
戸時代には大名などの宿陣から転じて、休泊の中心となる宿所を指すようになった（児玉幸多 1999：120）。 
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京、下関と小倉の 5ヵ所に「長崎屋」や「海老屋」、通称「阿蘭陀宿」と呼ばれた専用の「定
宿」が設置された（木村吾郎 2006：19）。「ホテル」と名づけられた最初の宿泊施設は、万
延元年（1860 年）にオランダ人のフフナーゲル（C.J.Huffnagel）が開業した「横浜ホテ
ル」である（木村吾郎 2006：48－49）。その後、慶応 4年（1868年）に建てられた「築地
ホテル館」は、日本の資本で日本人の手により建てられたため、日本のホテル史の始まり
として認識されることが多い。それ以後第二次世界大戦まで数多くのホテルが建てられ、
中でも富士屋ホテルや日光金谷ホテル、帝国ホテルなど歴史に名を残す有名なホテルが今
でも数多く存在している。戦争中には日本国内の極端な物資不足と交通、輸送手段の縮小
によって、多くのホテルや旅館が軍や政府機関に徴用され、そして全国各地への空襲によ
り、大きな被害を被った。 
 
３－１－２－２ 第二次世界大戦以後 
１）ホテル業の発達 
日本では 1930年代外貨不足を観光立国で補おうとする政策が進められ、当時の鉄道省を
中心に、外国から観光客を呼び込むために日本で初めての国際観光ホテルの建設が進んで
いた（砂本文彦 2008）。当時は日光金谷ホテルをはじめ、上高地・志賀高原・阿蘇・琵琶
湖・日光などのリゾート地に数多くの国際観光ホテルが建設された。1945 年の終戦直後、
日本のホテル業界は約 8年にわたる戦後の接収時代を迎えた。当時大小合わせて全国で 70
のホテルが接収され、そのほとんどが連合軍によって模様替えさせられたり、ホテルの壁
を白く塗りかえられたりした（村岡實 1981：197）。その時代はホテル業にとって暗黒時代
といわれているが、一方新しい時代におけるホテル運営のノウハウ、ホテルにおける防犯、
防災、保健、衛生に関する知識や方法などを進駐軍から学ぶことができたという評価もあ
る（村岡實 1981、犬丸徹三 1964）。また当時のホテルは接収のおかげで戦後の混乱期にあ
っても曲がりなりにもホテルとしての運営ができたという評価もある（山口由美 2000）。 
戦後、来日する外国人が増加し、宿泊施設の不足が深刻になった。1947年から日本政府
は積極的にホテルの建設と運営をし、民間人や民間企業などにホテルの建設を奨励した。
そして、1948 年に『旅館業法』、続いて 1949 年に『国際観光ホテル整備法』が制定され、
宿泊産業では大きく和風の旅館と洋風のホテルが区別されるようになった。1960年代、ジ
ェット機の就航によって旅行の日程が短縮され、外国人観光客がより来やすくなった。そ
れに日本国内では新幹線が国内客の旅行熱を誘い、国内旅行客も大幅に増加していた。さ
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らに 1964年東京オリンピックと 1970年大阪万国博覧会の開催、そして 1972、3年の大型
レジャーブームにより、3 回にわたってホテルブームがもたらされた。その結果、都市部
においてホテルが増加し、従来の利用者のほとんどであった外国人から、集客のため国内
客に目を向けるようになり、ホテルで婚礼・宴会・イベントなどを開催するようになった。
このような背景においてテーブルやベッドなどという西洋のライフスタイルが日本に導入
され、浸透し、ホテルの大衆化が進められた。ホテル業は大きく都市ホテルとリゾートホ
テルに分けられ、直営や運営管理受託、テナント、フランチャイズなどの運営方式が多様
になり、宿泊や飲食、娯楽、会議など様々な機能を持ち、初期の少数者の利用するグラン
ドホテルの時代から一般庶民の利用するコマーシャルホテルの時代に転換した。 
２）旅館業の発展 
戦後外国人観光客が増加し、日本国民の生活様式が洋風化しつつある中で、ホテル業の
著しい成長に対して、伝統的な旅館の発展が緩慢であったことは否定できない。特に都市
部ではホテルは急スピードの発展と成長を遂げているが、旅館は転業と廃業が目立つ。し
かし観光地や地方では圧倒的に和風の旅館が多く、外国人観光客にとって、旅館は日本固
有の文化や風俗習慣を体験できる場所である。また、旅館にはゆったりとした空間や日本
の伝統的なライフスタイル、露天風呂、温泉があり、風呂好きな日本人にとって旅館は欠
かせない存在である。そして近年では旅館に癒しを求める都市生活者の利用も年々増加し
ている。そのため、旅館は都市部においては衰退する様子が窺えるが、観光地ではホテル
より温泉旅館の人気が高く、依然として日本の宿泊産業の代表的な存在である。宿泊業界
においてはホテル業と旅館業という二本柱が維持されている。 
1948 年 7 月に公布した『旅館業法』では、「旅館業」とは①ホテル営業、②旅館営業、
③簡易宿所営業、④下宿営業の 4つを包括する（香川眞 2007：140）。ホテル営業とは、洋
式の構造および設備を主とする施設を設け、宿泊料を受け取って、人を宿泊させる業態で
ある。いわゆるホテルやモーテルなどが含まれる。一方旅館営業とは和式の構造および設
備を主とする施設を設け、宿泊料を受け取って、人を宿泊させる業態である。いわゆる観
光旅館、温泉旅館、割烹旅館、駅前旅館などが含まれる。よって、ホテルと旅館の最大の
相違は和風と洋風の区別である。 
ホテルと旅館以外に、簡易宿泊所や国民宿舎、ユースホステル、民宿、宿坊などの宿泊
形態もある。旅館は日本の伝統的な固有の宿泊形態であるのに対して、ホテルは近代西洋
から伝来した宿泊形態として、明治期以来独立した業態となった。従業員の雇用には一般
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社員や契約・嘱託社員、パート、アルバイトなどの形態がある。サービス面において、最
大の特徴として旅館では接客の専属化、ホテルでは専門分業化がそれぞれあげられる。今
日多様化する客のニーズに対応するため、大半の旅館には洋室があり、ホテルにも和室が
設けられ、旅館とホテルの区別は縮小する傾向にある。 
日本の宿泊産業の歴史的流れをよりわかりやすく理解できるように、補足として各時代
における宿泊産業の重要事項を表 3－2にまとめた。 
＜表２＞ 日本における宿泊産業の歴史的発展 
年代 時代 宿泊産業の発展 
592－710年 飛鳥 ・天武朝律令国家の交通制度を駅馬・伝馬の制といい、陸上交通には
「駅」、水上交通には「水駅」を置いた。それらは 9 世紀以降衰微し
ていった。 
・旅人は穢れていると思われていた。 
・人々は野宿したり、仮小屋を作ったりして、自炊しながら移動した。 
710－794年 奈良 ・僧侶の行基によって庶民の旅行者の宿所として9つの「布施屋」が
建てられた。 
・旅人に対する女性のもてなし、つまり遊女の存在が確認できる。 
794－1192年 平安 ・旅人は末期まで墓穴や墓地にあるお堂、空家、一般民家などを泊ま
るところとして利用した。 
・835年に政府が布施屋を設けた。 
・12世紀から交通の要所に「宿」という常置宿泊施設が設けられた。 
1192－1333年 鎌倉 ・「駅」は「宿」と称し、「宿駅、宿場」とも称せられ、宿泊用の集落
となった。 
・熊野参詣が盛んになり、参詣者の宿泊所として堂庵や宿坊、善根宿
が発達した。 
・中期から伊勢信仰が浸透し、参詣者は御師の宿に泊まった。御師は
信仰と商業の二面的な性格を持つ。 
1333－1392年 南北朝 ・熊野や高野、そして僻地では寺が旅人の宿所として登場する。 
・門屋による商人宿が次々に現われ始めた。 
・団扇屋や亀屋など余業をもつ宿が多かった。 
1392－1573年 室町（戦
国時代） 
・戦国時代（1477－1573年）に「木賃宿」とう宿泊形態が出現した。 
・宿屋のある町や館を中心とする町が発達した。 
・交通環境の改善により、庶民の旅宿が発達しはじめる。 
1573－1603年 安土桃
山 
・前代の継続。 
1603－1868年 江戸 ・食事付きの宿泊施設「旅籠屋」ができ、「飯盛旅籠屋」と「平旅籠
屋」に分かれ、明治以後は「宿屋」という名称になる。 
・浪花講や三都講などという旅籠の組合が成立した。 
・参勤交代の諸大名の宿として本陣と脇本陣が出現し、発達した。 
・徳川幕府によりオランダ人を対象に、通称「阿蘭陀宿」という定宿
が設置された。 
・1860年オランダ人によって建てられた宿泊施設「横浜ホテル」が開
業した。「ホテル」という名前が登場した。 
・1868年「築地ホテル館」が日本人によって建てられた。 
・江戸の「ホテル館」（年代不明）はシティ・ホテルの先駆となった。 
1868－1912年 明治 ・1601年に導入された宿駅制度が 1872年に廃止された。 
・1870年本陣と脇本陣の名目が廃止され、旅籠屋と同格になる。宿場
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が終焉する。 
・1871年郵便規則制定、東海道各駅に陸運会社が設立された。 
・1873年に開業した「日光金谷ホテル」がリゾートホテルの原型とな
る。 
・旅館は旅籠と違って、部屋と部屋の間が壁で仕切られ、部屋には床
の間が付いた。明治以降発達し始めた。 
1912－1926年 大正 ・鉄道発達により平旅籠屋から転身した宿泊費の安い駅前旅館が発達
した。 
・デモクラシーの社会的風潮を受け、市民生活の近代化・洋風化が進
む。 
1926－1989年 昭和 ・第二次世界大戦中及び戦後、多くのホテルと旅館が軍や政府機関に
徴用され、接収された。 
・1948年に『旅館業法』と 1949年に『国際観光ホテル整備法』が制
定された。 
・経済が急成長し、生活の洋風化がホテルブームをもたらした。 
・日本ホテル協会（1941 年）、国際観光旅館連盟（1953 年）、日本観
光旅館連盟（1953年）など数多くの宿泊や旅行に携わる組織が発足し
た。 
1989－ 平成 ・都市部で繁盛するホテルと地方や観光地を拠点とする旅館の両立。 
・「第一ホテル」を始め、サラリーマン向けの安いビジネスホテルが
急成長する。 
・リクルート マンションや別荘利用など宿泊形態が多様化し、競争が
激しくなる。 
 
３－１－３ 小括 
３－１－３－１ 日中の宿泊産業史における異同 
 以上のように日本と中国における宿泊産業の歴史的歩みを概観した。そこには多くの共
通点と相違点が存在しているが、大きな共通点として主に以下の 3点を取り上げる。 
 まず両国ともに官設宿泊施設は郵便と休泊機能をもつ「駅」から始まる。統治階級は情
報伝達や物品運送などのために、道に「駅」という施設を設置し、駅伝制度を制定した。
駅は公用であれば、無料で利用できた。しかし、食事については、日本では長い間役人が
食料を携行する必要があったが、中国では役人のそれぞれの身分や地位に合わせた食事が
無料で提供されていた。 
 また日本、中国共に宿泊産業が接収された時代を経験している。戦後中国の全ての産業
は国営となり、宿泊施設は政府に接収された。今日では合弁や独資など様々な出資形態を
有するが、国営あるいは政府の背景をもつ宿泊産業もまだ少なくない。一方日本の場合は
戦争中には宿泊施設が政府に徴用され、戦後には連合軍に接収された時期がある。戦後外
国人観光客の増加により、両国とも宿泊施設の不足問題が深刻であった。それを改善する
ため、ホテルの建設ラッシュがもたらされ、宿泊産業は著しい発展と成長を遂げた。 
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 さらに、古代から近代まで外国からの来訪者を管理しやすいことや外国人を恐れること
を理由に、両国の宿泊産業では国内客と海外客を区別して宿泊させたことも大きな共通点
である。古代中国には日本の使者を接待する「扶桑館」や東南アジアの使者を接待する「金
陵館」など、来訪者の出身地に対応して分けて宿泊させる制度があった。日本でも「鴻臚
館」や「阿蘭陀宿」が存在していた。また近代において、中国では「渉外飯店」（国際向け
ホテル）と「非渉外飯店」（国内向けホテル）という区別があり、呼び分けられていた。日
本には「国際観光ホテル」と「日本観光旅館」という呼び方があり、今でも用いられる。
しかし、現時点では両国ともこの呼称は宿泊施設の内容にはあまり関係せず、集客におい
ては実質的に区別がほとんどない。  
 このように日本と中国には伝統的な宿泊形態が古くから存在しており、西洋の経営スタ
イルとサービス方式を取り入れたホテルは近代の産物である。それに関連して、主なる相
違点として以下の 2点をあげる。 
第一に、ホテルの大衆化がもたらされた事情が異なる。「ホテル」という宿泊施設の普及
には、社会的環境や経済発展、意識転換、旅行事情などいろいろな要素が背景に潜んでい
る。日本の場合ではテーブルやベッド、洋食などという洋風生活様式の受け入れが大きな
要因となった。戦後ホテルの建設ラッシュの中で、外国人客の需要が少なくなり、ホテル
は国内客を誘致するため宴会やイベントの開催などに積極的に取り組むことによって、洋
風の生活様式を導入した。例えば、帝国ホテルは日本初のバイキング、つまり食べ放題の
食事スタイルを作り出した。さらに日本人の海外旅行の増加につれて、日本と異なる文化
や社会と接触する機会が増え、日本人の住居意識や旅の意識に変化がもたらされ、ホテル
の大衆化に繋がった。一方中国ではベッドやテーブル、椅子を使用していた歴史が長く、
寝る場所と食べる場所が古くから区別されていた。そのためホテルの普及と生活様式の転
換との関わりは少ない。1980年代から経済の発展に伴い、人々の往来が活発になり、1990
年代から国民の経済力が向上し、旅行への欲求が呼び起こされ国内旅行が盛んになりつつ
ある中で、ホテルの大衆化がもたらされた。要するに、日本では生活様式の洋風化により
意識が転換し、ホテルが普及したが、中国では国民の経済力の向上がホテルの大衆化に大
いに影響を与えた。 
 それに関連して、第二にホテルと旅館に対する両国の人々の認識が異なる。すなわちホ
テルと旅館に対するイメージの違いである。日本では伝統的な旅館と区別するよう明治時
代からホテルを定義し、さらに昭和に入ってからそれぞれの法律を整備した。宿泊形態や
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サービスのあり方などあらゆる面において「旅館は和風、ホテルは洋風」という認識が一
般的かつ常識的である。そのため日本のホテルと旅館は異なる形態の宿泊施設として同等
で補足的な関係にあり、サービスの質的水準にはそれほどの差がない。一方、中国では前
述したように「ホテル」にあたる「飯店・賓館・酒店・大厦」という宿泊施設には格付け
が行われ、「星」が多ければ多いほど高級である。「旅館・旅社・招待所・旅店」という名
称をもつ宿泊施設の大半は、設備が古く低レベルのため「星」という格付けの対象外にな
っている。したがって、中国人にとって設備や施設、サービスなどあらゆる面において、
「ホテルは高級、旅館は低級」というイメージが一般的である。そのため、中国のホテル
と旅館は異なるランクとして上下関係にあり、サービスの質的水準における格差も大きい。 
 
３－１－３－２ 宿泊産業史からみるサービス意識への影響 
日本と中国の宿泊産業はそれぞれの時代における文化背景や社会環境に沿って、今日ま
で変遷してきた。その変遷のプロセスはサービスに対する人々の意識にも影響を与え続け
てきた。ただし、宿泊客あるいは利用客に対して、いかに満足してもらえるかを中心とす
る両国の宿泊産業の姿勢に変わりはない。 
日本の場合、近世宿泊産業に関わる施設の中で最も繁栄し、一般に浸透していたのは旅
籠屋と茶屋、本陣である。茶屋は庶民から大名まで様々な階層に愛され、宿泊機能を伴わ
ない休憩所として客の休息と利便さへの欲求を満たした。本陣は将軍の名代・勅使・公家・
大名などの要人、いわゆる特権階級を対象とする宿泊施設として知られている。諸大名の
休宿泊の予定日が 2，3ヶ月前に宿泊する予定先の本陣に通達された時から、本陣は送迎の
準備や請け入れ体制に入る。宇佐美ミサ子によると、大名の行列が城下に入ると、本陣の
経営者であり町名主を兼ねる宿運営のリーダーたちは、大名の一行を待ち丁重に歓迎し、
宿泊する間は失敗を許されず、細心の注意を払わなければならない（宇佐美ミサ子 2005：
48－59）。よって、本陣ではきめ細かな行き届いたサービスを提供していたと推測される。
本陣は明治以後高級旅館に転じ今日でも一部が営業し続けている。その細かなサービスの
あり方も受け継がれているであろう。 
旅籠屋、特に飯盛旅籠屋の宿泊産業史における存在の意義は極めて大きい。旅人にとっ
て、食料を持参しながらの宿泊から、食事付きの宿泊が提供されるようになった。加えて、
遊女の代わりに存在する飯盛女は夜の娯楽になり、客を楽しませることを重視していた。
よって、宿泊施設は食事機能と宿泊機能のほかに、享楽機能を持つようになった。それは
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旅籠屋の拡大により、競争意識がいち早く芽生えた結果である。その繁栄ぶりは旅人にと
って良き宿場とみなす判断基準である（児玉幸多 1999：142）。このように日本近世の宿泊
産業では宿泊客を獲得するため、いかに客を喜ばせるかに力を入れた。この理念は現代の
宿泊産業をはじめとするサービス業の全体に受け継がれている。 
近代から日本の宿泊産業は和風の旅館と洋風のホテルを二本柱として両立させてきた。
サービス提供者、つまり従業員の態度や対応や接客の振舞い、礼儀、身だしなみに関して
は旅館とホテルは同じである。サービスの分野で旅館とホテルの間の最大の差異はサービ
スのあり方の違いである。旅館では就寝や食事、面会などすべてを客室で行う。ホテルで
は食事や就寝、娯楽、休憩などそれぞれ独立したスペースで行う。それに関連して旅館で
は客を迎えるときから去るときまで、滞在中の接待は担当する仲居（女性接客係）にすべ
てが任せられる。同じ客と接触する機会と時間が多いため、客とのコミュニケーションが
円滑に行われ、客のニーズに即時に対応できるきめ細かいサービスを行うのが特徴である。
また旅館のサービスは女将と呼ばれる経営者の妻または女性経営者が統括し、接客係も女
性が圧倒的に多いため、女性に特有な繊細さと細心の対応も評価される。一方ホテルでは
スペースの専門化により、従業員にはそれぞれの持ち場と特定の仕事が割り当てられる。
それにつれて、サービスは職場ごとに分業化され、客の希望によって自由に変更でき、従
業員との接触の密度が低いことが特徴である。このように旅館は個人客、常連客あるいは
小規模な団体客に適合するが、ホテルは大規模で大量なマス客、いわゆる大衆客に適合す
るといわれる。 
ところが中国の場合では「賓至如帰」というサービス理念がサービスを評価する基準と
して今日まで受け継がれてきた。その語源となる「賓入如帰」を記述した『秩官』におい
ても、後にサービスの基準としてこの理念を提唱した鄭伯子産の論述においても、宿泊客
に家にいるようなくつろぎを感じさせるには、サービス従事者あるいはサービス提供者が
それぞれの職場において各自の職務に力を尽くさねばならないと強調した。例えば、料理
人は料理すること、客室係りは客室を清掃し用意することなど、それぞれの持ち場と職責
を明確に把握し、行動することである。これは現代でいう標準的なサービスに等しい。そ
れに加え、ホストという立場から礼儀正しくゲストを迎え、客の便益を図り、客の喜怒哀
楽を分かち合うという要求を提出した。そこでは、家の主人としてのサービス提供者と、
家に訪ねてくる客としてのサービス利用者の関係はホストとゲストの関係であると説明さ
れている。加えて、客と気持ちを共有すべきという主張はホスピタリティあるいは「誠善
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待客」の趣旨に合致する。 
古代民間宿泊施設における「賓至如帰」の具現化は礼儀・客の質問への返答・客の習慣
に合わせること・特別なサービスの 4つにおいて表現される 22。まず接客の礼儀として、
宿泊施設のサービス提供者は客への呼び方に配慮した。サービス提供者（店員）は客の服
装や気質・年齢から客の身分を判断し、それに相応する呼び方をしていた。例えば：富豪
の息子には「相公」、年配の男性には「公公」、官吏には「客官」、兵士には「長官」、秀才
には「官人」、庶民には「大哥」と呼びかけた（劉 1995：97）。なお古代旅館の店員は店の
周りの観光スポットや地理・交通・風俗などを徹底的に把握し、客の質問に返答しなけれ
ばならなかった。その役割は現代のインフォメーション・センターやホテルのベルデスク
に等しい。また、日本と同じように宿泊対象に応じて、それぞれに相応する宿泊施設があ
った。例えば、漢民族とは異なる民俗習慣を有する少数民族を受けいれる店、参詣者のた
めの店、商人のための店、動物連れのための店、「紹興会館」のような同じ地方出身者に対
応する宿泊施設などさまざまなものがあった 23
以上のように、宿泊産業史から考えれば、中国は客に家に帰ったような安心感と利便性
を与えることが大事とされる。一方日本では集客のため、いかに客を喜ばせるかを重視す
る。 
。もちろん、現代の宿泊施設でもそれぞれ
に対応する専属店はあるが、一般宿泊施設の多くも宿泊客の多様なニーズに対応して、さ
まざまな設備や用意を事前に準備している。ところで、以前読んだ一つの新聞の報道記事
が印象深く記憶に残っている。それは 2007年冬上海で開かれた全国ペットコンテストの際
に、当時犬を連れて宿泊できるホテルが少なく、大会の主催者側がかなり困ったという記
事である。現代の宿泊施設は競争において優位に立つため、他社との差別化を図ることを
久しく最優先課題としている。しかし、古代の周到なサービスに比べれば、まだまだ改善
すべき点が多いであろう。さらに、古代の旅館では上述したように、宿泊客のために物を
買ってきたり、医者を呼んできたり、商品を代理購入したりする例外的で特別なサービス
をも提供していた。これは客の個別性や特殊性に対応する個性的なサービス（パーソナリ
ティ・サービス）に類似している。 
 
                                                   
22 http://www.njapartment.cn/_d269897353.htm を参照   （2010 年 10 月 1 日調べ） 
23少数民族の宿泊施設としては清代北京のイスラム教徒を受け容れる店「三元老店」があり、その他参詣
者のための「香客店」、商人のための「招商旅館」、鷹を販売する人のための「鷹店」などがある。 
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３－２ 近現代の歴史的出来事によるサービス意識への影響 
 周知の通り、中国の特徴の一つとして政治の動向があらゆる面に与える影響が極めて大
きいといわれている。それは古代から現代まで続いている。前節では古代から近代までの
宿泊施設の変遷を通して、宿泊産業史の歴史的流れを概観し、サービスのあり方や意識に
与える影響を考察した。本節では中国の近現代の歴史上におけるきわめて大きな出来事が
サービス意識に与えた影響にアプローチする。 
３－２－１ 「文化大革命」の勃発  
清代末から新旧交代期に置かれた中国は半植民半封建の特殊な状況が続き、戦争の影響
で社会にはアヘン・売春・強盗・詐欺などが蔓延し、かなり混乱していた。当時の宿泊産
業は社交・享楽・商売・賭博の場として知られていた。あらゆる面から利潤を追求するた
め、客の利益を損なったり無視したりする旅館が少なくなかった。例えば米飯と料理、ベ
ッドと布団の料金を別々に取ったり、客室の電気代やお茶代などを別途徴収するなどであ
る。良好な店と劣悪な店に差があるのと同じように、従業員の素質もサービスのあり方も
不揃いであった。このような状況は 1949 年まで続いた。  
戦後、1949 年中華人民共和国が成立し、中国は新たな出発点に立った。建国初期、農村
部では全国規模の土地改革が行われ、大多数の農民が土地所有者となった。都市部では宿
泊産業を含む社会全体の企業と産業に対する改造運動が行われた。官僚資本の企業は没収
され、民族資本の企業に対しては利用・制限と改造を組み合わせる政策が取られた。その
結果、すべての企業が事実上国営化されていった。「士農工商」という古代の身分制度は「士
商農工」、「士商工農」へと時代に合わせて転じていったが、官僚を代表とする統治者階級
の地位は時代の推移に関わらず、終始頂点にあった。ところが、社会主義のイデオロギー
は「人人平等」（みんな平等である）を主張し、特に社会の最下層とされてきた農民と労働
者が国の主人公であることを大いに強調した。宿泊産業に従事していた従業員たちは自分
が企業の主人公（当家作主）であると思うようになった（尉文樹 1991：132）。宿泊産業
の所有権の転換に伴って、政治と社会情勢の下で、宿泊産業は大衆向け、特に労働者と農
民向けに経営とサービスの面から徹底的に転換し、「為人民服務」（人民のために奉仕する）
の精神が広く提唱された。当時の中国では「低給料・低消費・広就業」24
                                                   
24 給料を安く、消費を少なく、就職口を増やすことである。 
の計画経済体制
が実行された。それに伴って宿泊産業は低給料・低物価・低消費の政策に基づき、安価で
低レベルの旅館が主流になった。 
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1966 年から理想的な社会主義社会の実現を目指して毛沢東は「プロレタリア文化大革
命」（1966－1976 年）を発動した。毛沢東は、当時の党の多くの指導者が「資本主義の道
を歩む実権派」に変質してしまったと批判し、それを打倒しなければならないと紅衛兵 25
一方宿泊費や食費を支払う一般宿泊客に対して、旅館やホテルの従業員は「労働者は国
家の主人公である」という思想のもとで、宿泊客を享楽的な搾取階級とみなし、サービス
を提供しなかった
と
呼ばれた青年達に呼びかけ、全国的な規模での「奪権闘争」を唱導した（鎌田文彦 2009：
27）。「文化大革命」は 10年に渡って続き、中国社会に未曾有の破壊と混乱をもたらした。
文化大革命の初期、全国 1200万の青少年が主役となり、「紅衛兵運動」の一環として「大
串連」、すなわち全国規模で移動し革命の経験を交流し見学することから「経験大交流」と
も呼ばれる活動を行った。それは中国有史以来最大規模の「集団旅行」であり、団体旅行
であったともいえよう。それほどの大人数の移動につれて、宿泊と食事の問題にまず直面
した。それを解決するため、全国ほとんどの宿泊施設は「接待所」（招待所）と化し、床・
オンドル・ござ・わら・ひしゃく・桶などすべての横になれる場所と用具が利用された（尉
文樹 1991：133）。その粗末なさまは容易に想像できる。青年達の全国規模での移動を可能
にしたのは、学生に対し、列車代・宿泊費・食費などの費用が一切不要である無銭旅行が
許されたからである。 
26
                                                   
25 毛沢東思想の申し子として文化大革命の推進役となり、中国社会を震撼させた青少年集団である。当時
授業を拒否し、全国規模で移動し、あらゆる分野における政治家や知識人、僧侶、管理者などを打倒する
全国的な青年学生運動となった。やがて暴力的になり、中国社会に多大な被害をもたらした。 
。当時、労働者は国家の主人公であり、皆平等であるという理論を過
度に宣伝した「極左思想」のもと、階級的な対立の問題がより一層深まった。「主人」とし
て労働者の立場にあるサービス提供者は、労働者を搾取する人たちの世話をするいわゆる
主従的な関係を批判した。その結果、あるレストランでは食事を済ませた客に対して、自
分で皿を洗いなさいと言い出すほどになり、サービスどころではなかった。また、サービ
スの品質に対してクレームをつける客には、従業員が「あなたのような搾取思想を持つ人
のためにサービスをするわけがない」などと堂々と言い出すようなケースが少なくなかっ
た。さらに消費者は人民から区別され、サービス提供者から「私は人民のために奉仕する
が、あなた一人のために奉仕する気はない」と告げられた経験を持つ人も少なくない。こ
の時期、サービス提供者が一方的に自分の政治的地位を強調し、サービス利用者を自分の
サービスのやり方に合わせるよう強要するといった偏った滑稽な事象があとを絶たなかっ
26 以下は高蘇 2007 を参照。 
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たと先行研究は指摘している（高蘇 2007）。宿泊施設の従業員が政治的地位の向上に執着
した要因には、中国の歴史上サービス提供者が差別され続けてきたことが大きく関係して
いる。しかし、過度に労働者の地位を強調することは逆に新たな不平等を生じてしまうこ
とになった。つまり「士商農工」が「農工士商」へ転換したのである。さらには、労働者
と消費者の間に対立が引き起こされてしまうことに繋がった。 
建国後から文化大革命の終焉まで、一般大衆向けの宿泊施設が絶対多数を占め、一部政
府に招待される海外客や華僑、会議に出席する幹部を受け入れる宿泊施設、いわゆる高級
ホテルは少数であった 27
このように、文化大革命期の宿泊産業における運営とサービスは利用者のニーズを満た
し満足させるという視点からは行われず、すべてが政治的な需要から行われ、政治的な接
待を中心としていた。サービス提供者は接客する中でサービスの生産者と消費者という公
平な売買関係ではなく、政治思想の影響のもとで労働者と労働者を搾取する側の不平等な
対立関係を意識し、行動に繋げていった。要するに、文化大革命がサービスに与えた影響
は一方的に労働者の政治的地位を強調することで、サービス従事者のサービスへの認識と
職業的な特徴を無視することにつながったのである。 
。王洪濱によると、リゾート地にある宿泊施設は福祉機能をも果
たしていた（王洪濱 2001：204）。すなわち高所で仕事をする人や有毒物・放射線などと接
触する危険性の高い職業に従事する人、国のため極めて大きな貢献を尽くした人を対象に、
所属する部署が国の政策に基づいて、景色のよいところへ転地療養させた。また当時消費
者の立場から見ても観光への欲求がなく、それに相応する経済的な能力も持っておらず、
見学・会議などを理由に宿泊施設を利用するだけなので、宿泊産業に対するモチベーショ
ンが単一的であった。 
 
３－２－２ 「改革開放」政策の実施 
1976 年に革命第一世代の毛沢東、周恩来、朱徳が相継いで世を去り、毛沢東路線を継承
して権力を掌握しようとした毛沢東の妻江青ら「四人組」28
                                                   
27 1978 年まで海外客を受け入れる資格を有するホテルは全国においてわずか 208 軒であった（孟慶傑・
陳学清・謝中田 2009：28）。 
が打倒され、文化大革命はよ
うやく終幕を迎えた（鎌田文彦 2009：27）。その直後の中国社会は経済や技術がかなり衰
退しており、あらゆる業種の復興を待ちかねていた。1978 年 12 月に開催された中国共産
党第 11 期中央委員会第 3 回全体会議（通称：11 期 3 中全会）で、実権を握った鄧小平は
28「四人組」は江青・張春橋・姚文元・王洪文の四人である。 
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経済の近代化を最優先とし、「改革開放」の国策を打ち上げた。 
「改革開放」によって閉塞的な状況が打破され、外貨の獲得のため海外観光客を積極的
に受け入れるようになった。外国人特に西洋人には、中国の歴史や文明、多民族の共生、
多様な民俗風習、特殊な社会主義制度などそのすべてが神秘的に感じられ、魅力的であっ
た。1978 年の海外観光客数は 180.9 万人にのぼり、それまでの 20 年間の総数を超え、1979
年にはさらに 420.4 万人にまで増えた（孟慶傑・陳学清・謝中田 2009：29）。しかし、突
然現れた膨大な海外観光客に対し、それを収容できる宿泊施設が深刻に不足していた。先
行研究によると 29
そこで外貨の獲得・観光客の誘致・改革開放と経済発展の進行という目的を背景に、1979
年政府は北京・上海・広州・南京で外資や華僑の資本を導入し、6 軒の観光ホテルの建設
を許可した。その第一号となったのが第一章で述べた「北京建国飯店」である。これを皮
切りとして、「広州白天鵝賓館・花園飯店・中国大酒店・南京金陵飯店・上海錦江飯店」が
相次いで開業した。これらのホテルの建造はまず海外観光客や外国の友人を接待し、受け
入れるいわゆる外事接待の目的を持っていた。しかしより有意義な点として以下のことが
あげられる。①宿泊産業の経営理念とマネジメントの手法・ブランド意識・サービス意識
の転換に対する啓蒙教育、②政府部署ではなく市場経済の下における企業としての役割の
認識と再出発、③最初に外国資本と管理を導入し、世界に向けていち早く開放したことか
ら、ほかの産業にとって改革開放の見本を提供したこと、④「統一採用・統一分配」とい
う計画経済から市場経済への転換に一歩踏み出したこと。 
、多くの観光客は到着後まず観光スポットへ案内され、夜になってホテ
ルに行き部屋が空くのを待ちうけることになる。また空港に滞在させたり、目的地以外の
都市に宿泊させたりすることも多かった。時には観光を所轄する政府の行政部署に要請し
て飛行機を派遣してもらい、北京に宿泊できない観光客を南京まで輸送し宿泊させたケー
スもある。一方国内客向けの宿泊施設は低レベルの招待所が多く、宿泊客の基本的な安全・
快適・衛生の欲求さえ満たすことが難しかった（中国旅遊飯店業協会・上海社会科学院旅
遊研究中心編 2002：5）。また宿泊できる旅館は常に満室状態であった。年配の人の話に
よれば、当時風呂場やレストラン、食堂、美容室などを宿泊所として利用する人も多く、
食事やトイレのない旅館も多かった。さらに宿泊施設の不足に加え、設備の老化と不備、
サービス態度の悪さ、マネジメント手法の遅れなど当時の宿泊産業は多くの問題を抱えて
いた。 
                                                   
29以下、孟庆杰・陈学清・谢中田 2009：29を参照。 
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サービス提供者は、文化大革命期における政治的地位の意識から形成された「平等・主
人公」という考え方に縛られ、接客態度が悪く消極的であった。1979 年の第一号ホテルの
建設と外資の導入によって、「顧客第一」という職業意識が強化され、客との関係において
サービスの生産者と消費者という新たな位置づけが生まれた。それに伴って、従来のよう
な「官」を中心にサービスを提供することから「金」を中心とするようになった（尉文樹
1991：124）。これには金銭主義あるいは拝金主義という批判もあるが、身分上の地位的な
不平等より、消費平等思想が体現できたことで過去に比べてむしろ進歩したといえる。そ
れは言い換えれば、支払われたお金に相応するサービスを提供するという意識改革である。
これによって従業員のサービス意識の転換がもたらされた。 
サービスの実践においてホテルは職場をさらに専業化し、従業員の仕事をより細分化し
た。宿泊と食事という基本的な機能以外に娯楽や会議・健康増進機能などを強化した。従
業員が接客する際にきちんとした立ち居振る舞いもできなかった段階から脱して、マニュ
アル的なサービスが強化され、微笑の訓練や必要とされる礼儀の練習に始まるサービスの
標準化と均一化がもたらされた。 
 
３－３ まとめ 
中国の古代から近代までの長い間、社会環境と政治環境のもとで宿泊産業の地位は非常
に低かった。それに伴って宿泊産業で従事する人たち、サービス提供者は政治・法律・社
会の面で差別を受けてきた。王仁興によれば、古代旅館のサービス提供者は社会の最下層
にある「賎民」と見なされ、漢代から旅館業の従事者は色を染めない地色の織物のみ着用
でき、宋代では白黒の二色のみとなり、明と清ではさらに黒だけと規定された（王仁興
1984：127）。また法律では旅館の従事者とその子孫は科挙を受ける資格がなく、朝廷に出
仕することを禁じられていた。近代中国の「西式飯店」でもサービス提供者は軽蔑されて
いた。マルクスが指摘したように、いわゆる「上等人」である統治階級にとって宿泊産業
の従事者はただ「話せる道具」に過ぎなかった（王仁興 1984：128）。このように宿泊産業
の従事者は中国の歴史において長い間差別されてきた。サービス従事者の社会的地位が非
常に低かったという問題は、先行研究においてもよく言及されている。これはまたサービ
ス従事者あるいはサービスという仕事が見下される差別意識の根源にある問題でもある。 
ところが、新中国の建国に伴い、「皆平等、労働者が国の主人公」というイデオロギー
の宣伝により、一般庶民の意識は 180 度の転換をした。すなわち古代から最下層として圧
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迫され続けてきた立場から、突然最上層に立ち支配する立場に転換した。しかし建国して
30年後の 1980年代以降の経済発展により、「顧客第一」という顧客至上主義によって形式
的にはサービス提供者が再び下に戻り、客が上であるという上下関係の再逆転が生じた。
そこにある新しい社会構造は毛沢東革命の時代と違い、「先に豊かになる」という公式スロ
ーガンを通して現在の国家のイデオロギーによって公然と支持され、経済的差別化を富の
原初的蓄積の必要条件と見なす考え方に支えられるようになった（シン（2002））。これは
しかし、古代の社会背景に比べれば、政治的・法律的・人格的には皆平等であるという点
が異なっている。このような変化を時間的角度からみると、4000年以上の歴史→1949年か
ら 1979年の 30年間の大変動→1980年代以降の経済発展という軸が立てられる。より詳し
く説明すると、つまり 4000年以上の歴史においては、サービス提供者が実質的にも形式的
にも最下層にあり、客の立場は上であった。しかし、1949年から 1979年の 30年間におい
てはサービス提供者と客の立場が逆になった。さらに 1980年代以降経済発展に伴い、形式
上ではサービス提供者の立場は再び客の下位になったと思われるようになる。この流れが
人々の意識転換に多大な影響を与えた。しかし人々は激動する社会情勢の変化に対応して
すぐに心から考え方を変えたのかという疑問を生じる。むしろ徹底した根本的な転換が不
可能であるこそ、今のサービスの品質がかかえる問題の所在となる。なぜなら、第二章で
論じたように、研究者の間では社会がサービスという職業と提供者に偏見と差別感を持っ
ているという認識が一般的であるが、一般の中国人とホテル業界関係者の間ではそのよう
な偏見と差別に関する意識は希薄である。そこに存在するギャップがサービスに対する
人々の複雑な心情を反映し、しばしばサービスの品質に対して批判を浴びせる要因となっ
ている。 
それに関連して、さらに深層にある要因は今日の中国における経済格差がもたらした社
会の道徳観の変化である。鄧小平による、条件の許す者が先に富み、それを全体に行き渡
らせるという「先富論」のもとで貫かれた経済発展至上主義によって、経済・社会面での
新たな不平等が形成され拡大された。それに伴い「金が万能である、他人の苦しみに対す
る無関心、接客における心の込もっていない対応」といった感情構造の出現が、人々の価
値観を変更させた。これがサービス意識あるいはホスピタリティ精神が欠如する根本的な
要因であると考えられる。 
 さらにサービスは職業的な特徴から考えれば、形式上客の欲求を満たし、その要求に服
従する立場にあり、実質的に上下・主従関係が存在する（高蘇 2007）。しかし、サービス
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の生産と消費の立場から考えると、従業員と客の関係は単なるサービスの提供者と利用者
に過ぎない。それは完全に公平なビジネス上の関係である。そこにはサービス提供者と利
用者の関係に関わるジレンマが存在する。そのため、人々は明確に自分の立場を把握する
ことが難しい。 
なお前述したように、サービスの品質を高めるための有効的な手段としてはホスピタリ
ティが提唱されている。ホスピタリティには共生と相互性というきわめて重要な要素があ
る。しかし、従来のサービスやホスピタリティに関する研究は、サービスの提供者に対す
る一方的な研究と調査を重ねてきた。また顧客満足に関わる論理も、顧客満足を前提とし
たサービス提供者に対する提言と方法の提示となっている。良いサービス、つまりホスピ
タリティあるいは「誠善待客」を実現するには、サービス提供者と利用者の双方の共感が
必要となる。サービス提供者に対して啓発すると共に、サービスの利用者への意識啓蒙も
重要となる。「賓至如帰」の例を見るならば、そこでも接客におけるホストとしての対応だ
けが強調され、ゲストとしての規範には言及していなかった。なお本章第 1節において記
述した『秩官』では「賓至如帰」の結果として大人も子供もよい気分になり、宿泊客が安
心できることをふれた。それはサービス利用者がサービス提供者の仕事ぶりあるいはサー
ビスを認め、肯定的な評価を下した表現であり、そこには従業員と顧客の間に相互容認や
相互理解といった相互関係が見えない。 
以上の分析から、「宿泊産業の歴史的変遷、政治・社会・経済的な動向と構造、サービ
ス提供者と利用者の関係に関する意識上のジレンマ、人々の道徳観、サービス実践におけ
る提供者への一方的な要求」がサービスの品質にかかわり、影響を与える重要な要素であ
ることが分かる。 
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第四章 ホテルの企業文化によるサービスへの影響 
 
1970 年代後半から日本経済の著しい発展を背景に、アメリカを中心に企業文化に関する
研究が盛んに行われるようになってきた。そこでは、日本経済の成功は組織構造・政府と
の連携・マネジメント手法などに関係するだけでなく、より重要なのは日本文化が企業に
取り入れられ、企業の価値観・経営理念に反映していることに起因すると主張された（劉
滋滋 2001：3）。企業文化は創業者の価値観・生活背景・文化背景などによって創出され
るが、さらに企業の全構成員の共感を求められる。これまでの企業文化に関する先行研究
は経営学的アプローチ 1、文化的アプローチ 2、組織文化的アプローチ 3
ホテル企業にとって、サービス文化が企業文化の核心であり、その中心となるものはサ
ービス理念とサービス意識である（王大悟 2003）。企業文化が従業員のサービス意識に対
して影響を与えつつあることを言うまでもない。 
などに大別できよ
う。また、研究方法も事例研究、実態研究、理論研究など多岐にわたる。 
したがって、本章ではまず先行研究にみられる企業文化の定義・内容・類型などを整理
した上で本研究における企業文化の概念を提示し、事例の考察において依拠する分類を明
確化する。ところで地域や国、業種によって企業文化の特質は異なる。そこで本章では日
本・中国・アメリカの企業文化の特質に関する一般論にそれぞれの文化的背景をあわせて
整理し、比較することによって再検討する 4
                                                   
1 企業文化と経営業績の関連、企業の成功と経営における企業文化の有効性、役割、創造などを論じるも
のは経営学的アプローチに帰属させることができる。また、これらの中には比較経営学、異文化経営学な
ども含まれる。例えば、安室（1994）、趙（1994、2002）、王東明（2001）、朱（2001）、黄（2002）、張
徳（2003）などがあげられる。 
。また「ホテル文化」と呼ばれるホテル企業
の企業文化とサービス文化について理解する。そして事例研究によって企業文化がサービ
スへ与える影響を分析し、実証する。最後に事例研究を企業文化の理論整理に照らし、日
系企業と欧米系企業の実態から中国国有企業にとって参考になりうる点をまとめてみる。 
2 特定国家の文化が企業組織に与える影響、文化と企業の関係などについて論じたものである。文化的視
点における先行研究には、神鋼ヒューマン・クリエイト（1991）、冨田（1993）、斉藤（1997）、海野・鈴
木（2002）、胡・古田（2002）などがあげられる。 
3 企業文化の概念、内容、特性、類型、史的研究など企業文化そのものについて論じたものは組織文化的
視点からのアプローチである。例えば：梅澤・上野（1995）、濱本（1995）、高（1999）、佐々木（2002）、
梅澤（2003）などがあげられる。 
4 本章は企業文化によるサービスへの影響を探ることを目的とするので、事例考察に対応する企業文化の
一般理論を述べ、企業文化そのものを議論するものではない。それゆえ、ここでは企業文化論についてど
の業種にも対応できる、比較的に共通認識が持たれているそれぞれの特徴や文化的背景を論じることにす
る。 
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４－１ 企業文化とは 
文化は多義的なもので、国内外に数多くの研究者が文化に対する定義づけを試みてきた。
その「文化」の定義と同様に、「企業文化」の定義も多数存在することになる。まず本研究
では文化を「人間の高度な精神性の所産とありのままの生活様式の結合」と理解する 5
「企業」を文化的視点から研究する重要性は、企業の国際化における文化の融合および
企業の社会的責任への重視を背景に強調されるようになった（権 1997：160）。それに関
連して、企業文化が語られる場合は主に次の 2 つの観点が用いられる
。「高
度な精神性の所産」とは人間の精神、意識、思考、価値などといった無形の抽象物である。
それに対して、「ありのままの生活様式」とは芸術、言語、習慣、信仰などといった有形物
を指す。文化は、人間の精神的な働きがあらゆる生活様式として具現化したものと言い換
えることができるだろう。  
6
 では、企業文化とは何であろうか。先行研究に見られる様々な定義
。1 つは企業の社会
参加である。これは文化領域における企業の直接的・間接的な活動を指し、文化の商品化
や宣伝活動などを含む。日本では一般的に「メセナ」として認識されているものである（神
鋼ヒューマン・クリエイト 1991）。しかし、この「文化活動」は知名度の拡大などによっ
て、いずれ企業に利益をもたらすことが想定されている。もう 1 つは、経営学における企
業のマネジメントである。企業の組織構成上の特徴、企業内における思考・行動パターン
などの総体となる企業文化を経営資源として扱い、いかに企業を成功させ、持続的に運営
し得るかを捉えるものである（茂木 1991：153）。  
7
                                                   
5 梅澤（2003）の 21～24頁を参照した上で、定義したものである。 
は狭義と広義に大
別できる。狭義に解釈すると、企業文化は意識範疇に属し、企業の思想・意識・習慣・感
情などの領域を含む（張編 2003：1）。これによる定義としては以下のようなものがある。
例えば、福原は「企業文化とは企業の歴史を通じて組織内に培養され、蓄積されている知
的・感性的資産のことである」と定義づけている（福原 2000：5）。また上野によれば、「企
業文化は組織成員の共有する独自の理念や目標に基づく価値観と行動様式の特質（＝企業
風土）」としている（上野 2000：57）。これらの企業文化の概念は企業の知性、価値観、
6 具体的には①文化的な物事や知識を事業の対象として扱い、商品化して収益をあげる文化の事業化、②
企業の文化的活動として学問や芸術などを支援し、企業市民として社会に貢献する行為、③シンポジウム
の開催、博物館などの設営、学術奨励金の交付、④企業のイメージアップや、固有の存在意義を浸透させ
るための文化領域での広告・宣伝活動などがあげられる。また、企業の存在と活動それ自体を文化化する
ことによる企業の内なる文化性を指す（神鋼ヒューマン・クリエイト編 1991：113～115）。 
7 先行研究における企業文化の概念に関して、飯田史彦が詳細に考察したものがある。梅澤・上野編（2000）
の 108～131頁を参照されたい。 
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マインドといった精神面にかかわる部分に焦点を当てている。 
一方、広義の解釈として、企業文化は企業の創業と発展の過程において形成された物質
的文明と精神的文明の総合であり、企業管理におけるハードとソフト、顕在的文化と潜在
的文化の両方を有するとされる（張編 2003：1）。例えば、劉磁滋は「企業文化とは企業
によって長期にわたる生産、経営活動のプロセスで形成されたもので、全構成員に認めら
れ、遵守されるものである。さらにそれはその企業独自の性格を帯びており、価値観・道
徳観念・行動方式・企業精神・風格などを含む企業物質財と精神財の総和」であると説明
している（劉磁滋 2001：8）。つまり、企業文化に対する広義の解釈は精神面だけではな
く、システムや物質などあらゆる面を含む。 
以上の多種多様な企業文化の定義から、まず「長期的な形成過程と構成員による共有」
という共通点を見出すことができる。つまり、企業文化には長期的な構築過程が必要であ
り、あらゆる構成員に共有されることを前提としている。そして、それは企業組織におけ
る価値観と行動規範がベースになっていると考えられる（増岡 1994：13）。企業文化は各
企業によってそれぞれ固有の特徴を有している。そして、その形成は各企業に起因するだ
けでなく、国や地域あるいは民族の文化からも大きな影響を受けている（朱玉泉 2001）。
いわゆる「日本型企業文化」や「アメリカ型企業文化」という言い方があることからもそ
れが窺えるだろう。つまり、特定の地域や民族を背景とする企業文化には一定の共通性も
見られる。したがって、企業文化は独自性と普遍性を合わせ持っているのである。 
 以上から本研究では広義の文化概念に依拠し、企業文化を「独自性と普遍性を持ち、長
期的にわたって形成され、構成員が共感し共有する理念・価値観と行動規範など全ての複
合体」と定義する。    
この企業文化の定義に照らして企業文化を構成する要素を考えてみると、共有価値・戦
略・儀式・制度・構成員など様々なものがあげられる。ところで文化は大別して物質文化
と精神文化とに分けられるといわれるように（原・吉田・阿辻・牧野 1994：2）、企業文
化の構造要素に関しても研究者の観点によって種々の分類方法が提示されている。それら
に概括的な名称を与えると、表 4－1 のようにまとめることができる 8
                                                   
8 表 4－1 で示す分類法の以外に、例えば中国の学者である于光遠による 5 分法などもあるが（陳 2001：
3）、個別な分類法であるため、ここでは省略することにする。 
。その中では張徳ら
による精神文化（核心層）・制度文化（中間層）・物質文化（表層）という段階法が最も理
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解しやすいと考えるため、本章では便宜上この 3分法に基づいて事例の考察と分析を行う 9
表４－１：企業文化の構造要素 
。
その詳細をみると、精神文化つまり核心層文化は企業文化の核と魂であり、企業の指導者
と従業員が共に遵守する基本的信念・企業哲学・価値基準と精神の様相を示す。これは物
質文化と制度文化を構成する土台となる部分である。その内容には企業の最高目標・社是・
意識・経営理念などがある。また制度文化つまり中間層文化は、企業文化の中間段階にあ
り、企業組織と構成員の行動に対して規範と制約を与える部分である。その中には施策・
慣行・儀式などがある。そして物質文化つまり表層文化は、企業文化の顕在化し具現化し
たものであり、精神文化と制度文化を形成する条件である。これにはマーク・シンボル・
社旗・社歌などが含まれる（荒岡 1994：87）。 
２分法 有形文化と無形文化、顕在的文化と潜在的文化、物質文化と意識文化等 
３分法 精神文化・制度文化（或いは行動文化）・物質文化、基礎層・主体層・外在層、
核心的文化・象徴的文化・実践的文化等 
４分法 物質文化（視聴覚文化ともいう）・行動文化・制度文化と精神文化（観念文化
ともいう）等 
精神・制度・物質の三者は相対的に独立し、相互に依存、制御する関係にある（劉磁滋
2001：7）。ホテルに関して見れば精神文化はホテルの経営理念・サービス理念・サービス
意識・労働慣習などといった潜在する抽象物である。これに対して物質文化はホテルのマ
ーク・建物・客室などといった顕在する具現物である。そして中間層にあたる制度文化は
人事制度や教育制度・サービスマニュアルなどである。本章の事例考察はこの 3 者を背景
にして展開する。なお、業種の異なる性格から類型化すると、ホテル業の企業文化は奉仕
文化型に属すると分析されている 10
 
（梅澤 2003）。そこからホテル業に従事するには奉仕
精神を備えるべきと示唆されている。ホテル業の企業文化は以下の第 3 節で検討する。 
４－２ 日中米の企業文化の特徴および比較 
重ねて述べてきたように、企業文化は特定の国や地域に固有の社会・政治・経済などと
の相互作用によって創造されると言われる。つまり、「日本型企業文化」「中国型企業文化」
「アメリカ型企業文化」といわれるように、各国の企業はまず各国の特質を有する。本論
                                                   
9 これより以下は張徳編 2003：2－5 を参照。 
10企業文化の類型に関して研究者によってその分類方法や基準が様々である。例えば、Harrison は企業の
理念的な志向によって、企業文化を権力指向型、役割指向型、課業指向型、人間指向型に区分する10（高
鐘植 1999）。また上野はマネジメント・スタイルによって、企業文化を投資型、のれん型、人間活動重視
型、組織活動重視型に分類する（梅澤 2003：120）。梅澤は業種の異なる性格によって企業文化を知識文
化型、商事文化型、産業文化型、奉仕文化型に類型化する（梅澤 2003：113）。 
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では中国国有企業に対して参考になり得るものを見出すため、ここで日中米における企業
文化の特質に関する一般論にそれぞれの文化的背景を整理し、その差異を再検討する。そ
して第 4 節の事例考察において検証する。 
 
４－２－１ 中国企業の特色および文化的背景 
中国企業 11の経営制度としては「厂长(经理)负责制」12（工場長（社長）責任制）、「民主
集中决策制」13（集団による民主的な意思決定の制度）、「等级分配制」14（賃金の等級配分
制度）、「民主管理和思想政治工作结合的管理方式」15
 中国企業の企業文化の特質として、主に倫理政治型・人情主義・平均主義といった特徴
があげられる（蘇勇 1995）。中国では儒教文化が伝統文化であるため、倫理道徳と人倫関
係が重視される。企業においては幹部の優劣、従業員の良し悪しなどを評価するには、い
まだに能力や経済効果ではなく、往々にして道徳の是非と倫理基準、甚だしくは情実関係
を評価の基準とすることが多々ある。一方中国の企業は改革開放後国が所有権だけ保持し
経営自主権を企業に任せるようなり、実質上「国営」ではなくなり、昔の国営企業は「国
有企業」と呼ばれている（方・三宅・菊本 2005：7）。しかし国有企業は依然として強烈
（民主管理と思想政治教育が組み合
わされた管理方式）などがよくあげられている（朱玉泉 2001：11～49）。中国の企業文化
の特質はそれらの経営制度によって具象化する。中でも労使関係に関して、以前は終身雇
用であったが、経済改革の進行によって雇用契約制度が各地で導入されてきた（王重鳴
1997：50）。 
                                                   
11本論での中国企業という言葉は、外資系企業・合弁企業と対比されるものとして用いており、特別の説
明をしない限りは、国有企業を指す。国有企業は、社会主義制度が創立されて以来、一種の特殊な経済組
織として形成されてきた（陳愛生 2002：1）。国有企業とは、「国民経済に関係する最も重要な部門、つま
り国家安全、自然独占、重要な公共産品とサービス、中堅産業及び先端技術産業などに関わる領域の中に
存在し、国家が投資及び最終的な制御を行う国営会社制企業である。国有企業は国有独資企業と国有株式
会社を包含する」（陳愛生 2002：3）。 
12 工場長（経理）は、社長であり、企業の最高責任者である。工場長（経理）は、企業の戦略や方針を決
定と実行する責任を持っている。企業戦略を制定するには、工場長を補助する管理委員会が設けられてい
る。つまり、中国企業における意思決定は、個人決定に集団補助という方式を用いる。（朱玉泉 2001：12） 
13 企業戦略を決定する際に、まず工場長から課題が出されると、関係部署が資料や情報を収集し、従業員
や委員会の意見をまとめた上で、いくつかの提案を管理委員に提出する。最後に、工場長が取り仕切る管
理委員会の会議において議論され、最終的に工場長が戦略を決定する。（朱玉泉 2001：16） 
14 等級配分は、賃金に対する分配の制度である。中国では、従業員の学歴や勤務年数、職種などによって、
一定の基準で国家によって賃金が決められる。そして勤続年数によって、賃金が徐々にあげられていく。
基本的は従業員の能力や、効率などとは関係がない。改革開放の後に、賃金体制が改革されたが、国有企
業では、基本的に依然として殆ど変わらない。（朱玉泉 2001） 
15 中国は社会主義の国家であるため、国民は国家の主人公であるように、従業員は企業の主人であるとい
われる。各企業では、社員の代表者委員会を設け、工場長の意思決定を補佐する。つまり、民主的な管理
手段である。一方、各企業において、共産党委員会が設けられ、定期的に党の会議を開き、従業員の悩み
や相談などを受ける。また従業員を対象に、「思想政治教育」を行う。（朱玉泉 2001） 
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な政治的色彩を持っていると複数の研究者に指摘されている（蘇勇 1995、劉磁滋 2001等）。
そのため、中国の企業は常に政府行政部門からの干渉を受け、企業独自の価値理念が形成
されにくく、非自主的な特徴を持っているという指摘もある（蘇勇 1995：118～120）。し
たがって、中国企業の企業文化は「倫理＋政治」型である。 
そして中国では人情が重要な社会原理となっているため、企業では往々にして規則・制
度よりも人間関係に依拠する（彭漢香 2001：13～15）。人情主義は家族主義から発展した
ものであり、関係主義とも言われる。儒教文化における「重義軽利」（義を重んじ利を軽ん
ずる）という伝統思想の影響をうけ、企業においては法制や理性より情実が重要視される
（彭漢香 2001：26）。したがって、企業内では個人の出世は能力や制度によって決まるの
ではなく、大いに人間関係に左右されるのである。 
さらに、中国の企業では労働や賃金などに対して平均主義的な見方をする人が多い（朱
玉泉 2001：24）。それは皆同等の頭脳を持ち、皆平等であるべきで、企業においてはただ
役割や与えられた仕事の違いが存在するだけであるという考え方である。いわゆる「能力
平等主義」である。特に文化大革命の中で強化された考え方と思われる。それによって共
に労働を行い、同一賃金 16
中国の企業文化の特質に影響を与えている伝統文化には、「孝」と「義」があげられる。
「孝」は家族に対する義理であり、儒教文化では最も強調される。その淵源は家族主義で
ある。中国人にとって、基本的な倫理道徳は親に対する「孝」、それを拡張して血縁家族に
対する「孝」である。中国人は家族の利益のために行動し、個人の栄誉と屈辱、出世と沒
落は家族全体と切り離せない（陸慶和 2001：5）。儒教が強調する「忠」は中国において
は自分の良心に背かぬ誠実さをもって君主や家族に仕えることである（冨田 1993：260）。
という考えが形成された。しかし、現実社会では不平等な構造
や経済的差別化が拡大しつつあり、その「悪平等」は人々の道徳観や価値観を再形成して
いると指摘されている（シン 2002）。そのため、仕事に対する不満や人間関係における摩
擦を生じるようになると考えられよう。21 世紀に入ってから、個人の能力や実力が強調さ
れるようになったが、「悪平等」という考え方はまだ根強く存在している。その背景には統
一主義・経済の均質性・普遍主義が企業の価値観に存在すると指摘されている（黎・黎 2003）。 
                                                   
16 ここでいう賃金は主にボーナスのことである。中国において、基本給は身分や地位そして勤務年数によ
って、等級配分され、基本給は各等級内では同じである。他に各種手当てやボーナスもあるが、ボーナス
は日本のように年 2回ではなく、毎月支払われる。それは本来、能力や勤勉度によって決められ、能力給
に等しいのであるが、基本給と類似して毎月ほぼ定額になっているため、能力給として意識されない傾向
がある。そのため、平均的に分配することが要求されるが、現実では等級による差がある。よって、不満
を生じることもある。 
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一方、「義」は義気、義理の意味があり、家族に対する「孝」から友人に対する「義」とし
て発展したものである。つまり、中国の諺「在家靠父母，出门靠朋友」（家では家族に頼り、
門から一歩出たら友人に頼る）というように、血縁の家族への「孝」は義理人情への「義」
に変換される。企業の場合においては、「義」の価値観が発達した。企業の構成員は、企業
への「忠」より人間関係への「忠」を意識する（劉磁滋 2001：27）。このため、企業では
人に対する評価は情実関係に基づき、企業の行為を非制度化させると指摘されている（彭
漢香 2001：14）。 
 以上によって、中国企業の特質を図 4－1 のように概括する。つまり、中国企業の企業
文化の本質には、倫理と政治・人情・平等意識という特徴がある。その深層では、儒教文
化の「孝」と「義」という価値観の影響を大きく受けている。そして、企業文化の特質は
「厂长(经理)负责制」（工場長（社長）責任制）などといった経営のあり方に具現する。 
中国企業の特徴          企業文化の本質        文化的背景 
            具現              影響 
 
 
 
図４－１ 中国企業の特質及び文化的背景 
 
４－２－２ 日本企業の特色および文化的背景 
日本企業の特徴は通常「日本型経営」17という言葉に集約される。いわゆる日本的経営
の「三本柱」と言われるもので、企業別労働組合、年功序列制、長期安定雇用制度 18
                                                   
17 その具体的な内容は増岡（1994）を参照されたい。 
の 3
つである。ほかには、法人株主や稟議制度などもよくあげられている。これらの特徴は日
本人の心理特性や社会慣習を反映した企業文化が具象化されたものである。経済情勢の変
動と経済の多様化によって、年功序列などの日本型経営が変わりつつあることも事実であ
る。しかし同一賃金に能力給が加えられ、個人の個性と能力が重視され、企業統合や革新
が行われているとはいえ、これまでの基本的な経営スタイルが依然として主流となってい
る。 
18 一般的に終身雇用制度と呼ばれるが、根本孝は、「寿命 80年代の今日においては“終身”は不適当であ
る」と指摘した（根本 2000：138）。筆者はこの意見に同意するので、本論では根本が提案した「長期安定
雇用制度」という名称を用いる。 
「厂长(经理)负责制」 
「民主集中决策制」 
「等级分配制」 
「民主管理和思想政治工作
结合的管理方式」など 
倫理＋政治型 
人情主義 
平均主義 など 
 「孝」と「義」 
など 
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 企業文化の日本的特質としては、まず集団主義・人本主義・実利主義などがよく指摘さ
れている（根本 2000：140～144）。それらを具体的に見ていく。集団主義 19は、家族主義
を土台とし、仲間意識に起因し、集団的意思決定、集団責任と集団優先などによって体現
される。集団主義は企業組織観、とくに集団観の特徴であり（根本 2000：143）、日本企
業の最も基本的な特質として広く認知されている。企業における集団主義は、職場だけに
帰属意識を持つ「職場単属文化」や会社中心主義になりがちであり、企業が「生活共同体」20
と見なされる（神鋼ヒューマン・クリエイト編 1991）。それは企業への忠誠心として現れ
るが、最近ではキャリアアップによる転職意識も強くなる傾向にある。次に人本主義 21
日本の企業文化の特質を形成する基底にあるのは日本文化である。中でも、特に「和」
と「忠」が先行研究によって多くあげられている。その創造には、海によって隔離された
地理的な要因と四季のある水稲耕作を通じて形成された農耕文化の社会的な要因があると
指摘されている（冨田 1993：258）。その要因によって、日本では民族の等質化が進み地
域等質化的な文化が創造され、集団意識・相互扶助・相互依存・協調・状況即応的といっ
た共存的な文化が創造された（冨田 1993：258～259）。 
は
人間主義とも称され、経営資源観の視点に立って提唱されたもので、「ヒト」が経済活動の
最も本源的かつ希少な資源であることを強調し、その資源提供者たちのネットワークのあ
り方に企業システムの編成のあり方の基本を求めようとする考え方である（根本 2000：
142）。つまり人本主義は企業の構成員を企業における最も重要な資源と見なし、構成員の
利益と満足、そして企業内の調和を重要視する。一言でいえば、人を以って根本となして
いるのである。今日では経済的な不景気のため、大型リストラを行う企業が増え、従業員
に対する責任が問われ、人本主義は崩れる兆しがみえる。また実利主義は実際主義ともい
われ、他国或いは他人の良いところのみを取り入れる「いいとこどりの思想」に由来する
（堺屋 1991：15）。その淵源は、聖徳太子まで遡る。このため、日本の文化は受容文化と
言われる。 
それらの社会文化は企業の場合において、「和」と「忠」に体現され、集約される。「和」
                                                   
19 集団主義を提唱する代表的な研究者としては、アベグレンや間宏があげられる。一般的に個人主義の対
概念として理解されることが多く、単純な 2分法となるため批判されることがあるという指摘がある（根
本 2000：141）。また、集団主義によって人は職場だけに忠誠心を持つようになるため、それに対する批判
も少なくない（神鋼ヒューマン・クリエイト編 1991：30～32）。 
20 津田真澂は、「生活共同体」を「個人が自らの人生を送るにあたって消極的ないし積極的に加入する集
団」と定義し、企業文化の特質として主張した（根本 2000：142）。 
21 人本主義は、伊丹敬之により資本主義と対照するために考えられた造語である。（伊丹敬之 1986.5.13 
「日本企業の国際化は「人本主義」で――日本的経営の原理の解明と展開」週刊誌『エコノミスト』64
巻 20号 毎日新聞社） 
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は日本企業における中心的な価値観として複数の研究者によって指摘されている（劉 2001、
朱 2001 等）。その概念は、日本の固有文化に由来するという主張があるが（冨田 1993、
高木 1993 等）、通常は聖徳太子の「十七条憲法」における「和を以て尊しとなす」に求め
られ、その淵源は仏教ならびに儒教にあると考えられている（高木 1993：11）。「和」は
協調・調和・協和・一体感などを意味し、多くの企業では社是や社訓として採用されてき
た（高木 1993：9）。さらに、「和」の価値観は企業内だけではなく、企業と社会、企業と
国家の間においても重要な役割を果たしており、日本の社会に広く共有されている（劉
2001：21）。一方、「忠」の思想は儒教に由来するが、武士道精神における「忠」の強調が
日本社会での定着に一層拍車をかけた。それに加え、明治時代における教育勅語や軍人勅
諭によって、「忠」はさらに強固な倫理規範として国民に共有されるようになった（冨田
1993：260）。米作農業を中心とした時代には、忠誠・帰属の対象は、村落共同体・地域社
会・血族社会であったが、近代以降その対象は職場社会に移っていった（堺屋 1991：22）。
そして、「忠」は個人が利害を有する集団内においては、集団への「沒自我的」22
したがって、日本における企業文化の特質や文化的背景を図 4－2 のように概括する。
つまり、日本の企業は日本文化の影響をうけて企業文化の本質を形成し、「三本柱」といわ
れる日本型経営の特徴を作り上げた。 
な献身な
いしは忠誠という形で認知されている（冨田 1993：261）。 
  日本企業の特徴         企業文化の本質       文化的背景 
             具現             影響 
  図４－２：日本企業の特質及び文化的背景 
 
４－２－３ アメリカ企業の特色および文化的背景 
アメリカは歴史が浅く、建国以来非常に短期間でさまざまな分野において超大国になっ
た。1914 年から 1917 年までの第一次世界大戦においてアメリカは世界の工場の役割を果
たし、軍需産業の発達によってのちの経済と社会の全面発展のための財力を蓄えた。アメ
                                                   
22 自己を犠牲にしてすべてを主君に捧げることを意味する（冨田 1993：260）。 
企業別組合 
年功序列制 
長期安定雇用 
など 
集団主義 
人本主義 
実利主義 
など 
 
「和」と「忠」 
など 
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リカの経営発展史は経営理論つまり経営学の歴史でもあるといわれている。その特徴は①
現場の実証データに基づいた理論であり、②経営者のための実践科学であり、③基本的な
考え方は経済的効率追求であるなどの思想である 23
アメリカでは企業は株主のものであると考えられている。そのため株価重視、株主の利
益の最大化への追求が第一の要務とされている。それと並行するのは利潤の最大化である。
企業の存在する意義は利潤の追求であり、さらにそれは株主への還元となる。それを実現
する手段として経営の意思決定と執行の分離、監査・指名・報酬の 3 つの独立した委員会
から構成される社外取締役、従業員の任意雇用、各種制度や規定の完備、結果思考などが
あげられる。社外取締役が大半を占め、株主利益を極大化し、企業競争力を高めるのに最
適なシステムとされる。 
。要するに、アメリカ型経営は戦略的
思考で効率を追求する実践性・科学性・合理性を重視するスタイルである。それに関連し
て経営実践においてはあらゆる分野に関わる制度とルール、マニュアルを詳細に制定する
ことに力を入れ、数値化することによって科学的な管理法を追求する制度型文化ともいえ
よう。 
雇用制度である任意雇用は日本や中国の長期雇用に対して短期雇用ともいわれる。企業
は成果主義に基づき従業員の業績が悪くなると直ちに解雇する。能力主義に基づき、従業
員の能力が報酬に等しくない場合は減給するかあるいは解雇する。これらのやり方は最近
批評されがちだが、逆にいえば、従業員の能力や業績に応じて素早く評価し昇給させる。
従業員の立場からみれば、辞めたい時やよりよい仕事あるいはより適切な仕事が見つかっ
た場合にはすぐに離職できるメリットもある。そのためアメリカでは転職率が高く、転職
に対する抵抗が少ない。さらに、従業員への報酬や福利厚生は人材採用を確保する手段で
あり、基本的には企業としての戦略目標に確実に到達するための、換言すれば株主の利益
を最大化するための主要な施策の一つとして位置づけられている 24
なお、アメリカ型企業文化は企業環境・価値観・英雄崇拝・儀式・情報文化ネットワー
クから構成される（劉磁滋 2001：16）。その本質には個人主義、成果（結果）主義あるい
は能力主義と平等自由主義が根底にある。個人主義はしばしば利己主義と結び付けられる
。任意雇用に基づく企
業文化は市場原理にそった競争指向型である。 
                                                   
23「アメリカ経営史」 http://www1.ocn.ne.jp/~cdl65021/K4.htm を参照（2010 年 10 月 9 日調べ） 
24「アメリカ型「人本主義」」http://www.cdi-japan.co.jp を参照（2010 年 10 月 7 日調べ） 
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ことが多いが、実は根本的な違いがある 25
こうした企業文化の特質はアメリカ文化に由来する。周知の通りアメリカの歴史は浅く、
1776 年にイギリスから独立し、イギリス人やスコットランド人・ドイツ人などの移民から
作り上げた移民国家である。その文化は移民文化ともいわれる。最初の移民を含むさまざ
まな移民は新しい土地で生存のため自然環境や社会環境と戦い、実務に励み、革新や冒険
を推賞し、成功した英雄を賛美した。このような風土において個人的努力が評価され、実
務精神・革新精神・冒険精神・英雄主義が培われた。それらに基づいたアメリカの企業文
化の特質や文化的背景は図 4－3 のように概括できる。    
。アメリカの個人主義は自己利益の追求より自
己能力の発揮、個性の自由、自己決定と自己責任において表現される。なお、成果主義ま
たは能力主義は利潤の最大化と株主利益の極大化を追求することにおいて形成された価値
観である。それは従業員の報酬と進退に直接に関わる。そこでは個々の従業員の権力ある
いは主権を尊重し、すべての人に平等に機会を与えることを重視する。会社内では上下関
係の階級制度よりも、パートナーとする意識が強い。そして従業員の能力と人格を信頼し、
個人の自由と価値を尊重し、私的な事に一切関わらないなど、公私の区別がはっきりして
いる。これらの主義に基づき、企業はあらゆる制度を厳密かつ詳細化し、効率を求める科
学的な合理性を重視する。   
アメリカ企業の特徴        企業文化の本質        文化的背景 
            具現              影響 
 
 
図４－３：アメリカ企業の特質及び文化的背景 
 
４－２－４ 日中米の企業文化の比較 
無論企業文化は経営資源としてそのシステムや特質が静態ではなく、周囲の影響を受け
ながら常に有効性や合理性を求め、変化している。それに伴い、企業文化に関する研究も
絶えず開拓と深化を求め行われている。しかし本論文では企業文化そのものに対する議論
ではなく、事例考察を導き依拠する理論を提起し、企業文化のサービスへの影響を探る目
的を持つ。それゆえ、ここでは中国・日本・アメリカの企業の特徴と経営システムに関わ
                                                   
25利己主義は自分あるいは自分達の利益を至上の目的として他を顧みない行き方である。対して個人主義
とは自己の自立、自律を尊ぶ考え方で他から支配や干渉されることを嫌って、自分のことは自分ですると
いう生き方である（桐村泰次 1983：358－359）。 
株価・株主重視、利潤の最
大化を追及、社会取締役、
任意雇用など 
制度・競争指向型、個
人主義、成果・能力主
義、平等主義など 
実務精神・創新精神・
冒険精神・英雄崇拝
など 
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る基本を以上のように概観した。そこには多くの相違点の存在がすでに示唆されている。 
日本と中国はともに農耕文化を土台としており、その企業文化は共に儒教文化の影響を
受けてきたが、日本では家族主義における「孝」は「忠」に発展し、「忠孝合一」という家
族文化から集団本位文化へと変わっていった（陳鳳 2001：4）。つまり、企業を家族と見
なし、個人より集団の存在と利益を重視する。いわゆる集団主義である。一方、中国では
血縁文化の「孝」が人情文化の「義」に発展した結果、企業においては人情関係が重視さ
れる（陳鳳 2001：4）。つまり、集団より個人間の感情を重視することである。それに関
連して日本の集団主義に対して、中国は個人主義と言われるが、それは集団を前提とした
集団本位の中での個人主義である（陸慶和 2001：3）。アメリカの個人主義は自立・自律
を尊ぶ考え方により、他人の支配と干渉を嫌い、自分の事は自分で行い決定するという考
え方である。これは意思決定において表現される。アメリカでは各自の職務範囲や責務が
明確にされ、意思決定では自己責任で個人的に迅速に判断し決断を出し行動につなげてい
くのが一般的である。日本では稟議制を用いて集団による決定に集団による実行となる。
一方中国では「民主集中決策制」を用い、個人決定に集団補助という特徴を持つ（朱玉泉
2001：13）。 
従業員と企業あるいは組織との関係において、従来アメリカでは雇用と被雇用の契約関
係にあると説明されるが、最近では従業員福祉重視の企業統治（コーポレート・ガバナン
ス）理論が大いに唱えられている。一方、日本では個人よりも集団を重視し、組織に身を
寄せ帰属感を求め共有することによって、組織を家とみなし、その構成員は仲間であり家
族である。企業への凝集力は内側より自ずから発生したため強い。他方、中国では従業員
に対して思想政治教育 26
賃金制度において、アメリカは成果主義と能力主義に基づき、従業員の能力と成果に合
わせた給料を支給する。それに対して、日本と中国はそれぞれ長期安定雇用制に伴う年功
序列制と固定的な等級賃金制をベースとし、能力や成果に基準をおいた賃金制を補充とし
を行うことによって従業員が企業の主人公であることと、企業を
家のように愛すことを提唱し、組織という集団の存在を強調する。このような外部から加
えられた圧力によって形成された凝集力や帰属感は壊れやすく希薄である。そして従業員
は企業という大集団よりも血縁関係あるいは人情関係による「小集団」を重視し意識する
傾向がある（朱玉泉 2001）。 
                                                   
26 中国のいわゆる「思想政治工作」であり、その本質は人に対する思想の改造である。その方法は、共産
党の出版物や党の会議で伝達した内容などの勉強会や、共産党思想と政府政策の宣伝などである。 
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て取り入れている。ところが、日本は能力に比べ年功を重視する傾向が依然として存在す
る。一方、中国は「大鍋飯」（親方日の丸）と平均主義が根強く意識する。 
なお、アメリカの株主主権という「資本主義」に対して、日本は従業員主権の「人本主
義」といわれるが、従業員を大事にする人本主義は日中米の 3 カ国で共有されている。た
だしその表現の仕方が異なる。日中米の企業共に従業員の求心力を強めるため、社員旅行
や運動会・昇進祝い会などを主催し、従業員に対して感情方面に訴える投資を行う。しか
し、日本の人本主義は仲間意識や集団意識・平等意識を土台とするが、中国では 1990 年
代から人本主義を提唱するものの、凝集力の希薄さによって形式化されているという批判
がある。一方アメリカの人本主義は、従業員をパートナーと見なし、従業員の個性と自由
を尊重する。またアメリカでは従業員を解雇するにしても、十分な退職金やある程度の福
祉厚生を含めることなど従業員に配慮した極めて穏健な対応をとる。リストラはアメリカ
では「人」を減らすではなく、戦略的思考をベースとした「職務」を減らすこととされて
いる 27。三国とも生産性の向上と利益の最大化を本質とする従業員本位あるいは従業員中
心主義を提唱している 28
 以上のように、日本・中国・アメリカの企業文化における多くの相違点の存在が見出せ
る。それらを概括すると表 4－2 で示すことができる。グローバル化の進行と世界経済情
勢の変動において、日本経営の不変な特徴とされる人本主義も個調主義へと変わりつつあ
るという指摘があるように、日本も中国もアメリカも常に時代に合わせて変化している。
ただし、その根底にある文化や人々の意識・価値観が簡単に変えられないのである。 
。 
表４－２：日中米の企業文化における差異点 
項目 
差 異 点 
アメリカ 日本 中国 
意思決定 個人決定、個人実行 集団決定、集団実行（稟
議制） 
個人決定、集団補助
（民主集中制） 
雇用 
任意雇用 長期安定雇用で新卒者
の採用に重点を置き、
内からの凝集力による
安定性 
長期安定雇用で、経験
者を好む、外部の圧力
による安定性 
賃金制度 成果と能力に応じる 年功序列を能力よりも
重視 
「大鍋飯」と平均主義
を意識する 
構成員の関係 雇用と被雇用の契約
関係 
雇用による等級関係 平等による等級関係 
                                                   
27「アメリカ型「人本主義」」http://www.cdi-japan.co.jp を参照（2010 年 10 月 7 日調べ） 
28現代のマネジメント理論では外部の顧客を満足させるためには、内部の顧客である従業員を満足させる
ことによって、労働意欲と生産性の向上に繋げることができるとされている（山口祐司 2004：7－8） 
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人本主義 
従業員に配慮した穏
健な対応としての従
業員主権、帰属感な
し 
従業員と企業との一体
化による従業員主権、 
帰属感が強い 
政治的な教育による
主人公である従業員
主権が唱えられる、 
帰属感が薄い 
中心とする価
値観 
個人主義、能力主義、
実践・革新・冒険精
神の尊び 
和、協力、仲間意識、
企業への忠 
人情主義、平等と主人
公意識による個人重
視、人間関係への忠 
類型 制度＋競争指向型 倫理型 倫理＋政治型 
基本意識 競争と個調の意識に
よる成果主義 
競争と人情の意識によ
る実利主義 
政治と人情の意識に
よる関係主義 
 
４－３ ホテル業の企業文化 
４－３－１ ホテル文化とは 
ホテル業の企業文化はすなわちホテルという業種における企業の文化であり、ホテル文
化とも呼ばれる（戴斌 2003、譚衛平 2003、王大悟 2003 等）。ホテル文化は第一章で論じ
たホテルの特質、すなわち物的サービスと人的サービスの両立・労働密集型・資本密集型・
社会的機能・人的サービスの協同性や情緒性などに基づいて形成される。そこにはコミュ
ニティー性、人間性、物心両面性といった共通特性がある。つまりホテルは社会機能を果
たす必要性から、コミュニティー性を帯びるようになる。また顧客の心身の欲求に応じた
感動や癒しといった心地よさを提供するには、ホテルのサービスではよりホスピタリティ
的な対応、つまり人間性や共感を引き起こす対応が重要である。さらに、ホテルは資本と
労働の集約のために、設備や施設に対する管理と従業員の満足度を上げさせるための対策
を行い、物心両面から運営を支える。要するに、ホテル文化はサービス精神に依拠し、設
備や施設といった資源とチームの協働によって、顧客を満足させるサービスを提供する一
連の活動を本質とする。 
ホテル文化を論じた先行研究は少ないが、沈祖祥（1999）・張志宏（1999）・陳鳳（2001）・
慎・姜（2001）・譚衛平（2003）・王大悟（2003）・林・郭（2007）があげられる。これら
の研究はホテルにおける企業文化の内容、意義と構造などを論じ、数少ないホテル文化に
関する研究として貴重なものと評価できる。ホテル文化の概念について、譚は「ホテル文
化とは、ホテル業における企業文化の具体的な表現形式であり、ホテルの従業員がホテル
の経営と管理のプロセスにおいて共有する一連の価値観と理念」と定義している（譚衛平
2003：18）。上述した企業文化の概念に照らすと、譚の定義は狭義の範疇に属すると考え
られる。さらに譚はホテル文化の特性を見出すため、ホテルの従業員を対象にしたアンケ
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ート調査 29を行った。その結果、8 つの相対的に安定し持続力をもつ特性を解析し 30
ホテル文化のスタイルは特質の組み合わせによって多様となり、外観と内面のすべてに
おいて具現化される。外見である建築の風格を見ると、シティーホテルとリゾートホテル
の雰囲気は異なる。たとえ同じシティーホテルでも円筒状建物、四角形建築、アーチ型建
築、鋸状の建物など様々な様式が見られる。ホテルの内装でも古典的なヨーロッパ風や熱
帯雨林風、現代都市風、アジア風、和風など様々なスタイルが見られる。 
、そ
の複合体がホテル業の企業文化であると指摘した。本研究では前節であげた文化と企業文
化への定義を参照し、ホテル業の企業文化すなわちホテル文化を「ホテル全体において具
現し、価値観・理念・行動規範などの全ての複合によって構成され、構成員に共有される
もの」と定義する。 
ホテルの外観と同様にその内面つまり運営管理もそれぞれの文化的な特徴を現している。
たとえば、アメリカ式の運営管理は実戦力、効率、能力を重視し、能力のある者は昇進が
速い。それに対して日本では人情、経験、集団力を重視し、「ほうれんそう」（報告・連絡・
相談）式のコミュニケーション文化になっている。一方中国では日本よりさらに人情や経
験を重視する傾向があり、運営管理は「法」より「情」を先に考える（彭漢香 2001：14）。
このように、ホテルのそれぞれの特徴はホテルの企業文化に起因する。 
 
４－３－２ ホテルにおけるサービスの文化 
ホテル文化を構成する要素に関して研究者の理解によって多様な観点が示されているが、
そこではサービス文化が中心的な構成要素の一つであるという認識が共通である。サービ
ス文化は政策、手続き、報酬システム、行動を通じて顧客サービスを支える文化である（ホ
スピタリティ･ビジネス研究会 1997：357）。その概念について譚はホテルの従業員が客に
対してサービスを提供する際に表現されるサービス意識とサービス観念のことであると述
べる（譚衛平 2003：39）。また、何は企業内部の社員と外部の顧客のために優れたサービ
スを提供することは全社員にとって最重要の信念・行動基準・価値観であり、サービス文
化となると説明する（何謹然 2001：26）。このように先行研究ではサービス文化をサービ
ス意識とサービスに関する価値観の表れとして強調する。 
                                                   
29 430枚のアンケートが配布され、408枚が回収された。そのうち、有効回答の数は 395枚であった（譚
衛平 2003：19―20）。 
30 譚による 8 つの特性は「従業員の同一性」、「団体の重要性」、「人に対する関心を集めること」、「コン
トロール」、「危機の管理と耐性」、「報酬基準」、「異なる意見や考えに対する寛容度」、「手段や方法を問わ
ず、結果を重視する傾向性」である。譚衛平（2003） 
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ホテルのサービス文化は従業員を対象とし顧客満足を目的とする。ホテル文化でのその
役割について、先行研究は主に 4 つの機能をあげている（張志宏 1999、何謹然 2001）。
まずは誘導機能である。サービス文化は従業員の積極的なサービス態度と方法を導き出す。
従業員と顧客の相互行動において予想外のことが常に発生するため、共感できるサービス
理念は経験のない従業員にとって 1つの指標としての役割を果たしていると指摘されてい
る。次に制約機能である。ホテルは制度やマニュアルを完備しているが、実際の現場では
いつ何が起こるのか誰も予想できない。制度と規定だけでは現場の状況に応じた機能を果
たすには限界がある。しかし、サービス文化は抽象的な理念や精神・価値観を重んずるた
め、団体意識や共同習慣といった形のない環境や雰囲気を作り出す。それは無形の力とな
り、従業員の行動を自己抑制によって制約しコントロールできると指摘されている。そし
て 3 つ目は凝集機能である。上述したようにサービス文化は団体意識を生み出す。従業員
はそれを受け入れ帰属意識を持つようになり、向心力と団結力が生じやすくなることによ
って、ホテル内部における凝集力が強められると指摘されている。最後は激励機能である。
現場に立つ従業員は毎日大勢の顧客と接するのに常に活力を保ち、すべての顧客に笑顔で
サービスを提供しなければならない。そのため、現場の従業員は身体的な疲労や精神的ス
トレスに悩ませられることが多い。ボーナスや賞品などといった物質的な刺激だけではそ
の状態を改善するには限界があり、転職する従業員が少なくない。しかし良いサービス文
化は従業員の仕事や努力を認め、従業員を精神面から支え激励する役割を果たしていると
指摘されている。 
サービス文化の核心となるのはサービス理念とサービス意識である。サービス理念は経
営理念と同じように各ホテルにそれぞれ独自のものがあり、サービスに関する総合的な価
値観である。それは従業員一同に理解・共有され、一丸となって努力する目標である。一
般的には社員教育やスローガン・行事などによって従業員に周知し共有される。他方、サ
ービス意識は人のサービスに対する認識と能動的におもてなしをする自覚である。従業員
は自分の習慣やサービスに対する理解などに沿ってサービス行為を行う一方、顧客は個人
のサービスに対する理解によってサービスを受け、各自で解釈し評価する。それは客室や
内装といったハード面に比べ、各々の接客する場面において個々の従業員が行う人的サー
ビスつまりソフト面によって影響される。そのため、ホテルにとって従業員に共感できる
サービス理念の創造、従業員のサービス意識の養成が肝要となる。 
サービス文化の具現化としては、サービス項目や従業員のサービス態度、語学力などが
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あげられる。各ホテルにおける基本的なサービス項目は同じであるが 31、他のホテルと差
別化を図るため、各ホテルはそれぞれに特別で個性的なサービス項目を作り出している。
例えば、コンシェルジェ・サービス 32
サービスの文化は各々のホテルの価値観と個性を反映するサービスの特徴ともいえる。
例えばタイのオリエンタル・ホテルのサービスは忠実かつ卑下的な謹んだ態度が特徴的で、
「腰を屈めるサービス」と指摘されている（王・劉編著 2002：213）。それに対して、シ
ンガポールのリッツ・カールトンホテルのサービスは自信と熱意に溢れる特色があり、「胸
を張るサービス」と言われている（王・劉編著 2002：214～215）。 
やベビーシッター・サービスなどがこれにあたる。 
このようなサービスの特徴は企業文化と同様に、異なる地域または国の特徴の表れでも
ある。王は国によるサービスの特徴を以下のように論述している（王大悟 2003：464～467）。
とりわけ、アメリカのサービスの特徴はシステムとマニュアルを強調するが、ヨーロッパ
のサービスの特徴は歴史と文化を重んずる。一方、アジアのサービスの特徴は情感的、つ
まり人情や気持ちを大切にし、一対一のサービスが得意である。そして、日本のサービス
は謙虚かつ卑下した態度で礼儀正しく、きめ細かいという特徴がある。中国は古来、「礼儀
之邦」（礼儀の国）と言われ、伝統的なサービスには、家族愛のような気持ちや心を持って
客を迎え、「賓至如帰」という宗旨がある。しかし、現在の中国のホテルサービスでは随意
的な様子が見られる。例えば知り合いであれば親切だが、見知らぬ人あるいは話しを交わ
したことのない人であれば、冷たく無愛想である。これはマニュアル・サービスの不徹底
さに関係すると考える。またそのようなサービス文化の特徴は「制度型服務文化」（システ
ム型サービス文化）、「歴史伝統型服務文化」（歴史伝統型サービス文化）、「親情随意型服務
文化」（人情を重んじる随意型サービス文化）に大別される。そして、王はそれぞれのサー
ビス文化にはメリットとデメリットがあり、顧客満足のため、各ホテルが自分の特長を発
揮する上で、他ホテルの長所を吸収し、融和する必要があると主張した。 
 
                                                   
31 基本的なサービス項目は外貨両替サービスやルームサービス、ポーターサービスなどのことである。 
32 コンシェルジュ（Concierge）は、1929年にフランスで発足した国際サービス組織である。この組織は、
顧客の多様性に対応するため、一般のホテルサービス以外に、より個性的、専門的、全面的サービスを提
供しようとする目的で設置された。その目印は、襟に金色のクロスしたキースタイルのバッチをつけてい
ることである。このため、中国語ではコンシェルジュは「金钥匙」（ゴールドキー）と呼ばれている。コ
ンシェルジュ・サービスは「金钥匙服務」である。コンシェルジュになるためは、サービス業における一
定の就職経験と資格が必要となる。その部署はフロント部門に属し、ベルデスクと合致している。そのサ
ービス理念は「平等・友情・誠実・謙虚・信頼と仕事に対するプライド」である。ちなみに、2000年まで
に、中国における「金钥匙」は 200名にものぼった。（中国旅遊飯店業協会・上海社会科学院旅遊研究中
心 2002：277～279） 
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４－４ 事例における企業文化のサービスへの影響 
これまでは企業文化とホテル文化、サービス文化を概観し、日中米 3 カ国に対して比較
を行った。本節では事例研究を通して企業文化がサービスへ及ぼす影響を考察し、実証す
る。またその比較によって中国国有ホテルにとって参考になりうるものを探る。事例につ
いては中国における日系ホテル・日中合弁ホテル・中国国有ホテル・欧米系ホテルのそれ
ぞれ代表的なホテル企業を取り上げる。具体的には表層文化つまり物質文化については現
場の観察を通して従業員の語学力や個性的なサービス、苦情書類を考察する。中間層文化
つまり制度文化では社員教育制度に重点をおく。核心層文化あるいは精神文化に関しては
インタビューに基づき、従業員のサービス意識を考察する。 
４－４－１ 日系ホテルの事例（GHS） 
上海花園飯店の概要（GHS、オークラグループ） 
上海にあるGHSは日本側の野村・中国投資株式会社による 100％の出資と上海錦江グル
ープの土地提供によって建てられた日中合作ホテルであるが、一般的に独立資本（以下は
独資とする）の日系ホテルとして認知されている。GHSは 1989 年に操業を始め、1990
年 3 月 20 日に正式に営業を開始した。上海の賑やかなビジネス・ショッピング街に立地
し、アーチ型の建物で、建築の風格は優雅なヨーロッパ的な雰囲気を示すものである。ホ
テルの運営 33は日本のホテルオークラグループによって行われており、現在は経営の現地
化に向けて進んでいる。GHSはシステム、サービス共に日本の方法を取り入れており、中
国における唯一の完全な日系ホテルとしてその特徴（チップを一切に受け取らないなど）
を前面に打ち出そうとしている。またGHSはオークラの看板とオークラの基準で経営して
いることを常に強調しており、オークラグループの一員として誇りを持って運営にあたっ
ていることが窺える。調査時には、6 代目の総支配人を含め、日本人スタッフ 9 名が日本
オークラホテルから派遣され駐在していた。さらに上海現地採用の日本人スタッフが 6 名
いた。2001 年にISO9001：200034の質量管理認証を取得し、ホテル業界においてこの認
証を取得した数少ないホテルの 1 つとなった。GHSは主に日本人のビジネス客と個人観光
客をターゲットとしながら地元（特に江蘇省と浙江省）の客層の開拓を目標にしている 35
                                                   
33 ホテル内のショップのみ、日本の三越百貨店によって運営されている。 
。 
34 ISO（International Organization for Standardization：国際標準化機構）により制定された品質
マネジメントの国際規格である。ISO9001：2000 は、ISO9001 の第三版であり、最新の国際標準規格で
ある。 
35 日本人客の割合は平均的に 60％以上を占めている。他に欧米人客は約 15％であり、アジア人客（中国・
台湾・香港・東南アジア）は約 25％である。また、GHS はビジネス客を主要なターゲットとしており、
 114 
表層文化 
第一線つまり現場で働く従業員は 20代後半以上の従業員が比較的多い。そして、従業員
の昇進は勤続年数と経験を重視する日本の年功序列制に近いと人事課のスタッフは言う。
スタッフの役職は中国式ではなく、「次長」や「係長」などのようにすべて日本式の役職名
を使用する 36
GHSの個性的なサービスは主に 4つあげられる。まず語学力の「3ポイント制」
。従業員の中には日本語に堪能なスタッフが多く、普段中国人従業員同士で
も日本語で話すことがある。日本人従業員とのコミュニケーションは日本語と英語で行わ
れる。フロントの従業員のほとんどは大卒者であり、少なくとも短大卒である。日本語以
外に英語に堪能な従業員も多い。ホテルで働くすべての従業員に配られているホテルの手
帳には、日中英の三ヵ国語の常用挨拶用語、GHSの経営理念・目標・サービス理念・日常
マニュアルなど様々な情報が載せられている。手帳の携帯は義務づけられている。それに
よって、ホテルの経営理念やサービス理念を日常的に従業員に教え込んでいる。 
37である。
スタッフのネームプレートに外国語の理解度をポイントで表示している。英語力を青い色
で、日本語力を赤い色で、それぞれ 3 つのポイントによって表す。1 ポイントは基本的な
会話ができるという意味である。2ポイントは一般的な会話ができるという意味である。3
ポイントはかなり専門的な会話ができるという意味である。3 ポイント制に関する説明は
フロントやパンフレット・客室の宿泊案内において明示されている。これによって、客が
スタッフの語学力を一目瞭然に分かるようになり、接客や苦情の迅速な対応に役立ってい
る。海外に行く人にとって最も悩むことは言葉の問題であるため、この制度は客の立場か
ら考え出したものである。そのような工夫こそホスピタリティ的なサービスといえよう。
なお、GHSでは通常の清掃を行う以外に、夜のベッドメイキングをする際に、顧客が使った
すべてのリネン類をきれいなものに取り替え、バスルームを再度清掃する 38
                                                                                                                                                 
団体客をあまり受け入れない方針である。 
。これはより
清潔かつ快適空間を提供したいホテル側の考えを表し、特に衛生面に厳しい日本人客に対
しては効果的である。またバスルームにはウォシュレットを使用するのも例外的である。
そもそも温水洗浄便座は日本の発明で、日本人客の好みに応じた設置となる。さらに、ホ
36例えば、「フロントマネジャー」はホテル内では「フロント課長」と呼ばれている。 
37 この 3ポイント制は 2年ごとに再審査が行われている。再審査を通ればポイントを名札に維持し、相応
する奨励金が与えられる。しかし不合格の場合にはポイントが取り除かれることになる。これは従業員に
とって収入の増加にも繋がり、持続的な学習を促している。このように、語学力の 3ポイント制は一石三
鳥のアイディアといえよう。 
38通常では特別な要求がない限り、客室に対する清掃は昼一回のみ行われ、夜は就寝の準備でベッドメイ
キングだけをするホテルが多い。 
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テルは中国で使える携帯電話の貸し出しサービスを2004年2月より行うようになった。GHS
では日本人のビジネス利用客が圧倒的に多いため、このサービスはビジネス客にとって特
に便利であろう。最後にGHSの客室鍵はオリジナルキーを使用しており、これは他ホテルと
の差別化を図ろうとする措置の一つといえよう 39。そのルームキーは中国の古いスタイル
が模倣され、チェックインする際にその独特な形に興味を示す顧客 40
客室にはアンケートが 2枚置かれている。1 枚は日本語版で 3 段階評価法が用いられる
が
が多い。 
41、もう 1枚は英語と中国語を併記した形式である 5段階評価法となっている 42
中間層文化 
。アン
ケートにはチェック欄と記述欄が設けられている。その統計と分析は 3段階評価法に基づ
く。苦情資料はアンケートと口頭、そして顧客のコメントが含まれるマーケティング部門
の報告書によって構成される。経営企画課に集められたアンケートと苦情は、専属担当者
によって月ごとに集計、分析され、数種類の分析表と結果報告書にまとめられる。さらに
苦情に関係する部門に対してその改善方法を求めるという循環的システムをとっている。 
GHSの教育制度には新人教育、現場教育、語学教育、一般教育といった内容がある。教
育の実施にあたっては、「研修課管理規範」43
社員教育の中で最も力を入れているのは新人教育である。GHS では経験者を一切採用せ
ず、開業して以来すべて各年度の新卒者を採用する方針である。その理由として、まず経
験者は以前の勤務先のやり方や考え方から先入観を持ちやすく、新しい理念ややり方を受
け入れ難い恐れがある。また新卒者はゼロから始めるため、当該ホテルの理念ややり方を
という詳細かつ厳密なマニュアルをもとに、
具体的な手順に沿って行われる。社員教育用にホテルの 34 階に「花園学校」という専用
の場所を設けている。また、社員教育の方針が 5 つあげられている。①民間外交官の一員
としての誇りを持つ、②顧客の喜びを自分の喜びとする、③世界のナンバーワンのプロに
なれるように努力する、④和の精神を保つ、⑤家庭を愛する・会社を愛する・上海を愛す
るという「三愛」精神の維持である。 
                                                   
39 日本においても、類似するキースタイルを用いるホテルがある（HOTEL GRAPHICS編集プロジェクト編 
1992 『HOTEL GRAPHICS－Creative Hotel Identity Designs in Japan』 株式会社メイセイ出版）。し
かし、カード式のキースタイルを使用するホテルが圧倒的に多いため、ここでは、個性的な点としてあげ
ることにする。添付資料 30を参照されたい。 
40 特に西洋人客が興味を持っており、チェックインをする際に面白そうに賞玩しているのを何回も見たこ
とがある。 
41 添付資料 20を参照されたい。 
42 添付資料 21を参照されたい。 
43 「研修課管理規範」には、社員教育の意義や目的、教育方法、スケジュール、評価方法などが詳細に記
録され、それぞれの進度表も付加されている。 
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覚えやすく教育を受け入れやすい。そして、当該ホテルは新卒者にとって社会人となって
から初めての職場であるため、ホテルに対する愛情を生じやすく、愛社意識を養いやすい。 
GHSでは正社員になるには一般実習生から、内定実習生、社員としての試用期間の三段
階を経る必要がある。実習生に対する教育は５日間行われる。その間にホテルの概況、礼
儀の知識、衛生や安全の知識、ケーススタディによるサービス意識の養成などの内容を行
う。新人或いは内定実習生の入社教育は 3日間で行われ、具体的には各部署の業務の流れ、
ホテルの歴史やサービス・マニュアルなどの内容がある。その後は現場教育の段階に入る。
各部署ではそれぞれの状況に合わせて新人教育カード 44
語学教育に関しては主に日本語と英語が中心であるが、日本語教育をより重視する。新
人に対して入社後に 3 ヵ月の日本語の学習期間があり、仕事のない時間帯に「花園学校」
で行われる。毎年日本語と英語に対して 3 回のテスト
を制作し、各項目に沿って実施の
期日や担当者そして考査者を記入する。3 ヵ月と 6 ヵ月ごとに、人事部は個々の新人とそ
の人が所属する部署の責任者に対してそれぞれに面談を行い、新人の現場教育状況を把握
する。この面談は最初の 2 年間の間に繰り返され、その記録は保存される。このように、
新人教育が細かく厳格に行われている様子が伺える。 
45
一般教育に関しては毎年、各部署がそれぞれに社員教育計画を作成し、人事部の監督を
うけ、オフシーズンの期間内に各自で行う。それ以外に毎年、日本のオークラホテルに研
修生を送り、短期間の研修教育が行われている。そして、従業員の社外における自主学習
が推奨されているが、具体的な奨励方法は調査時にはまだ検討中であった。サービス意識
への教育は、新人教育ではビデオによるケーススタディ、現場教育ではサービス理念の強
調とサービスする習慣の養成によって行われている。 
を行うが、全てを受験する必要は
なく、その中の 1 回だけに合格すればよいとされている。合格者に対しては一定の奨励金
が与えられる。3 回とも不合格であれば、名札のポイントが取り除かれることになるのみ
ならず、翌年の昇給は半額に減額される。 
以上のように GHSでは教育マニュアルの作成と実施、管理部署と現場の協力、そして各
種の教育訓練などを通して、社員教育を重要視する姿勢を示している。一方社員教育につ
いて従業員はホテルが社員教育を重視する姿勢と意欲を感じ、効果もあると評価している。 
核心文化 
                                                   
44日本レストラン「山里」の新人研修カードを例としてあげる。添付資料 23を参照されたい。 
45テストは筆記試験と口頭試験に分かれる。日本語の 3 つ目のポイントを取るための筆記試験は日本が実
施している「日本語能力試験」よりも難しいと研修課の担当者は言っている。 
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GHSのサービス理念に関してはインタビューを受けた全員が「Best Accommodation・
Cuisine・Service 」（最高の施設・料理・サービス。以下はBest ACSと略称する）をあ
げた。Best ACSはオークラホテルグループの共有する理念である。そのうち、Best S
に関しては 7 人が「客人的满意,是我们的满意」46
GHS のサービスの実態について、上海において GHS のサービスレベルが高いと主張す
る従業員が最も多く 8 人であったことから、従業員は GHS のサービスについて誇りを持
っていることがわかる。サービスにおける優れる点として具体的に「チームワーク・笑顔
と挨拶・情報の共有・完備した体制と厳密なシステム・協調性・顧客を満足させる態度と
動き・サービス理念など」があげられている。また「日本式のサービスを提供している」
と「日中のサービスの特徴がミックスしたサービスの提供」と答える従業員がそれぞれ同
じ 4 人であった。日本的なサービスの具現として「細かいところへの気配り・自分を低く
する姿勢と忍従的な態度・礼儀の強調・損をしても顧客の満足を第一にする」といった点
が指摘されている。GHS のサービスにおける改善すべき点について「忙しいときの配慮・
責任が明確ではない・英語力・日本的なサービスに頼るばかりで GHS の個性がない・人
材の確保など」の意見がある。その回答ではサービスに関する意見以外にマネジメントや
制度、人材などに関わる意見も多数あげられており、従業員は単にサービスを考えるだけ
でなく、ホテル全体の連動を常に意識する様子が伺える。 
（顧客の満足は我々の満足である）をあ
げている。また、「和」（チームワークの協調）をあげたのは 2 人である。よって、Best ACS
はメイン理念であり、「顧客の満足は我々の満足」はより具体的なサブ理念であると認識さ
れているといえよう。サービス理念への共有度と認知度からサービスに対する従業員の認
識の統一性と社員教育の徹底性及び一貫性を有することが推察できる。 
 従業員の職業観についてたずねたところ「ホテルの仕事が好き、GHS で長くやっている
ため愛情を持っている」という理由でホテル業を生涯の職業として考えている従業員は 5
人である。一方「ホテルの仕事は人生の経験を豊かにさせる、語学力を向上させられる、
自分を鍛えるにはいいところ」といった理由をあげ、次の就職に有利だと考えられている。
また「年齢のため転職するつもりはないが、若ければいろんな仕事にチャレンジしたい」
と 2 人が述べた。ホテルの仕事に対して肯定的な評価が一般的である中で、定職だと考え
る従業員（5 人）以外に転職を考える従業員（6 人）が多い。その選択にあたっては年齢
                                                   
46 このスローガンは、中国語、日本語、英語でユニフォームにつけているスマイルのリボンに書かれて
ある。資料 31を参照されたい。このリボンは一定期間が経過すると変更される。そのたびにスローガン
も変わる。 
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が大きな要因となっている。 
 GHSのホテル文化あるいは特徴に関する従業員の理解を 2つに大別することができる。
とりわけ外的要素と内的要素である。外的要素では「建築や装飾の風格は西洋的、好立地
や庭園などを有する良い自然環境、日本語の対応をより得意とする語学力」などがあげら
れる。一方、内的要素として「日本のマネジメント・ノウハウ、「和」の精神、日本的なサ
ービス、歴史性、厳密なシステムなど」がある。GHS に潜在する文化的雰囲気は中国的と
いうよりも日本的な特色の方がより強く感じられ、認知されている。GHS が日系ホテルと
しての位置づけが鮮明であり、従業員に十分に意識されていることが推察できる。 
 
４－４－２ 日中合弁ホテルの事例（CFG） 
北京長富宮飯店の概要（CFG、ニューオータニグループ） 
北京にあるCFGは、天安門広場や北京駅に隣接した賑やかなビジネス地区と大使館街に
位置し、交通やビジネス、観光などに便利な立地を有する。ホテル・アパート・オフィス
の 3 部門からなる長富宮中心（長富宮センター）のホテル部門として 1990 年に正式的に
営業を開始した。日中友好交流のシンボルとして最初に建てられた日中合弁ホテルとして
知られている。「長富宮」というホテル名は、万里の長城の「長」と富士山の「富」を一文
字ずつ取ってつけられたもので、日中の友好関係が長城と富士山のように、揺るがない永
久に不滅なものとする願いが込められている。長富宮中心（長富宮センター）は、日本側
シーシーアイ株式会社 47による 25.9％の出資、それと中国側北京首都旅遊集団有限責任会
社（略称は首旅集団）による 74.1％の出資によってつくられた。ホテル部門、すなわちCFG
はニューオータニというホテルブランド名を使用しており、日本のホテルニューオータニ
グループが運営参加している。そのため、毎年多数のニューオータニのスタッフが派遣さ
れ、運営指導にあたる。調査時には 6 代目の総支配人以外に、営業部長、宿泊・料飲部長、
和食調理長、アシスタントマネージャー、レストランマネージャー、和食副調理長の 7 名
のニューオータニのスタッフが東京･大阪から赴任していた。このホテルでは日本人の駐在
員、ビジネスマン、観光客（個人と団体）を主なターゲットとしている 48
表層文化 
。 
現場に立つ従業員は比較的若年層が多く、フロントではほとんど 20 代前半である。ま
                                                   
47 シーシーアイ株式会社は、新日本製鉄、朝陽貿易、三菱商事など 45 社の共同出資会社である。 
48 具体的には、日本人客は約半分を占め、中国人客が 3 割で、他が 2 割である。ホテルは日本人客の割
合を拡大すると共に、西洋人客の獲得を目標にしている。 
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た、ホテルは多くの研修生を受け入れており 49
サービス項目において最も個性的なサービスはガイドサービスである。すなわち、自転
車を借りる顧客に対して、ベルボーイがガイドの替わりに顧客と共に自転車に乗って天安
門広場まで案内するサービスである。しかし、調査の時点では自転車が多数紛失したり、
故障したりしていたため、一時中止され今後の再開のめどはまだ立っていない状態であっ
た。日常サービスでは特に朝の挨拶に力を入れており、フロントを通るすべての顧客に必
ず挨拶するように指導されている。日系ホテルの挨拶重視という特徴がみられる。また、
通常ドアマンは名の通りに男性が多いが、CFG では若い女性をドアガールとして多く採用
することによって、顧客がホテルに入る時点から優しさと親切さを感じさせ、顧客から好
評を得ている。 
、フィールドワークの時点ではフロントに
６人もいた。ホテルの管理職の従業員によれば、「若い人は機敏で活力があり、革新意識を
持っているため、若年層の人材を採用する。そしてコストの削減それにホテル専門学校と
の連携契約により、研修生を多く受け入れている。フロントでは研修生だけではなく、正
社員もホテル専門学校の出身が多い」とのことである。よって、CFGは経験より革新力を
求めている姿が伺える。従業員の日本語能力に関して、ほとんどの従業員は挨拶程度の日
本語ができる。それに各部署における常用語や顧客からよくある質問などに対して、ある
程度日本語で対応できるが、熟練度はそれほど高くない。日本語の習得は入社後の日本語
教育による場合がほとんどである。 
客室におけるアンケート用紙には、日本語と中国語、英語が１枚に併記されている 50。
チェック欄と記述欄が設けられ、3 段階評価法が用いられている。アンケートの統計や分
析、結果報告書の作成は全てフロントの専属従業員によって作成され、1 ヶ月ごとにまと
められる。口頭で受ける苦情の大半は記録することはない。苦情に対する返答は各々の事
情によって、総経理 51
中間層文化 
が判断した上で返答の手紙を送る。賛辞や苦情に直接関わる部門に
は、上から当該部門だけに連絡する。  
CFGの社員教育制度にはGHSと同様に新人教育、現場教育、語学教育、一般教育といっ
た内容がある。教育マニュアルに関しては、既成の具体的で体系的なものがなく、その時
                                                   
49フィールドワークの時点ではフロントに研修生が６人もいた。 
50 添付資料 19を参照されたい。 
51 「総経理」は社長にあたるが、総支配人に相当する場合もある。CFGの場合では、日中合弁会社のため、
中国人と日本人の総経理がそれぞれ一人ずついる。日本人総経理の場合は総支配人と呼ばれ、通常業務の
補助やアドバイスを提供する立場にある。 
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の状況にあわせて作る場合もある 52
新人教育は 10日間で総合的に行われる。主な内容はホテルの施設や部署に関する紹介、
礼儀、挨拶用語、接客テクニック、サービス理念などである。その後新人は各部署に配属
され、3 ヵ月の研修期間で現場での仕事の手順や注意事項といった現場教育を受ける。 
。従業員の社員教育への理解について「社員教育の実
施は中国側をベースとし、特に語学を重視する」という認識が多かった。 
一般従業員に対する教育としては大別すると、語学教育と一般教育がある。CFGは英語と日
本語の両方が自由に話せるホテルづくり 53のために最も語学教育、中でも特に日本語力に
力をいれている 54。語学力に関するテストは 3ヵ月と 1年ごとに実施されている。合格者
に一定の奨励金を与える。語学教育は実際の仕事に役立つと従業員に評価されており、日
本語が習得できることはキャリアアップにも繋がるため、歓迎されている。長富宮センタ
ーが「日中友好プロジェクトの意識調査」という目的で 2003年にセンターで働く従業員を
対象として実施したアンケート 55
一般教育では勉強会という形式で全社員に向けてホテル業の仕組み、各部署の仕事の流
れ、世界におけるホテル事情、ホテルのマネジメントなどホテル業に関わる専門知識を学
ぶ。この教育はホテル業の専門家と各部署の責任者などによって行われている。これらの
教育以外に毎年日本にあるニューオータニホテルに研修生を送る短期研修制度もある。そ
してホテルは従業員の外部での自主学習も推奨している。実際特に若年層の従業員の間で
は自主学習を行っている者が多く、勉強の意欲が高い
では、日本語力を高めたいとの希望が多く、会社で習得
した日本語で意思疎通ができ、自由に会話できると考える人の割合が高く、日本語教育の
成果と有効性が察知できた。 
56
サービス意識への教育は新人教育の段階では顧客の類型・性格・苦情対応などといった
顧客理解と、自分の仕事の性格・責任・役目などといった自己理解の両方から行われる。
そこでは顧客の欲求に対応する機敏なサービスのあり方が強調され、異なる顧客に対して
それぞれに相応するサービスの提供が必要とされる。現場におけるサービス意識の教育は、
。 
                                                   
52 研修課の担当者の話による。 
53中国語では「双語品牌」としている。 
54日本人従業員は日本語教育において重要な役割を果たしている。 
55 2003年 11月に長富宮管理者及び一般職 102名に実施したアンケートでは、「会社で日本語を覚えた」
と回答した率は 54％である。また、従業員の日本語会話能力について、「ほとんど不自由なく会話できる」
と答えたのは 15％であり、「自分の業務に関することなら意思疎通できる」と答えたのは 35％であり、合
わせて 50％にも達している。そして、会社の日本語教育の成果に関して、95％の人が役に立っていると答
えた。更に、日本語教育の時間をもっと増やして欲しいと考える人の割合は 58％であった。 
56 フロントでは、半数以上の従業員が仕事のない時に、外部の塾に通ってコンピュータや経理などの資格
を取ろうとしている。 
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サービスの提供にあたる習慣の養成に重点をおく。具体的には目つき・スマイル・言葉遣
いなどに対する注意を促す。 
核心文化 
CFGのサービス理念について、日本人従業員はCFGのサービス理念ではなく、ニューオ
ータニホテルの理念 57をあげ、CFGにおいてアドバイザーと補助という立場にあることを
意識し「CFGの理念に関しては口にすべきものではなく、自分の行動でサービスのやり方
や本質を示すほうがいい」と考えている。よって、日本人従業員はCFGに対する帰属意識
がないことがわかる。一方中国人従業員側では「没有最好,只有更好 58
CFG のサービスの実態に関しては日本的なサービスのやり方を取り入れていると認識
する従業員が大半を占め、具体的には「日本語の対応、細かいところへの気配り、笑顔や
挨拶といった立ち居振る舞いの強調、VIP の接遇の仕方」があげられている。そしてこれ
らは CFG のサービスにおける優れた点として意識されている。その反面日本人従業員は
CFG のサービスは基本的に中国のやり方をベースにしており、日本人のサービスに対する
要求をまだ満たしていないと指摘した。サービスに関わる改善すべき点ではハード面の整
備がよくあげられ、他には「中国人客より日本人客への対応がより周到かつ親切であり、
サービス意識の改革、臨機応変な対応が不足している」と指摘された。また客層のレベル
をアップしてほしいと言及した従業員が二人おり、顧客に対する不満が暗に存在する。 
（3 人）（サービスに
は頂点がなく、常によりよいサービスを追求すること）、優質・快速・準確（2 人）（優れ
た品質・迅速・正確）、顧客は神様である（3 人）、サービス第一（2 人）、人本主義（2 人）
など」のように回答がさまざまである。そこから従業員側が当ホテルのサービス理念に対
する認識が多様で統一されていない様子が伺われる。  
従業員の職業観について、日本人従業員はホテルの仕事が好きだから続けるつもりとの
返答に対して、中国人従業員はホテルの仕事を社会と接触するよい機会やコミュニケーシ
ョン能力を鍛える場として重視する。また、ホテルでの経験を将来よりよい就職につなげ
ていきたいと考える従業員は 9 人で、圧倒的に若年層の従業員の間に見られる。それに対
して、35 歳以上の中国人従業員は比較的今の仕事をやり続けたいという答えが多く安定性
                                                   
57ニューオータニホテルグループの社是：和楽・一心・相互信頼。スピリチュアルビジネス：お役に立つ、
喜んでいただく、楽しんでいただく、寛いでいただく。企業理念：顧客に尊敬されるサービス、自分自身
が誇りと思える仕事、ナンバーワンを目指すホテル（CFGにおける日本人従業員が持参するニューオータ
ニの手帳より） 
58 「没有最好,只有更好」（サービスには頂点がなく、常によりよいサービスを追求すること）は総経理（中
国人社長）が唱えるサービス理念である。なお、研修課の担当者による CFGのサービス理念は「微笑,迅
速,准确」（スマイル・迅速・正確）である。 
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を求める。このように日本人従業員は仕事に好き嫌いで動機づけをするが、中国人従業員
は自分自身に有利か不利かを意識する傾向がある。 
CFG のホテル文化あるいは特徴についてたずねたところ、従業員側は苦情対応や VIP
接遇などにおいて日本的なサービスのやり方を取り入れるとあげ、日本的なサービスの仕
方を意識している。対して日本人従業員の 3 人は CFG に日中のホテル文化をミックスし
た部分はあるが、基本的には中国のやり方であることを強調した。 
 
４－４－３ 中国国有ホテルの事例（JJH） 
上海錦江飯店の概要（JJH、錦江グループ） 
上海にあるJJHはGHSに隣接しており、錦江集団（錦江グループ）59に属し、中国におい
て有数の 5 つ星国有ホテルの 1 つである。JJHがホテルとして開業したのは 1951 年であ
り、1999 年の大改装を経て現在に至っている。50 年以上もの歴史を有する老舗ホテルで
ある。その前身は日本に留学した経験のある董竹君氏によって 1929 年に開業した「錦江
四川料理レストラン」であった（張 2001）。JJHはかつてニクソン、周恩来などの国家首
脳も利用した上海の名門ホテルであり、今でも毎年数多くの政府のVIP客を厚遇している。
現在まですでに 150 カ国以上の指導者や政府の高層幹部、商業界や芸能界の有名人をもて
なしてきた。政府のVIP客の接待においては特に知名度が高い。JJHは現在の客層を維持
した上で、西洋人客の獲得に力をいれるという目標を立てている 60
表層文化 
。 
現場の従業員には若年層が比較的に少なく、30 代以上の従業員が多い。外国人客の中で
は日本人客の割合が最も高く、全体の約 36％を占めているにもかかわらず、日本語を話せ
る従業員は極めて少ない 61
                                                   
59 錦江集団は、中国国内において最も早く成立したホテルマネジメントチェーンであり、現在所有ないし
運営参加のホテル数が最も多く、大きな影響力を持っている。2002年、中国におけるホテルチェーンのト
ップ 10では、第一位であった（中国旅游飯店業協会 2003：294）。また、世界におけるホテルマネジメン
トチェーンのベスト 300のランキングにも入っていた（奚 2004：21）。 
。その一因としてホテル側が日本語力より英語力を重要視して
いる点があげられる。仕事中に従業員は私語したり、よくバックオフィスで休んだり、新
聞を読んだりしており、仕事に対する意欲が低い様子が観察される。そして全体的にチー
60 宿泊客の実際の構成は、中国人客が約 30－40％で、外国人客が約 60－70％である。外国人の中では日
本人客の割合が最も高く約 60％を占めている。 
61 日本人客の好みに対応する特別なサービスはない。日本人客が JJH を選ぶ理由にホテルの向かい側に
ある GHS が近いからと従業員はいう。具体的には、日本から来る VIP が GHS に泊まる場合、報道陣や
関係者がよく JJH を利用することや、また JJH の宿泊料が GHS より安いこともあって、日本語の通訳
や資料を求めるときは向かい側の GHS にいけるから便利だと考える観光客もいるとあげられている。 
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ムワークの意識が欠けており、部署間の協力体制が整えられていない様子が見られる 62
個性的なサービスとしてはまず客室の清掃があげられるが、それはGHSと同様に昼夜 2
回に渡って使用したリネン類の交換やバスルームを再度清掃する。それによって常に部屋
の清潔感を保つようにしている。2 つ目は、すべてのツインルームとダブルルームに置く
歯ブラシやスリッパなどの備品は、すぐに区別できるように色分けしている
。 
63。3 つ目は、
インド人のドアマンである。その服装は、建国前の上海租界地で外国人が住む建物を警備
していたインド人傭兵の姿を真似たものである 64
客室に置かれているアンケート用紙は、パンフレットと同様にとても簡単なもので
。インド人ドアマンの存在は中国にとっ
て歴史的な葛藤があるため、一時大いに論争を呼んだが、JJHは他ホテルとの差別化を図
るため採用し、まれなケースとなった。はじめて訪れた顧客の大半は、ホテルに入る瞬間
驚きの表情を浮かべる。  
65、
記述欄しか設けられていない。幹部の話によれば、「元々はチェック欄と記述欄を併記した
アンケート用紙を使用していたが、従業員が勝手にチェック欄をチェックする恐れがある
ため、2000 年から記述式のアンケートを用いるようになった」66
中間層文化 
ということである。また、
アンケートの回収は月に大体 1、2 通のみの状態で、回収率がきわめて低い。ゆえに正式
な統計や分析も行われていない。よってホテルは従業員を信用しない様子が察知できる。
低い回収率の原因として、宿泊客にとって記述は考える必要と記入する時間を要するため、
記入したがらないと考えられる。 
                                                   
62 従業員の話によると、「仕事より人間関係がより大事である。仕事の遂行において、他部署の人と仲良
しでなければ、便宜をはかってもらえないし、協力もしてくれない」という。また、部署間の協力体制に
関わる筆者の実体験がある。それは宿泊客から水を飲むグラスが欲しいと頼まれた際の話である。そのグ
ラスは客室サービスセンターにおいておらず、たまたま客室スタッフが人手不足で、コーヒーラウンジに
持ってきてほしいという申し出をしたが、「忙しいから無理だ」ときっぱり断わられた。その後、筆者が
取りにいったときに、ラウンジのスタッフが二人世間話をしており、客は一人も居なかった。このことか
ら、従業員の仕事に対する態度と部署間の協力体制の実態が伺える。 
63 中国のホテルでは区別をするホテルがそれほど多くない。それに色分けをしているホテルでも表面の包
装を開けてみないと色がわからない場合が多い。したがって、ここでは特徴的なサービスとしてあげる。 
64 清末、上海の租界は欧米列強が軍事力を背景に清朝から支配権を得て作られたものである。その租界地
で警備をしていたインド人傭兵は、屈辱的な時代を象徴する存在ともいえる。したがって、このインド人
傭兵を思わせるインド人ドアマンの採用に抵抗を覚える中国人も多い。インド人ドアマンを採用した当時、
地元では大いに議論がおこっていた。独創的であると評価される一方、恥辱的な植民地時代を思い起こさ
せると批判する意見もあった。インド人をドアマンとして採用するのはまれなケースのため、ここでは JJH
の特色としてあげることにする。 
65 添付資料 22を参照されたい。 
66普通のアンケート用紙は 3面を糊付けるタイプであるが、JJHのアンケートの糊付けの部分は 1面のみ
である。そのため記述欄だけのアンケートではあるが、従業員は閉じられているはずのアンケートの内容
を簡単に見ることができる。アンケートの内容を見て、自分あるいは所属する部署に関わるよくない評価
であれば即座に捨てると従業員が言っていた。 
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JJH の社員教育は形式的に CFG や GHS と変わりがない。すなわち新人教育、現場教
育、語学教育、一般教育の 4 つである。しかし内容と実態から見ると、JJH なりの独自な
性格が示されている。社員教育を担当する研修課の話によれば、教育は定期的に実施する
のではなく、計画もその時・その場で立て、関係する部署と連絡した上で実行していくと
いう。そこには教育マニュアルも継続的な計画もなく、社員教育における随意性が見られ
る。 
ところが 3 日間の新人入社教育は慣例的に社員研修教室で行われ、比較的に一貫性が見
られる。その内容はホテルの概況、サービス理念、安全知識、食品衛生法、「錦江飯店服務
守則」（錦江ホテルサービス規則）の学習などである。その後行う現場教育では具体的な仕
事の手順や注意事項などが教えられ、一人の新人につき一人のトレーナーがつけられる。 
語学教育では英語力が最も重視されるため英語を中心に行われるが、日本語の教育は不
定期的に行われ、挨拶言葉の程度である。英語の教育は上海市旅遊委員会（上海市観光局）
が実施する外国語試験 67
サービス理念やサービス意識に関しては、入社教育において教われるが、主に「錦江飯
店服務守則」（錦江ホテルサービス規則）に基づく内容である。それは JJH のサービス規
範として、全従業員に毎日携帯することと記憶することが義務付けられている。ところが、
従業員側に聞いたところでは、「もっていない、あるいは覚えていない」という返答で、サ
ービス規範に対する無関心な態度が示されている。さらに、管理職の従業員の話によると
「あらゆる面に及ぶマニュアルが錦江グループの本部から配られたが、普段は本棚にしま
ったままで、依然として JJH なりのものを使用する。それに、たとえ JJH が新しいマニ
ュアルや規定を出しても普段の仕事のやり方には影響が殆んどない。旧来のやり方はなか
に合格することを目標とする。各部署でそれぞれに使用する職場
英語に合わせて、3 ヵ月を期間とする教育が行われる。研修課の担当者の話によると「殆
どの従業員がそれぞれに対応する等級試験に合格したため、現在では特に英語教育は行わ
れていない。しかし毎年英語教育を要求する従業員の人数に応じて、何回か実施するが、
人数が少ない場合は基本的に自主学習という形になる」ということである。そして従業員
の一般教育ではJJHや錦江集団、または上海市旅遊委員会による新しい規定あるいは新し
い評価基準が出される際に、各部署のチーフ以上の従業員を対象とする勉強会が行われる。 
                                                   
67 A、B、Cの 3つのランクが設けられ、職場によって、それぞれに対応する最低必要ランクが異なる。外
国語は主に英語と日本語であり、それぞれに筆記試験と口頭試験がある。外国語の試験以外に、法律、道
徳、礼儀などに関する試験科目もある。これをもとに、上海市は、毎年、「上海市旅遊行業員工統一考試
日期計划表」（上海市観光業界における従業員の統一試験の期日に関する計画表）をつくり、各ホテルに
配っている。 
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なか変わりにくいのである」ということである。 
核心文化 
JJH のサービス理念に関して「顧客を満足させること、顧客第一、錦江グループのナン
バーワンになること」という答えをあげている。また、「分からない」と回答したのは 2
人である。従業員の回答から顧客が最も重要視されていることが伺える。ところがインタ
ビューを受けた従業員は具体的な説明をせずに単にサービス理念をあげたのみで、それに
対する理解を述べなかった。サービス理念について深く考えていない可能性がありうる。 
JJH におけるサービスの良い点として「豊富な経験を持つ従業員が多いため臨機応変に
対応ができる（6 人）、顧客の需要に常に配慮し対応する」という意見があった。その経験
については具体的に「安全意識、VIP の接待、突発事件が起こった時の対応」があげられ
ている。一方、サービスにおいて改善すべき点には「ハード面の改善、若年層の従業員が
経験不足のため積極性に欠ける、一般客と VIP 客への対応する態度が異なる、マネジメン
トをきちんとやっていない、マネジメントの手法を改革すべき」といった意見があげられ
ている。このように、サービスの提供において経験が重要視されることが分かる。経験を
豊富に持つことから、従業員の勤務年数が短くないことが想像でき、転職率の高くない様
子が推察できる。ところが、豊富な経験を有する従業員はサービスの提供にあたって旧来
のやり方や経験に沿って行う場合が多くなる。そのため先進的なノウハウやテクニックが
導入されても、新しい規定やマニュアルが出されても、継続的に実施することが困難で新
しい考え方とやり方を受け入れがたい傾向があるという指摘がある。またサービスの提供
にあたって、重要なのは「仕事の効率より仕事に対する態度の善し悪し、上司の指示や同
僚の意見を聞くこと、設備や施設の改善」という意見があった。そこから仕事上サービス
そのものより、上司や同僚との関係が大切とされている様子を伺わせ、人間関係を重視す
ることがわかる。 
従業員の職業観に関しては「現時点の仕事を真面目にする、何も考えず「过一天算一天」
（一日また一日と過せばいい）」と答えたのはそれぞれ 2 人である。無回答は 3 人である。
転職の予定の有無について 2 人は「ある」と答えたのに対して、5 人は「ない」と回答し
た。「ない」と答えた 5 人の理由には「年齢が高い（3 人）、他に行くところがない（2 人）」
があげられている。このように仕事に対して意欲的とは言えず 68
                                                   
68フロントでのフィールドワークにおいて、仕事時間帯に従業員がよく休憩室で休んだり、新聞を見たり、
談笑したりする風景をよく見かけた。また表に立つ時もガムを噛んだり、私語をしたりする光景も多々あ
、無為に日々を過ごし消
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極的な職業態度を伺わせる。また転職を考えない従業員が多いことからJJHの転職率が低
いことが推測できるが、その理由はホテルに対する愛社精神からではなく、「仕方がない」
という意味合いが背後にあると推察される。 
JJH のホテル文化あるいは特徴について「歴史のあるホテル、数多くの VIP（特に政府
の関係者）を接待する名ホテル、VIP を接待する経験が豊富であること、好立地と良い自
然環境など」があげられている。一方否定的な意見もあげられ、「仕事より内部の人間関係
を重視する、顧客よりまず上司の意見を伺う、旧来のやり方や経験によって仕事をするた
めマニュアルや制度などを無視しがち」などである。したがって、従業員はホテルの持つ
悠久かつ栄光ある歴史や接客における経験の豊富さを、ホテルの長所かつ特徴として認知
し、誇りを持っている一方、そこから生じてくる欠点も認識している。なお、人間関係を
重視する動機としては「仕事をやりやすくするため、後ろ盾を作りたいから、出世したい
から」等があげられている。このように、JJH の従業員に重要視されている点は伝統・名
誉・経験・人間関係・上司の見方などであるといえよう。 
 
４－４－４ 欧米系ホテルの事例（PRH） 
上海波特曼麗嘉酒店の概要（PRH、マリオット・インターナショナルグループ） 
PRHは上海南京路沿いにあるオフィス・マンション・劇場・ショッピングセンターなど
が入っている複合施設である上海商城の中核にある。PRHの最大のオーナーはアメリカ人
建築家ジョン・ポートマン氏で、実際の運営管理はリッツ・カールトンに委託している。
これはホテルの名前である「ザ・ポートマン・リッツ・カールトン上海」からも窺われる。
リッツ・カールトンは世界各地に展開している 5 つ星クラスのラグジュアリーホテル 69
                                                                                                                                                 
る。 
で
あり、マリオット・インターナショナルのホテルブランドであるが、従来のマリオット・
インターナショナルに属している他のブランドとは一線を画した運営を行っている。それ
は世界のあらゆる上質な客をターゲットとし、最高品質のサービスを提供するという定評
を守るために作り上げられた一連の独自なシステムである。そこにはサービス・運営管理・
人材育成・顧客管理・従業員満足などホテル運営のすべてが含まれている。リッツ・カー
ルトンはサービス産業の革命児と自負し、サービスの提供において最高級と評価されホテ
ル業界に君臨し、しばしばホスピタリティ経営の模範として取り上げられている。PRHは
69 ラグジュアリーホテルは、個人客として行き届いたパーソナル・タッチのサービスを求める顧客のニー
ズを満たすホテルとして中規模で高級なホテルが多い。 
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リッツ・カールトン系列の一員として世界中にあるリッツ・カールトンホテルと同様に一
流・豪華・行き届いたサービスの代名詞となっている。PRHは 1998 年に開業して以来世
界ホテルランキングトップ 500 に入り、数回に渡り「アジア・ベスト・ビジネスホテル」・
「中国ベスト・ビジネスホテル」・「ベスト・エンプロイヤー賞」・「アジア・ベスト・コン
ベンションホテル」などの賞と称号を授与されている。2007 年、PRHはホテルの格付け
の最高ランクであるプラチナ 5 つ星を獲得した。PRHのターゲット設定は世界各地にある
リッツカールトンホテルと同様に世界トップ 5％の人、あるいは世界における優良企業の
従業員となっている。そこでは国籍ではなく、世界のあらゆる地域の一定の地位と経済力
を持つ人を対象とする 70
表層文化 
。 
PRHの従業員は国籍から言っても、年齢から言ってもバラエティーがあり、客のみなら
ず同僚にも積極的にジョークを交わしながら挨拶したり、明るく友好的な振舞いをしたり
して、上司と部下・同僚の間では距離感が感じられない 71。社内の書類や文通・従業員（中
国人従業員を含め）の会話でも常に英語を使用する。PRHでの共通語は英語と中国語であ
る 72。PRHは従業員満足度をきわめて重視し 73定期的に従業員の意見を把握するアンケー
ト 74を実施する。またPRHでは定期的に社員旅行やスポーツ大会・クリスマスパーティを
開き、誕生日の従業員に 50 元の祝い金とケーキを贈り、離職者には部署内での送別会 75を
行い、新入社員 76への歓迎会も行う。なお、従業員全員は「クレド」と呼ばれる四つ折の
ラミネートカード 77と「ファーストクラス・カード」78
                                                   
70 実際の利用客には、アメリカ人に続いてヨーロッパ人、アジア人（日本・香港・ローカル・台湾・シン
ガポール）の順になっている。またビジネス客あるいは個人客をメインターゲットとしているが、オフシ
ーズンには観光客からなる団体客で客室稼働率を維持する。全体的では欧米人客が圧倒的に多いが、近年
日本人客が増える趨勢が見られる。 
を常に携帯している。「クレド」は
スタッフの行動指針が記されてあり、「ゴールド・スタンダード（黄金律）」と総称され、
リッツカールトンの理念や使命、サービス哲学を凝縮した不変の価値観である。「ファース
71 フィールドワークの初日、フロントの責任者の話が印象深かった。それは「私の仕事は部下を楽しませ
ることである。部下が楽しければ、客も楽しくなる」という話であった。 
72調査時にフロントに日本語のできる従業員が二人いた。セールス部に一人の日本人の社員がいる。 
73 PRH の成功の理由について総支配人は 100％の従業員満足が 100％の顧客満足に繋がり、そして利益
をもたらすという仕組みが最大の理由であるという。 
74 資料 26 を参照されたい。そこであげられる意見とそれに対する解決法を従業員通路に貼る（資料 35
を参照されたい）。 
75 送別会では部署の責任者のみならずホテルの最高責任者も出席し、感謝の言葉をおくる。 
76 新入社員の紹介は従業員通路に 1 ヶ月間貼る。 
77 詳細の内容は付録資料 25 を参照されたい。 
78 「ファーストクラス・カード」のオリジナルは助けてくれた相手に贈る。その写しの一枚は人事部に渡
し詳細に記録することで人事査定の参考資料となる。もう一枚は所属する部署の掲示板に貼り同僚に知ら
せる（資料 34 を参照さたい）。 
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トクラス・カード」はスタッフ同士で気軽に助け合える環境を整えるため、互いを称えた
り評価したりする際に使用する 79
非常に上質なサービスの提供はリッツカールトンの自慢であり対外公約でもある。それ
は特に人的サービスを指す。PRHでは「好き嫌いの収集箱」
。 
80を設置し客の情報を収集す
ることに力をいれている 81。ビジネス客のために「テクノロジー・バトラー」と呼ばれる
専門スタッフが 24 時間いつでも通信や電子機器のトラブルを解決する。客室にはCD付き
のアラームがあり、宿泊客が入室する前に従業員はあらかじめ音楽を流して宿泊客を迎え
る。バスルームには充実したバスタイムを送るための「バス・メニュー」82
客室におけるアンケートの用紙は英語と中国語の 2通あり、チェック欄と記述欄が設け
られ、5 段階評価法を用いる
が置いてある。
PRHならではのユニークなサービスには「夜上海」と名付ける点灯セレモニーがある。そ
れは毎日 6 時にロビーで行われ、チャイナドレスを着た 6 名の女性従業員と 1 名の男性従
業員が優雅に歩き、ロビーに散在している四角く赤い蝋燭を次々とつけていく式典である。 
83。アンケートを含め、口頭での苦情または従業員による苦
情報告書などに対する統計と分析、事情の説明や解決法が書かれた結果報告書の作成は専
属部署によって行う。さらに毎日の仕事やサービスを提供する場面で起きてくる欠陥事
項・失敗事項あるいは問題事項を一つずつ数値化して記録に残し科学的なアプローチから
日常業務をチェックするシステム「SQI」84
中間層文化 
を行っている。 
PRHではリッツカールトン・グループの一員として、グループの統一した採用制度と教
育制度を用いる。特に採用制度では経歴や経験などを重視せず先天的な資質を重視した面
接を行い、「QSP」と呼ばれる独自の人材採用システムを用いる 85
                                                   
79 何か特別な出来事やエピソードであれば本部に報告しリッツカールトン・グループ内に周知する。グル
ープ全体に周知されることはとても名誉な事だと従業員は考えている。 
。つまり新卒者か転職
80 資料 36 を参照されたい。 
81具体的には従業員の客との会話・クレーム・従業員の気付いた点などである。収集した情報はコンピュ
ータに入力されてグループ共有のミスティーク（神秘性）といわれるシステムに記録することで次回当該
客が来訪する際にパソコンからすぐにその客の好き嫌いがわかるようになっている。 
82ただの入浴剤と違って、実物の花や漢方薬などをバスに入れ、その香りと雰囲気を楽しませる。PRH で
は中華漢方バス、葉巻とコニャックを味わうムスクの香りの「ジェントルメンズ・バス」、バラの花を浮
かべたアロマバスなどがある。ゲストの希望した時間に合わせて、スタッフが入浴の準備を整える。 
83 アンケート用紙は付録資料 24 を参照されたい。 
84 SQI は「サービス・クオリティー・インディケーター」の略称で、12 項のチェック項目からなり、各
部門の欠陥を点数として加算し、ゲストの不満足度を数値化して示す。各部門の数値と全体の合計数値は
毎日算出され、ディリー・ラインアップを通じて全スタッフに伝達される。（井上・藤塚 2007：260－261） 
85 それは人事による面接や部署責任者による面接・総支配人による面接など全 6 回にわたり、心理的な
質問や標準化された質問などさまざまな面から細かく面接者がサービスという仕事とリッツカールトン
の企業文化に適切であるか否かを判断する。その質問事項は全世界のリッツホテルで統一されている。と
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者かを問わず、サービス業にあうか否かを重視する。そのコンセプトは契約社員を募集す
るのではなく、共に仕事をするパートナーを招く考えである。 
社員教育についてPRHでは新人教育、現場教育、交差教育と一般教育を行う。新人に対
する教育は全体的に一年を通して行い、365 日トレーニングとも言われる。それはまず 3
日間の入職教育いわばオリエンテーションから始まり、会議室で集中的に行う。具体的に
は人事部の担当者や各部署の責任者によってリッツカールトンの歴史・価値観・理念・企
業文化・黄金律を内容とする研修が行われる。その後、新人はそれぞれ配属された部署に
行き、21 日間の現場教育をうける。各部署ではトレーナーを指定し、新人の教育を責任を
持って行う 86
社内教育以外にホテルは積極的に社外教育を奨励し、仕事にプラスになる教育に対して
一定の補助金を支給する。ところがシフトに関わる時間上の制約で社外教育を受けたくて
も受けられないのが実情であると現場の従業員がいう。人材を確保するためPRHは 2006
年から高等学校
。その後、相関する部署に行き、それぞれ 2 週間にわたる部門間での交差教
育をうける。これはマルチな人材を養成するのに有効な手段とされている。また交差教育
によって速やかにホテルのシステムを把握すると同時に各部署の仕事内容を理解し、人間
関係を構築しやすくなるメリットがある。なお、一般教育は安全・クレーム処理・マネジ
メント手法・言語（英語と日本語）・パソコン知識・リーダシップの養成などを内容とし不
定期的に行う。日常教育は毎日の朝礼や例会においてサービスに関わる理念やステップな
どをとりあげ繰り返し議論し教育する。社内教育によって得た資格たとえば英語や日本語
の資格・トレーナーの資格などに対して再認定教育も行う。 
87
核心文化 
と連携して「リッツ・クラス」を開設し、入社前からホテルの価値観や
サービス理念を教え込む。 
PRH のサービス理念についてモットーつまり「We are Ladies and Gentlemen serving 
Ladies and Gentlemen（紳士淑女にお仕えする我々も紳士淑女である）」をあげる従業員
が 7 人で最も多い。具体的には従業員と顧客との対等な関係、従業員を重視するといった
理解が示されている。それはサービスの提供者と利用者の間に存在する不平等な地位的な
                                                                                                                                                 
ころが、人々の資質は居住する国や社会・家庭から影響を受けながら形成されるため、標準化した質問で
はそれぞれの国で従業員を採用する際に合理性と限界性があると言わざるを得ない。またアルバイトも契
約社員も同じ面接を受ける必要があるため、面接を行うコストがかかりすぎるという指摘もある。 
86 トレーニングが終わる時、新人の報告書と共にトレーナーが評価書を提出する。トレーナーになるには
一定の現場経験を積み重ね、試験を通って教育する資格を取る必要がある。 
87 PRH の連携相手は職業教育における調査対象の上海旅遊高等専科学校である。 
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関係に関連し、従業員の正しい認識作りにおいて一定の役割を果たしている。そこでは、
また従業員の自己啓発・自己向上・プロ意識の養成・教養を身に付けることを要求する。
さらに、そこからは顧客も紳士淑女という一定な地位と品位を持つべきと訴える意味合い
も読み取れる。しかし、このモットーはホテル内部では周知されているが、顧客には示さ
れておらず、従業員向けの一方的な宣揚となりがちである。 
PRH のサービス実態に関しては「客のニーズをできるだけ満足させる、教育などの制度
を整えている、従業員を信頼すること、一日 2000 米ドルまでの決裁権を与えること、サ
ービスの 3 ステップ、客の情報を収集すること、客に「NO」と言わないこと、間違いを
恐れない」がサービスにおける長所としてあげられている。一方「客の言いなりになる、
設備の老化、人手不足、決裁権を有効に利用していない、中国人客や東南アジア人客への
対応が比較的に無愛想である」といった意見が短所としてあげられている。そこでは「客
をできるだけ満足させる一方で、客をわがままにさせてしまうこと」や「決裁権が与えら
れている一方で、それを有効に利用していないこと」のような相関する問題点が存在し、
従業員はその両方を認識している。 
従業員の職業観について「今の仕事が好き、もっと勉強して今の仕事に尽力したい」と
答え、転職する考えを持っていない従業員が 12 人で圧倒的に多い。PRH での従業員の転
職率が低いといわれることを証拠立てる。一方転職するつもりがあると答えた 5 人の従業
員は「PRH では昇進する機会が少ない、昇進するスピードが遅い、努力と報奨が相応して
いない」といった理由をあげた。 
PRH の企業文化あるいは特徴に関して「従業員を重視し尊重し信頼する（9 人）、客を
重視し損をしても客を満足させる（7 人）、クレド・モットー・従業員への約束・サービス
の 3 ステップ（5 人）、ホスピタリティ的なサービス（2 人）、上司と部下・同僚の間では
友人感覚である（2 人）など」との回答があった。そこから PRH は従業員本位と顧客本
位の理解を並立しているといえよう。また黄金律が強調されることから、それはサービス
意識として、価値観として従業員に共有され認められていることがわかる。さらに PRH
における内部の人間関係についての意見から、前述したアメリカ企業での構成員の関係は、
上下よりパートナー的な関係であることが実証できる。 
４－４－５ 事例考察に対する分析 
 前節では事例の 4 社における表層と中間層、核心層の文化を現場での観察やインタビュ
ーなどに基づき考察、記述してきた。それをもとにここでは 4 社の企業文化を比較し、サ
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ービスに与える影響を分析する。 
表層文化 
表層文化では従業員・個性的なサービスと客室におけるアンケートの 3 点を考察した。
事例の 4 社とも都市部の繁華街に立地し、欧米風の建築デザインである。内装でもともに
豪華でモダンなインテリアである。具体的にみると、この点での相違点は表 4－3 にまと
めることができる。 
従業員の年齢や現場での雰囲気によって各ホテルが各自の価値観に沿って重視するとこ
ろが異なる。つまり、CFG の従業員は一般でも管理層でも年齢の若い人が多く、コミュ
ニケーションをとりやすい。従業員の活力と革新力がより重要視され、求められている。
一方 GHS と JJH における従業員は比較的に年齢の高い者が多く、就業年数の長い従業員
の割合が高い。両社とも社員の安定性を重視し、従業員の接客経験を強調する。PRH では
一般従業員がローカル的であるが、管理層の従業員は多国籍で国際的な特徴を有し、従業
員の資質と能力を重視する。CFG は日中合弁企業として運営は中国側が実施する一方で、
日本側の意見も聞き入れているために、独自のアイデンティティの創造において意見の食
い違いが多い。それに対して他の 3 社は所属するグループの一員としての位置づけが鮮明
であり、経営や意思決定・価値観の創造において比較的に強い統一性と一貫性を有する。 
語学に関しては 4 社とも英語を重視するが、それぞれのターゲットと所属するグループ
による性格上の違いでそれぞれ強調する度合いが異なる。具体的に CFG と GHS はより日
本語力を求めるのに対して、JJH と PRH は英語力により力を入れる。 
サービス項目においては、4 社ともそれぞれの個性的なサービスを提供し、他社との差
別化を図ろうとする。CFG は挨拶やガイドサービスなどによって顧客との接触により力を
注いでいるのに対して、GHS は語学力の表示などによって顧客の利便性を考える。そして、
JJH は清掃から備品に至るまで特に客室に対して細かな気配りをする。PRH は「バス・
メニュー」などによって顧客の宿泊体験と享受を重視し、従業員の満足に力を入れること
によって顧客満足をもたらす。  
アンケートに関しては、チェック欄と記述欄を共に用いるのがホテル業の普遍的なスタ
イルである。JJH 以外の 3 社はそのスタイルを採用し、専属部署あるいは従業員によって
集計する。中でも PRH はアンケートのみならず日常業務まで数値化することによって科
学的な管理法を実施する。なお、GHS は 2 式のアンケートを用いるが評価方法が異なり、
統一性が欠けているといえる。ところで、JJH はアンケートの回収率の低いことに対して
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原因を追究せず無関心な態度を示している。アンケート様式を変えた理由から JJH は従業
員側を信頼していない様子が伺われる。 
表４－３：表層文化における４社の相違点 
項目 ホテル ＣＦＧ ＧＨＳ ＪＪＨ ＰＲＨ 
従業員の年齢
（特に第一線
における） 
20 代前半の若
年層が多い 
20 代後半以上
の従業員が多
い 
30 代以上の従
業員が多い 
バラエティーがあ
り、多国籍 
風土 革新力を重視 経験を重視 経験を重視 資質と能力を重視 
語学力 日本語と英語 日本語と英語 英語 英語 
個性的なサー
ビス 
ガイドサービ
ス・朝の挨拶・
サービスセン
ターの設立・ド
アガール 
語学の 3ポイン
ト制・携帯のレ
ンタル・客室清
掃・オリジナル
ルームキー 
客室清掃・客
室備品の使い
分け・インド
人のドアマン 
好き嫌いの収集
箱・「テクノロジ
・ーバトラー」・「バ
ス・メニュー」・「夜
上海」 
アンケート用
紙 
チェックと記
述の併用（日中
英を 1 枚に） 
チェックと記
述の併用（日本
語 1枚に中英が
1 枚） 
記述する方法
のみ（中英を 1
枚に） 
チェックと記述の
併用（中英がそれ
ぞれ 1 枚） 
以上のように、表層文化つまり物質文化から各ホテルの顧客に対する態度や見方、重視
する要素などが伺える。CFG は顧客を友人と見なし、友達を作る感覚を持つ若年層の従業
員の活気を利用し、顧客との親しい接し方を推奨しようとする潜在意識が察知される。そ
の特徴は情熱的・活発・フレンドリーである。そして、GHS は最も日系ホテルらしい特徴
を有し、細かいところに気配り、顧客の利便性を常に考える姿勢を見せ、厳密・細心・親
切という特徴を有する。また JJH は表面より内面の作業に気配りをしている様子が見られ
る。その特徴は随意的・保守的である。さらに PRH はパートナーの感覚で従業員本位で
あり、サービスにおける客との対等関係を強調し、従業員満足から顧客満足そして利益獲
得を図るという経営思想である。そこでは自由でありながら組織的で、接客に周到であり
ながら気楽である。それに関連して日系ホテルは言葉遣いに注意するのに対して、欧米系
ホテルは措辞より言葉の量を増やし客とのコミュニケーションを図ることに重点を置く。 
中間層文化 
 社員教育において 4 社とも新人教育・現場教育・語学教育と一般教育から教育制度を構
成する。その基本的な形式と構成内容からみると普遍性と共通性を有する。つまり新人教
育ではホテルの概況やサービス理念といった基本知識を内容とし、集中的に行う。それに
続く現場教育では具体的な仕事の手順とやり方などが主要な内容となり、それぞれにトレ
ーナーあるいは教育担当者が指定される。その指導は責任が明確化される一方、作業に関
わるトレーナーの個人的な癖も新人へ移る可能性が高いと指摘できよう。また 4 社とも社
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外教育を奨励する方針である。 
社員教育における 4 社の差異点を表 4－4 にまとめた。4 社のうち PRH は社員教育への
重視度が最も高く、段階的に縦横に実施するのみならず、ホテルの価値観とサービス哲学
を日常業務において終始一貫して繰り返し教え込んでいる。他方、JJH の社員教育は顧客
満足というホテル企業としての需要を第一の出発点とするのではなく、上海市の要求に満
たすことを目的としている。JJH は企業でありながら、政府や政治を優先する姿勢を見せ
ている。 
表４－４：社員教育における４社の相違点 
項目 ホテル ＣＦＧ ＧＨＳ ＪＪＨ ＰＲＨ 
新人教育 10 日間 実習生：1 週間  
新入社員：3 日間 
3 日間 （専門学校と
の連携）3 日間 
現場教育 
3 ヶ月間 3 ヶ月と 6 ヶ月
ごとに人事チェ
ック、2 年間の考
察 
所要期間は各部
署に任せる 
21 日間、部署
間の交差教育、
全1年間の考察 
語学教育 
日本語第一、英
語第二 
日本語第一、英
語第二 
英語第一、日本
語は少し触れる
だけ 
英語がメイン
で、日本語は一
般教養とする 
一般教育 
全ての従業員を
対象とし、ホテ
ル側で実施する 
オフシーズンに
あわせて、各部
署の教育計画に
基づき、各部署
で行う 
新しい規定や、
評価規範などが
出るたびにチー
フ以上の従業員
を対象として行
う 
全社員向けに
実施するが、内
容によって対
象者が異なる。 
サービス意識の
養成法 
顧客理解と自己
理解 
サービス理念の
強調とサービス
習慣の養成 
「錦江ホテルサ
ービス規則」に
基づく 
「ゴールド・ス
タンダード」の
繰り返しの教
育 
以上のように、教育制度におけるそれぞれの特徴によって各ホテルの中間層文化が伺え
る。CFGではニューオータニの制度とマニュアルを参考あるいは用いるが、実際ではすべ
てを忠実に貫徹しない部分があり、ゆったりした制度環境といえよう。それによってサー
ビスの提供では臨機応変的な対応に優れる。一方、GHSはISO認証を取得しその制度文化
は厳密かつ細緻という特徴がある。社員教育制度だけでなく昇給制度や休暇制度など、社
内の連絡は全て書類化され記録として保存され、口頭伝達ミスなどを最小限に抑えようと
する。それをもとにGHSのサービスは細かく配慮され、責任感が強く融通がきかないとい
う印象をうける。他方、JJHは独自の制度や規範を持ちながら、所属する錦江グループの
制度や規範なども取り入れており、その上政府の指示や要求にも従う必要がある。そこで、
JJHの制度文化は周到でありながら混乱しており、実施するにあたって一貫性が欠けてい
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るため随意性が見られる 88
核心文化 
。従業員側は制度に比べ人間関係をより重視し、仕事上では過
去の経験によって遂行する傾向が強い。それによってサービスの提供では随意的で、しき
たりを重視する。なおPRHはリッツカールトングループの一員とする位置づけが鮮明で、
独自の制度ではなく完全にグループと一体化している。その特徴は書類化かつ数値化であ
り、細かく厳密である一方、従業員の個性を発揮させる。それをもとにサービスでは周到
で気楽的で、個性的な対応に優れている。 
ホテルの核心文化に関する考察は主にインタビューに基づいて行った。そこから日本的
なサービスの特徴について「細かく配慮する、繁多な礼儀や挨拶言葉、ルールや規定に従
い融通がきかない、謙譲かつ服従の慎んだ態度、親切」という見解を示しているのに対し
て、中国のサービスの特徴について「できないことをはっきりいう、機敏である、面倒を
できるだけ避ける、客を友人として扱う」という認識を持っていることが分かった。また、
日本人従業員が中国人のサービスのあり方に「できないことに関して、アドバイスや代行
案を提示するのではなく、すぐに NO と言い切ること」を指摘し、不満を抱いている様子
が見られる。一方中国人従業員は「日本のサービスには礼儀が多すぎる、忍従的な態度」
を批判し、違和感と抵抗感を持っている様子を伺わせる。 
当該ホテルのサービス理念について、CFG では多様な回答が出され、教育が徹底的に行
われていない様子が推察される。それに対して、GHS での回答には統一性が見られる。そ
れはホテル側における明確なサービス理念と徹底的な社員教育が、従業員の認識の同一性
をもたらしたと考えられる。そして JJH では無回答を除いてその答えはかなり統一的であ
るが、具体的な説明がないためサービス理念を深く理解していない可能性がある。また
PRH ではサービス理念を一つに集約するのではなく、「ゴールド・スタンダード」のすべ
てに及び、従業員の回答はそれに準拠しつつ、従業員と顧客の関係を意識する。 
各ホテルのサービスの実態に対する理解では、CFG と GHS は日本的なサービスの取り
入れ及び中国的なサービスとの融合といった点が良い点として共通にあげられ、日系ホテ
ルとしての特徴が常に意識されているといえる。全体から見ると、日本的なサービスに対
して肯定的に評価する従業員が多い。一方、JJH の回答によれば接客経験が最も大事と考
えられ、その豊富さに誇りを持っている。よって JJH の企業文化は伝統を重視する傾向が
強いと察知される。なお PRH は上質なサービスの提供を標榜し、何よりも大事として追
                                                   
88 JJHでは、規則はあるが、必ずしもその通りに従っていない様子が見られる。資料 12を参照されたい。 
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求することが従業員に認知されている一方、それを実現する手段として従業員満足を重視
する姿勢も従業員に評価されている。 
各ホテルのターゲットについては 4 社とも明確な目標をあげており、従業員側はそれを
把握している様子である。しかし、中国人従業員は中国人客に対する評価が否定的で「中
国人客の割合を減らす方がよい」と述べた人が多い。一方で先行研究では中国国内客によ
るホテルのサービスに対する不満の声が高まりつつあると指摘されている。これは第二章
で取り上げた中国人一般向けのアンケートの結果からもわかる。要するに興味深いことに、
中国人によるサービスの提供者側と利用者側の双方が互いに対して不満を抱いており、サ
ービスに対する認識と理解のギャップが見られる。 
従業員の職業観に関して、日本人従業員は好き嫌いという動機付けで職業を選び、全員
ホテル業の仕事を生涯の職業として考えている。日本国内では従来の終身雇用から転職が
一般化され、終身雇用制度は崩れつつあると言われて久しい。しかし日本人従業員の回答
からみれば、転職はやむを得ない時の選択であると考える傾向にある。一方転職に違和感
の少ない中国人従業員、特に若年層の従業員の多くはホテルを勉強する場所と見なし、よ
りよい職業あるいは就職先があれば転職しようと考えている動向が見られる。なお中年層
の従業員は、年齢の関係から現在の職業に安定したいという考え方を持っているのが一般
的である。ところが PRH では従業員本位という取り組みが従業員に評価され、離職率が
低い。和し合いかつ敬い合う企業文化によって従業員の職業観へ影響を与えている。 
各ホテルの企業文化あるいは特徴に対する理解では 4社とも肯定的な評価と意見が圧倒
的である。日系ホテルでは、サービスやマネジメントなどにおける日中のホテル文化の融
合した部分が特徴的という指摘も多かった。具体的な取り込み方や混合の度合によって異
なる雰囲気や企業文化が創造されるが、従業員は日系ホテルであることを強く意識し評価
している。一方で JJH の従業員はホテルの悠久な歴史を評価し、VIP の接待や豊富な接客
経験という点をよく取り上げ、誇りにしている。また PRH では従業員本位を取り上げな
がら、損をしても顧客満足を第一とする姿勢を指摘し、顧客満足への取り組み、すなわち
ゴールド・スタンダードを強調する。 
 
４－５ まとめ 
以上のように、本章では事例研究を通して、企業文化の視点からサービスへの影響を考
察した。各事例は、それぞれに異なるサービスの特徴や雰囲気を有し、各々に相応するサ
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ービス文化とホテル文化を表している。 
それぞれを具体的に見てみよう。CFGはニューオータニホテルグループに属するが、ニ
ューオータニは補助やアドバイスの提供という立場にあるため、ホテル全体ではニューオ
ータニの雰囲気や理念を十分に反映しておらず、形式的に日系ホテルにとどまる部分があ
る 89。従業員は日系ホテルや日本的なサービスなどを意識し認知しているが、それは必ず
しもニューオータニと関係するものではない。換言すれば、ニューオータニのサービス理
念ややり方などは従業員にあまり知られておらず、理解されていない。ホテルの実質ある
いは内面においては中国側の方式で行い、その核心文化の創造は中国側に傾いている。
CFGの特徴は日中のホテル文化が融合した企業文化であるが、日本的な特徴が形式的にと
どまり、日中のミックスの度合いが低い。他方、GHSは完全にオークラのマネジメントや
サービスのノウハウによって運営されている。サービス理念からマニュアル、ひいてはホ
テルのパンフレットまでオークラのものを模倣している。よって、GHSにはオークラホテ
ルと同歩調で進行している様子が窺える。GHSの企業文化は形式だけでなく、内面まで日
本オークラホテルのノウハウや精神を反映しており、日中の融合の度合いが高い。ところ
で、JJHは中国国有企業なりの特徴を持っている。例えば人間関係を何よりも重視し、伝
統や経験を重視する。企業という大集団より、人情関係による小集団を重視する。そして
政府の実施する試験への参加や政府要人に対する配慮、共産党員になった従業員に対する
表彰 90
以上の事例考察を第二節の各国における企業文化の特徴と照らし合わせることで、以下
のことが検証できた。まず、JJHを通して検証できたのは、出世や仕事上の利便性を図る
ため、仕事よりも人間関係作りに気を払い、同僚と上司の発言を配慮すること、いわゆる
など政治面を重要視する姿勢が見られる。JJHの企業文化について一言でいえば、
倫理＋政治が最大の特徴といえよう。なおPRHはその価値観から、理念・経営思想・方針・
制度・仕組みなどのすべてにおいてリッツ・カールトンの宗旨を貫いている。マネジメン
トでは客の趣味から従業員の趣味までデータ化し、それを数値化・書類化することによっ
て科学的な管理法を用いる。その最終的な目的は利益の獲得であるが、それを実現する方
法は顧客満足につながる従業員満足であると考えられ、徹底的に実施されている。その背
後には競争原理に基づき従業員の生産性を高め、上質なサービスの提供によって優位に立
とうとする仕組みが存在する。 
                                                   
89 形式的な点は、例えば日本語の使用（熟練していない）、日本人客の出入り、最初に立てられた日中合
弁ホテルとしての知名度、ニューオータニによる VIP接待のノウハウなどである。 
90 資料 32を参照されたい。 
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先行研究に指摘されている関係主義あるいは人情主義の存在である。言い換えれば「法」
より「情」を重要とすることである。それはまた部署間の連携体制と、マニュアルや規範
を無視し経験主義を強調することにおいても表現される。また語学教育などに加え、共産
党員である従業員の組合が定期的に政治理論の勉強会あるいは政治色彩の濃い映画鑑賞会
などを開くことから、行政や政治への配慮・政治重視の特徴がみられる。よって、「倫理＋
政治」型企業文化が確認できた。さらにボーナスにおける「マナー手当て」にかかわる普
通社員と社長の格差 91
さらに、日系企業と欧米系企業の事例から中国国有企業に対して参考になりうる点とし
て主に以下の 3 点を探り出した。第一に、サービスの質的向上へ積極的に取り組む姿勢と
具体的な措置を講ずることである。GHSでは常に顧客の立場に立って、顧客にとって便利
で望ましいサービスを想像・創造することによってサービスの質を維持しながら、高めて
いく。一方、PRHは従業員の意見と顧客の情報を積極的に収集し、サービスの実践に還元
していく循環を絶えず行っている。第二に、組織的・継続的・徹底的に教育と訓練を行う
によって生じた賃金への不満から、現実社会の「悪平等」の存在と
平均主義的な意識を持っていることが分かった。それは企業内部構成員の関係の意識上の
「平等」と現実的な「等級」という矛盾の顕在化である。サービスの実践面では、経験頼
りや消極性・各部署の独立性として反映する。なお、GHSの例からは、日系企業の特徴と
いわれる年功序列制や長期安定雇用制度、「ほうれんそう（報告・連絡・相談）」のコミュ
ニケーション方式が確認できた。そこでは「和・愛社精神・チームワーク」が強調され、
仲間意識と「生活共同体」意識が創造され、従業員と従業員、従業員と企業の間における
「倫理」が意識される。日本的なサービスの特徴である「礼儀と清潔の重視、細かいとこ
ろへの配慮、忍従的な態度」も確認できた。そして、PRHの事例からは、科学的な管理手
法と従業員満足の重視、個人の能力と価値の尊重、パートナー的な人間関係、よいサービ
スのエピソードによる英雄主義の崇信、完備された制度作り、従業員そして従業員と顧客
の間における平等意識が確認できた。しかしそこでは、一般的と見なされている成果主義
あるいは能力主義によるところの、業績が悪ければ即解雇するアメリカ式の雇用形式は見
られず、ミスの原因と解決法を共に考える企業の姿勢と、従業員への配慮として過ちを改
める機会を与える態度が見られる。接客面においては、企業の従業員への信頼と従業員の
積極的な行動で表している。 
                                                   
91 調査時には給料の中にマナー手当てがあったが、月単位では社長の 100 人民元に対して、普通社員は
50 人民元であった。このことについて、普通社員はその格差の生じる理由が分からず、よく不平を漏ら
していた。 
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ことである。JJHとGHS、PRHの三社とも、従業員に携帯が義務付けられているもの 92
 
が
ある。GHSとPRHでは徹底的に守られているが、JJHの従業員は無関心である。その理由
として、組織的に取り組む体制と携帯物そのものの実用性あるいは日常業務に対する行動
指針的な役割が考えられる。つまり、組織的に徹底的に取り組む体制によって携帯物の重
要性が従業員側に伝えられる。また携帯物そのものの実用性が高ければ、従業員は能動的
に携帯するようになる。なお、GHSとPRHではバックオフィス・社員着替え室・社員通路・
食堂などあらゆる場所に、企業の経営哲学・サービス理念などが貼ってあり、従業員の頭
に叩き込まれる。それと同時に、従業員への褒賞や運動会の写真、ホテルにかかわるニュ
ースや情報なども貼られ、定期的に交換される。それによって企業に対する関心と愛社精
神を惹き起こすようになる。それらのすべてが社員教育の一環であり、組織的・継続的・
徹底的に行うことが肝心である。第三に、厳密な制度と有効的な管理法に基づき、確実に
実行することである。JJHには完備した制度があるが、有効的かつ確実に全部実行されて
はいない。先行研究によく指摘されている国有企業の通病といわれるマネジメント手法の
遅れと経験論的な管理が、JJHにも見られる。従業員満足や企業統治といったマネジメン
ト理論を、有効的かつ科学的な管理法に転じて実行することが重要である。 
 
                                                   
92 JJH では「錦江飯店サービス規則」、GHS は「手帳」、PRH は「クレド」である。 
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第五章 職業教育によるサービス意識の養成への影響 
 
 
先においても再三述べてきたが、サービスの現場において接客を行い、客の評価へ影響
を与える最も重要な要素は個々の接客要員であり、人である。中でもとくに直接客と接す
る現場に立つ従業員の役割がきわめて大きいと思われている。その背後に潜んでいる接客
要員のプロ意識あるいはサービス意識が行動の指針となっている。 
初期段階でのサービス意識の養成は職業教育において行われる。職業教育の場として主
に正規学校内の職業教育、企業内の社員教育と社会施設での教育訓練がある 1
これらの問題意識を持って、本章では正規の学校における職業教育がサービス意識の養
成に与える影響を考察する。具体的にはまず日中における職業教育の教育体系での位置づ
けや役割を先行研究によって概観する。そして日中での代表的な事例を取りあげ、インタ
ビューを通して、教師と学生の認識を把握する。また事例の比較研究によって職業教育の
実態と問題点を明らかにしながら、サービス意識の養成への影響を考察する。 
。企業での
社員教育については第 4 章での事例研究を通して考察した。そこでは 4 社とも社員教育に
力を入れているが、PRHは従業員が接客業に適切か否かという本来の資質を強調するほか、
入社前の学校教育との連携から従業員のサービス意識の養成をより重んじる姿勢をみせた。
そこには接客要員の受けた学校教育に対して企業側が価値を認め重視する態度が伺える。
では、学校における職業教育の実態はどうであろうか。そこではサービスの意識はどのよ
うに養成されているのであろうか。その職業教育によって学生は何を習得できたのだろう
か。 
事例調査では上海にある上海旅遊高等専科学校（以下はSTSとする）と大阪にあるホス
ピタリティ・ツーリズム専門学校大阪（以下はHTOとする）を取り上げ、授業参観とカリ
キュラムの構成を考察し、学生と教師を対象にインタビューを行った 2
 
。 
 
                                                   
1 社会施設でのトレーニングはその形式が多種多様であり、短期間に限定するものが多いため、本研究で
は取り扱わないことにする。 
2 インタビューの項目は付録資料 6―9 を参考されたい。 
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５－１ 学校教育内部での職業教育 
職業教育とは一般教養教育に対置する概念として一定の職業に従事するために必要な知
識・技能を習得させ、または向上させる目的で行われる教育である（韓民 1996：29）。多
くの国では職業教育が中等教育と高等教育（あるいは中等後教育）の二つの段階で行われ
ている。後者の場合では、職業教育を行っている機関はほとんど短期高等教育機関である
ことが日中両国に共通している（黄梅英 2000b：282ー283）。   
５－１－１ 中国の場合 
 文化大革命（1966－1977 年）終結後、最大の急務とされた経済の発展と成長につれて、
即戦力となる技術労働者が大量に必要とされるようになった。他方、1976 年、文化大革命
によって中断されていた大学受験制度が復活し、ただちに大学進学ブームが起こった。し
かし、当時の大学の収容能力はまだ低く、過度の進学競争が引き起こされる中、大学進学
競争を緩和する必要性が顕在化した（劉文君 2006）。このような経済的要因と社会的要因
のもとで 1980 年初頭から職業教育の復興と拡大が進められるようになった。 
中国の職業教育は「中等職業教育」と「高等職業教育」の二つの段階に大別されている
（王幡 2002：100）。中等職業教育は主に後期中等教育いわゆる高校の段階で行われ、中
等専門学校・技工学校・職業高校の三つを含む 3
                                                   
3 中等職業学校の中で、中等専門学校と技工学校は 1950 年代旧ソ連モデルで作られた学校で、この二種
類の職業学校は従来授業料が徴収されない上、学生は全寮制で補助金をうけられた。1990 年代教育改革
が行われ、この二種類の職業学校は職業高校と同じく、授業料を徴収するようになった。（劉文君 2001b：
270） 
。その具体的な系統図を表 5－1 に示す。
文革期にブルジョア的なものとして批判され、一時期ほぼ壊滅状態に至った中国の職業教
育（呉琦来 2005：1）、とりわけ中等職業教育は、文化大革命後、技術労働者の不足を補
い、高校卒業後に進学できず就職もできない若者の大量発生の問題を解決し、大学進学競
争を緩和する措置として急速に回復・発展をみせた。中等職業教育の拡大は教育改革の重
要な内容の一つとなり、1978 年より政府の一連の政策の下で普通教育の抑制と縮小ととも
に実現した。そこに期待された役割として以下の 4点が先行研究で取り上げられている（黄
丹青 1996：27）。第一には大学受験圧力の緩和である。第二には失業率の低下である。第
三には経済効率の向上と職業分配制度の改革である。従来高卒以下の者は就職してから 3
年間徒弟として親方について技術を学んだのであるが、その期間が無駄に費やされ、大量
の人材の育成には効率的ではないと考えられ、就業システムを改革することに繋がった。
第四には経済開発の促進である。特に農村地域に対する期待が強く、実用的な技術を身に
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付け活用することによって生産力を向上させ、自分の生活の改善と地域の開発に繋がり、
豊かさへの道が開かれるとされた。ところで、この職業教育拡大政策の成功は、①一定の
職業に就くために必用な知識・技能を身につけさせること、②職業教育を通じて生徒に現
実的な職業キャリア観を身につけさせることによって大学への進学志向を冷却させるとい
う相関する 2 点にかかっている（劉文君 2001a：344）。その効果に関する実証的な先行研
究によれば（劉文君 2001ab・2004、呉琦来 2005）、大量の中等レベルの技術者を養成し、
中国の経済発展の急速に拡大した需要を満たし、ある程度大学進学競争を緩和させる機能
を果たした。その一方で少なくない「不本意」な職業教育学校への進学者たちは大学への
進学志向を完全に放棄したとは言えない。その結果、1990 年代まで職業教育、特に中等職
業教育は上記の機能を果たす中で質よりは量的な拡大を実現した。しかし 1990 年代後半
から職業教育の量的な拡大は鈍化し、減少に転じた（劉文君 2006：117）。 
表５－１ 中等職業教育の構造 
 中等専門学校 技工学校 職業高校 
入学資格 中卒（高卒） 中卒（高卒） 中卒 
修業年間 3－5 年（中卒）、2－3 年
（高卒） 
3 年（中卒）、2 年（高卒） 3 年 
養成目標 中級技術者と管理者 中級技術者と労働者 中級技術・管理者と労
働者 
政策主体 国家教育部 国家労働・社会保障部 国家教育部 
所轄 関連国家委員会、工業技
術部、省の関係庁（局） 
国家労働・社会保障部、
省労働・社会保障部 
省・市・県教育庁（局） 
出所：劉文君 2004『中国の職業教育拡大政策――背景・実現過程・帰結』東信堂 p．46 を引用、一部改
正。 
その背景には 90年代における職業教育が中等教育段階に極端に集中する傾向が目立ち、
より合理的な中等教育と高等教育の連続性のある職業教育システムが必要とされてきたと
いう問題が存在する。また中国政府は一層の経済成長を目指して、中等ではなくより高度
で実用的な技術人材の育成の重要性を強く意識するようになった。それに高等教育機会へ
の進学要求が拡大しつつあった。こうした一連の要因のもとに短期高等職業教育機関が主
に高卒者向けに中等教育と職業教育そして高等教育の接点として重視されるようになった。
まず 1996 年 5 月に政府は「職業教育法」を施行し、職業教育を法的に位置づけた。また
同年に開催された全国職業教育工作会議において高等専科教育機関、高等職業教育機関、
成人高等教育機関等を改革することと、補完として中等職業学校に 5 年制の高等職業教育
のクラスを開設させるいわゆる「三改一補」という方針を定めた（王幡 2002、劉文君 2004、
黄梅英 1998・2000a）。 
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中国では高等レベルの専門的・実用的職業教育を行う機関は、主に全日制・正規の職業
大学、専科大学（高等専科学校）、職業技術学院、独立に設置された成人高等教育機関と、
本科レベルの普通高等教育機関に附属する高等職業教育機関（いわゆる二級学院）、私立大
学から成り立つ（王幡 2002、劉文君 2004）。このうち、職業大学・専科学校・職業技術学
院と成人高等教育機関は短期高等職業教育機関の主要な担い手として、いれずも二、三年
制で、四年制の大学卒が「本科」（学士）学位を獲得するのに対して、これらの学校の卒業
者は「専科」学位を与えられる。それに中国の高等教育は制度的に「専科・本科（大学）・
大学院」の三つのレベルに分けられる中で、「専科」が最も下位にあり短期高等教育とみな
されている。言い換えれば、中国の短期高等教育はとりもなおさず専科教育のことである
（黄梅英 2000a：48）。その中国の教育制度における位置づけを図 5－1 の学校系統図によ
って示す。 
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図５－１ 中国の学校系統図 
出所：陸素菊 1998：72 により再引用 
先行研究によれば、これまでの短期高等教育機関の理念と内容は伝統的な大学との比較
の視点から大きく 3 種類に分けることができる（黄梅英 1998、2000a）。まず第一に「職
業型」である。これは従来の大学が行う高度なプロフェッショナル職業の専門教育の領域
とは異なるものの、カリキュラムの上では応用にあたる内容を主に、職業活動に関わるも
のを通して体系的に教育を行うものである。そこには専門の基礎となる科目および一般的
な教養にあたる部分は欠落している。第二に「一般教養型」である。これは前者とは反対
に、主に専門基礎あるいは一般教養的な科目に特化するものである。第三に大学の専門教
育における基礎の部分と応用の部分の両方、つまり従来の大学教育に準じて全体的に短縮
したものを内容として教育を行うものである。これは「混合型」あるいは「短縮型」と称
されている。その類型は図 5－2 によって示すことができる。四年制の大学に比べ、専科
教育のカリキュラムから見ればその内容が従来の大学の「短縮型」に過ぎず、準アカデミ
ックな特性が強い（劉文君 2004：51－52）。専科学校、特に条件のよい専科学校が本科大
学に昇格することを追求する傾向が見られ、実際にそれを果たしている事実を見れば、「大
学」外の高等教育と目されるよりは、むしろ「大学」内の下位機関の性格を持っていると
指摘されている（劉文君 2004：53）。そこには職業教育に関わる明確なカリキュラムと理
念が欠如していると先行研究に指摘されている（劉文君 2004、黄梅英 2000a、時代 2006）。
高等職業教育に対する教育改革は 90 年代の教材改革をはじめ、職業という対象への応用
を中心として教育内容を特化することが目標とされている中、カリキュラムの改革が中心
的な課題である（黄梅英 2000a）。 
 
図５－２ 短期高等教育の理念と内容の類型 
出所：黄梅英 2000a：47 により引用。 
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以上、中国の職業教育の全体像を中等職業教育と高等職業教育とりわけ短期高等教育の
2 点から概観した。 
 
５－１－２ 日本の場合 
戦前の日本では職業教育という言葉は一般的ではなく、代わりに「実業教育」が用いら
れた（佐々木享 2006：2）。時代の流れにつれて、職業教育の類似用語として「実業教育」
のほか、「産業教育・技術教育・技能教育」などさまざまな用語が用いられ、職業教育の概
念は必ずしも明確ではないと先行研究では指摘されている。そこで梁忠銘は職業教育に関
する定義および概念的規定を教育事（辞）典・雑誌文献・研究論文の三つの視点から検証
し、結果として一般的な辞書の定義である「職業に従事するために必要な知識・技能を習
得させる目的で行われる教育」のような解釈が妥当であることを確認した（梁忠銘 1999：
225－266）。 
近代の日本における職業教育の始まりは各種学校である。専修学校の前身にあたる各種
学校の歴史は古く、家塾・私塾のような教育機関に起源し、民間の多様な教育要求に支え
られて、正規の学校体系からはじき出された「傍系」として成長してきた教育機関である。
学校法制上の各種学校は 1879 年に公布された教育令第 2 条で「学校ハ小学校中学校大学
校師範学校専門学校其他各種ノ学校トス」と規定され、1947 年に公布された学校教育法（最
終改定は 2007 年）第 83 条では「学校教育に類する教育を行うもの」とされている（上林
喜久子 2002：43）。各種学校は目的や修業年限、入学資格などについては拘束がなかった
ため、自由に発展する余地を与えられた。その歴史的な役割について、細谷俊夫は煩瑣な
教育法規の束縛を脱して自由にその教育的創意を活かすことでき、かつ教育をして弾力性
あらしめる制度をもち、時代の要請に迅速に即応できる技術教育機関として就業年限、授
業時間数等に弾力性があり、多数の生徒を収容し独自の見地から技術者を短期に養成する
点で各種学校の役割は大きかったと指摘した 4
                                                   
4 韓民 1996『現代日本の専門学校―高等職業教育の意義と課題』玉川大学出版部 p．12 より再引用。 
。1950 年代半ば以降、文部省による「各種
学校規程」の制定と実施により各種学校の伸びは止まり、1960 年代の後半から大学・短大
等の進学者が急増する中で生徒数も減少に転じ始めたにもかかわらず（韓民 1996）、正規
学校のみでは満たし得ない実社会や生活に関連する多様な学習要求に対応する教育機関と
して今日に至っても存続し続けている。現代の各種学校には日本語学校・自動車教習所・
予備校などがある。 
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各種学校は明治政府によって近代学校制度体系が整備される過程で、完備した学校とは
別に、学科が完備していない学校および正規の学校種別に入れえない諸学校を包括する概
念として生まれた（韓民 1996：32）。それに対して職業教育の専門機構として位置づけら
れていたのは実業学校である。1899 年（明治 32 年）の中等教育改革の中で、井上毅文相
の改革方針に沿って職業教育機能を中心とする教育施設の実業学校が構想され、実業学校
令が制定された（佐々木享 2006：2）。工業学校や徒弟学校、商業学校などといった実業
学校の入学資格・修業年限は中学校と同じ程度であった。文部省の統計資料によれば、実
業学校が存続したほぼ全期間を通して、その卒業者の 70％以上は学校で学んだ専門の方面
に就職し、近代産業の発展に大きく貢献していた（佐々木享 2006：2）。戦後の教育改革
によって学校体系が 6・3・3・4 制に改められ、義務教育年限が 15 歳まで延長された結果、
戦前の実業学校が果たしていた役割は高等学校の中の一つのコースである職業学科が担う
ことになり、終焉を迎えた（佐々木享 2006：2）。 
戦後、職業教育に関わる学校教育で大きな転機となったのは 1975 年の学校教育法の一
部改正によって創設された専修学校制度である。専修学校制度は各種学校の中から一定の
規模、水準に満たした学校を移行、昇格させて制度的に整備したものである（上林喜久子
2002：43）。専修学校制度が打ち出された背景あるいは経緯について「①1960 年代以降急
速な経済成長に伴い第三次産業が拡大する中、準専門的職業も増加し、それに対応する新
たな職業教育が必要とされた、②70 年代から高校進学率の上昇に伴う学歴主義や過度の進
学競争の是正、③大学の量的拡大の抑制に質的充実を図る中、増大しつつある大学進学希
望者を吸収する役割への期待、④高度経済成長期における後進地域の過疎化と地域の格差
への是正、⑤各種学校経営団体側の強い法改正要求」の 5 点があげられている（韓民 1996、
劉文君 2006、黄梅英 2000b）。このように専修学校は従来の一条校を中心とした学校体系
の中に、技術や資格の取得を主目的とする実用的な労働力を養成する機関として位置づけ
られ、一条校に対してより以上の制度的「多様性・柔軟性・弾力性」を有する（韓民 1996）。
ところが、専修学校の課程には図 5－3 のように入学資格によって異なる 3 つの課程があ
り、やや特異な性格を持つ。その 3 つの課程とはすなわち、①中学校もしくはこれに準ず
る学校を卒業した者を入学資格とする高等課程――高等専修学校（5 年制）、②高等学校も
しくはこれに準ずる学校を卒業した者を入学資格とする専門課程――専門学校（2～4 年
制）、③中学校および高等学校卒業者と同等以上の学力があると認められた者を入学資格と
する一般課程である（上林喜久子 2002：43）。 
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図５－３ 日本の専修学校制度 
（原注 1）就業年限 2 年以上、課程の修了に必要な総授業時数が 1700 時間以上の専門学校卒業生（大
学入学資格を有する者に限る）に限る。 
（原注 2）文部省の指定を受けた修業年限 3 年以上の高等専修学校卒業生に限る。 
出所：上林喜久子 2002：44 により引用 
そのうち、最も飛躍的な発展を遂げたのは専門学校（専修学校の専門課程）である。専
門学校は専修学校の学校数の八割以上、生徒数は七割以上を占め 5
                                                   
5 1976 年から 1990 年まで専門学校の学校数は 1523 校から 2731 校に、生徒数は約 27 万人から 61 万人
に増加し、1983 年にはじめて短期大学の在学者数を上回るようになった（韓民 1996：90）。 
、70 年代後半から先進
資本主義諸国に広がりつつあった高等教育の大衆化と多様化を背景に、急速に量的に拡大
を遂げ、大学・短大と並ぶ「第三の高等教育機関」として職業教育における重要な役割を
果たしている。また、専門学校は図 5－4 の学校系統図で示すように、高卒者を入学資格
とし、大学の専門教育と後期中等教育の中間にある。その職業教育の特質は専門的職業と
熟練（技能）的職業の中間に位置する職業層いわば準専門的職業である性格をもち（上林
喜久子 2002：54－55）、いいかえれば、専門学校は職業教育に関わる短期高等教育機関で
ある。同じランクにある学校には高等専門学校と短大があげられる。高等専門学校の特徴
は中卒者向けで男子生徒が中心であるのに対して、短期大学は職業教育よりも人文主義教
育・教養教育重視で、女子生徒の割合が高い（韓民 1996）。他方、専門学校は短大・高等
専門学校と比較してカバーする分野やコースの類型・学科の種類が多く、生徒の男女比が
割合に均等であり、特定の職業資格または職種の知識や職能に準拠して学科と課程を編成
するために個々の職業に対応する性格が強い（上林喜久子 2002：55）。なお、4 年制大学
の学位称号は「学士」であるのに対して、1994 年より専門学校の修了者には「専門士」の
称号が与えられるようになった。専門学校教育は政策的に広義の高等教育の一環に位置づ
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けられ、その存在の意義は日本の学校体系を完備させ、いっそうの複線化を促したのみな
らず、より大きな役割として従来のアカデミックな専門教育ないし「教養主義」に偏りが
ちだっだ高等教育体系の中に実務的・応用的教育・訓練に重点をおき、学歴資格ではなく
職業資格の取得を目的とする職業的専門教育機関の成立によって職業教育を後期中等教育
段階から中等後教育ないし高等教育段階へ転換する画期的な契機をもたらした（韓民
1996）。専門学校制度は創設されて以来、量的に拡大しつつあったが、1990 年代の半ばか
ら 18 歳人口の減少とバブル経済の崩壊に伴う経済の不況によって収束の方向に転じた。
それを背景に、専門学校と大学・短大との間の競争がさらに激しくなり、公共性と私事性
の矛盾、カリキュラム改革における一般教育と専門教育のジレンマ、開放性・大衆性と高
度な専門教育のジレンマ、高等教育の序列化問題、職業教育機関であると同時に高等教育
機関としての性格上の曖昧さ不徹底さといった課題を抱えていることが先行研究に指摘さ
れている（韓民 1996）。しかし一方、専門学校は具体的な職業教育や実務教育を実施し、
資格獲得のため徹底的な指導を行い、学生に即戦力を身につけさせることから、その卒業
生は高い就職率を維持している（王琳 2006）。そのため専門学校の卒業生の大半は中小企
業に就職し、即戦力に対する期待の大きな中小企業側の要求を満たし、高く評価されてい
る。 
 
図５－４ 日本の学校系統図 
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出所：http://www.jica.go.jp/jica-ri/publication/archives/jica/field/ppt/200311_01_11.ppt#257,2,日本の
学校系統図により引用 （2010 年 11 月 10 日調べ） 
以上、日本で職業教育に関わる学校制度に対して行なわれた幾度かの改革と、各種学
校・実業学校と専修学校制度および専門学校（専修学校の専門課程）の歴史的な歩みと役
割、課題を通して職業教育の概略について述べた。 
  
５－２ 観光職業教育におけるサービス意識への教育 
以上、日中両国における職業教育が主に中等教育と高等教育の二つの段階で行われてい
ることについて言及してきた。高等教育段階において、観光およびホテルに関わる職業教
育は短期高等教育と普通高等教育において行われている。短期高等教育（とりわけ専門学
校）と普通高等教育（とりわけ 4 年制大学）の人材育成における構想と目標・基本的な教
育方針・カリキュラム設置の特徴の相違点については日中両国で共通している。すなわち、
日中両国において、大学は基本的にアカデミックな教育を中心とするため、教養型・学術
型・複合型の人材を育成し、就職にあたっては観光に関わる知識のみならず、幅広く対応
できるようあらゆる能力が求められ、カリキュラムの設置は実践的な科目より理論的な科
目が多いという特徴がある。一方、専門学校では観光ではなく、ホテル科や旅行科などの
ようにより具体的に特化した専攻を設置し即戦力を養うことを重視し、学歴のみならず各
種資格の取得に取り組み、技術型・特化型・職務型の人材を育成し、カリキュラムでは実
践的な課程が多い。 
日本における観光職業教育に関する先行研究は、普通高等教育つまり大学を対象とした
ものが圧倒的に多い。そこでは大学における観光教育のあり方やカリキュラムの設置、他
国の教育制度に対する考察および比較研究などの内容が論じられる。一方専門学校に関す
る研究では職業教育に関するマクロ的な研究が多く、観光あるいはホテルといったより細
分化したミクロ的な研究が少ない。さらに観光専門に関わる大学と専門学校いわゆる普通
高等教育と短期高等教育、この二つのセクターに対するそれぞれの特徴や相違点、共通点
に関する詳細な比較研究、また大学におけるサービス意識もしくはホスピタリティへの教
育に関する先行研究が管見の限りでは見当たらない。観光関連（ホテルやホスピタリティ
などを含め）の学部や学科を設置する大学は 1967 年立教大学に初の観光学科が設置され
て以来、2009 年 4 月まで 39 校 43 学科となり、大学院レベルでは 1998 年立教大学が初め
て観光学研究科を創設してから 6 校となった（小畑力人 2009）6
                                                   
6 国立大学として 2005 年に山口大学が初の観光（産業科）学科を設置した。観光学部を設置した初の国
。観光学部・学科では、
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座学のみの教育というよりも実践志向・体験学習を優先するカリキュラムが実施されてお
り、「体験・行動する学習」として各種資格試験対策、ホテル・旅館での実習・研修、観光
ボランティアへの参加、インターンシップの体験をあげていると先行研究において論及さ
れ、評価されている 7。しかし一方、北海道 21 世紀総合研究所などが指摘するように、観
光産業界が求める教育機関の役割と、人材を教育・育成する高等教育機関・大学側との間
には、人材の需給のミスマッチが生じている 8
ところで、観光系大学に比べ、観光専門学校の特徴は即戦力を求める産業界の要望に応
えるために実務教育を重視することであり、産業界に評価されている。荒木ら（2008b：
44）の調査によれば、観光産業界は新卒採用においては出身大学が観光系であるか否かは
採用決定の最終的な判断としてほとんど重要ではなく、そうした専門知識や即戦力となる
能力が必要なときは、観光系大学ではなくむしろ専門学校卒業生の採用や企業内部での研
修で対処するということである。なお、サービス意識あるいはホスピタリティの養成ない
し教育について、観光に関わる専門学校の現場では、学術的な内容ではなく、あくまで「マ
インド」の部分のみに限定し、自ら率先して、「感謝の意を正直に表す、相手の立場に立っ
て考え行動する、具体的な行動目標を持って互いの満足を高めるなど」と提唱されている。 
。荒木らの調査によれば、大学における観
光学部・学科のカリキュラムに関しては、より実務教育を充実させ、学際的な分野を渉猟
し、実社会ニーズをプログラムに反映したカリキュラムの見直しと教材開発の必要性があ
ると指摘する先行研究も多い（大谷新太郎ら 2006、朝倉・梅川 2006、荒木長照ら 2008bc）。 
日本の観光職業教育の現状に対して、中国での観光に関わる高等職業教育の始まりは
1979 年に史上初の観光高等教育機関として創設された上海旅遊高等専科学校である 9
                                                                                                                                                 
立大学は 2008年の和歌山大学と琉球大学である。2009年 4月まで大学レベルでの入学定員の合計は 4402
人である。なお大学院については、国立では 2007 年に北海道大学が国際広報メディア・観光学院（観光
創造専攻）を創設したのが初である。（小畑力人 2009：121） 
。そ
れ以来、観光学部・学科・専攻およびホテル学科・ガイド学科など観光もしくは観光産業
に関わる高等教育機関は 2008 年までで 810 校、在校生は 440038 人となった（中国国家
旅遊局 2009：529）。観光に関わる職業教育の研究は短期高等教育と普通高等教育、両者
および外国との比較研究、歴史的研究、外国観光教育の研究などマクロ的・ミクロ的に多
7 山上徹 2006「4 年生大学・大学院における観光教育のあり方」『観光ホスピタリティ教育学会（1）』日
本観光ホスピタリティ教育学会第 4 回全国大会 p.87。廣岡裕一 2007：220 より再引用。 
8 株式会社北海道 21 世紀総合研究所、財団法人関西情報・産業活性化センター、財団法人えひめ地域政
策研究センター2007 年 3 月「地域における「人づくり」に関する研究―観光分野における人づくり」株
式会社北海道 21 世紀総合研究所（NIRA 助成研究報告書 0567）、荒木長照ら 2008b：42 により再引用 
9 観光高等教育については上海旅遊高等専科学校に続いて、大連外国語学院・杭州大学・南開大学・西北
大学・西安外国語学院・長春大学・中山大学・北京第二外国語学院の 8 箇所で観光学部・学科が設立され、
短期高等教育から大学・大学院の博士課程まで体系的に作り上げられた（焦愛麗 2008：13）。 
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岐にわたっている。その多くは中国の観光職業教育におけるカリキュラム・教師資格・教
育実践などに関する現状と問題点、課題および対策を論じている実証的な研究である。高
等職業教育におけるサービス意識の養成については、サービスの概念から重要性、サービ
ス意識が希薄である要因、育成するに当たっての課題および対策または解決法が先行研究
に提示されている。サービス意識の概念については第二章において記述した。 
サービス意識が希薄である要因は、さまざまな先行研究に提起されているが、それらを
概括すると以下の 4 点となる（周・呉・楊 2009、李暁冬 2009、張・檀 2003、謝・蔡 2009、
張秋埜 2005 など）。まず観光産業およびサービスに対する学生の正しい認識作りが欠けて
いる。観光産業への就職は若いうちの選択であり、年を取った人にとって適切な持ち場が
ないため、観光サービスの提供は人の世話をする行為として、社会的な地位の低い業種と
考えられがちである。それによって短期高等教育に比べて、普通高等教育の卒業生は観光
産業のサービス提供者になることを恥ずかしく思うことに加え、給料が期待にそぐわない
ことから、観光産業で就職する意欲が低い。第二に、カリキュラムの設置と使用する教材
に不合理な部分が存在する。この点は特に普通高等教育段階の観光学部・学科においてよ
り問題視されている。大学では比較的理論・知識の伝授に偏り、学生の実際の職場経験が
少ないため、就職する際に適応できず仕事に対する興味を失いやすい。なお、短期高等職
業教育では 4 年制大学に比べ、より実践力と実務体験を重視するため、職離者が少ないと
評価されている一方、理論系の課程で使用する教材は 4 年制大学の教材を借用することが
多く、実社会のニーズに対応できない内容が少なくない。職業教育の全体から見ると、学
生の態度・心理・職業観・プロ意識と職習慣への養成が欠如している。第三に、学生自身
の労働に対する価値観と態度がよくない。特に「80 後・90 後」10
                                                   
10 1980 年代に出生した者は「80 後」、1990 年代に出生した者は「90 後」と呼ばれている。 
と呼ばれる世代の大学
生は一人っ子の場合が圧倒的に多く、家では何でも親がしてくれるような環境で育てられ、
自立能力に劣り、労働に対して消極的で、責任感と奉仕精神に欠けており、他人の労働成
果を尊重しないと批判されている。第四に、専門性の高い教師あるいは実務経験の豊富な
教師が少ないことである。観光職業教育に関わる教師の大半は他専門もしくは他の専攻、
たとえば歴史学・哲学・経済学などから転じてきた者である。観光専門および観光産業の
現場の出身者が極めて少ない。それに年々増えつつある学生数と教師の数がアンバランス
であるため、繁多な授業と繁雑な事務仕事に対応するため、自分自身の専門性を高めるの
に時間的精神的な余裕がないといわれている。また、中国では教師の給料が高くないため、
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普段から観光産業で消費し、高品質なサービスを体験し享受する機会が少ないがゆえに、
学生に伝授する際にサービス意識の具体像を伝えにくいと指摘されている。短期高等教育
機関では学生の即戦力を重視するため、現場のニーズを把握できる実務経験の豊富な教師
を招き、あるいは現職の青年教師を観光企業に送り、実務経験を体験させることでその不
足を補う。それに対して、普通高等教育機関では現場の経験者や企業の管理者を非常勤講
師や講座の臨時講師の形で招くことはあるものの、現職の教師に企業研修をさせることは
極めて少ない。 
以上の要因または問題点をもとに、先行研究はさまざまな対処法を提示している（周・
呉・楊 2009、李暁冬 2009、張・檀 2003、李・周 2009 など）。とりわけ、正しいサービ
ス観とサービス理念を伝授すること・実社会のニーズに対応するカリキュラムの改革と教
材作り、および教授法の多様化・サービスの実践に関わる課程の増加・研究型と実務型あ
るいは理論型と実践型という「二重型」11
なお、観光系職業教育では「サービス」を英語の解釈から専門的に説明することが多い。
すなわち、サービスの英語「Service」を Smile・Excellence・Ready・Viewing・Invitation・
Creating・Eyeという 7つの具体的な内容に分解し、学生に説明を行う（張秋埜（2005）、
謝紅勇（2002））。具体的では「Smile」は笑顔で接客すること、「Excellence」は仕事のプ
ロになること、「Ready」は常に接客の用意ができていること、「Viewing」は全ての客を特
別かつ重要な客と見なすこと、「Invitation」は真心を込めて客の再来を期待し招請するこ
と、「Creating」は暖かい親しみのある雰囲気を創造すること、「Eye」は客への関心はアイ・
コンタクトで表すことである（張秋埜 2005：51-52）。 
をもつ教師の養成、技能大会や来校者への接待
対応など学校内外で主催する活動やイベントに学生を積極的に参加させること、サービス
意識という抽象的な内容を具現化し、実際の成績評価体制に組み入れることである。中で
も学生の正しい職業観作りとモラルの向上において家庭教育と社会教育の両方の協力が不
可欠であると訴える先行研究も少なくない。 
以上、サービス意識あるいはホスピタリティの養成に関連づけて、日中の観光職業教育
についてまとめた。観光に関わる高等教育では、日本に比べ中国のほうがより普及してい
るが、カリキュラムの設置やサービス意識の養成においては検討すべき点が多い。なお、
普通高等教育での取り組みや教育方針・具体的な施策などでは日中両国は類似している。
                                                   
11 中国語では「双師型」と呼び、すなわち理論知識を教授するのみならず、実践的実務的教育にも十分に
経験を積み対応できる教師のことである。 
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観光産業では現場の経験やスキルが非常に重要であることから、短期観光職業教育機関の
卒業生は普通観光高等教育機関の卒業生より就職しやすく離職者が少ない。ところが、具
体的にみると日本の観光専門学校では学生の実践力と即戦力を重視し、カリキュラムの設
置から徹底的に資格教育を行っている。それに対して、中国の短期高等職業教育とりわけ
専科教育では校内研修や企業実習・インターンシップを通して学生の職業体験と実践力を
身につけさせる一方、即戦力を養うカリキュラムの設置が不徹底である。また、中国の観
光教育に関わる先行研究では学生自身の意欲や価値観に対する否定的な指摘が多い。要す
るに、普通高等教育機関である大学では広く教養を高めたり、専門的な学問や学術の研究
をすることが基本的な教育目的で、ある特定の職業に就くための教育をしているわけでは
ない。それに対して日本の専門学校および中国の専科学校を代表とする短期職業教育機関
は、職業に直結した実技教育を中心としており、的を絞った分野での就職活動ができるこ
とが大きな特徴である。このような普通高等教育機関と短期職業高等教育機関との差異は
日中とも同じである。ところが、日本ではこの差異が比較的に明確ではっきりしているが、
中国ではその差異が存在するものの、日本ほど境界線が明らかとはいえない。 
 
５－３ ホテル関係の職業教育によるサービス意識の養成 
本節では上述した日中の観光職業教育の概況を先行研究を通して踏まえた上で、日中に
おける学校教育の事例を取り上げ、教育現場でのサービス意識の養成についてカリキュラ
ムとインタビューを中心に実証的な考察を行う。 
５－３－１ 中国専科学校の事例（STS） 
上海旅游高等専科学校の概要 
1977 年、「文化大革命」の終焉に伴い、海外客を受け入れるホテルとスタッフの不足問
題およびサービス水準の低下という状況の中、サービス専門の人材を養成するため、STS
は改革開放後観光に関わる史上初の高等教育学校として 1979年に創建された。それは中国
の観光高等職業教育の始まりを意味し、観光教育において極めて大きな存在である。STS
は創設されて以来、全日制の専科コース（3 年制）ではホテル管理専攻をメインとし、観
光マネジメント・コンベンション・ガイド・調理など 9つの専攻が設けられており、在籍
生は 3000人余りである 12
                                                   
12 STSは 2003年に上海のある大学の旅遊学院と合併し、専科コース（3年制）と本科コース（学部に等し
く、4年制）、そして大学院、社会人向けの短期職業教育、高等教育に拡大した。しかし、合併したとはい
。STSは観光教育における最も歴史のある学校として、ホテル業
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をはじめとする観光業界に数多くの人材を送り出しており、産業界と教育界では知名度が
高い 13
STSは 1979 年に創建されて以来、日本・アメリカなど外国の同領域における多くの学
校と姉妹提携校になっている
。「旅専」という校名は業界では馴染み深いものであるため、2003年にSTSは上海師
範大学旅遊学院と合併した際に、専科コースと社会人向けの短期教育コースを保留し、STS
という校名を廃棄せずそのままに用いることにした。したがって、STSは上海師範大学旅遊
学院とは同一の教育機関でありながら、別々の 2つの名称を用いることになった。ここで
STSという校名に対応するのは、3年制の専科コースと社会人向けの短期教育コースである。
4年制の本科課程（学部レベル）と大学院（修士課程と博士課程）は旅遊学院に属する。 
14
STSに対するフィールドワークは 2007年 9月 7日～21日において専科コースであるホ
テル管理専攻（以下「ホテル専攻」と略称する）を対象に実施した。学生に対するインタ
ビューはホテル専攻の 2 年生を対象とし
。学校が発行している『旅遊科学』という機関誌は 2 ヶ月
ごとに発行され、中国では観光学に関わる主流研究誌の一つとなっている。STSのホテル
管理専攻の教師陣では観光専門に携わる理論系の者が多く、実務経験を有する業界出身者
が少ない。その不足を補うため、学校は毎年若手教師を企業研修に送り出している。企業
研修に要する期間は 3 ヶ月から 1 年間までと一律ではない。 
15
カリキュラム 
、在籍学生 144 名の内 40 名の学生に一人あた
り約 20 分をかけて行った。また教師へのインタビューはホテル専攻において「ホテル概
論・ホテルマネジメント」などの専門科目を担当する教師に限り、全 22 名の内 12 名を対
象に一人あたり約 40 分をかけて実施した。 
ホテル管理専攻のカリキュラムは、「3 年制ホテル管理専科専攻教学計画表」16
必修科目の全体をみれば、基礎必修科目（マルクス主義哲学原理・毛沢東思想概論・思
によると
基本的に必修科目、選択科目と実践科目という 3セクターが設置されている。その内、選
択科目には専門限定選択科目の 4科目と任意選択科目の 2科目があり、学習期間の合計は
216時間となるが、具体的な科目名が示されていない。 
                                                                                                                                                 
え、STSの校名は観光に関わる産業界と教育界では知名度が高いため、校名を変更せずに、専科コースと
社会人向けの短期教育コースで存続することとなった。 
13 副校長先生の話によると、STS の卒業生は 5 年以上同じ業界で勤務する職業安定率が 50％で、他の観
光教育学校に比べると高いということである。 
14 ちなみに、STS と HTO は姉妹提携校である。 
15 3 年制教育であり、3 年生はホテル実習のため在校しておらず、1 年生は 9 月に入学したばかりのため、
インタビューの対象として不適切であると判断し、2 年生を対象にした。 
16 添付資料 27 を参照されたい。 
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想道徳修養・法律基礎・大学英語・パソコン応用基礎・国語・数学などの 12科目）と専門
必修科目（ホテル業概論・社交とサービス礼儀・フロントサービス・客室サービス・レス
トランサービス・現代ホテルマネジメント・ホテル英語・観光企業法律法規などの 22科目）
に分かれ、それぞれの学習時間は 792時間と 738時間で、合計 1530時間となる。職業教育
に関わる専門教育の科目数が基礎教育の科目より多いにもかかわらず、時間的には 54時間
少なくなっている。職業教育に比べ、基礎教育のほうがより優位に立つようにみえる。言
いかえれば、職業教育とはいえ、一般高等教育の割合が高いことが分かる。 
基礎と専門をそれぞれに細分化してみると、基礎必修科目の中「マルクス主義哲学原理
や毛沢東思想概論」のような政治的な思想教養を養成する科目は 4科目であり、学習時間
は 144時間で、基礎必修科目の全学習時間 792時間の約 18％を占めている。まさしく中国
の特色を現しているといえよう。そして、「大学英語」という基礎科目は細かく文法や会話、
聴解に分かれ、540 学習時間を有し、基礎必修科目の全学習時間の半分以上をはるかに超
え、約 68％を占めている。よって、英語に対する基礎教育がかなり重視されていることが
分かる。 
一方専門必修科目では、「ホテル業概論や現代ホテルマネジメント」などのような理論系
科目が実践系科目より多い傾向にある。なお、基礎科目の教材は一般大学学部の基礎教材
が用いられるが、専門科目の教材は STSの教師の編著書をはじめ、業界の専門家の編著書
が使用されている。 
実践科目には入学教育としての軍事訓練 17（2週間）、校内実習（2年目の半期）、ホテル
実習（3年目の全期）、実習レポート 18といった内容がある。軍事訓練は約 2週間で一年生
が入学した直後に行う。校内実習は調理専攻とホテル専攻の 2年生を対象に、交代制 19で
新しく建てられた「実訓楼」20
                                                   
17 中国では「軍訓」と略され、民間人の軍事訓練のことである。学生の体質や紀律、国防意識などを高め
る目的により、80 年代から高校以上の新入生を対象に実施するが、中学校で実施する学校もある。また
地域と学校によって、具体的に実施する期間に多少の差異がある。 
で行う。「実訓楼」はホテルを模倣して学生の実技練習用に
建てられた施設であり、2007年 9月より利用され始めた。調査時では対外的に営業してお
らず、客がほとんどいないため、学生の実際の仕事は掃除と宴会サービスのみであった。
18 実習レポートは卒業論文の代わりとして、校内とホテルでの実習に対する学生の感想や自己評価などの
内容である。 
19ホテル専攻の校内実習は前期に 2年生の 1組と 2組が実習を行い、後期は 2年生の 3組と 4組に交替す
る。 
20「実訓楼」の雰囲気は写真資料 39 を参照されたい。そこにはロビー・レストラン・バー・宴会場・コ
ーヒーショップ・茶室・少量の客室などが設けられている。旧校舎では「天馬大酒店」という 3 つ星のホ
テルを運営していたが、1998 年に他企業に買収された。 
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教師は昼食を「実訓楼」の宴会場で取り、料理は調理学科の学生が作り、サービスはホテ
ル学科の学生が提供するというシステムである。料理作りは教師による指導が行われてい
たが、宴会サービスに対する指導は見かけなかった。これ以外に、トレーの使い方やベッ
ドメイキングなどの練習も行うが、空き時間が多く有効に利用されていないため、無駄に
過ごす時間が多いと学生が不満を持っていた。それは学校と教師側にも了解されており、
「実訓楼」が運用され始めたばかりだという理由で、具体的な校内実習の計画が討論され
ていた。またサービス技能に関わる授業・訓練以外に、ベッドメイキングなど各種サービ
ス技能大会が不定期に開催されている。 
なお、ホテル実習いわば企業研修は、3 年生を対象に、上海の提携関係にある各ホテル
で 1年をかけて行う。企業研修の間、企業から学生に対して一定の報酬が支払われるよう
になっている 21
カリキュラム全体からみれば、学校教育の 3年間において実習の時間は 1年半と半分の
割合を占めていることから、理論や知識に比べサービスの実技と現場体験を身につけるこ
とが大事とされ、学生の実践力が最も重視されていることが分かる。企業研修の時間の長
いことが中国の職業教育における一つの特徴ともいえる。 
。ところが、ホテル実習の期間中には学校に対して 1年間の学費を支払う
必要がある。実習期間が長いことと、実質上学校での授業がないことから、学費を支払う
ことに不満を持つ保護者が多数存在するため、2008年からホテルでの現場実習は半年間に
なるとホテル学科担当の先生が言っていた。 
教師へのインタビュー 
教師に対するインタビューは 13 問の設定であったが、本節の意図にしたがって以下の
設問と回答を抽出し、表 5－2 にまとめた。 
表５－２ 教師に対するインタビューの結果（複数回答あり） 
問 5、あなたは学生に対して「ホスピタリティ」と「サービス」をどのように解釈あるい
は説明をしていますか？ 
回答 
サービスの流れやテクニック（4 人：定義や語源・英語から解釈するなど）、特に説
明しない（5 人） 
その他：自分の立ち振る舞いによる、サービスの功利性、身を持する、職業の一種 
問 6、あなたは何を通して学生に「サービス」を理解させますか？ 
回答 理論的な授業・講義（8 人：解釈・ケーススタディ）、理論＋実践の授業で（3 人） 
その他：率先垂範する、学生とのコミュニケーション 
問 7、STS の教育理念は何ですか？（学校の特徴など） 
回答 職業教育での実技重視（6 人）、無回答あるいは知らない（5 人）、業界に依拠し、
従う（3 人）、「前店後校式」の教育モデル（3 人）、幸福を創造し、楽しみを分かち
                                                   
21 具体的な金額はホテルによって異なるが、多くはない。 
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合う（2 人）、現場から始めることを提唱する 
問 8、あなたは学生に対する教育において何を最も重視していますか？ 
回答 
学生の素質（6 人：基本理念・総合素質・思想文化・思考能力・人柄・専門修養）、
実践能力（2 人）、実技操作＋理論知識（2 人）、率先垂範する（2 人） 
その他：サービス技能＋態度 
問 9、「サービス意識」とは何だと思いますか（意味合い、内容など）？中国人はどんなサ
ービス意識を持っていると思いますか？  
回答 
積極的に心から他人に助けを提供する態度・精神・傾向・考え（7 人）、サービスに
対する総合的理解と重視（2 人）、サービス提供者としての素質（3 人：専門性・天
分・テクニック） 
その他：顧客意識、仕事を尊敬し、愛する意識 
言葉つきや顔色から人の心を探る、金銭によってサービスを提供する、等級観念で
平等意識に欠ける、商業意識が欠如、サービスをすることが恥ずかしいことと思わ
れている、マニュアルの上に各自の特徴や民族の特色を融合する、口ばかりで行動
することが少ない 
問 10、STS ではどのように学生のサービス意識を養成していますか？  
回答 
授業講義をメインとする（4 人）、実技を重視する（3 人） 
その他：マニュアル的なサービスを強調、ケーススタディを通してパーソナリティ
的なサービスを強調、先生の率先垂範によって、様々なイベントや小さい出来事 
問 11、学生のサービス意識を育成するには何が必要ですか？それに対して STS ではどん
な短所と長所がありますか？  
回答 
方法手段：学生の職業意識・習慣・素質・正しい立ち居振る舞いの育成を強化する
（5 人）、新しい教育理念と規範的な制度が必要（2 人）、先生が率先垂範すること
（2 人） 
その他：学生参加型授業の開発、理論系科目の増加、業界とのコミュニケーション
の強化、挫折訓練、理論と実践の同時強化、学校の管理体制と教育体制への意識変
更を求める 
長所：学校の位置づけが明確である（2 人：職業教育・サービス提供者の育成）、専
門性が高い、実践を重視する、学校の施設と設備が完備している、基礎や現場から
始めることを指導する 
短所：現行の教育体制のせいで、教師は論文研究を重んじる一方授業することを軽
んじる（5 人）、より多く開放的現代的な思考スタイルが必要（3 人）、サービス技
能を強調するが、サービス意識への養成は欠けている（3 人）、サービス意識を養成
する雰囲気がない（2 人）、学生の質が落ちつつある（2 人） 
その他：ホテル利用や実務経験のない先生が多い、外国語の種類が少ない、人文教
育を強化すべき、授業のための学校からの指導や管理・マニュアルがない、近年業
界との結びつきが弱まってきた 
問 13、あなたは、中国人（あるいはホテル）によるサービスの特徴は何だと思いますか？ 
回答 
人や金銭によってサービスをする（3 人）、謹厳で束縛感がある（2 人）、形式的、
一貫性がない、特色がない、大雑把、雇用者意識、仕事を尊敬し愛する気持ちが不
足、国内客と海外客を差別する、規範的なサービスに個性的なサービスを取り入れ
る 
高級ホテルのサービスは規範的だが、人間性が欠けている、一般ホテルのサービス
は随意的、外資系と民族系・国有ホテルとの差が大きい、国有ホテルの管理体制が
不十分でスタッフが高齢化、設備が老朽化、民族系ホテルの社員教育がよくない、 
学生へのインタビュー 
STS の学生に対するインタビューは 12 問を設定したが、ここでは表 5－3 で示している
ような設問と回答を取り出し、分析を行う。 
 157 
表５－３：学生に対するインタビューの結果（複数回答あり） 
問 5、「ホスピタリティ」と「サービス」について、先生はどのように説明していますか？ 
回答 
具体的な説明がないかあるいは覚えていない（19 人）、サービスするのに必要なこ
と（14 人：笑顔・良好な態度・客の立場で考えること・親切・信頼感・細かいとこ
ろへの気遣いなど）、具体的なサービスの技能（5 人：ワインの注ぎ方・礼儀など）、
サービスの定義や Service からの説明（5 人） 
問 6、先生は何を通してサービスを理解させますか？（例えば：授業、雰囲気など） 
回答 
専門授業（29 人：フロントオペレーション（13 人）、サービス実技の授業（3 人）、
飲食サービスの授業（4 人）、礼儀マナー（9 人））、実習（26 人：校内実習、企業
研修、アルバイト） 
問 7、「サービス意識」とは何だと思いますか（意味合い、内容など）？中国人はどんなサ
ービス意識を持っていると思いますか？  
回答 
積極的に客に利便性を与え客の需要を予知する（17 人）、仕事をする態度あるいは
他人を喜ばせる潜在的な気持ち（13 人）、職業習慣や接客する際の本能的な反応（5
人）、サービスに対する主観的な認識と考え（5 人）、サービス理念（6 人：賓至如
帰・客は神様）、サービスに必要な点（8 人：笑顔・細かいところへの注意・人の手
振り身振りを観察すること・勤労・努力など） 
その他：自分の立場を明確にする、責任感、洗練された振る舞い 
問 8、あなたのサービス意識は学校の教育による影響を受けましたか？影響があるなら、
どのように変わりましたか？  
回答 
影響あり（31 人）：サービスに対する認識と理解が以前より深まった（20 人）、態
度が変わった（10 人：笑顔・礼儀正しく・積極的になった）、考え方が変わった（7
人：以前はサービスの仕事を軽視していたが、今は誇りを持って接客したいという
気持ちになった）、ホテルに対して興味を持つようになった（2 人） 
少し影響あり（2 人） 
影響なし（7 人） 
問 9、学生のサービス意識を育成するには何が必要だと思いますか？それに対して STS で
は何か短所と長所がありますか 
回答 
必要な点：実践する機会と実技訓練の授業の増加（24 人）、先生の垂範（3 人）、現
行の課程以外の内容の増加（11 人：専門的講座の開設（6 人）、緊急事態の処理法
（2 人）、ボランティア活動などより豊富で多彩な活動の開催（3 人））、ホテル企業
への見学と実地考察（2 人） 
長所：実習や実践する機会が多い（27 人）、先生が親切で専門性が高い（10 人）、
カリキュラムがいい（11 人）、就職にいい（4 人）、学校の設備や施設がいい（3 人） 
短所：校内実習に具体的かつ有効な計画がない（11 人）、理論系授業が実践系授業
より多い（8 人）、実技できる先生が少ない（2 人）、不足なし（6 人） 
問 10、STS の学校（勉強）生活で最大の収穫はなんですか？ 
回答 
人と付き合ったり、コミュニケーションをしたりする能力が鍛えられた（14 人）、
学校内外での実習によって将来の就職に有利な条件が得られた（13 人）、専門知識
の習得（6 人）、友達がたくさんできた（6 人）、サービスへの態度や考え方の転換
（6 人）、ホテル業についてより深く理解した（3 人）、得たものなし（3 人） 
問 12、あなたは、中国人（あるいはホテル）によるサービスの特徴は何だと思いますか？ 
回答 
親切（9 人）、勤勉である（3 人）、臨機応変ではない（9 人）、受動的（2 人）、人や
金銭によってサービスする（3 人）、笑顔、人間味、言語運用能力がある、大雑把 
地域やホテルによって格差が大きい（7 人）、外資系ホテルの方がより個性的（2 人）、
民族系あるいは国有ホテルは管理体制が完備されておらずサービスが無愛想であ
る（4 人）、皆大体同じ（3 人）、分からない（2 人）、管理層と現場が連携していな
い、サービス業の従事者が見下されることがある。 
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事例の分析 
カリキュラムの設置では普通高等教育科目と職業教育科目の両方を含んでおり、政治的
な思想教養と英語に関わる基礎教育を重視し、学習時間からみると一般教育の割合が高い。
また外国語教育では英語のみになっている。中国にとってのインバウンド市場では韓国や
日本からの観光客数の割合が近年ずっと上位を占めていることから、これらの国に対応す
る語学力も必要となろう。これに関連して考えると、STS では外国語に関するカリキュラ
ムに多様性と実用性が欠けているといえよう。なお、職業教育では学校内外での実習時間
が全学習時間の半分を占め、学生の実践力と現場体験が重視されていることが分かる。し
かし一方で、学生へのインタビューでは実践の場と機会の提供に関する欲求が高く、カリ
キュラムの設置と現実の間に何らかのギャップが背後に存在することが推測できる。そこ
で考えられる一因として、校内実習つまり「実訓楼」での実習には合理的かつ有効な実習
計画と行動指針が欠けているため、実際上は即戦力となる学生を確実には育成しえていな
いことがあげられよう。 
教師と学生へのインタビューにおいて、両者のサービスとホスピタリティへの理解につ
いては第二章ですでに取り上げ、論述した。ここでは教育実践と学校の対応への理解や学
生が学校で獲得したものなどについて考察した。まず、サービスを学生に伝える方法とし
て、教師と学生の両者は専門授業（理論授業が主で実技練習を従とする）によることで一
致がみられる。さらに教師側はサービスについて特に説明する必要がないから、学生に具
体的に説明していないという回答と、学生側のサービスに関する説明を受けたことがない
という回答が一致している。サービスそのものに対する理解の重要性について教師側の認
識が欠如している。また、サービス意識への理解では両者とも積極性や自発性・態度・気
持ちなどのポイントを提起することで一致している。ところが、サービス意識の養成に関
わる必要な措置と STS の長短所について、教師と学生の注目する点が異なり、両者の立場
とニーズが異なることを反映するものとなっている。つまり、教師側は職業習慣や教養と
いった学生の総合的な素質の養成に関する必要性を強調しながら、新しい教育理念と規範
的な制度作りを求め、現時点での教育体制に不満を持っている。その不満とは学校当局が
教師の研究業績を要求するばかりで、授業の良し悪しには関心が低いということである。
一方、学生は理論知識より実技練習を重視し、実践的な授業や実践の機会の増加を要求し
ながらも、学校がこの分野において作り上げた教育システムと努力も肯定的に評価し、学
校の努力を認めている。このようにサービス意識の養成において教師と学生の認識のズレ
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がみられる。なお、中国のサービスの特徴に対する両者の理解では「人や金銭によってサ
ービスのやり方・対応の仕方が異なること、大雑把」といった点で同じ見解を示している。
そして中国国内におけるホテル業に対して両者とも格差の存在とアンバランスな状況を強
調した。 
また教育の現場では、教師が職業教育よりも学生の素質や品格といった道徳的な部分を
強調し、人格形成をより重要視する点において一般高等教育の理念と目的に接近している。
教育実践では「徳育」を重視することが分かる。その具体的な理由として、一人っ子の学
生が多く労働意欲が低いことや、わがままで享受型の学生が多いこと、人の気持ちや立場
を考えず自己中心的であるという点があげられている。STS の教育理念について、職業教
育機関として学生の実践力を養成することが第一の目標であると意識する教師が多い一方、
無回答あるいは知らないと答えた人数も少なくない。ここから教育理念を周知させようと
いう意欲が不足していること、また教育理念をあまり重視していないという学校側の姿勢
が伺える。 
ところで、学生側をみると学校教育によってよい影響を受けたと肯定的な回答をあげる
学生が圧倒的に多い。具体的にはサービスへの認識と理解が以前より深められ、サービス
という仕事に対する態度と考え方が変わったことである。それに関連して、学校生活では
コミュニケーション能力が鍛えられ、実習や実技練習によって専門知識が習得でき、サー
ビスへの意識転換ができたと学生に評価されている。よって、サービス意識の養成に関わ
る学校の職業教育の有効性と必要性が確認できた。 
 
５－３－２ 日本専門学校の事例（HTO） 
ホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪の概要 
HTO の前身は 1981 年に開校された「大阪トラベルジャーナル旅行学院」である。その
本校は 1973 年に東京で設立された「トラベルジャーナル旅行学院」である。1986 年に「大
阪トラベルジャーナル旅行学院」は専修学校として認可され、「大阪トラベルジャーナル旅
行専修学校」が新しく発足した。また、1994 年に「トラジャル旅行ホテル専門学校（大阪
校）」に校名変更した。そして学校の経営と教育方針に「ホスピタリティ」が基本理念とし
て全面的に打ち出され、2007 年 4 月より現在の校名である「ホスピタリティ ツーリズム
専門学校大阪」に変更した。HTO は創立されて以来、ホテル業や旅行業をはじめとする
観光業界の人材を育成し、観光業界では「トラジャル」と愛称され揺るぎない地位を確立
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している。HTO は常に時代と社会の需要に応じて変革し、「ホテル科」と「旅行科」を中
心に現在は「ブライダル科」「テーマパーク科」「ブランドビジネス科」など多彩な 9 つの
学科を持っている。さらに成長するカジノ産業を視野に入れ、日本政府のカジノ解禁を予
想して一早くカジノ設備を設置している。HTO はグローバルな専門教育サービスとして
アメリカやオーストラリアに進出することによって世界にその名を発信し、国内外の様々
な学校と提携し友好交流の関係を築いている。 
HTOでは各学科の専任講師がそれぞれの業界における豊富な実務経験を有し、非常勤講
師を含め、すべて業界出身者である。学生に対する教育ではテキストの知識だけでなく、
実物やいろんなオペレーション室 22を用いて、よりリアルな知識と実体験を教え、学生の
就職進路を徹底的に指導している。また、HTOはサービスとホスピタリティの概念を発信
し、より多くの人に理解させ、考えさせ、共感させるために、『ホスピタリティ通信』と『ホ
スピタリティ・ツーリズム研究論集』という刊行物を発行している 23
HTOでの調査は昼間部ホテル科に焦点を当て、2007 年 6 月 5 日～29 日において昼間部
ホテル科に携わる教師および 1 年と 2 年の学生を対象とした。その内訳は教師の 11 名に
一人当たり約 40 分をかけ、学生は 34 名に一人当たり約 20 分をかけた
。当校ではホスピタ
リティ＝相手の立場に立って考え、行動するという解釈が明快で、教室や実習室に貼って
ある。 
24
カリキュラム 
。 
HTOのホテル科のカリキュラム 25
                                                   
22 実技訓練とサービスの実体験をさせるため、HTO にはバーカウンター実習室・フロントオペレーショ
ン実習室・フード＆ビバレッジ実習室・ホテル客室実習室・ブライダル実習室・旅行カウンター実習室・
鉄道サービス実習室・機内モックアップ実習室など 12 箇所のサービス訓練所を設けている。 
は主に 3 つのカテゴリーに分かれている。必修科目と
各種行事、特別授業である。必修科目には専攻ごとに設定されている共通科目と専門科目
があり、基本的に各専攻内での科目となり、学年や学期に応じて実施されている。ほかに
コース選択科目と共通選択科目があるが、これは他専攻の授業と一般共通の科目をも選択
できるシステムで、大学の基礎教育に類似している。2007 年 4 月からは「ホームルーム」
の時間に「ホスピタリティ研修」という科目とコース選択科目を新しく導入している。ホ
23 『ホスピタリティ通信』は季刊として 3 号まで刊行され、『ホスピタリティ・ツーリズム研究論集』は
2007 年より年刊として発行されている。 
24 昼間部ホテル科専属講師は 6 名である。教師に対するインタビューは非常勤講師を除く。なお、昼間
部ホテル科の一年生は全 128 人で、2 年生は全 132 名であった。その内、留学生の人数は 45 名であった。
今回の調査は留学生と夜間部を対象外とした。インタビューを行った 34 名の学生は、1 年生が 15 名で、
2 年生が 19 名であった。 
25 昼間部ホテル学科一年と二年の授業スケジュールは資料 28・29 を参照されたい。 
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スピタリティ研修では学生をグループ分けしワークショップ形式で、ホスピタリティにつ
いて自分の認識や考え方・実体験などの討論、ホスピタリティを考えさせ、相互理解と共
感を喚起させる場と機会を提供している。それはホスピタリティの教育実践において欠か
せない基本であり、有効な教授法として評価できよう。コース選択科目は「職業別コース
授業」と呼ばれ、「遊学ゼミ」すなわち共通選択科目と共に 2 年次から実施され、全学科
から履修できる専門職業教育コース（例えば、ホテル科のフロントスタッフコースや旅行
科のツアーコンダクターコースなど）などが多種多様に設定されている。そこから自分の
専門コースと他学科の専門コースをそれぞれ 1 つずつ選択でき、1 年を通して職業的な専
門知識と実技を学習させる。それは、各自を職業人として養成する一方、それぞれの興味
を活かし、就職可能な職種範囲を拡大させる目的を持っている。これらのほかに「資格対
策授業」も設けられ、業界に対応する各種資格の取得に備えて徹底的に指導している。こ
のような教育システムをHTOでは「オーダーメイドカリキュラム」と呼称し、学校の特色
として対外的に大いに宣伝している。 
 学校の各種行事にはトラジャル祭やホスピタリティ祭・ステイマナー研修・研修旅行・
就職セミナーなどがある。専門的な知識と実技の勉強以外に、社会人としてのマナーや常
識・協調性・相互扶助・コミュニケーション能力などを主にこれらの行事を通して鍛えて
いる。 
特別授業ではまず企業実習制度があげられる。企業実習制度すなわちインターンシップ
は、学校で得た知識を活かして現場で仕事を体験し、職場での人間関係の築き方を学び、
現場で求められる柔軟性や対応力を身に付け、就職のための情報を収集しコネクションを
作るといった目的のもとに、全科に導入されている制度である。主に各学年の夏休みと冬
休みに実施し、企業から一定の報酬をもらう。その報酬は学年ごとに行う海外研修旅行用
の資金となる。また、教育カリキュラムの一環として多彩な産学連携プログラムを採用し
ている。すなわち、学校から業界へは外国人向けのホテルでの宿泊マナー本「マナーブッ
ク」の制作と発行、業界人を招いての学生のアイデアに満ちた「新商品プレゼンテーショ
ン」の実施、子供の職業観育成教育として観光・サービス業界の仕事が体験できるイベン
ト「ホスピタリティキッズパーク」の開催、業界人向けに教育の場を提供するための学校
施設の貸し出しなどである。一方業界から学校への支援としては、企業の人事担当者によ
る「就職セミナー」の開催、観光業界ゼミナール面接道場の実施、卒業生による授業と業
界人による授業の開催などがあげられる。企業実習制度と産学連携プログラムのほかに、
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オーストラリアとアメリカへの長期留学制度と短期留学制度があり、アメリカ・フロリダ
にあるウォルト・ディズニ ・ーワールドとの提携で一年間の海外研修制度もある。さらに、
近年 HTO は積極的に各国から留学生を受け入れ、留学生向けの特別授業も設けている。 
 全体のカリキュラムの設置からみると、英語系の授業が 8 種類以上あり、英語が重視さ
れていることが分かる。またマナー系の授業も多数設けられており、学生の礼儀とマナー
に対する教育に力を入れている。 
教師へのインタビュー 
教師に対するインタビューは全 12 問の設定であるが、本節の意に沿って以下のような
設問と回答を抽出し、表 5－4 によって示す。 
表５－４ 教師に対するインタビューの結果（複数回答あり） 
問 1、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
回答 時期：10 年以上前（6 人）、1 年以上前、5 年以上前、20 年以上前、30 年以上
前、特に覚えていない 
場所：学生時代の学習資料で（5 人）、ホテルの現役時代に（3 人）、トラジャル
で（2 人）、特に覚えていない 
問 2、「ホスピタリティ」についてどのように理解なさっていますか？（概念、内容） 
回答 おもてなしの心や人を思いやる気持ち（6 人）、人との関係性を指摘する（3 人、
コメント例：相互と平行関係における相互理解と扶助、人との関りで共に価値
を作り出す、人間愛・対等関係・自分の好意と誠意を相手に伝えること）、相手
の立場に立って考え、行動する（2 人）、正確な固定的な答えがない（2 人）、見
返りを求めない（2 人）、金銭で買えない付加価値のあるもの 
問 3、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
回答 対価的、金銭で換算できるもの（9 人）、商品の 1 つ（2 人）、相手の問題解決と
満足と喜びを創造するもの（2 人）、主従・上下関係（2 人）、サービスの目的は
他人への貢献、目に見えやすいもの 
問 5、HTO は「ホスピタリティ」と「サービス」をどのように解釈していますか？ 
回答 学校による統一的な解釈はなく、教職員のそれぞれの理解に任せている（7 人）、
サービスは金をもらい、最低限の保証であり商品であり、技術ややり方である。
その上にホスピタリティはサービスのプラスアルファととして、付加価値とし
て存在し、思いやりの心である（4 人）、サービスについて特に説明しない（3
人）、サービスより相手に不快感を与えないマナーが大切 
問 6、そして、それらをどのように学生に教えていますか？（つまり、学生のサービス意
識或いはホスピタリティ精神をどのように養っていますか） 
回答 自らの実践と行動で率先し学生に気付かせる（7 人）、授業（「HR」（ホスピタ
リティ研修）、ホスピタリティ心理学、サービス技能）を通して養う（6 人） 
問 7、HTO の教育理念は何ですか？（学校の特徴） 
回答 ホスピタリティあるいはホスピタリティ精神を身に付けることが基本理念（8
人）、人のためにやってあげたい気持ちにプラスして専門知識の伝授、自主性と
思考力の養成、友好的で温かい調和的な特徴 
問 8、（先生が）学生に対する教育では何を最も重視していますか？ 
回答 率先垂範すること（5 人）、礼儀やマナー（4 人）何か他人にしてあげる気持ち
の養成、学生の行動力 
問 9、学生のサービス意識の育成には何が必要ですか？それに対して HTO では何か不足
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している点がありますか？あるなら何ですか？ 
回答 必要なこと：教職員がホスピタリティ精神を正しく理解し、持ち、率先するこ
と（3 人）、ホスピタリティ精神とサービス意識の学校の環境づくり（2 人）、基
本的な立居ふるまい・マナー・モラル（2 人）、学生との 1 対 1 の会話と接触、
学生に対する厳しさ、学校より家庭教育が大切、学生の思考力とコミュニケー
ション能力を高めること、無回答 
不足点：教務に関する事務が多いために学生との接触時間が限られている（3
人）、無回答（3 人）教職員のホスピタリティ精神についての習熟度が低いこと、
学生の職業感・プロ意識が低い、学生に甘すぎる、体感型授業と卒業生への継
続教育が少ない 
問 10、日本的なサービスの特徴は何だと思いますか？ 
回答 客と距離を置き、フレンドリーではなく、一歩を引いたサービス（4 人）、丁寧、
きめ細かい（3 人）、チームワークの重視（2 人）、画一的で個性がない（2 人）、
コミュニケーション力が弱い（2 人）、サービス料の不透明さ、明確な主従関係、
単純さを求める 
学生へのインタビュー 
学生に対するインタビューの結果は表 5－5 によって示す。 
表５－５ 学生に対するインタビューのまとめ（複数回答あり） 
問 1、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
回答 時期：トラジャルに入ってから（23 人）、高校 3 年生の時（10 人）、校名変更
時 
場所：トラジャルのパンフレットで（7 人）、高校の授業で、バイト先で、トラ
ジャルの体験入学で 
問 2、「ホスピタリティ」についてどのように理解なさっていますか？（概念、内容） 
回答 おもてなしの心（15 人）、思いやり（11 人）、正確な固定的な答えがない（5 人）、
具体的に分からない、自分の中ではまだはっきりしていない（5 人）、人を喜ば
せること（3 人）、気遣い（2 人）、誰に対してもサービス精神（相手の立場を立
って考え行動する）を持つこと（2 人）自発的に客のために何かしてあげたい
気持ち、おもてなしをする上で相手を思う気持ち 
問 3、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
回答 ホスピタリティと同じもの（7 人）、客に喜んで、満足してもらうこと（7 人）、
お金をもらって奉仕する（仕事をする）こと（7 人）、接客における具体的なや
り方（4 人）、客に対する優しさ、親切さ（3 人）、マニュアル的なもの（3 人）、
自ら心を持って何かをやってあげること（2 人）、分からない（2 人）奉仕する
こと、目に見えないものの提供 
問 5、HTO では「ホスピタリティ」と「サービス」についてどのような解釈（或いは説明）
を受けましたか？ 
回答 ホスピタリティについて：おもてなしの心（15 人、その内おもてなしの心であ
るが、具体的に分からない（3 人））、正確な答えがなく、それぞれの理解に任
せる（7 人）、思いやり（6 人）、分からない（4 人）、無償である、学校の理念
である、自分からすること、人を喜ばせること、笑顔で「ありがとう」をごく
自然に言えること 
サービスについて：特に説明されていない（14 人）、報酬が発生すること（6
人）、接客の言葉遣いや具体的なやりかた（4 人）、自分で気付くもの、客のこ
とを一番に考えてサービスをする、大体の人が知っている親切さや手伝いのこ
と、サービスを知っているのは当然とされている 
問 6、そして、それらはどのように（あるいは何によって）教えられていますか？（例え
ば：授業、雰囲気など） 
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回答 授業（22 人、授業名：「HR」ホスピタリティ研修（7 人）・実技の授業（7 人）・
ホテルビジネス論・進路オリエンテーション）、先生のふるまい（5 人）、学校
生活の全体（3 人）、入学式での校長先生の話（2 人）、ホテルのバイト（2 人）、
日常生活の中で（2 人）、教えられないもの、自分で考えていくしかない（2 人）、
スローガン、校名、パンフレット、わからない 
問 7、あなたのサービス意識或いはホスピタリティ精神が学校の教育によって、影響され
ていると思いますか？あるなら、どのような影響ですか？ 
回答 影響なし（6 人） 
影響あり（28 人） 
具体的には：ホスピタリティに対して考えや意識を持つようになった（あるい
は変わった）（15 人）、思いやりの気持ちが湧いてきた（5 人）、バイト先（日常
生活）で実践するようになった（5 人）、学校よりバイト（ホテルの仕事）に影
響された部分が大きい（2 人）、接客のやり方が少し分かってきた 
問 8、HTO で「ホスピタリティ」或いは「サービス」を感じたことがありますか？あるな
ら、それは何ですか？ 
回答 感じたことがない（或いは気付いていない）（11 人） 
感じたことがある（23 人）、具体的には：エレベーターで待ってくれたり、扉
を押えてくれたり、「ありがとう」と言われたりすること（14 人）、先生の対応
がいい（5 人）、友達の親切さと助け合い（4 人） 
問 9、学生のサービス意識あるいはホスピタリティ精神の育成には何が必要だと思います
か？それに対して HTO では何か不足点がありますか？あるなら何ですか？ 
回答 分からない（あるいは考えたことがない）（6 人） 
必要なこと：実践すること（経験、体験）（7 人）、相手を思いやる心と気持ち
を持つこと（6 人）、笑顔（4 人）、先生や先輩が見本として率先してやっている
こと（3 人）、礼儀、常識（2 人）、人間観察力（2 人）、自分で考えること、コ
ミュニケーション能力、活気、日々の心がけ、ホスピタリティについて考えさ
せる場、自分と相手を理解しようとする姿勢、団体生活 
不足点なし（21 人） 
不足点：学生が消極的、活気が足りない（2 人）、学校に無駄遣いが多い 
問 12、日本的なサービスの特徴は何だと思いますか？ 
回答 分からない（8 人）、細かいところに気配り（5 人）、上下関係（4 人）、マニュ
アル的（4 人）、敬語（3 人）、礼儀と挨拶を重視する（2 人）、丁寧さ（2 人）、
笑顔がいい（2 人）、チップをもらわない（2 人）、客と距離感がある（2 人）、
相手を気遣う、従業員に元気がある、客を甘やかす、行き過ぎたサービス、絶
対に NO を言わない、客の面倒をよく見る、仮面をかぶったサービス、責任感
がある、常連客の名前を覚えて呼びかける、さりげなくしてあげる 
事例の分析 
カリキュラムの設置に関しては、基礎専門科目から実技科目・特別授業などバラエティ
に富み、それぞれ特定な職業に対応した内容となっている。それにオペレーション授業と
企業実習制度、各種研修制度によって専門知識の実践化と実技を身に付けることを最も重
視しながら、学生の英語力や社会人としてのマナーと常識を習得させることに力を入れて
いる。 
教師と学生に対するインタビューについて言えば、問 1～3 はサービスとホスピタリテ
ィに対する教師と学生の理解を把握する質問である。教師側では、ホスピタリティという
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単語を 10 年前から学生時代の学習資料で知っていたという回答が最も多い。一方学生側
では、HTO の宣伝資料で学校に入ってから認知したという回答が最も多い。HTO はホス
ピタリティ産業に関わる専門教育機関として、確実にホスピタリティを指向した教育を社
会に周知することにおいて大いに役割を果たし貢献していることが窺える。ホスピタリテ
ィについての理解では、教師側と学生側が一般辞書並みの解釈（つまり「思いやりやおも
てなし」）をあげることが最も多い。教師側はホスピタリティが発生する条件として対人関
係を指摘する。また「正確な固定的な答えがない」という回答から、ホスピタリティを自
分なりの答案として模索している段階にあることがわかる。一方サービスについての理解
では、教師側はサービスの対価的な要素を強調し、ホスピタリティと区別している。しか
し学生側の回答から見ると、ホスピタリティと混同する傾向が見られる。 
問 5～9 は学校のサービスとホスピタリティの教育に対する両者の理解についての質問
である。そこではサービスについて特に説明がないことと、それぞれの教職員や学生の理
解に任せていることにおいて、教師側と学生側の意見が一致している。しかし、問 5 に関
する教師側の回答からホスピタリティがサービスの上級概念であること、それにプラスア
ルファしたものであると教えていることが分かるが、学生側の回答には反映されていない。
また、HTOの「コンセプト・ブック」では学校全体の理念としてホスピタリティを「相手
の立場に立って考え行動する」と解釈している 26
最後に「日本的なサービスの特徴」についての質問では「敬語と礼儀と丁寧を重視する
こと、きめ細かさ、上下関係、客と距離を置くこと、マニュアル的で個性がない」といっ
。それが教育の現場では学生に明確に伝
わっていないことが窺える。そして、サービスとホスピタリティを主に授業を通して学生
に教授していることから、両者の理解に一致が見られる。特に「ホスピタリティ研修」と
いう科目が設けられ、好評である。また教師側はホスピタリティを学校の教育理念として
認識し、礼儀とマナーを強調し、学生の見本として率先することを最も重視し、その必要
性を訴えている。それらは学生側にも認識され、学校で感じたホスピタリティの具現とし
て認知されている。さらに学校の教育によって、サービスとホスピタリティに対する学生
の意識が高まり、確実に変化していることが学生側の回答から明らかになった。そこから
学校教育の役割と有効性が評価できる。また学生はサービスとホスピタリティの教育にお
いて実践活動を行うことを重視し、ホテル実習を提供している学校の対応に満足している。
一方教師側は実際に学生との接触時間が少ない現状を問題点として意識している。 
                                                   
26 学校法人森谷学園「コンセプト・ブック」（2007 年 4 月）を参考。 
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た特徴が両者に共通してあげられている。 
 
５－４ まとめ 
中国の高等専科学校である STS の事例考察を先行研究に照らしてみると、そのカリキュ
ラムの構成は従来の大学のカリキュラムの「混合型」もしくは「短縮型」であるという指
摘に符合している。また、STS は学校内外の実習や研修によって、かなりの実践の機会を
学生に提供しているにも関わらず、学生側は評価しながらもより多くの実技訓練の場と授
業を求めている。そこにはカリキュラムにおける何らかの不合理な点が察知でき、先行研
究の指摘通り、カリキュラムの見直しないし改革が必要となる。一方で、教材については
特に否定的な意見がないため、先行研究にいわれる教材改革という論点に反している。ま
た、サービス意識が希薄化する要因に関する先行研究で指摘されている実務経験を有する
教師が少ないことと、学生の労働に対する価値観と態度がよくないことが確認できた。そ
れに関連して、対処法としては「二重型」教師の育成の必要が確認できたが、学生の労働
観や態度を変える具体的な方法と措置がなく、それぞれの教師に委ねられている。それは
教師が学生の総合的な素質を重視する姿勢と、養成する必要性を再三強調することからも
伺える。また、先行研究では職業教育に携わる教師は繁多な授業と繁雑な事務仕事に対応
し、自分自身の専門性を高める時間的精神的な余裕がないと論述しているが、STS の教師
は、高等教育に携わる教師に対する研究業績を一方的に要求するばかりで、授業に対する
関心が低いという現行の教育体制を批判した。そこでは専門性を高めるために研究に励む
教師の姿が見られる一方で、研究の成果や向上された専門性が教育の現場すなわち授業に
おいて反映されておらず、研究と授業が分断されているように見える。 
他方、HTO に対する日本専門学校の事例考察により、カリキュラムの設置から実際の
教育まで学生の実戦能力と職業適性を重視し、職業教育と実務教育を徹底的に実施してい
ることがわかる。それは先行研究が指摘する専門学校の特徴に合致している。その具体的
な実施法は多数のオペレーション授業と多様なコース選択科目の設定に加え、各種研修制
度を通して実現される。HTOのカリキュラムでは実技訓練と企業研修を重視する以外に、
学生の英語力とマナーを身につけることにも力を入れており、企業側の期待に完全に対応
した取り組みといえよう。また HTO は授業に役立てるために、教師向けに毎年各学科や
各コース、授業の各場面を取りまとめる「授業運営技法集」を刊行している。それに対応
して毎年学生向けに授業に関する評価や意見を求めるために、アンケートを実施し、集計
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したデータを教師に公示している。このように HTO は具体的な施策を行い、学校全体を
あげてサービスとホスピタリティの教育に取り込み、実績をあげている。特に専門知識を
実践できることと、ホスピタリティを考えさせ、議論させる場を学生に与えていることに
ついては評価できる。その教育によって学生の意識が確実に転換させられ、高められてお
り、学生は学校の対応に満足していることが分かった。教師側は学生とコミュニケーショ
ンを取りたがっているが、現実的に一人一人の学生との接触時間が短いことを問題視して
いる。なお教育の現場では、学校としてのホスピタリティへの解釈に関する明確で統一的
な説明と宣伝が少なく、教師のそれぞれの理解に委ねられるため、学生のサービスとホス
ピタリティの意識を混乱させている可能性が高いことは否定できない。 
以上日中両国を比較すると、以下の相違点と共通点が確認できた。まず共通点として、
第一に短期職業高等教育機関に所属する専門学校あるいは専科学校セクターでは理論知識
に比べ、個々の職業に対応する実務的・応用的な教育に重点をおいている。そこには学生
の実践力に対する企業側の期待に対応した目的とコンセプトが観察される。第二に、学校
の職業教育によって、学生のサービス意識とりわけサービスに対する理解とサービスとい
う仕事に対する態度およびホスピタリティに関する考え方を良い方向に転換させたという
ことと、サービス意識の養成に関する学校職業教育の役割と成果が確認できた。第三に、
サービス意識の養成については日中両国とも授業を通して行うと説明した。しかし日本側
では教師の率先した姿勢をより強調している。 
なお、日中両国における職業教育現場での相違点には、主に以下の 3 点があげられる。
つまり、まずカリキュラムの設置では日本のほうがより多種多様で、職業や職務への対応
度が高く、資格取得と実技教育を徹底的に行っている。それに対して、中国の職業教育に
は政治的教養などの普通高等教育並みの科目設置が多く、実技教育に対する不徹底さが察
知できる。第二に、授業に関しては、日本ではワークショップ形式の授業や学生参加型の
授業が多いが、中国では教師が一方的に講義することが多い。また、中国では授業以外に
教師と学生の接触度が極めて低いのに対して、日本は比較的高い。第三にサービス意識に
関する教育の中で、日本の教師は学生の礼儀とマナーを重視しながら、自らの率先垂範を
強調する。それに対して中国の教師は学生の総合的な素質を重視し、道徳やモラルにかか
わる点を意識する。 
サービス意識の育成やホスピタリティ教育においては、学校の教職員の責任と役割が重
大であることはいうまでもない。そこには教職員のしっかりとした理解と率先力が求めら
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れている。中国の職業教育においてはより有効で実用的な教育システム作りと環境づくり
などの課題が多数存在している中、上述の日本の事例が大いに参考できよう。 
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１ 中国人のサービス意識の実態 
サービス意識とは①サービスに対する認識と理解、②自発的（能動的）・積極的に心か
ら人の便益を図るために思い、行動する態度と自覚である（第二章）。中国では、サービス
提供者のサービス意識の欠如がサービスの質の低下につながる最大の要因だと考えられて
いる。先行研究のみならず実社会においても、サービス意識の強化が要請されているが、
サービス意識をめぐる人々の認識が詳らかにされないまま、サービスという言葉だけが一
般に流通しているのが実情である。本研究は研究者・中国人一般・ホテル業界関係者を対
象に、文献調査とアンケート・インタビューの方法を用い、中国人のサービスおよびサー
ビス意識への理解を考察し、以下の諸点を明らかにしえた。 
第一に、「サービス」に対する中国人の理解について、「他人を満足させること」が「サ
ービス」の目的であるという共通認識が形成されていることがわかった。これは日本人の
認識とも合致するものである。一方、研究者・中国人一般・ホテル業界関係者の間には認
識のズレが存在する。まず、研究者はサービスを経済価値のともなう活動としてみなし、
その経済性ゆえに、社会がサービスに職業的蔑視を抱いていると認識しがちであった。と
ころが中国人一般と業界関係者は、職業蔑視の意識が希薄である。さらに、研究者はサー
ビスの経済価値を強調するが、中国人一般と業界関係者は「奉仕精神や助ける行為、モラ
ルの向上など」、個人の道徳的な水準を重視する傾向がある。こうした認識からは、サービ
スの職責的水準にかかわる認識が不充分であることが察知できるのである。 
第二に、アンケートでは、サービスを改善する具体的な措置として、「従業員のサービス
意識の強化、人々のサービスへの正しい認識作り」が挙げられた。それは、先行研究が指
摘するサービス意識の欠如がサービス品質の低下原因であること、サービスへの認識不足
や誤謬という 2点と合致するものである。とりわけ後者の点については、サービス概念の
二側面、すなわち職責をともなう有償性と、奉仕･支援を意味する無償性をめぐる意識上の
混乱と矛盾が推察される。そこにはサービスにかかわる職責論と奉仕道徳論が混在してい
ることが分かった。 
第三に、サービス意識に対する人々の理解では「自発的・積極的・心からサービスを提
供すること、サービスの態度と観念、サービスを自分の責任と義務とみなす」ことが強調
され、いずれもサービス従事者の職務的責任いわばプロ意識を示したものである。サービ
ス意識はプロ意識の類似概念として理解されていることが分かった。サービス意識が希薄
であることは、サービスのプロとしての職業意識が薄いこととなる。そこでは職務的責任
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に対する認識の不充分さが要因の一つとしてあげられる。なお、ホテル業の従事者のサー
ビス意識について「親切・積極性、心を込めて力を尽くす、顧客至上」と中国人一般に評
価され、顧客側がホテルの従業員が提供するサービスに対してほぼ満足していることが分
かった。 
第四に、中国人のサービスの特徴に対して「マニュアル通りの対応、機敏ではあるが大
雑把で、できないことにすぐに NOと言い切る」といった要素を抽出することができた。一
方、日本人のサービスについては「敬語と礼儀と丁寧を重視すること、きめ細かさ、謙譲
かつ服従の慎んだ態度の上下関係」という特徴を描き出せた。サービスの現場では、日本
人従業員は中国人のサービスのあり方について「できないことに関して、アドバイスや代
行案を提示するのではなく、すぐに NOと言い切ること」に不満を抱いている様子が見られ
る。一方中国人従業員は「日本のサービスには礼儀が多すぎる、忍従的な態度」を批判し、
違和感と抵抗感を持っている様子がうかがわれる。 
第五に、ホテルのサービスについて中国人一般は「愛・感情」を込めて接客し客の立場
に立って行動する「ヒューマン・サービス（人性化服務）」を求める一方、標準的なサービ
ス（規範化服務）の部分はまだ改善する必要があると訴えている。そこには、標準的なサ
ービスはすでに達成されており、個性的なサービスもしくはヒューマン・サービスの段階
に邁進すべきという研究者の論調との間にズレが見られる。また、サービス企業が従業員
と顧客そして社会に発信するメッセージにあたるサービス理念について、中国伝統的なサ
ービスの基準と理念である「賓至如帰」があげられ、最適なサービス理念として認知され
ていることが分かった。人々が家のような暖かい対応を求めていることから、上に記した
「ヒューマン・サービス」と同様な欲求が見て取れる。ところが、経営学理論で提唱され
ているところの、品質管理と顧客満足をもたらす有効な手段であるはずの「従業員第一・
従業員満足」は、アンケートにより顧客側に共感されていないことが分かった。従業員の
位置づけに無関心な態度が示されながら、「従業員満足」の重要性が認知されていないこと
が推察できる。 
第六に、サービスに関連するホスピタリティという言葉を聞いたことのある人は 35％で、
中国における浸透度が全体的に低いことが分かった。しかしそのうち、欧米系ホテルでの
認知度が高いことが分かった。それは欧米系ホテルでは比較的に英語を使用する頻度が高
く、英語に由来する「ホスピタリティ」という言葉を知る機会が多いためと考えられる。
なお、「ホスピタリティ」という言葉への理解では辞書並みつまり英漢辞書での「客好き、
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親切的、歓待」という理解が絶対多数を占め、より専門的な深みのある理解が少ないこと
が分かった。これは日本側においても同じ傾向が見られる。 
第七に、サービスとホスピタリティの関係に関して 1
最後に、サービス業界において、サービス意識はホスピタリティに類似していることが
分かった。ホスピタリティの規範的価値である「ホスピタリティ・マインド、ホスピタリ
ティ精神、親切心」はサービス意識の定義の②の部分と同義的に理解でき、態度や心構え・
気持ちを共通点とする。しかし、サービス意識を具現化した行為あるいは行動が、サービ
ス企業においてサービス実践として商品という形に表れ、価値が付くものとなる。一方、
ホスピタリティの実践は具現化された「親切」であり、付加価値として個人の判断に委ね
られるため金銭的な換算は困難である。 
、先行研究では両者を異なる次元
で論じ、下位と上位の関係にあると認識しがちだが、実業界では両者を混用している場合
が多い。両者は上下というより補完的な関係にある。具体的に見ると、中国では全体的に
サービスの概念がより広く、ホスピタリティの概念を内包するという理解が圧倒的に多い。
それに加え、今後の発展の趨勢はホスピタリティに重点をおきながら、サービスの質を高
めていくことになると認識されている。一方日本ではサービス産業の発展の趨勢としてホ
スピタリティが理想とされ、サービスからホスピタリティに進化していくという認識が研
究者と教育者の間で主流となっている。しかし、ホテル業の実務者あるいは学生の間では、
両者を厳密に区別せず、しばしば混同している様子が見られる。つまり、理論と実践の間
に認識のズレが存在することは明らかである。 
 
２ 中国人のサービス意識に与える影響 
本研究はホテル産業史・近現代の歴史的出来事・企業文化・職業教育といった側面から
日中比較を通して、中国人のサービス意識の形成に与える影響を具体的に考察した。 
歴史からみるサービス意識への影響において、日中における宿泊産業史を宿泊施設を中
心に概観した。そして、そこに存在する共通点と相違点を見出した 2
                                                        
1 サービスとホスピタリティに対する日本と中国の認識については、第二章での図2－2を参照されたい。 
。それに関連して、
日本では本陣で提供していた丁重なきめ細やかなサービスのあり方と、競争意識に基づく
旅籠屋で発達した享楽機能、そして洋風のホテルでのスペースの専門化によりもたらされ
たサービスの分業化が今日の日本のサービスの特徴を作り上げていた。一方中国の場合で
2 共通点と相違点の詳細は第三章の小括を参照されたい。 
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は「賓至如帰」という伝統的なサービス理念において、サービス従事者あるいはサービス
提供者がそれぞれの職場において各自の職務に力を尽すべきことを強調していた。中国は
客に家に帰ったような安心感と利便性を与えることが大事とされてきたのに対して、日本
では集客のため、いかに客を喜ばせるかを重視してきたことが分かった。なお、「文化大革
命」の勃発がもたらしたサービスへの影響は、サービス提供者が政治思想の影響のもとで
労働者と労働者を搾取する側の不平等な対立関係を意識し、一方的に労働者の政治的地位
を強調し、サービス従事者のサービスへの認識と職業的な特徴を見落とし、消極的な接客
態度に結び付いた。しかし、「改革開放」政策の実施は西洋のサービスの技法と理念を導入
し、サービスの標準化と均一化をもたらし、「顧客第一」という職業意識が強化される中、
従業員と客との関係をサービスの生産者と消費者という公平な売買関係に位置づけ、サー
ビスの対価価値を要求した。上に記した歴史的変遷を総括してみると、サービスの提供者
と利用者の関係にかかわるジレンマがサービス意識に影響を与えたことが分かった。すな
わち、4000年以上にわたる古代の歴史において宿泊産業およびサービス提供者が政治・法
律・社会により差別を受けてきた立場から、1949年-1979年という 30年間の大変動におい
て「皆平等、労働者が国の主人公」というイデオロギーの下でサービス提供者は突然最上
層に立ち支配する立場に転換した。さらに 1980年代から顧客至上主義の下で形式的にサー
ビス提供者が客の欲求を満たし、その要求に服従する立場となり、実質的に上下・主従関
係が鮮明になった。そうした激動する社会情勢の変化に対応し、人々のサービスへの考え
方もあわせて変わっていった。 
企業文化によるサービスへの影響では、日本・中国・アメリカの企業の特徴および文化
的背景を再検討し、比較した上で事例研究によって企業文化がサービスに与える影響を分
析し、実証した。そこでは、日中米の企業文化を再類型化した。すなわち、アメリカの企
業文化は競争と個調の意識による成果主義を重視した制度＋競争指向型である。日本の企
業文化は競争と人情の意識による実利主義に基づいた倫理型である。中国の企業文化は政
治と人情の意識による関係主義を中心とした倫理＋政治型である。そこに存在する相異点
とそれぞれの特徴はフィールドワークにおいて検証できた 3
                                                        
3 日中米における企業文化の特徴と差異の詳細は第四章の第二節を参照されたい。 
。とりわけ、中国国有企業に
存在する関係主義、経験主義、平均主義的な意識、「倫理＋政治」型企業文化が確認できた。
また企業内部構成員の関係が意識上の「平等」と現実的な「等級」という矛盾によって生
じた「悪平等」も確認できた。そして日系企業の特徴といわれる年功序列や「ほうれんそ
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う」のコミュニケーション方式が確認でき、そこでは仲間意識と生活共同体意識が創造さ
れ、構成員の間における「倫理」が意識される。欧米系企業の事例から科学的な管理法、
パートナー的な人間関係、従業員同士および顧客との間における平等意識が確認できた。
なお、サービスに対する企業文化からの具体的な影響を以下のように明らかにした。まず
CFGの特徴は日中のホテル文化が融合した企業文化であるが、日本的な特徴が形式的にとど
まり、日中のミックスの度合いが低い。そのゆったりした制度環境の下で臨機応変な対応
に優れる。そのサービスの特徴は客と友達となる感覚を持つ若年層の従業員の活気を活か
し、情熱的・活発・フレンドリーである。そしてGHSでは日中の融合の度合いが高く、その
企業文化は「和」を強調し、一貫性と統一性・厳密性を有する。そのサービスの特徴は細
やかな配慮や挨拶・清潔への重視、顧客の利便性を重視することである。またJJHは行政へ
の配慮と人間関係への重視から、サービスの提供において特に政府要人などのVIP客の接遇
を重視し、接客経験を強調する。他方のPRHは顧客満足度から日常業務の不足点まですべて
数値化・書類化することによって科学的な管理法を用いる。競争優位と顧客満足を実現す
るには従業員満足を最重要と見なしている。そのサービスは周到で、顧客とのコミュニケ
ーションが積極的に行われている。以上、日系企業と欧米系企業の事例から中国国有企業
に対して参考になりうる点として 3点が取り上げられる。第一にサービスの質的向上へ積
極的に取り組む姿勢と具体的な措置を講ずることである。第二に組織的・継続的・徹底的
に教育と訓練を行うことである。第三に、厳密な制度と有効的な管理法に基づき、確実に
実行することである。 
学校の職業教育が持つサービス意識の養成への影響については、日中における代表的な
学校に対する考察から探った。その結果、以下の点を明らかにした。まず、短期職業高等
教育機関では、日中とも個々の職業に対応する実務的・応用的な教育に重点をおいている。
また、学校の職業教育によって、学生のサービス意識、とりわけサービスに対する理解と
サービスという仕事に対する態度およびホスピタリティに関する考え方を良い方向に転換
させ、サービス意識の養成に関する学校職業教育の役割と成果が確認できた。しかし、カ
リキュラムの設置では日本のほうが職業や職務への対応度が高く、資格取得と実技教育を
徹底的に行っている。それに対して、中国の職業教育には政治的教養などの普通高等教育
並みの科目設置が多く、実技教育に対する不徹底的さが察知できる。また授業の形式にお
いて日本ではワークショップ形式の授業や学生参加型の授業が多いが、中国では教師が一
方的に講義することが多い。さらに、サービス意識に関する教育の中で、日本の教師は学
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生の礼儀とマナーを重視しながら、自らの率先垂範を強調する。それに対して中国の教師
は学生の総合的な素質を重視し、道徳やモラルにかかわる点を意識することが分かった。
そこでは日本はサービス意識の教育を行動や実践に取り込んでいる動きと意欲を見せてい
るのに対して、中国では意識にとどまり、実際の行動に繋ぐことは少ない。なお、中国の
職業教育の実態について、事例考察により先行研究の指摘に一致した点を見出した。とり
わけ、①中国の短期高等職業教育のカリキュラムの構成は従来の大学のカリキュラムの「混
合型」もしくは「短縮型」であること、②実務経験を有する教師が少ないこと、③学生の
労働に対する価値観と態度がよくないこと、④理論と実務経験を共に有する「二重型」教
師の育成である。最後に、事例考察から専門性を高めるために研究に励む教師の姿が見ら
れる一方で、研究の成果や向上した専門性が教育の現場、すなわち授業において反映され
ておらず、研究と授業が分断されていることが明らかとなった。 
 
３ サービスの質的向上に向けて 
以上の考察の中から、中国のサービスの質が非難される原因を述べ、そのサービスの質
的向上に向けて提案を行おう。 
第一に、サービス提供者と利用者との関係に対する日中の意識の違いがサービスの質に
かかわる日中のギャップをもたらした。 
宿泊産業およびその従事者の政治的・社会的地位は、日中の歴史において共に低く差別
を受けてきた。しかし、近現代への転換の中で日本では自由民権思想と実利主義のもとで、
サービス業の職業的な特徴である客の欲求を満たし、その要求に服従することから、形式
上サービス提供者と利用者の関係は上下・主従関係にあることを自然に受け入れることに
なった。人々は公的に客を満足させるのに力を尽くすと同時に、私的に他人のもてなしを
受け入れる。そこには個人の人格的・社会的地位と関係なく、仕事の場合と私的な場合を
はっきり区別することができた。それに対して、中国の場合では歴史上長く差別を受けて
きたことに加えて、近現代になると政治的運動に翻弄され、人々のイデオロギーが短期間
に再三転換させられた。そこでは意識の転換の不徹底さがもたらされた。これは第二章で
論じたサービスという職業と提供者に対する研究者と中国人一般の間に存在する認識のズ
レからも窺える。 
したがって、サービス提供者と利用者の関係にかかわる意識上のジレンマがしばしばサ
ービスの品質に対する批判を浴びさせる要因となっている。よって、サービスという職業
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およびサービス提供者と客との関係に対する正しい認識作りがサービスの質的向上に繋が
るキーポイントの一つである。 
第二に、ホスピタリティあるいは「誠善待客」に示されるサービス提供者と利用者にか
かわる相互性の欠如がサービスの質に影響する要因と考えられる。 
従来サービスに関する研究ではサービスそのものの理論、サービスのマネジメント、顧
客満足のメカニズム、マーケティング手法など、サービスの提供者に対して一方的な研究
と調査を重ねてきた。そこにはサービスの利用者への意識啓蒙が欠けている。第四章の調
査では、中国人によるサービスの提供者側と利用者側の双方が互いに不満を抱いているこ
とが分かった。その背後にはサービスに対する認識と理解の違い、相互理解と相互容認の
態度の欠如が存在する。そのため、サービスの現場ではサービス提供者の誠意・善意が客
に伝わらず、共に感動的な体験を創出し難いのである。サービスに対する正しい認識の必
要性は、第二章のアンケートの分析によってすでに人々に意識されていることが明らかで
ある。サービス意識を養成するには、相互性を強調するホスピタリティへの理論研究と応
用研究、そしてサービス利用者向けのサービス意識啓蒙の教育と研究が不可欠である。 
ゆえに、サービスの質的向上に繋げるにはサービスへの認識と理解の共通性を高め、サ
ービス提供者への一方的な教育ではなく、サービス利用者を含む双方への教育が重要であ
る。サービスにおける相互容認・相互理解・相互確立・相互依存である「共生」関係と相
互信頼・相互創造・相互発展・相互補助という「互助」関係を提唱し、広く発信する必要
がある。 
第三に、サービスの品質を最重要視し、積極的に取り組む企業文化の創造が、企業内部
から結果的にサービスの質に影響し、サービスへの評価を左右する。 
顧客満足への追求が形式的にとどまっている状況を脱し、サービス理念・企業哲学・価
値観を有効的な科学的な管理法によって確実に実現し、従業員への教育を繰り返し行い、
従業員満足を通して一貫性や厳密性のある企業文化を作ることが必要であり、また重要な
課題となる。中国国有ホテルあるいは本土ホテルにとって、制度作りや管理手法以上に、
日系企業にある「和」の精神とチームワークへの強調、それに欧米企業にあるスタッフの
間のパートナー的な関係作りと積極的なコミュニケーションが学ぶべきところである。 
このように、サービスの質的向上を絶えず追求する企業文化の創造と貫徹がサービスの
水準を維持し、改善する有効な手段となる。 
第四に、中国のサービスにかかわる人材育成における問題点が、サービスの質が非難さ
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れる原因の一つとなる。 
職業教育において、日中両国は学生の実践力を重視し、個々の職業に対応する実務的・
応用的な教育に重点を置いている。しかし、日本の職業教育は常に企業や社会の要請と需
要をキャッチし、それに対応してカリキュラムの設置から実際の教育まで徹底的に行う。
それに対して中国の職業教育の実際の場面では、学生の職業実践と研修を重視するものの、
カリキュラムでは政治的教養などの普通高等教育並みの科目設置が多く、実技教育に対す
る不徹底的さが存在する。それに関連して、学校側は学生にかなりの実践する場と機会を
提供しているにもかかわらず、学生側はより多くの実技訓練の場と授業を要求している。
よって、カリキュラムの改革ないし見直しが必要となる。サービス意識の養成では、日本
では具体的に学生の礼儀とマナーを重視し教育を行っているのに対して、中国では学生の
モラルや労働に対する価値観と態度を強調しながらも、具体的な教育措置がないのが実情
である。それによって、サービスの人材作りにおいては、サービスに対する認識と能動的・
積極的にサービスを行う態度と自覚を確実に養成することなく、ただサービスのテクニッ
クを教えることとなる。なお、教師の研究能力と研究業績を重視する一方、教育能力や授
業運営技法への関心度が低い現行の教育体制にも問題が存在する。 
したがって、サービスの質的向上につなげるには、正しいサービス意識と熟練したサー
ビス技能の両方を持つサービスの人材の育成が重要である。そこでは具体的な措置をとっ
て適切な教授法と授業運営技法を確実に実施することが肝心である。 
 
４ 今後の課題 
本研究は以上のように、中国人のサービス意識の実態を探り、それに与える影響を考察
した。また日中比較によって、中国のサービスの質が非難される原因を究明し、サービス
の質的向上に向けて提案を行った。そこからさらに以下の課題が導き出された。 
第一に、サービスに対する人々の理解を探るにはアンケートとインタビューの調査方法
が不可欠である。データの新鮮さに加え、より普遍性と客観性のあるデータと調査の妥当
性を絶えず追求し続けることが今後の研究においても欠かせないことであり、継続的に行
なっていきたい。 
第二に、中国においては、ホスピタリティの概念がまだ普及しておらず、それに対する
専門的な研究も行われていない。本研究はサービス産業におけるホスピタリティの中国語
訳を試み、サービスとサービス意識とホスピタリティの関係を論述した。しかし、より具
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体的で論理的な研究が欠けている。そのため、ホスピタリティの概念を中国に導入するこ
と、そしてホスピタリティへの学問的な探究と応用研究をさらに進めるつもりである。 
第三に本研究は人々のサービス意識に与える影響を宿泊産業史・近現代の歴史的出来
事・企業文化・職業教育の多側面から考察した。しかし、意識つまり考え方の形成は複雑
で、より多くの要素から影響を受けている。今後の研究において、サービス意識に与える
影響をさらに広く深く探求する必要がある。 
とりわけ、儒教文化からの考察が必要である。本文で述べたように、意識は一夜にして
形成されるものではない。長い歴史の中で、中国の伝統文化である儒教の教えが人々のサ
ービス意識の形成に多大な影響を与えたはずである。言い換えれば、中国人の行動指針と
なる思想文化に相当するものからの影響である。その影響を探る作業は膨大で、この博士
論文では限界があるので、今後の課題として追求していきたい。 
また、国民性からの考察が重要である。国民性という概念はそもそも曖昧であり、統一
した見解がない。中国の場合では地理的に広く南北東西の民俗や風習、地域文化が多種多
様である。そこでは国民性というより、それぞれの地域文化を反映する地域性が人々の意
識形成に影響を与えていると考えられる。そこで、地域性からサービス意識に与える影響
を考察することが、中国人全体の意識形成を把握することにおいて不可欠である。この考
察も今後の研究において行うつもりである。 
さらに、観光は 20 世紀の半ばから発展途上国にとって経済上の万能薬であると見なさ
れ、中国政府も 1980年代から観光業の発展に力をいれ重視してきた。インバウンドとアウ
トバウンドを取り巻く観光活動は今後さらに活発化していくと思われる。観光人類学的な
視点から観光活動の活発化がもたらすサービス意識への影響を探ることも、今後の研究の
課題である。 
以上の諸点をはじめとして、今後もサービスについて継続して研究していきたい。また、
学際的な学問である観光学の系統的な理論体系の構築に力を尽くしたいと考える。 
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資料１ 研究業績一覧表 
 
 
発表論文： 
○2004 年度「企業文化から見るホテルのサービス文化に関する比較研究―中国における
日系ホテルと国有ホテルを事例として」大阪市立大学修士学位論文 
○2009 年 3 月、「中国人の「服務」への認識に関する考察」、『ＨＯＳＰＩＴＡＬＩＴ
Ｙ』、日本ホスピタリティ・マネジメント学会誌、第 16 号、pp.103－109（査読付き） 
○2008 年 11 月、「企業文化によるサービスへの影響に関する比較研究―中国における
日系ホテルと国有ホテルを事例として」、『東北亜観光研究』、東北亜観光学会、Vol.
４No.２、pp.41―61 （査読付き） 
○2008 年 6 月、「ホスピタリティとサービスへの認識と教育に関する調査報告―ホス
ピタリティ ツーリズム専門学校において」、『ホスピタリティ ツーリズム研究論集
2 号』、ホスピタリティ ツーリズム専門学校 pp.14－22 
○2007 年 12 月、「中国の高等職業教育におけるサービス意識の養成に関する考察―上
海旅游高等専科学校の事例を通して」、『日本観光研究学会第 22 回全国大会学術論
文集』、日本観光研究学会、pp.169－172  
○2007 年 11 月、「上海波特曼丽嘉酒店的学习有感（上海リーツ･カールトンホテルに
おけるフィールドワークについて）」、『饭店世界』NO.６、上海社会科学院旅游研究
中心 pp.45―46 
○2007 年 5 月、「日中宿泊産業の歴史的変遷および比較」、『東北亜観光研究』、東北亜
観光学会、Vol.３No.１、pp.105－122 （査読付き） 
○2006 年 2 月、「第 2 部ブランド化としての歴史的まちなみー集客力のある自治体を
めざして 第 6 章 来訪者に対するもてなし」、『集客都市と自治体ブランド戦略
（平成 17 年度共同研究報告書）』、財団法人大阪府市町村振興協会・おおさか市町
村職員研修研究センター・共同研究「集客都市と自治体ブランド戦略」研究会、
pp.81－88  
○2005 年 12 月、「中国における企業文化によるサービスへの影響―国営ホテルを事例
としてー」、『日本観光研究学会第 20 回全国大会学術論文集』、日本観光研究学会、
pp.205―208  
○2004 年、「ホテル業におけるサービスとホスピタリティに関する認識と理解―中国
における日系ホテルの事例を通して」、『第 10 回観光に関する学術研究論文入選論
文集』、アジア太平洋観光交流センター、pp.1－17 （一席）（査読付き） 
 
 
 
学会口頭発表： 
○2008 年 6 月 28 日、日本ホスピタリティ・マネジメント学会第 17 回全国大会（日本
大学、千葉県習志野市）、「中国人の「服務」への認識に関する一考察」 
○2007 年 12 月 2 日、日本観光研究学会第 22 回全国大会（立命館アジア太平洋大学、
別府）、「中国の高等職業教育におけるサービス意識の養成に関する考察―上海旅游
高等専科学校の事例を通して」 
○2007 年 2 月 3 日、東北亜観光学会（同志社大学、京都）、「日中宿泊産業の歴史的変
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遷および比較」 
○2005 年 12 月 10 日、日本ホスピタリティ・マネジメント学会関西支部（奈良県立大
学、奈良）、「ホテル業におけるサービスとホスピタリティに関する認識と理解―中
国における日系ホテルの事例を通してー」 
○2005 年 12 月 4 日、日本観光研究学会第 20 回全国大会（横浜商科大学、横浜）、「中
国における企業文化によるサービスへの影響―国営ホテルを事例としてー」 
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資料２ 北京長富宮飯店でのインタビューの質問事項 
 
１、 serviceと hospitalityについてどう思いますか？（その意味や関係などへの理解） 
２、 このホテルのサービス理念は何ですか？ 
３、 日本的なサービスと中国的なサービスという言い方があるが、どう思いますか？（理
解、特徴、区別など） 
４、 このホテルではどのようなサービスがいい（効果がある）と思いますか？また、ど
のようなサービスに改善が必要だと思いますか？ 
５、 本来のホテルのサービスとして、どうあるべきだと思いますか？ 
６、 ホテルの管理、特に社員教育についてどう思いますか？ 
７、 このホテルでは、どんな客層をターゲットにしていますか？（今後の目標は？） 
８、 仕事、職業に対してどう思いますか？ 
９、 このホテルの文化、或いは特色は何だと思いますか？ 
１０、中国人の国民性と日本人の国民性についてどう理解していますか？（国民性とサー
ビスとの関係など） 
１１、中国人上司と日本人上司と接触するときに、対応のし方や態度などについてどう思
いますか？ 
 
 
 
 
資料３ 上海花園飯店でのインタビューの質問事項 
 
１、 serviceと hospitalityについてどう思いますか？（その意味や関係などへの理解） 
２、 このホテルのサービス理念は何ですか？ 
３、 日本的なサービスと中国的なサービスという言い方があるが、どう思いますか？（理
解、特徴、区別など） 
４、 このホテルではどのようなサービスがいい（効果がある）と思いますか？また、ど
のようなサービスに改善が必要だと思いますか？ 
５、 本来のホテルのサービスとして、どうあるべきだと思いますか？ 
６、 ホテルの管理、特に社員教育についてどう思いますか？ 
７、 このホテルでは、どんな客層をターゲットにしていますか？（今後の目標は？） 
８、 仕事、職業に対してどう思いますか？ 
９、 このホテルの文化、或いは特色は何だと思いますか？ 
１０、中国人の国民性と日本人の国民性についてどう理解していますか？（国民性とサー
ビスとの関係など） 
１１、中国人上司と日本人上司と接触するときに、対応のし方や態度などについてどう思
いますか？ 
１２、ISO認証を取得した以前と以後に、何か違いを感じますか？（ISO認証についてど
う理解していますか？） 
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資料４ 上海錦江飯店でのインタビューの質問事項 
 
１、 serviceと hospitalityについてどう思いますか？（その意味や関係などへの理解） 
２、 このホテルのサービス理念は何ですか？ 
３、 日本的なサービスと中国的なサービスという言い方があるが、どう思いますか？（理
解、特徴、区別など） 
４、 このホテルではどのようなサービスがいい（効果がある）と思いますか？また、ど
のようなサービスに改善が必要だと思いますか？ 
５、 本来のホテルのサービスとして、どうあるべきだと思いますか？ 
６、 ホテルの管理、特に社員教育についてどう思いますか？ 
７、 このホテルでは、どんな客層をターゲットにしていますか？（今後の目標は？） 
８、 仕事、職業に対してどう思いますか？ 
９、 このホテルの文化、或いは特色は何だと思いますか？ 
１０、中国人の国民性と日本人の国民性についてどう理解していますか？（国民性とサー
ビスとの関係など） 
 
 
 
 
 
資料５ 上海波特曼丽嘉酒店でのインタビューの質問事項 
 
１、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
２、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
３、「ホスピタリティ」についてどのようにご理解になっていますか？（概念、内容） 
４、「ホスピタリティ」と「サービス」の関係はどのようにお考えですか？ 
５、このホテルのサービス理念は何ですか？ 
６、このホテルでは、どのサービスがいい（効果）だと思いますか？また、サービスの面
において改善すべき点はありますか？ 
７、ホテルにはどのような社員教育がありますか？また、社員教育についてどのようにお
考えですか（例えば：良い点や不足点など） 
８、このホテルでは、どんな客層をターゲットにしていますか？（国別客の割合、今後の
目標？） 
９、このホテルの文化（企業文化）あるいは特色は何だと思いますか？ 
１０、 仕事、職業に対してどう思いますか？ 
１１、 中国のサービスはどのような特徴がありますか？ 
１２、 よいサービスのあり方についてどう考えていますか 
１３、 サービスは国民性と関係していますか？中国の国民性には何がありますか？ 
１４、 そのほかにご意見があれば、ご自由に記述してください 
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資料６ ホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪における教師への質問事  
項 
 
１、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
２、「ホスピタリティ」についてどのようにご理解になっていますか？（概念、内容） 
３、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
４、「ホスピタリティ」と「サービス」の関係はどのようにお考えですか？ 
５、HTO が「ホスピタリティ」と「サービス」をどのように解釈されていますか？ 
６、そして、それらをどのように学生に教えていますか？（つまり、学生のサービス意識
或いはホスピタリティ精神をどのように養っていますか） 
７、HTO の教育理念は何ですか？（学校の特徴） 
８、学生に対する教育では何を最も重視していますか？ 
９、学生のサービス意識の育成には何が必要ですか？それに対して HTO では何か不足し
ている点がありますか？あるなら何ですか？ 
１０、日本的なサービスの特徴は何だと思いますか？ 
１１、ホテルのサービスは、どうあるべきだと思いますか？（よいサービスとは） 
１２、ホテルのホスピタリティと旅館のホスピタリティの違いは何だと思いますか？ 
 
 
 
資料７ ホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪における学生への質問事 
項 
 
１、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
２、「ホスピタリティ」についてどのようにご理解になっていますか？（概念、内容） 
３、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
４、「ホスピタリティ」と「サービス」の関係はどのようにお考えですか？ 
５、HTO では「ホスピタリティ」と「サービス」についてどのような解釈（或いは説明）
を受けましたか。？          
６、そして、それらはどのように教えられていますか？（例えば：授業、雰囲気など） 
７、あなたのサービス意識或いはホスピタリティ精神が学校の教育によって、影響されて
いると思いますか？あるなら、どのような影響ですか？ 
８、HTO で「ホスピタリティ」或いは「サービス」感じたことがありますか？あるなら、
それは何ですか？ 
９、学生のサービス意識あるいはホスピタリティ精神の育成には何が必要だと思います
か？それに対して HTO では何か不足点がありますか？あるなら何ですか？ 
１０、ホテルのサービスあるいはホスピタリティは何だと思いますか（特徴）？旅館のそ
れとどこが違いますか？ 
１１、よいサービスのあり方とは何だと思いますか？ 
１２、日本的なサービスの特徴は何だと思いますか？ 
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資料８ 上海旅遊高等専科学校における教師への質問事項 
 
１、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
２、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
３、「ホスピタリティ」についてどのようにご理解になっていますか？（概念、内容） 
４、「ホスピタリティ」と「サービス」の関係はどのようにお考えですか？ 
５、あなたは「ホスピタリティ」と「サービス」をどのように学生に説明していますか？ 
６、そして、それらをどのようにあるいは何を通して学生に教えていますか？（つまり、
学生のサービス意識或いはホスピタリティ精神をどのように養っていますか） 
７、STS の教育理念は何ですか？（学校の特徴） 
８、学生に対する教育では何を最も重視していますか？ 
９、「サービス意識」についてどのように理解していますか？（概念・内容）中国人には
どんなサービス意識を持っていると思いますか？ 
１０、STS ではどのように学生のサービス意識を養成していますか？ 
１１、学生のサービス意識の育成には何が必要ですか？それに対して STS では何か長所
と短所がありますか？あるなら何ですか？ 
１２、良いサービスとは何だと考えますか？ 
１３、中国人（ホテル）のサービスにどんな特徴があると思いますか？ 
 
 
 
 
資料９ 上海旅遊高等専科学校における学生への質問事項 
 
１、「サービス」についてどのように理解されていますか？ 
２、「ホスピタリティ」という言葉はいつ、どこでお知りになりましたか？ 
３、「ホスピタリティ」についてどのようにご理解になっていますか？（概念、内容） 
４、「ホスピタリティ」と「サービス」の関係はどのようにお考えですか？ 
５、「ホスピタリティ」と「サービス」について、先生はどのように説明していますか？ 
６、そして、それらを何を通してあなたに教えていますか？（例えば：授業、サークル活
動、校内活動、実習・・・） 
７、「サービス意識」についてどのように理解していますか？（概念・内容）中国人には
どんなサービス意識を持っていると思いますか？ 
８、学校の教育によって、あなたのサービス意識が変わりましたか？変わりがあるなら、
どのように変わっていますか？ 
９、学生のサービス意識の育成には何が必要ですか？それに対して STS では何か長所と
短所がありますか？あるなら何ですか？ 
１０、STS での勉強は最も得たものは何ですか？ 
１１、良いサービスとは何だと考えますか？ 
１２、中国人（ホテル）のサービスにどんな特徴があると思いますか？ 
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資料１０ アンケートの内容 
 
回答は丸で囲む、あるいは自由記入 
※以下でいう「サービス」は、サービス業におけるサービスのことで、特に人的サービスを指
す 
あなたのサービスに対する認識と理解を伺う 
 
１、性別：   ①男     ②女 
 
２、年齢：①18－24 歳   ②25－35 歳   ③36－45 歳   ④46－55 歳   ⑤55 歳以上 
 
３、居住地（省市）：（                            ） 
 
４、中国のサービス業のサービスに関する現状を改善する必要がありますか？ 
  ①ある  ②ない  ③分からない  ④その他（            ） 
 
５、問 4 では①を選択した方にお聞きします、サービスの改善（あるいはサービスの質の
向上）に繋がるには、何が重要ですか？（複数選択の場合は、重要度の高低順に並ん
でください） 
  ①サービス業従業者の社会地位と給料を高める  ②従業者のサービス意識を強化
する  ③従業者に対するサービス知識の教育を強化する  ④従業者のサービス
技能とテクニックを高める  ⑤従業者のモラルを向上する  ⑥人々のサービス
に対する正しい認識作り  ⑦サービスの仕事と提供者を理解し、尊重する  ⑧適
切 な 苦 情 処 理 シ ス テ ム を 確 立 す る   ⑨ そ の 他
（                   ） 
 
６、「サービス」についてどのように理解していますか？（複数選択可、あるいは自由記
述） 
  ①人の世話をする仕事  ②奉仕精神を備えること  ③他人の享受を満足させる
ために提供する労働  ④サービスの提供者と利用者の双方の相互的活動  ⑤価
値のある商品の一つ  ⑥社会的地位の低い仕事  ⑦主に礼儀作法において表現
さ れ る   ⑧ 人 を 助 け る 行 為   ⑨ そ の 他
（                       ） 
 
７、中国的なサービスにはどんな特徴があると思いますか？（複数選択可） 
  ①臨機応変    ②大雑把的   ③注意深い、思いやる    ④親切、周到的    ⑤消極
的 、 無 愛 想   ⑥ マ ニ ュ ア ル 的 、 融 通 が 利 か な い   ⑦ そ の 他
（                 ）     
 
８、サービス業に従事する者にサービス意識があると思いますか？ 
  ①ある  ②ない  ③分からない  ④その他（              ） 
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９、「サービス意識」とは何だと考えていますか？（複数選択可、あるいは自由記述） 
  ①サービスの態度と観念  ②他人の便宜を図る意欲  ③サービスに対する正し
い認識と理解  ④サービスを自分の責任と義務と見なす  ⑤自発的・積極的・心
からサービスを提供すること  ⑥他人にサービスを行う習慣  ⑦その他
（    ） 
 
１０、サービス意識は何を通して養成されると思いますか？（複数選択の場合は、重要度
の高低順に並んでください） 
  ①社会的環境  ②自身の修養  ③企業あるいは団体組織内の社員教育  ④サ
ービス提供者を養成する学校の職業教育  ⑤家庭教育  ⑥一般的な学校教育 
  ⑦その他（                   ） 
 
１１、海外に行ったことがありますか？ 
  ①ない  ②ある（例えば：                 ） 
 
１２、問 11 で②を選択した方にお聞きします、サービスにおいて最も満足した国はどこ
ですか？なぜですか？ 
  （                                    ） 
 
１３、問 11 で①を選択した方にお聞きします、サービスにおいて、あなたのイメージで
はどの国のサービスが最もよいですか？なぜですか？ 
  （                                    ） 
 
１４、「hospitality」という単語をご存知ですか？ 
  ①はい    ②いいえ 
 
１５、問 14 で①を選択した方にお聞きします、「hospitality」という言葉はいつ、どこで
知りましたか？ 
   （                                   ）                                                    
 
１６、問 14 で①を選択した方にお聞きします、「hospitality」についてどのように理解し
ていますか？（自由にご記述してください） 
  （                                   ） 
 
 
 
あなたのホテルサービスに対する考えを伺う 
 
１、あなたは平均で一年以内にホテルを何回利用しますか？ 
①1－5回     ②6－10回    ③10回以上   ④20回以上   ⑤30回以上    ⑥その他
（                  ） 
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２、ホテルを利用する理由は何でしょうか？（複数選択の場合は、頻繁度の高低順に並ん
でください） 
①ビジネス（出張など）   ②観光   ③会議   ④その他（                    ） 
 
３、ホテルを選択する時に何を重視しますか？（重視度の高低順に並び、選んでください） 
①価格  ②交通便利  ③サービス  ④料理  ⑤施設設備   ⑥知名度  ⑦格付け   
⑧その他（                   ） 
 
４、よいホテルとして何を重視すべきでしょうか？（複数選択のある場合は、重要度の高
低順に並び、選んでください） 
  ①客室設備   ②料理飲料   ③サービスの質   ④ビジネス用施設と設備   ⑤レジ
ャー施設   ⑥社員教育  ⑦チームワーク  ⑧その他（                ） 
 
５、サービス面において、ホテルは最も改善すべきところは何だとお考えですか？ 
   ①標準的なサービス   ②個性的なサービス   ③情感的なサービス  ④パーソン
ナリティ的なサービス   ⑤その他（                         ） 
 
６、ホテル業のサービス理念としてどれが最も適切だと思いますか？ 
   ①客は神様である  ②賓至如帰   ③客は友達   ④全ての客を同じように接する
（ 平 等 に 扱 う ）   ⑤ 従 業 員 を 第 一   ⑥ 客 を 第 一   ⑦ そ の 他
（                      ） 
 
７、現在、中国におけるホテル業のサービス水準についてどのようにお考えですか？ 
  ①高水準   ②どちらかといえば高い水準   ③普通  ④どちらかといえば低い
水準   ⑤低水準   ⑥分からない   ⑦その他（                         ）   
 
８、ホテル業で従事する者としてどんなサービス意識を持っていると思いますか？（複数
選択可） 
  ①親切的、積極的  ②心を込めて力を尽くす  ③金によって仕事をする  ④顧
客至上  ⑤人によって仕事をする  ⑥客の立場で考える  ⑦消極的、不行き届
き  ⑧面倒をなるべく避ける  ⑨その他（                ） 
 
９、利用した国内のホテルの中で、最も気に入ったホテルは何ホテルですか？理由も合わ
せてご回答ください。（自由にご記述してください） 
  （                                   ） 
 
１０、海外に行ったことのある場合では、どの国のホテルサービスに最も満足しました
か？理由も合わせてご回答ください。（自由にご記述してください） 
  （                                   ） 
 
 
 
ご協力誠にありがとうございました 
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資料１１ 中国の『国民経済行業分類とコード』（GB/T4754－2002）の基本構
造 
 
 
 
分類 コード 行 業 名 称 
第一次産業 Ａ 农，林，牧，渔業    
第二次産業 Ｂ 採鉱業 
Ｃ 製造業 
Ｄ 電力，ガスおよび水道業 
Ｅ 建築業 
第三次産業 Ｆ 交通運輸，倉庫・貯蔵および郵政業 
Ｇ 情報伝達，パソコンサービスとソフトウェアー 
Ｈ 卸売りと小売り業 
Ｉ 宿泊業と飲食業 
Ｊ 金融業 
Ｋ 不動産業 
Ｌ 賃貸と商務サービス業 
Ｍ 科学研究・技術サービスと地質調査業 
Ｎ 水利、環境と公共施設管理業 
Ｏ 住民サービスとその他のサービス業 
Ｐ 教育業 
Ｑ 衛生、社会保障と社会福祉業 
Ｒ 文化、体育と娯楽業 
Ｓ 公共管理と社会機構 
Ｔ 国際機構 
出所：中国国家統計局のホームページ
（http://news.xinhuanet.com/zhengfu/2003-05/20/content_877693.htm）により作成 
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資料１２ 中国の第三次産業に関わる統計 
 
 
 年
度 
増加価値 
（億元） 
GDP での
比重（％） 
就業変化 宿泊業および飲
食業の増加価値
（億元） 
就業者数（万人） 総就業人口での
比重（％） 
1978 872.5 23.9 4890 12.2 44.6 
1979 878.9 21.6 5177 12.6 44.0 
1980 982.0 21.6 5532 13.1 47.4 
1981 1076.6 22.0 5945 13.6 54.1 
1982 1163.0 21.8 6090 13.5 62.3 
1983 1338.1 22.4 6606 14.2 72.5 
1984 1786.3 24.8 7739 16.1 96.8 
1985 2585.0 28.7 8359 16.8 138.3 
1986 2993.8 29.1 8811 17.2 163.2 
1987 3574.0 29.6 9395 17.8 187.1 
1988 4590.3 30.5 9933 18.3 241.4 
1989 5448.4 32.1 10129 18.3 277.4 
1990 5888.4 31.6 11979 18.5 301.9 
1991 7337.1 33.7 12378 18.9 442.3 
1992 9357.4 34.8 13098 19.8 584.6 
1993 11915.7 33.7 14163 21.2 712.1 
1994 16179.8 33.6 15515 23.0 1008.5 
1995 19978.5 32.9 16880 24.8 1200.1 
1996 23326.2 32.8 17927 26.0 1336.8 
1997 26988.2 34.2 18432 26.4 1561.3 
1998 30580.5 36.2 18860 26.7 1786.9 
1999 33873.4 37.7 19205 26.9 1941.2 
2000 38714.0 39.0 19823 27.5 2146.3 
2001 44361.6 40.5 20228 27.7 2400.1 
2002 49898.9 41.5 21090 28.6 2724.8 
2003 56004.7 41.2 21809 29.3 3126.1 
2004 64561.3 40.4 23011 30.6 3664.8 
2005 73432.9 40.1 23771 31.4 4193.4 
2006 84721.4 40.0 24614 32.2 4792.1 
2007 103879.6 40.4 24917 32.4 5547.2 
2008 120486.6 40.1 25717 33.2 6624.4 
出所：中华人民共和国国家统计局编『中国统计年鉴 2009』中国統計出版社により参照作成 
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資料１３ 年度別中国における観光の三大市場に関する統計 
 
年度 インバウンド
（万人） 
国際観光収
入（億ドル） 
アウトバンド（万
人） 
国内観光者
数（百万人） 
国内観光収入
（億元） 
1978 181（72） 2.63 ― ― ― 
1979 420（153） 4.49 ― ― ― 
1980 570（350） 6.17 ― ― ― 
1981 777（377） 7.85 ― ― ― 
1982 792（392） 8.43 ― ― ― 
1983 948（379） 9.41 ― ― ― 
1984 1285（514） 11.31 ― ― ― 
1985 1783（713） 12.50 ― ― ― 
1986 2281（900） 15.31 ― ― ― 
1987 2690（1076） 18.62 ― ― ― 
1988 3169（1236） 22.47 ― ― ― 
1989 2450（936） 18.60 ― ― ― 
1990 2746（1048） 22.18 ― ― ― 
1991 3335（1246） 28.45 ― ― ― 
1992 3811（1651） 39.47 ― ― ― 
1993 4153（1898） 46.83 374(227) ― ― 
1994 4368（2107） 73.23 373(209) 524 1023.51 
1995 4639（2003） 87.33 452（247） 629 1375.70 
1996 5113（2277） 102.00 506（265） 640 1638.38 
1997 5759（2377） 120.74 532（288） 644 2112.70 
1998 6348（2507） 126.02 843（524） 695 2391.18 
1999 7280（2705） 140.99 923（497） 719 2831.92 
2000 8344（3123） 162.24 1047（484） 744 3175.32 
2001 8901（3317） 177.92 1213（695） 784 3522.36 
2002 9791（3680） 203.85 1660（1006） 878 3878.36 
2003 9166（3297） 174.06 2022（1481） 870 3442.27 
2004 10904（4176） 257.39 2885(587) 1102 4710.71 
2005 12029（4681） 292.96 3103(589) 1212 5285.86 
2006 12494（4991） 339.49 3452(572) 1394 6229.74 
2007 13187（5472） 419.19 4095（603） 1610 7770.62 
2008 13003（5305） 408.43 4584（571） 1712 8749.30 
注１：インバウンドの人数は華僑・香港・マカオ・台湾の人を含む。またインバウンドにある括弧の数
字は滞在型観光者数（あるいは宿泊観光者数）である。なお、インバウンドの統計は入国ごとに
一人に一回と計算される。 
注２：アウトバウンドにある括弧の数字は公務以外の目的で出国した人数である。 
注３：以上の人数は四捨五入した数である。 
出所：中华人民共和国国家统计局『中国统计年鉴 2009』中国統計出版社、中华人民共和国国家旅遊局『中
国旅遊統計年鑑』1992－2009年度により参照作成 
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資料１４ 中国での観光産業に関する主要な条例と立法 
 
名称 制定機関 公布または実施期日 
旅行社条例 
旅行社条例实施细则（旅行社条例実施詳細） 
国務院 
国家旅游局 
2009 年 5 月 1 日 
2009 年 5 月 3 日 
导游人员管理条例（ガイド管理条例） 国家旅游局 1999 年 10 月 1 日 
中华人民共和国评定旅游涉外饭店星级的规定 
       ↓ 
旅 游 饭 店 星 级 的 划 分 与 评 定
（GB/T14308—1993） 
       ↓ 
旅 游 饭 店 星 级 的 划 分 与 评 定
（GB/T14308—2003） 
（観光ホテルの星級による仕分けと評価） 
国家旅游局 
 
国家質量監督検査
検疫総局 
1988 年 8 月 
    ↓ 
 
1993 年 1 月 1 日 
    ↓ 
2003 年 1 月 1 日 
中华人民共和国旅游涉外饭店星级评定检查员
制度（観光ホテル星級評価員制度） 
国家旅游局 1999 年 5 月 30 日 
关于旅游涉外饭店加收服务费的若干规定 
（国際観光ホテルのサービス料徴収に関する
規定） 
国家旅游局，財政
部，国家物価局，
国家税務局 
1989 年 9 月 30 日 
旅游行业对客人服务的基本标准 
（旅行業接客サービスの基準） 
国家旅游局 1991 年 5 月 29 日 
饭店管理公司管理暂行办法 
（ホテル・マネジメント会社への管理暫定法） 
国家旅游局 1993 年 7 月 29 日 
旅行社质量保证金暂行规定 
（旅行社質的保証金暫定規定） 
国家旅游局 1995 年 1 月 1 日 
中国公民出国旅游管理办法 
（中国国民出国観光管理法） 
国家公安部 2002 年 7 月 1 日 
中国旅游饭店行业规范 
（中国観光ホテル業界規範） 
中国旅游ホテル業
協会 
2002 年 5 月 1 日 
旅游景区质量等级的划分与评定（修订）
（GB/T17775－2003） 
（観光スポットに関する質的等級の仕分けと
評価） 
旅游景区质量等级评定管理办法 
（観光スポットの質的等級に関する評価管理
法） 
国家質量監督検査
検疫総局 
 
 
国家旅遊局 
2005 年 1 月 1 日 
 
 
 
2005 年 8 月 5 日 
导游人员等级考核评定管理办法（试行） 
（ガイド資格検定の評価管理法（試行）） 
国家旅游局 
 
2005 年 6 月 3 日 
出所：中国国家観光局・法律法規 
http://www.cnta.gov.cn:8000/Forms/GovAffairzOpen/RuleStandardList.aspx?menuType=GovAffairzOp
en&imgOn=fgbzにより主なるものを抽出し、作成した。 
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資料１５ 年度別格付けホテル（星級飯店）に関する統計 
 
 
 
 
年度 総数 5つ星 4つ星 3つ星 2つ星 1つ星 
1994 2995 35 96 452 737 263 
1995 3720 38 106 591 930 248 
1996 4418 46 128 743 1148 284 
1997 5201 57 157 895 1339 276 
1998 5782 64 176 1085 1610 313 
1999 7035 77 204 1292 1898 385 
2000 10481 117 352 1899 3061 600 
2001 7358 129 441 2287 3748 753 
2002 8880 175 635 2846 4414 810 
2003 9751 198 727 3166 4864 796 
2004 10888 242 971 3914 5096 665 
2005 11828 281 1146 4291 5497 613 
2006 12751 302 1369 4779 5698 603 
2007 13583 369 1595 5307 5718 594 
2008 14099 432 1821 5712 5616 518 
注１：1994 年―2000 年までの統計におけるホテル総数では「星級飯店」いわば格付けされたホテルの以
外の一般ホテル（社会ホテル）の数も含まれる。つまり、2001 年以降の統計は格付けホテルのみを
対象とされる。 
出所：中華人民共和国国家旅游局『中国旅游統計年鑑』1994－2009 年度中国旅游出版社により参照作成 
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資料１６ 企業形態によるホテルの統計 
 
 
 
年度 総数 国 有
企業 
集 団
所 有
企業 
株 式
合 作
企業 
联 営
企業 
有 限
責 任
企業 
株 式
有 限
企業 
私 営
企業 
そ の
他 の
内 資
企業 
港 澳
台 投
資 企
業 
外 商
投 資
企業 
1994 2995 2069 316 ― 30 ― 36 15 ― 202 327 
1995 3720 2478 423 ― 43 ― 82 48 ― 253 393 
1996 4418 2936 554 ― 66 ― 108 60 ― 289 405 
1997 5201 3343 726 ― 78 ― 223 97 ― 270 464 
1998 5782 3639 859 ― 155 ― 282 153 ― 236 458 
1999 7035 4512 1003 ― 223 ― 404 174 ― 247 472 
2000 10481 6646 1280 69 176 383 395 324 375 414 419 
2001 7358 4339 790 115 97 477 276 351 321 324 268 
2002 8880 5061 893 172 90 734 327 556 361 407 279 
2003 9751 5622 909 359 95 860 635 189 404 411 267 
2004 10888 5482 1007 254 80 1547 462 1264 261 341 190 
2005  11828 5528 946 309 72 1928 518 1624 315 314 256 
2006 12751  5832 902 334 71 2278 593 1871 285 329 256 
2007 13583 5806 914 342 78 2665 646 2309 231 353 239 
2008 14099 5686 872 345 75 2903 703 2643 311 339 222 
注１：集団所有企業は中国語では「集体経済」と表記し、「郷鎮企業・集体企業・合作社」などを指す。
株式合作企業とは合弁と独資より法人形態がフレキシブルで株式により連携企業のことである。联
营企業とは共同経営する企業のことである。有限責任企業は日本の有限会社に類似している。「港澳
台投資企業」は香港・マカオ・台湾による投資する企業の総称である。 
注２：1994年―1999年の間に「株式有限企業」で示す数字は株式企業のすべてを含む。その間での中国
語表記は「股份制经济」とされ、後に「株式合作企業・有限責任企業・株式有限企業」に分けた。 
出所：中華人民共和国国家旅游局『中国旅游統計年鑑』1994－2009年度中国旅游出版社により参照作成 
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資料１７ 所有形態によるホテルの営業収入 
 
 
 
 
年度 営業収入の
総額（億元） 
国有企業 外商投資企業 
ホテル数 営業収入（億元） ホテル数 営業収入（億元） 
1993 406.67 1820 191.88 498 194.12 
1994 548.30 2069 243.13 529 272.15 
1995 636.08 2478 271.22 646 315.50 
1996 731.37 2936 344.07 694 320.98 
1997 812.36 3343 369.13 734 351.32 
1998 796.83 3639 363.87 694 273.40 
1999 845.75 4512 374.38 719 268.73 
2000 862.27 6646 465.00 833 216.62 
2001 763.32 4339 316.96 592 248.87 
2002 914.43 5061 394.42 686 269.73 
2003 983.16 5622 409.63 678 303.42 
2004 1238.67 5482 518.62 531 225.64 
2005 1346.69 5528 568.15 570 257.45 
2006 1482.86 5832 599.42 585 281.19 
2007 1647.03 5806 619.92 592 284.82 
2008 1762.01 5686 692.81 561 252.61 
注１：外商投資企業は香港・マカオ・台湾による投資企業と他の外国による投資企業の両方を含む。 
出所：中華人民共和国国家旅游局『中国旅游統計年鑑』1994－2009 年度、中国旅游出版社により参照作
成 
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資料１８ 中国国内観光の状況 
 
 
 
年度 総人数（百万
人） 
観光収入 
（億元） 
一人当たり消費費用（元） 
平均 都市部住民 農村部住民 
1994 年 524 1023.5 195.3 414.7 54.9 
1995 年 629 1375.7 218.7 464.0 61.5 
1996 年 640 1638.4 256.2 534.1 40.5 
1997 年 644 2112.7 328.1 599.8 145.7 
1998 年 695 2391.2 345.0 607.0 197.0 
1999 年 719 2831.9 394.0 614.8 249.5 
2000 年 744 3175.5 426.6 678.6 226.6 
2001 年 784 3522.4 449.5 708.3 212.7 
2002 年 878 3878.4 441.8 739.7 209.1 
2003 年 870 3442.3 395.7 684.9 200.0 
2004 年 1102 4710.7 427.5 731.8 210.2 
2005 年 1212 5285.9 436.1 737.1 227.6 
2006 年 1394 6229.7 446.9 766.4 221.9 
2007 年 1610 7770.6 482.6 906.9 222.5 
2008 年 1712 8749.3 511.0 849.4 275.3 
注：2003 年の減少は「SARS」の影響によるものだと思われる。 
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑 2009』中国統計出版社ｐ．765 
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資料２８ ホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪での授業スケジュール
（2008 年度ホテル学科昼間部一年） 
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資料２９ ホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪での授業スケジュール
（2008 年度ホテル学科昼間部二年） 
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資料３０ 上海花園飯店のキースタイル 
 
 
 
 
 
 
資料３１ 従業員のユニフォムにつけられているリボン（上海花園飯店） 
左のリボンは、「チップを一切受け取りません」と日・英・中の 3 ヵ国語で書いている
ものである。右のリボンは、現在ユニフォムにつけられているもので、「顧客の満足は私
たちの満足です」と 3 ヵ国語で書いているものである。 
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資料３２ 共産党党員になった人を表彰する掲示（上海錦江飯店） 
 以下の写真は従業員食堂の前に貼ってあった掲示物である。内容は：人事部における共
産党支部の会議の議論により、沙璟氏が共産党の正式な党員となることを許可する、とい
うものである。 
 
 
 
 
 
 
資料３３ 従業員用の食券（錦江飯店） 
 フィールドワークの際、以下の食券を購入した（従業員は 1 ヵ月分支給される）。5 月
分の食券が 2 枚余り、本来であれば返金されるはずであるが、係員は 6 月分の食券として
使えるように手書きで作ってくれた（以下の写真のように）。 
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資料３４ 同僚への感謝カード（上海波特曼丽嘉酒店） 
同僚の手助けや親切に感謝を送るカードである。各部署のバックオフィスや従業員通路
に貼ってある。すべて英語で書かれている。 
 
 
 
 
資料３５ 従業員満足度に関する掲示（上海波特曼丽嘉酒店） 
 PRH では定期的に従業員満足度を調査し、そこで提起された問題点や意見、そしてそ
れに対応する具体的な改善法あるいは解決法を掲示し、従業員通路に貼ってある。 
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資料３６ 従業員の意見を集める箱と顧客の好みを集まる箱（上海波特曼丽
嘉酒店） 
 社員食堂の近くにある。一ヶ月ごとに集計されるそうである。 
 
 
 
 
資料３７ 新人の客室研修（北京長富宮飯店） 
 フロントに配属される研修生や新入社員のために行う客室研修である。各タイプの客室
を見学し、客室内の設備や陳列・設備の使い方・注意点などを了解する。 
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資料３８ 「ハート宅急便」（ホスピタリティ・ツーリズム専門学校大阪） 
 学生による自主的な活動であり、ホスピタリティを実践し実感しようとする活動の一環
である。「ハート宅急便」とは普段直接言えないことや感謝の気持ちをハートレターに書
いて、学生がそれを届くことである。 
 
 
 
資料３９ 模擬ホテル（上海旅遊高等専科学校） 
学生の実技訓練する場として新しく建設された模擬ホテルのロビーである。その中に、
宴会場や客室・喫茶店・中国茶室・バーなど整備されている。調査時では対外営業が検討
されていた。 
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